中小企業の存立可能性に関する比較研究　－企業間取引、地場産業、グローバル化－ by 長谷川 英伸
博士学位請求論文 
 
 
中小企業の存立可能性に関する比較研究 
企業間取引、地場産業、グローバル化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
長谷川 英伸
1 
 
目 次 
 
序章 課題設定      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 
Ⅰ．はじめに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 
Ⅱ．研究についての対象、課題、方法 ・・・・・・・・・・・・・・・6 
Ⅲ．本論文の構成    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 
 
第 1 部 中小企業存立論からのアプローチ   
 
第 1 章 中小企業の被支配性 (下請制 )に関する研究 ・・・・・・・・・・13 
Ⅰ．はじめに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 
Ⅱ．下請制とは      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 
Ⅲ．「中小企業問題性 (下請制 )」―問題性･独立性･効率性―  ・・・・・・ 22 
Ⅳ．おわりに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 29 
 
第 2 章 中小企業の過多性に関する研究  ・・・・・・・・・・・・・・・ 32 
Ⅰ．はじめに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 32 
Ⅱ．「寡占･非寡占」論に関する研究  ・・・・・・・・・・・・・・・・ 33 
Ⅲ．おわりに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50 
 
第 3 章 中小企業の過小性に関する研究  ・・・・・・・・・・・・・・・53 
Ⅰ．はじめに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53 
Ⅱ．中小企業の過小性と存立問題  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・53 
Ⅲ．「適正規模」に関する日本の研究  ・・・・・・・・・・・・・・・・  61 
Ⅳ．おわりに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 71 
 
第 2 部 中小企業の企業間取引からのアプローチ  
 
第 4 章 中小企業の企業間取引と効率性  ・・・・・・・・・・・・・・・75 
Ⅰ．はじめに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 75 
2 
 
Ⅱ．競争優位の概念    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 76 
Ⅲ．中小企業の効率性と「競争優位」論  ・・・・・・・・・・・・・・・84 
Ⅳ．おわりに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 90 
 
第 5 章 「関係特殊的投資」に関する研究からのアプローチ  ・・・・・・92 
Ⅰ．はじめに      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・92 
Ⅱ．「関係特殊的投資」   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・94 
Ⅲ．「関係レントの分配」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・103 
Ⅳ．企業間関係の優位性  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・107 
Ⅴ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・108 
 
第 6 章 「関係特殊的投資」に関する研究からの再考 ・・・・・・・・・110 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・110 
Ⅱ．企業間関係における関係特殊的技能  ・・・・・・・・・・・・・・・111 
Ⅲ．長期継続的な取引関係の比較･検討   ・・・・・・・・・・・・・・・117 
Ⅳ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123 
 
第 7 章 存立主体としての中小企業  
―地場産業とグローバル化の視点―  ・・・・・・・・・・・126 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・126 
Ⅱ．比較研究の意義    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・127 
Ⅲ．中小企業と大企業との企業間取引における再考 ・・・・・・・・・・128 
Ⅳ．存立に関する戦略的手法としての地場産業とグローバル化  ・・・・・130 
Ⅴ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139 
     
第 3 部 地場産業からのアプローチ  
 
第 8 章 地場産業に関する研究  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・141 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・141 
Ⅱ．地場産業の概念    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・141 
3 
 
Ⅲ．産地企業の取引関係  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・148 
Ⅳ．地場産業を取り巻く経済環境の変化 ・・・・・・・・・・・・・・・151 
Ⅴ．地場産業の衰退と発展  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・154 
Ⅵ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・158 
 
第 9 章 豊岡カバン産地の構造変化  ・・・・・・・・・・・・・・・・・159 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・159 
Ⅱ．地場産業の分類形態  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・160 
Ⅲ．豊岡カバン産地の統計的データ   ・・・・・・・・・・・・・・・・162 
Ⅳ．豊岡カバン産地の構造変化  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・165 
Ⅴ．豊岡カバン産地企業の産地外取引  ・・・・・・・・・・・・・・・・169 
Ⅵ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・171 
 
第 10 章 産地企業の産地内企業間関係の構築と製品差別化   
―豊岡カバン産地の産地企業を事例に―   ・・・・・・・ 172 
Ⅰ．はじめに        ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 172 
Ⅱ．豊岡カバン産地の概要  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・173 
Ⅲ．豊岡カバン産地の産地外取引の現状  ・・・・・・・・・・・・・・・175 
Ⅳ．豊岡カバン産地における産地内企業間関係  ・・・・・・・・・・・・179 
Ⅴ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・183 
 
第 4 部 中小企業のグローバル化からのアプローチ  
 
第 11 章 中小企業のグローバル化に関する諸議論  ・・・・・・・・・・186 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・186 
Ⅱ．中小企業のグローバル化に対する議論  ・・・・・・・・・・・・・・187 
Ⅲ．中小企業のグローバル化の進展  ・・・・・・・・・・・・・・・・・192 
Ⅳ．おわりに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・195 
 
 
4 
 
第 12 章 中小製造業のグローバル化に関する一考察   
―兵庫県下の中小企業の海外事業展開を中心に―  ・・・・196 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・196 
Ⅱ．兵庫県下の中小企業に対するアンケート調査 ・・・・・・・・・・・197 
Ⅲ．兵庫県下の中小企業に対するヒアリング調査 ・・・・・・・・・・・203 
Ⅳ．おわりに            ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・208 
 
終章 今後の研究課題     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・210 
Ⅰ．はじめに       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・210 
Ⅱ．本論文のまとめ    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・211 
Ⅲ．本論文で導き出された中小企業存立維持可能性の要因  ・・・・・・・214 
Ⅳ．本論文の意義と今後の研究課題    ・・・・・・・・・・・・・・・・217 
 
アンケート原票 (資料 )  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・222 
 
参考文献：和文献  (アルファベット順 ) ・・・・・・・・・・・・・・・240 
参考文献：洋文献  (アルファベット順 ) ・・・・・・・・・・・・・・・254 
 
 
5 
 
序章 課題設定  
 
Ⅰ．はじめに  
本論文は異質多元的な中小企業を企業間取引、地場産業、グローバル化、の
視点で考察し、中小企業の存立維持可能性について検討していく。中小企業が
対象になっている研究は多くの学術的な分野を含んでいる。太田進一 (1987)で
は、それらの分野として経済政策論、国際経済学、産業組織論、経営学、大企
業論、商業、経済地理学、工業立地論、等を取り上げている 1。中小企業論に関
する研究の多くが各個別の専門領域からのアプローチによるもので、総合的な
学術的研究が展開されたものではなかった 2。  
中小企業は異質多元的な存在であり、中小企業の存立維持の可能性を検討す
るためには、1 つの専門領域のアプローチだけでは不十分であると考える。そ
こで、本論文では太田進一が述べている中小企業研究に関する産業比較･地域比
較･国際比較、の 3 つの比較研究のテーマに準じる形で中小企業の存立維持の
可能性を追求していく 3。以下からは、本論文の企業間取引、地場産業、グロー
バル化、に関する研究テーマに関することについて述べていく。  
企業間取引については、大企業と中小企業との企業間取引に着目し、その企
業間取引において中小企業が自社の存立基盤にどのような影響を及ぼしている
のかを検討する。特に製造業に携わる中小企業の企業間取引を想定している。
中小製造業が行う事業は、自社だけで必ずしも完結するとは言い難い。中小製
造業は顧客から事業を受注するような下請としての経営行動に従事している場
合が多い。  
したがって、いかに大企業との長期的な取引関係を構築するのかが、中小企
業の業績に大きな影響を及ぼす。中小企業が大企業との企業間取引において自
社の存在意義を見出せるのかが重要となる。また、中小企業は大企業との取引
関係上、優位に立てる技術力等の経営資源をいかに蓄積できるのかが問題とな
る。  
                                                   
1 太田進一  (1987) 3 頁を参考にした。  
2 太田進一  (1987) 3 頁を参考にした。  
3 太田進一  (1987) 3 頁を参考にした。  
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次に地場産業については、地場産業を構成している産地企業の分業構造に着
目し、その分業構造において産地企業が自社の存立基盤にどのような影響を及
ぼしているのかについて検討する。産地企業はある特定の地域に同業種の企業
と集積している場合が多く、何世代も世襲して存立している場合が多い。  
しかし、今日において産地企業を取り巻く経営環境は変化しており、従来通
りの地場産業における分業構造も変化している。その変化している分業構造に
対応するために、産地企業は産地外企業との分業を推し進めていく現状がある。
いかに産地企業が自社の存立維持を可能とするような経営行動を行うのかが重
要となる。  
最後にグローバル化については、中小企業の海外事業展開に着目し、海外市
場を視野に入れた経営行動について検討する。従来の中小企業は国内需要を中
心に経営行動を行っている場合が多く、海外の需要に対応する術を持ち得てい
ないことがある。中小企業は日本の人口減少等で国内市場が縮小していくなか
で、いかに海外市場を取り込むような経営行動を取るのかが問われている。  
特に中小製造業においては、大企業の現地生産化が進展しているなかで、受
注量が減少しており、新たな販売先を見つけていく必要がある。そこで、グロ
ーバル化に対応していく中小企業の実態等を把握し、中小企業の存立維持の可
能性を見出せる経営行動を明らかにしていく。  
 
Ⅱ．研究についての対象、課題、方法  
1．研究対象  
本論文は企業間取引、地場産業、グローバル化、における中小企業の存立維
持の可能性を考察していく。企業間取引においては、日本、海外における企業
間取引に関する理論体系化されている中小企業問題性 (下請制 )、過多性、過小
性、の学説を捉えていく。中小企業の質的、量的な観点から中小企業の存立問
題の各学説を通して明らかにしていく。また、中小企業の企業間取引における
優位性を検討するために、大企業との技術交換等の関係特殊的投資の概念を中
心に説明していく。  
 地場産業においては、山崎充 (1997)の地場産業の類型化の概念を中心に考察
していく。日本には多くの地場産業が存在し、その質的、量的な性質は多種多
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様である。その地場産業の理論体系化に関する研究はいまだ数が少ないといえ
る。山崎充の地場産業に関する概念を掘り下げていき、今日における地場産業
の実態を明らかにしていく。事例としては、兵庫県豊岡市のカバン産地を取り
上げる。産地企業の経営行動をみることで、産地企業の存立維持の可能性を検
討する。  
 グローバル化においては、中小企業の海外事業展開に至る背景、経営行動、
等の諸議論を説明していく。中小企業の海外事業展開に伴う自社の経営行動の
変化に着目し、中小企業がグローバル化に対してどのように適応しているのか
を明らかにしていく。  
本論文の対象は、次の 3 点にまとめることができる。  
第 1 に中小企業の企業間取引における受注企業の存立維持を可能とする要因
に焦点を当てる。ここでいう中小企業の存立維持を可能をとする要因とは、今
日おいて廃業せず存立し続けることができる経営行動や、大企業との取引関係
において重要となる技術力等のことである。  
第 2 に地場産業において分業構造の変化について焦点を当てる。地場産業の
分業構造は今日おいても変化している。その変化について産地企業の分業の実
態を地場産業の概念で確認し、産地企業の実態を検討していく。  
第 3 にグローバル化による中小企業の経営行動に焦点を当てる。中小企業の
海外事業展開に至る進出動機、進出形態、等を兵庫県の中小製造業に対してア
ンケート調査、ヒアリング調査を通して中小企業のグローバル化の実態を把握
する。  
 
2．研究課題  
以上のように本論文の研究対象は、異質多元的な中小企業の比較研究である
といえる。質的、量的にも多種多様な中小企業が存立しているなかで、存立維
持を可能とする経営行動を分析し、中小企業の発展しうる要因を見出すことは、
日本経済の発展につながる。企業間取引、地場産業、グローバル化、に関わる
中小企業は自社単独で経営行動を成しているのではなく、大企業との関係、産
地企業との関係、海外企業との関係、といったように、多くの企業と関係性を
持ちつつ、自社の存立維持を図っている。各中小企業の存立形態を比較･検討す
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ることで、中小企業の存立維持を可能とする要因を明らかにしていくというの
が、本論文の課題である。以下の 3 つの課題があげられる。  
第 1 に中小企業と大企業の取引関係によって、中小企業の存立維持にどのよ
うな影響をもたらしているのか。つまり、従来議論されてきた大企業との取引
関係において中小企業の成長が阻害されてきたのか、もしくは、大企業との取
引関係によって、中小企業の成長が促進されてきたのか、という点である。大
企業と中小企業の取引関係は多種多様であることから、日本の中小企業に関す
る議論と海外の中小企業の取引関係の諸議論を比較する必要がある。  
第 2 に中小企業同士の分業構造が中小企業の存立維持にどのような影響をも
たらしているのか。つまり、中小企業同士の分業構造を捉えるうえで重要とな
る日本固有の地場産業がどのような実態なのか、という点である。地場産業の
実態を理論的、実証的に捉えることで中小企業の存立維持の在り方を探ること
ができ、中小企業同士の分業構造にいかなる意味をもつのか、について議論す
る必要がある。  
第 3 に中小企業と国際経済との関係性において、中小企業の存立維持にどの
ような影響をもたらしているのか。つまり、近年、国内市場の縮小によって、
国内需要の減少が進んでいるなかで、中小企業は自ら海外市場を取り込む経営
行動に取り組み、自社の製品･サービスの優位性を発揮できているのか、という
点である。中小企業の海外市場を視野に入れた経営行動は大企業の経営行動と
共通している部分はあるが、中小企業ならではの経営行動も存在するのか否か
を実証的に検討する必要がある。  
本論文は以上の課題を理論的、実証的に検討していくが、まず本論文で用い
る用語について留意されたい。中小企業の存立維持の可能性をめぐる用語とし
ては、企業間での受発注取引関係をはじめ、日本における代表的形態である下
請制、地場産業を構成している産地企業 (中小企業 )、グローバル化における中
小企業の海外事業展開、等さまざまである。本論文ではこれらの用語の統一は
行っていない。次に、実証方法についてであるが、本論文の実証方法は主に事
例を採用する。いくつかのケースを取り上げながら、本論文の課題について取
り組んでいく。  
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Ⅲ．本論文の構成  
本論文の構成は以下のとおりである。  
第 1 章では日本の「中小企業問題性 (下請制 )」の理論展開の基礎となった小
宮山琢二と藤田敬三の理論を紹介する。下請中小企業と元請大企業との取引関
係において、工業資本的充用なのか、それとも商業資本的充用なのかの議論に
触れていく。また、工業資本的充用、商業資本的充用の議論から派生している
概念である問題性、効率性、独立性、における代表的な学者である巽信晴、三
井逸友、中村秀一郎をそれぞれ取り上げ、中小企業存立における下請とは何な
のかを検討する。  
第 2 章では｢寡占･非寡占」論における代表的な研究者 Averitt, R．T．、北原
勇、佐藤芳雄、渡辺幸男を紹介する。「寡占･非寡占」関係による中小企業の存
立を資本の観点から考察する。市場において寡占ではない、非寡占状態である
大多数の中小企業は大企業が築く参入障壁外に存立しており、中小企業がお互
いに激しい競争を繰り返している。中小企業において問題性はそのような競争
により低価格競争に陥り、利潤が減少したことによって引き起こされる。しか
し、「寡占･非寡占」による競争下であっても中小企業は大企業との亜業種によ
る「企業間関係」によって存立し続けていることに着目していく。  
第 3 章では「適正規模」論について、Robinson, E．A．G．、田杉競、末松
玄六、有澤廣巳、瀧澤菊太郎の論説を紹介する。経営資源が大企業と比較して
小さい中小企業の状態を過小性として捉え、中小企業の存立を考察する。「適正
規模」の理論は、企業にはそれぞれに見合った規模があり、その企業が属する
業種等によって変化するというものである。中小企業は自らの「適正規模」に
適した市場で活動することで、大企業との競合であっても存立維持が可能であ
ると指摘する。  
第 4 章では中小企業の効率性に関して「知識ベース視角」と「能力ベース視
角」の視点から経営資源の移転と「コア･コンピタンス」の考えのもとで、検討
する。中小企業存立論の問題性は、被支配性、過多性、過小性、という経営状
況というだけで、大企業と比較してさまざまなマイナス要因があると述べられ
ている。しかし、被支配性、過多性、過小性、といった経営環境下だとしても、
効率性は存在しており、中小企業存立に影響を与えていると指摘する。  
10 
 
第 5 章では企業間関係の「関係特殊的投資」に関して検討する。中小企業の
存立に関して企業間関係の優位性を検討し、優位性を継続的に維持するために
は企業間関係の「継続的安定性」が求められると考察する。つまり、企業間関
係の優位性を検討するためには、企業間関係の「継続的安定性」に言及する必
要がある。企業間関係の「継続的安定性」は重要な関心事であり、その要因を
解明することが求められると指摘する。  
第 6 章では Dyer, J．H．と  Singh, H．と  Kale, P．の長期継続的な企業間
関係と、浅沼萬里の長期継続的な企業間関係を比較･検討し、両者の違いを明ら
かにする。また、日本の長期継続的な企業間関係は企業間関係を構築している
企業間で公平な関係レントの分配が行われなくても、成り立っていると指摘す
る。  
第 7 章では「中小企業論の研究は、個別の専門領域からのアプローチによる
ものであり、総合的な学際的研究が展開された訳ではなかった 4」とする太田進
一 (1987)の研究の意義を再度検討する。専門領域からのアプローチを点と点と
で明らかにするのではなく、点と点を線で結ぶ必要があり、本章では地場産業
とグローバル化を取り上げ、中小企業論における位置づけを明らかにする。  
第 8 章では地場産業の形態等の見地から理論的な枠組の構築を再検討する。
地場産業を構成しているのは産地企業であり、産地企業の分業構造が日本の産
業構造の変化に即して変化してきている。地場産業もまた変化していることに
触れ、山崎充 (1977)の地場産業の議論を通じて、地場産業の類型化を改めて明
確化する重要性を考察する。また、地場産業の存立基盤を強化しうる 5 つの特
性は現代にも通用する概念であると主張する。  
第 9 章では地域経済の主体である地場産業の分業構造について考察する。従
来の地場産業の分業構造から新たな分業構造に変化したことで産地企業の実態
がどのように変化したのかを提示する。つまり、新たな分業構造の変化に対し
て 2 点の仮説を検証するなかで、現在の豊岡カバン産地の分業構造とは産地問
屋が製品開発等の機能を失うことにより、メーカー等が産地外取引に移行した
分業構造であることを明らかにする。  
                                                   
4 太田進一  (1987) 1 頁  
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第 10 章では産地企業の存立維持の 1 つの取組としての、製品差別化を生み
出す産地内企業同士の企業間関係について考察する。豊岡カバン産地に存立す
る産地内企業同士の企業間関係を実現している 2 社を事例として取り上げる。
産地企業の製品差別化を対象とした先行研究を取り上げ、産地企業は既存製品
をベースに市場のニーズに合った新製品開発 (ブランド化 )を行うことが必要で
あることを指摘する。  
第 11 章では中小企業に関するグローバル化の諸議論を紹介する。中小企業
のグローバル化に関してはいまだ明確な実態がつかめていないのが実情である
と指摘し、中小企業の海外事業展開は、新たな市場を開拓する経営行動である
と明示する。さらに、中小企業の海外事業展開によるメリットがデメリットを
超えれば、日本経済活性化につながる可能性があると述べ、海外事業展開 (生産
拠点･販売拠点 )することで中小企業が存立維持することができる要因を考察す
る。  
第 12 章では中小企業の存立維持を可能としている海外事業展開の形態につ
いて考察する。そのなかで、アンケート調査では中小企業が海外事業展開する
ことによって、どのようなメリットを享受しているかを明らかにする。また、
ヒアリング調査からは、中小企業の海外事業展開は、海外事業展開の形態、動
機を明示する。  
終章では序章から第 12 章までの本論文の要約と課題を再度確認し、企業間
取引、地場産業、グローバル化、について各中小企業の存立形態を比較･検討す
る意義を述べる。また、中小企業の存立維持を可能とする要因を明らかにし、
これまでの議論をまとめるとともに、今後の研究課題について述べる。  
 以上のように本論文は本章を含めて 14 章で構成されている。本論文は本論
文のテーマである「中小企業の存立維持可能性に関する比較研究」を通じて理
論的研究、実証的研究のアプローチから中小企業の存立維持の可能性を追求し
ていく。中小企業を取り巻く経営環境は日々激変しており、それに伴い経営環
境は複雑さを増している。  
今後、中小企業の存立維持を可能とする要因を大企業との企業間関係、中小
企業同士の企業間関係、海外企業との企業間関係、の広範にわたる理論的、実
証的な考察で明らかにしていくことが求められるのである。  
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第 1 章 中小企業の被支配性 (下請制 )に関する研究  
 
Ⅰ．はじめに  
本章の目的は、中小企業の一側面である被支配性を捉え、何故、中小企業が
大企業との受発注関係によって、低下請単価、受注の不安定さ、下請代金の遅
延等の収奪関係であるにも関わらず、存立維持が可能なのかを「中小企業問題
性 (下請制 )」の議論を基に明らかにすることである。  
中小企業は全製造業に存立するのではなく、特定製造業に偏って存立してい
る。産業連関上の中心となるべき重化学工業 (鉄鋼業･化学工業･機械工業 )をは
じめとする基幹業種は大企業の比重が高いが、部品加工等をはじめ日用品の供
給や対個人サービス等の生活関連業種に関しては、多数の中小企業が従事して
いる。特に部品加工等の生産に従事している中小企業は大企業から下請という
形で受注している場合が多い。これは部品加工等を受注する下請中小企業と、
仕事を発注する元請大企業との企業間関係である。本章では下請中小企業と元
請大企業との下請関係を捉え、その関係に着目した下請中小企業の問題性 (下請
制 )を検討していく。  
元請大企業の発注側の視点に立って下請中小企業との企業間関係をみてみる
と、発注企業側からすればある部品を製造する際に、自企業内で「内製」する
のか、それとも他企業から「購買」するのか、という経済的合理性に基づく意
思決定の必要性がまず生じる。これは欧米でもみられる意思決定であり、Make 
or Buy(内製するのかそれとも購買するのか )と呼ばれている。ここでの「購買」
は製品･サービスの購買の方法によって、「市販品」なのかそれとも「特注品」
であるのかに区分することができる。市販品であれば、価格は市場を通じて決
定されるため、「内製」するのかそれとも「購買」するのかの意思決定は価格差
異によって行われる。しかし特注品であれば、どのような製品･サービスを製造
するのかは発注者によって指示される場合が多い。さらに、「内製」するのか「購
買」するのかの意思決定は、価格に加えて、非価格的要素である品質･納期等と
の照合から行われる場合が多い。  
以上のように、下請中小企業は元請大企業からの「内製」という脅威もあり、
下請中小企業は不安定な経営環境下にある。本章は下請中小企業の存立基盤が
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脆弱となりうる経営環境下にあるにも関わらず、何故存立維持しているのかを
「中小企業問題性 (下請制 )」の議論を中心に説明していく。そこで、本章はま
ず日本の「中小企業問題性 (下請制 )」の理論展開の基礎となった小宮山琢二
(1941)と藤田敬三 (1965)を取り上げる。その次に、「中小企業問題性 (下請制 )」
論の代表的な学者である巽信晴 (1960)、中村秀一郎 (1964)、三井逸友 (2002)の
議論を取り上げ、中小企業の存立維持が可能な要因を探っていく。  
 
Ⅱ．下請制とは  
1．下請制に関する論争  
「中小企業」とは大企業と比較して相対的に規模の小さな企業の総称を意味す
る 5。したがって、「中小企業」という総称は、企業の数だけ特色があり、その
内実は多種多様である。このような多種多様な企業群で構成されている中小企
業の存立形態の様態を「中小企業の異質多元性 6」と呼ぶ 7。この異質多元性の
属性を帯びている中小企業をこの節から「中小企業問題性 (下請制 )」をもとに
分析していく。  
 
(1)下請制に関する理論的枠組  
 第二次世界大戦前、中、後、歴史を辿ってきた「中小企業問題性 (下請制 )」
論を振り返るためには、当時の下請制の本質を検討する必要がある。第一次世
界大戦 (1914~1918)頃から、政策対象として「中小工業」あるいは「中小商工
業」という概念が、従来の「小工業」概念と並んであらわれ、政策的、理論的
研究分野において、漸次大きな位置を占めるようになった 8。さらに、本格的な
戦時体制期 (1937 年 7 月の日華事変勃発から 1945 年 8 月の第二次世界大戦終
了まで )には、中小工業に関する研究が、本質論的研究へと進むこととなった 9。
そこで、中小工業研究では、大工業の視点からではなく、大工業との密接な関
係を保っていた、いわゆる存立基盤が不安定で脆弱な存在である中小工業の視
                                                   
5 佐竹隆幸  (2008)  1 頁  
6 山中篤太郎  (1944) による記述を参考にした。  
7 佐竹隆幸  (2008)  46 頁  
8 高田亮爾  (2003) 11 頁を参考にした。  
9 高田亮爾  (2003) 12 頁を参考にした。  
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点を重要視し、中小工業の存立形態となっている「中小企業問題性 (下請制 )」
の分析･考察がなされてきたのである。そして、日本資本主義の特殊な構造的で
ある大企業と中小企業間の支配従属関係の本質を把握するための基本的立場の
特質について議論が活発になる。このような状況から弁証法的発展の理論とし
て、下請、系列化の問題について検討した中小企業存立形態論には小宮山琢二
の理論が著名であり、小宮山琢二の議論を考察していく。  
 
(2)工業資本的充用と有機的連関関係について  
小宮山琢二 (1941)は、盧溝橋事件を機に軍事体制を強める日本経済下での中
小工業の存立形態、つまり下請について研究している。軍事体制下における重
工業は、主に兵器製造に移っていくことになり、軍部から兵器の発注を受けた
大工業は、分業の形で中小工業に発注し、これを中小工業は下請として受注し
ていた。この背景には、その当時の軍部の組織的な「地方統制工業」の存在が
あり、地方の中小工業 (中小鉄工業 )へ兵器製造の仕事を提供していたからであ
る。  
小宮山琢二は「地方統制工業」の効果として「営利を建前とする大工場や問
屋がそのままでは到底手出しをしなかった資力に乏しく技術の低い地方鉄工業
者を組織化して、経営を合理化し技術を高め、生産を多かれ少なかれ国内水準
のところまで引き上げるに役立った 10」ことをあげている。  
「地方統制工業」は軍部による戦時体制下おいて、より良い質の兵器を大量
生産するための基盤作りとして組織化されたといえる。理由はともあれ、中小
工業にとっては、前近代性の生産技術を改善する良い機会にもなったといえる。
また、分業という考え方が当時の中小工業には浸透していなかったため、工程
分解作業 (分業 )の導入は、製品の専門化につながり、大工業との有機的関係が
少なからず築けることとなった。小宮山琢二はこの軍事の戦時体制下の中小工
業の下請を有機的結合関係と捉え、下請は工業の生産形態としたのである。つ
まり、当時の大工場 (大企業 )が生産性を向上させるために、浮動的下請関係で
あった各中小工場 (中小企業 )を専属的に組織化し、各中小工場 (中小企業 )の生産
                                                   
10 小宮山琢二  (1941)  124 頁  
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を部分工程へ特化させることで、中小工場 (中小企業 )が技術的な部品製造に特
化されることになった。小宮山琢二は浮動的下請の専属化は大工業が中小下請
工場を「頤で使う」ために商業資本は高利貸資本の立場から支配することでし
かない場合も少なくないが、一方ではこの専属化を槓杆として生産を部分工程
へ特化し、大工業の基本的生産と有機的に結びつける運動が進展しつつあるこ
とを注目すべきだとも述べている 11。  
 次に、小宮山琢二が提示している中小工業の形態分類についての議論を述べ
ていくことにする。小宮山琢二は中小工業の形態を独立形態と従属形態とに分
類している。そして、後者の従属形態をさらに分類し、「問屋制工業」と「下請
制工業」に分ける。「問屋制工業」は、中小工業を支配する形態が問屋で、商業
資本･輸出貿易資本･百貨店資本等があげられる。さらに、「問屋制工業」を「旧
問屋制工業」又は「家内工業」と「新問屋制工業」に分ける。「旧問屋制工業」
とは「下請業者の生産が資本家的生産ではない 12」経営形態であり、「新問屋制
工業」とは「下請業者の生産が資本家的生産の内容を備えている 13」経営形態
である。そして、「下請制工業」は「中小工業を支配する形態が大工業または、
工業資本である 14」経営形態である。  
何故、小宮山琢二が「問屋制工業」を 2 つに分ける必要があったのか。それ
は、「家内工業」の議論があまりにも不十分だったからであるとしている。その
議論とは、「家内工業」と呼ばれる経営形態は、直接生産者が自宅または職場で
商業資本の統制下で生産に従事し、原料及び製品等の市場関係及び、原材料の
経営資金等において商業資本に従属依存する場合である 15。この議論には、問
屋と下請業者の資本家的性格が考慮されておらず、問屋が外部から生産を支配
しているだけなのか、それとも一部でも生産に参加している経営形態であるの
か、下請業では、自宅での内職なのか、労働者を雇っている経営形態なのかが
重要であるとしている。そして、小宮山琢二は「問屋制工業」を旧と新という
形態で分類することで、形態の実情を把握でき、詳細に分析できるような枠組
                                                   
11 小宮山琢二  (1941)  133-134 頁を参考にした。  
12 小宮山琢二  (1941)  7 頁  
13 小宮山琢二  (1941)  7 頁  
14 小宮山琢二  (1941)  7 頁  
15 小宮山琢二   (1941)  8 頁を参考にした。  
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を構築したのである。  
つまり、「旧問屋制工業」または「家内工業」は問屋または商業資本が直接生
産に従事しておらず、「下請業者が全く資本家的性格を持たずに、生産は機械及
び原動力を使用せずに行われること 16」であり、具体的には、「農村的家内工業」、
「内職的家内工業」、「職人的家内工業」17の 3 つに分類している。「農村的家内
工業」は、農家の女性等が織本から原材料の支給を受けて賃機をする場合であ
る。「内職的家内工業」は大都市の自宅で材料を支給されてなされる内職の場合
である。「職人的家内工業」は手工業的親方が問屋に依存して生産に従事する場
合である。  
 次に、「新問屋制工業」について、述べていくことにする。小宮山琢二は「新
問屋制工業」が「下請業者が機械及び原動力を使用するばかりか多数の労働者
を雇用し、工場工業組織の条件を持つ点で現代的性質を備えている 18」と述べ
ている。つまり、「新問屋制工業」は製品を製造するときに、非力な作業の代わ
りに、機械等の動力を使用し、大幅な作業時間短縮や作業能率の向上を実現し、
また、家族の労働力に頼るのではなく、労働市場から労働者を雇用し、労働力
の強化を図り、規則的生産環境であるとした。また、下請業者本人が直接労働
力として働くのではなく、経営者としての性格を備えていることである。  
 このように、「旧問屋制工業」と「新問屋制工業」の共通点は商業資本等に支
配される形で中小工業が存立しているといえるが、「旧問屋制工業」の家計と利
益が同じ状態である経営形態よりも「新問屋制工業」は一歩進んだ経営形態で
ある。それは、下請業者が労働者として働くのではなく、労働者を雇い、経営
者として家計と利益を分離できる環境にある。小宮山琢二が、「新問屋制工業」
のいわば発展段階として捉えているのが、「下請制工業」である。「問屋制工業」
を支配している形態が商業資本であるが、「下請制工業」の場合は、支配してい
る形態が産業資本･工業資本である。商業資本支配と産業資本支配の違いで小宮
山琢二は企業の経営形態が大きく異なると主張した。「下請制工業」の場合、大
工業から外注という形で中小工業が受注する。これは、大工業が自社で生産し
                                                   
16 小宮山琢二  (1941)  27 頁  
17 小宮山琢二  (1941)  27 頁を参考にした。  
18 小宮山琢二  (1941) 27-28 頁  
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ている一部または全部の工程を、中小工業に委託する形で行われる。つまり、
「下請制工業」は大工業との従属関係が生産上の深い関係ともいえる点で「問
屋制工業」と区別できるのである。「問屋制工業」は、商業資本、いわゆる問屋
に支配権があるが、問屋が直接生産工程に関わることはないので、生産上の関
係は薄いといえる。  
 では、「下請制工業」の属性を以下にあげてみる 19。第 1 に支配者である大工
業は生産の内部主導者であり、下請が生産工程そのもののなかでの関わり合い
があることである。第 2 に支配の根拠が生産外の前期的収奪ではなく、巨大資
本による小資本の圧倒であることである。第 3 に親工場と下請工場とが生産工
程上の関係をもって、多かれ少なかれ有機的に結合していることである。第 4
に生産分化が社会的分業あるいは、生産部門内の特殊分業の実現である限り、
生産物は価値通りに交換されることである。  
上記の 4 つの点は、現代の中小企業の下請･系列につながる点が多いといえ
る。小宮山琢二が最も主張したかった点は、第 3 の親工場と下請工場との生産
工程上の関係が、有機的に結合しているところだと推察できる。この有機的結
合は、「下請制工業」に日本の近代工業国として進展していく活路を見出そうと
したからである 20。上記の親工場と下請工場の関係を佐竹隆幸 (2008)は「社会
的分業に近い性格」、「生産面の技術的有機的連関関係 21」、「等価交換」、「対等･
協力関係」といった特徴を有する「下請制工業」と論じている。  
 一方で小宮山琢二は下請生産のなかにも、産業資本の生産活動というよりも、
むしろ大工業の商業資本的充用による中小工業の支配が存在するとも指摘して
いる。小宮山琢二は下請工場を支配するものが問屋なのか大工場なのかが問題
ではないとし、大工場が自己の製作能力以上の仕事を受注してその能力を超え
る部分をそのまま外部に下請させる場合、あるいは、原材料を全く金融的高利
                                                   
19 小宮山琢二  (1941)  30 頁を参考にした。  
20 佐竹隆幸  (2008)  51 頁を参考にした。  
21 佐竹隆幸は「商業資本的充用の対象として存立していた下請中小企業と元請大企業と  
の間に、系列取引･長期継続取引といった新しい下請生産システムを、経済民主化に伴う  
独占資本の市場支配緩和のもとで構築し、中小企業の経営資源、特に人的資源による技術  
力、開発力を活用することで、財務的資源を産業政策 (産業構造政策 )で補填していくこと  
により、産業構造の高度化を達成し、経済成長を果たした。この基本的な関係を「技術的  
有機的連関関係」と呼んだ。 (佐竹隆幸  (2008) 243 頁 )  
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貸的要素として下請工場に前貸しする場合 22が産業資本より問屋資本として機
能していると考えた方が良いと述べている。この経営形態は、「問屋制工業」を
含むことになり、「範疇としての下請工業」よりも遥かに広範囲になり、小宮山
琢二は広義の下請工業とした。また当時、機械器具工場の一般的な外注を「下
請」と呼んでおり、これを広義の下請の範疇として捉えると拡大しすぎるので、
小宮山琢二は除外して考えている。  
このような広義の下請と範疇としての下請を分けて考えることは、「下請」の
理念であり、理想としている「社会的分業に近い性格」、「生産面の技術的有機
的連関関係」、「等価交換」、「対等･協力関係」と矛盾していく点が出てくること
は必須である。つまり、広義の下請として、「下請制工業」を認めることは、商
業資本と下請業者との「問屋制工業」と規定された支配従属関係である流通過
程からの搾取となる経営外部からの支配 23を認めることになり、「新問屋制工
業」と「下請」の区別がはっきりできなくなるのである。ついには、小宮山琢
二自身が論点の軸としていた範疇における下請の説得力は脆弱なものになる。
この部分も含め、後に、藤田敬三をはじめ多くの論者によって、批判、指摘さ
れていくことになる。特に、藤田敬三が小宮山琢二の議論を批判したことから
始まる論争が、「藤田･小宮山」論争と呼ばれるものである。  
 
(3)商業資本的充用の主張  
藤田敬三 (1965)の議論をまとめ、小宮山琢二の議論と比較していくことにす
る。藤田敬三の主張を簡素に述べれば「下請制は商業資本的性格をもつ」とす
る立場である。すなわち下請は工業の生産諸形態を工業外部である流通面を体
現する商業資本からの支配であるとする立場をとっている 24。したがって、下
請制工業は商業資本による工業を支配する形態であり、けっして工業の生産形
態ではないと捉えることができる。藤田敬三は、元請大企業と下請中小企業関
係が有機的なものではなく、単に商業資本の工業支配と捉えて、下請中小企業
の賃金格差を利用した収奪としている。つまり、資本力や市場のシェアの独占
                                                   
22 小宮山琢二  (1941)  31 頁を参考にした。  
23 佐竹隆幸  (2008)  51 頁を参考にした。  
24 佐竹隆幸  (2008)  49 頁を参考にした。  
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段階における元請大企業と下請中小企業との力関係は、下請利用を前提とする
中小工業の商業資本的支配 (商業資本的充用 )である。  
 藤田敬三は下請制の生産形態的特殊性究明の手掛かりを商業資本の小営業支
配、特にその支配の「基本的諸形態」の分析を援用して、問屋制家内工業の本
質 25を説明している。まず第 1 の形態は「商人が小商品生産者の製品を買い入
れること 26」で、これは地方の買占業者は農民 (生産者 )が自分の商品を常に販売
する唯一の相手になり、必然的に独占的な立場となり、農民 (生産者 )に対して
不当な価格を提示できる。第 2 の形態は「その高利貸業との結合 27」である。
農民 (生産者 )は常に貨幣が欠乏しており、そのため買占業者は農民 (生産者 )に貨
幣を貸し付け、その後負債として商品を引き取る。また、負債者として農民 (生
産者 )は買占業者に奴隷のような扱いを受け、不当な関係に陥る。第 3 の形態は
「農村の買占業者の慣例の 1 つを成しているところの、諸商品に類似する製品
に対する支払い 28」である。この形態は、小営業のみならず、資本主義の未発
達なすべての段階にみられる現象である。第 4 の形態は「生産のために必要な
その商品の形で商人が支払うこと」である。この形態は、農民 (生産者 )は買占
業者から同等の価値の対価を得られる。つまり、買占業者の商業資本は産業資
本になるのである。  
 このように藤田敬三は生産形態から、商業資本的な役割を果たしている資本
と劣位工業資本との支配従属的結合形態が、下請の先駆をなすものであると述
べている。では次に藤田敬三の中小工業の分類形態の概念に触れていく。藤田
敬三は中小工業の従属形態を、「低次段階」と「高次段階」に分類している。前
者は「問屋制家内工業」とし、後者を「下請」とした。また、「下請」は「問屋
制下請」と「下請」と分類している。藤田敬三は「問屋制家内工業」を「商業
資本または商業資本的な役割を果たしている資本と劣位にある工業資本との支
配従属的結合形態 29」であると述べている。そこから発展し、「問屋制家内工業」
において劣位工業である小営業や家内工業がマニュファクチュア組織に組織化
                                                   
25 藤田敬三  (1965) 25 頁を参考にした。  
26 藤田敬三  (1965) 25 頁  
27 藤田敬三  (1965) 25 頁  
28 藤田敬三  (1965) 25 頁  
29 藤田敬三  (1965) 26 頁  
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された場合、その支配従属関係は商業資本のマニュファクチュア支配となる。
この支配されている劣位工業は「相当数の賃労働者を雇用し、その内部に分業
し協業する組織がもたれ、資本の労働者収奪が行われている 30」状態になれば、
下請の発足であると認識している。これを「下請」の第一段階である「問屋制
下請」とした。さらに、藤田敬三は「商業資本による工業支配」の延長として
「機械制工業の問屋による支配さらには大工場の購買部による支配」を「下請」
と呼んだ。  
 両者ともに資本の流通経路を通じての利潤追求である商業資本支配と認識し、
商業資本であれ、産業資本であれ、元方資本は自ら賃労働者を雇い入れ自己の
責任において生産を営んでいる相対的な弱小な「工業を資本、技術、市場の優
位の面から支配することによって、下請工場の労働者の低賃金で自家工場の労
働者の賃金の上昇を制限しようという制度である 31」としている。  
 
2．藤田･小宮山の論点  
以上のように、藤田敬三と小宮山琢二の主張をそれぞれ考察してきた。そこ
で、藤田･小宮山の両者の論点を説明していくことにする。まず、第 1 に藤田
敬三は小宮山琢二が主張する「新問屋制工業」と「旧問屋制工業」とを区別す
ることにはある程度の理解を示したが、「新問屋制工業」という呼び名は妥当で
はないとした。問屋制工業は明治中期から広汎にみられており、昔からある問
屋制工業を「新」とつけるのはどうなのかということである。また、従来から
存在する商業資本的充用である商社･問屋の下請を下請一般から外すというこ
とは、現実をみていないということであり、大きな難点であるとしている。こ
れは小宮山琢二が下請の定義として、大工場等の工業資本の支配下におかれて
いる中小工業を下請と呼んでいるからであるとした。第 2 に大工場等の産業資
本が中小工業を支配する場合に限り下請制工業とするのは、大工場の購買部が
商業資本的充用な立場で中小工業に接する場合があり、大工場の外業部的支配
という下請の本質を捉えにくくなってしまうということである。小宮山琢二は、
                                                   
30 藤田敬三  (1965) 27 頁  
31 佐竹隆幸  (2008) 53 頁  
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大工場の外業部を前述したように、広義の下請制工業として捉えているが、広
義の下請と範疇としての下請を分けて考えることは、「下請」の理念であり、理
想としている、「社会的分業に近い性格」、「等価交換」、「対等･協力関係」と矛
盾していく点が出てくる。  
 このように、2 点の論点は藤田･小宮山の論争のきっかけとなった部分である。
この論争は中小企業の下請についての本質を解明する重要な論争である。現在
の下請中小企業に深く関わってくるものである。以下では、「下請制」の問題性
を重点的に述べている巽信晴の議論を述べていく。  
 
Ⅲ．「中小企業問題性 (下請制 )」―問題性･独立性･効率性―      
1．問題性に関する議論  
巽信晴 (1960)は中小企業問題を「何よりもまず中小企業が、独占資本によっ
て収奪･利用され、駆逐･没落するという独占資本主義の基本的経済法則によっ
て規定されていることはいうまでもない 32」と断言している。そのうえで下請
中小企業は存立しており、巽信晴はこの存立理由を考察している。巽信晴は中
小企業が資本主義の一般的法則のもとでは、大企業のために併合され、駆逐さ
せられ、一方で中小企業が過多性によってはげしい競争があり、労働の過剰人
口による低賃金労働の搾取機構として大企業によって収奪の対象として利用さ
れると述べている。  
下請中小企業は「各資本階層 (企業格差 )に応じて、それぞれ特徴的な「近代
化」＝合理化の形態を現象させることになるのである 33」と述べており、その
理由として、巽信晴は下請中小企業が元請大企業の系列になると、元請大企業
の企業内分業で資金繰や設備の向上等のメリットがある反面、下請中小企業の
利潤は元請大企業によって数字で管理され、そこでの利潤の上限は抑えられ、
収奪され、元請大企業への損失･危険の負担転嫁がはかられており、それが労働
者への低賃金収奪と、販売市場の争奪競争にしわよせさせられるとしている。  
一方、元請大企業は非系列企業に対しては、「さらに露骨な下請単価の引下げ、
                                                   
32 巽信晴  (1960) 42 頁  
33 巽信晴  (1960) 38-39 頁  
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下請代金の遅払い、支払手形の期間延長にみられるような運転資金源 (金繰 )と
しての利用がおこなわれ、さらに販売市場への浸出･圧迫･駆逐策や、それを促
進する法律の制度、原材料市場での独占価格の維持等がおこなわれる 34」とし
ている。こうしたことが下請中小企業の系列企業と非系列企業間、非系列企業
相互間の競争を激しくしている。  
元請大企業は下請中小企業に対する直接的な支配形態としての下請制を利用
して、利潤収奪の機構としている。そのような支配は中小企業の階層分化を形
成するようになった。そこで、下請中小企業の階層分化を巽信晴は次のように
考えている。  
第 1 に下請中小企業は「元請大企業の「分工場」「子会社」的存在で、それ
は外見的には「独立」しているが、事実上は独占資本の一構成部分となってい
る。マニュファクチュア段階において、小商品生産者が、えせ外見的「独立」
のもとに、事実上はマニュファクチュアの構成部分としての部分労働者に転化
したのと同様で、ただここでは事実上の賃労働者に転化しているのに対し、子
会社の場合は剰余価値を搾取し企業利得から報酬を得ている資本家的性格をも
つ経営者 35」であるとしている。第 2 に下請中小企業は「元請大企業の金融面
からする支配関係にあるものでその支配関係が子会社より量的にみて稀薄で、
なお経営面である程度の自立性をもっているもの、いわゆる「系列化」のなか
に入っているものが多い 36」としている。第 3 に下請中小企業は「元請大企業
の専属的下請中小企業で、それは主として原材料･製品販売関係で支配され、人
的な結合関係をもつものも多い。元請大企業の付属物的存在である 37」として
いる。第 4 に下請中小企業は「元請大企業の浮動的下請中小企業で、それは元
請大企業の支配が比較的弱い部面で存在する資本の比較的小さな諸企業である。
ここではとくに「過度競争」が激しく、開･廃業率も高い 38」としている。第 5
に下請中小企業は「元請大企業の支配の末端にある再下請･再々下請や問屋制家
内工業、問屋制マニュファクチュアのもとでの近代的家内工業や近代的マニュ
                                                   
34 巽信晴  (1960) 38-39 頁  
35 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
36 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
37 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
38 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
24 
 
ファクチュア等の小工業･零細業者である。それは相対的過剰人口の一存在形態
でもある 39」としている。  
以上のように、巽信晴は下請中小企業を元請大企業との関係性で 5 つの階層
に分類している。第 1 から第 5 にいくほど、下請中小企業の存立基盤は脆弱で
あるといえる。そして、この階層分化の具体的内容を規定する諸要因と諸特徴
を巽信晴は次のように述べている。第 1 に「独占企業との間に経営･技術･生産
過程の有機的な、深い連携･関係が、あるのかという点である。これは流通過程
における単なる市場的な不等価交換関係に終始する場合と対比され、系列企業
と非系列企業の階層分化を規定 40」している。第 2 に「資本の証券化･企業金融
の発展による有価証券制度を基礎とする持株･融資関係による剰余価値の再分
配が行われているのかいないのかという点 41」である。第 3 に「アメリカ式経
営管理制度の導入による原価管理が、いかに直接的生産過程を掌握して剰余価
値の収奪を行っているのかいないのかという点 42」である。つまり、このよう
な階層分化を規定している諸要因は、中小企業に機械設備、技術格差、賃金格
差、原価格差、等をもたらすのである。これらが中小企業の階層分化の本質的
特徴を見出している。  
上記で述べてきたように、巽信晴は、元請大企業が利潤を収奪するために、
系列的支配を行い、その構造によって、下請中小企業は、持株･融資関係で得ら
れる剰余価値を収奪されるとした。そして、元請大企業は下請中小企業の経営
面まで関与して、剰余価値の収奪するのである。また、巽信晴は生産過程の有
機的連繋の存在も指摘している。具体的には「全生産部門に資金･設備･技術･
資材･人的要素･流通等について、経営的･計画的に結合し、元請大企業の経営の
なかに、深く関係する。こうした独占企業との連繋･関係が、中小企業の階層分
化を具体的に規定づけている 43」と述べている。  
次に、中小企業の問題性が日本の経済成長に伴い、独立性の部分も存在する
のではないとした中村秀一郎 (1961)を取り上げる。「下請制」の問題性の他方の
                                                   
39 巽信晴  (1960) 90-92 頁  
40 巽信晴  (1960) 214-216 頁  
41 巽信晴  (1960) 214-216 頁  
42 巽信晴  (1960) 214-216 頁  
43 巽信晴  (1960) 188-189 頁  
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見方を考察する上で、独立性とは何なのかを説明することは重要となってくる。 
 
2．独立性に関する議論     
中村秀一郎 (1961)は下請中小企業について、元請大企業の系列化にある下請
中小企業が大量受注のかわりに製品価格を低く設定するとした。しかし、中村
秀一郎は「利潤量を増加させ、それがこれらの中小企業の蓄積の条件となった
ことも事実である 44」とも述べており、下請中小企業は元請大企業から収奪さ
れるだけの関係ではなく、ある程度のメリットをもたらしているとした。下請
中小企業は元請大企業の系列に参加することによって受注を安定できるので、
企業成長につながっているといえる。中村秀一郎は、このような下請中小企業
は、「大企業の下請管理に主体的に対応し、系列化によって近代化、製品精度の
向上、量産体制の設備、工程品質管理の徹底、近代的労務管理の推進、等を行
い、この過程で、個別部品生産から組立部品生産へと進み、専門化の徹底によ
って部品専門メーカーへの発展の方向をとるもの、または独自の製品開発とそ
の生産に向かうという方向をとるものがあらわれてきている 45」とした。つま
り、下請中小企業は元請大企業との取引関係を結ぶことによって、中堅企業へ
の成長を示唆したのである。  
中村秀一郎は中小企業の独立性の根拠として中堅企業の存在を指摘している。
中堅企業とは簡素に説明すれば「中小企業と大企業の中間とする企業グループ
46」のことになる。このような中堅企業は、中小企業論では例外として取り扱
われ、ビッグ･ビジネス論ないし独占資本論では対象とされなかった。その理由
として、中村秀一郎は「これらの中小企業と大企業とを切り離し、その間にこ
えがたい断層の存在を強調する理論体系では、中堅企業を位置づける余地がな
かったからである 47」と述べている。  
具体的に中堅企業とは何なのか。まず第 1 に中堅企業は「大企業の別会社、
系列会社でなく資本的にはもとより、企業の経営方針の決定権を持つ独立会社
                                                   
44 中村秀一郎  (1964) 86 頁  
45 中村秀一郎  (1964) 86 頁  
46 中村秀一郎  (1961) 78 頁  
47 中村秀一郎  (1964) 1-2 頁  
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であり、単に中小規模を超えた企業ではない 48」としている。第 2 に中堅企業
は「証券市場を通じての社会的な資本調達が可能となる規模に達した企業であ
る。中小企業の個人所有資本による企業経営の限界は、資本金 1 億円で、その
あたりが中堅企業の下限をなし、その上限は資本金 10 億円の線におくのが適
当である 49」としている。第 3 に中堅企業は「社会的資本を株式形態でまかな
っても、それには制約があり (たとえば高配当率の必要性 )、個人、同族企業と
しての性格を強くあわせ持つという点で、大企業と区別される。規模拡大にと
もなって、同族会社の欠陥を除去するための、社外重役制の導入、経営と所有
の分離の進行、専門スタッフ、研究機関の設置、近代的経営管理組織の整備と
いう点で、質的に中小企業とは異なる 50」としている。第 4 に中堅企業は「中
小企業とは異なる市場条件を確保し、その製品は独自の技術、設計考案による
ものが多く、必要な場合には量産に成功し、それぞれの部門で高い生産集中度･
市場占有率を持ち、独占的性格をもつものも多く、特定の購入者に依存せず、
大企業の購入独占に対抗する力を持ち、使用総資本純利益率の高いものが多い
51」としている。  
 以上の 4 つの中堅企業の特徴は、中小企業の量的、質的な発展を説明するう
えで重要な意義を成している。中村秀一郎は、上記の 4 つの特徴があるにも関
わらず、現実には「中堅企業の枠を超えて大企業に発展している企業、中堅規
模に到達していながら上場企業とはならず、個人資本としての性格を依然とし
て維持している企業等が存在している 52」と述べている。また、中堅企業に成
長する中小企業は専門メーカー 53というキーワードが重要であるとも述べてい
る 54。  
中小企業の中堅企業への成長を可能にしたのは、以上のような諸条件と、そ
                                                   
48 中村秀一郎  (1964) 12 頁  
49 中村秀一郎  (1964) 12-13 頁  
50 中村秀一郎  (1964) 13 頁  
51 中村秀一郎  (1964) 13 頁  
52 中村秀一郎  (1964) 15 頁  
53 専門メーカーとは、独自の図面をもち、下請中小企業のように特定大企業のみに依存  
するような市場に限定するのではなく、その製品が多くの企業に必要とされる市場性をも  
ち、ある程度の価格決定権を有し、資本的にも元請大企業から独立している企業といっ  
てよい (中村秀一郎  (1964) 55 頁を参考にした )。  
54 中村秀一郎  (1964) 55 頁  
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れに積極的に適合していったそれぞれの企業の独自の企業行動であるが、この
企業行動を決定づけるのに大きな役割を果たしているのが、経営者の資質であ
るといえる。では、従来の中小企業経営者で、中堅企業への発展に成功した企
業経営者の資質はどのように異なっているのかを以下で検討していく。従来の
中小企業経営者は「個人資本家として、個人的富を追及し、その利潤の源泉を
低賃金と労働に求め、雇用者のバイタリティの発揮等考える余裕もなく、客観
的情勢の見通しがなく、したがって企業発展の展望も持たず、リスクを避ける
ことだけを考えて、独創的な製品開発や生産方法の探求には手を出さず、ただ
惰性的に経営を続けているような傾向が、しばしばみられる 55」としている。  
 これに対して中村秀一郎は中堅企業への発展に成功した企業経営者には、「こ
れらの欠陥とははじめから無縁であるか、またはそれを成長過程において、経
験を通じて克服してきている人が多い 56」と述べている。つまり、中堅企業の
経営者の多くには個人資本家としての側面よりも産業の指導者で革新的な企業
の組織者･管理者としての性格を強く持っており、独自の製品選択を行い、製品
の質にマッチする設備投資、量産体制の確立に果断であり、販売方法の革新を
ためらわず、企業内人間能力の開拓と組織化に積極的で、企業発展の方向にそ
れぞれ独自の才能を発揮している場合が多い。このように中村秀一郎は、中堅
企業の経営者資質に着目し、従来の中小企業経営者との違いを明らかにした。
さらに下請中小企業は、ただ単に元請大企業との取引関係を結んでいても、自
動的に中堅企業へは成長できないと述べている。中堅企業に成長するためには、
経営者の資質も重要な要因であることがわかる。  
以上のように、中堅企業は 1960 年代頃の形態では、専門メーカーとして元
請大企業と取引関係を構築している形態が多い。1970 年代になると、中堅企業
は、知識集約型になり、独自の製品を開発して、元請大企業との差別化を図ろ
うとしている。これは、元請大企業からの「独立」を意味しており、単独で市
場を開拓し、存立していこうとする形態であるといえる。中村秀一郎は、中堅
企業は下請ではなく、独立した存在であると考えたのである。中堅企業に成長
                                                   
55 中村秀一郎  (1964) 141 頁  
56 中村秀一郎  (1964) 141-142 頁  
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する前の段階である下請中小企業は、元請大企業との関係で、利潤を獲得し、
有機的な技術支援などを経て、十分な経営資源をもって成長できるとした。つ
まり中村秀一郎は、下請中小企業の発展が中堅企業であり、中堅企業は独自の
技術を用いて独立性を保っているとしたのである。以下からは下請中小企業の
効率性に関する三井逸友の議論を説明していく。  
 
3．効率性に関する議論     
 三井逸友は、「下請」概念自体は中小企業の金融問題、中小企業の市場戦略の
課題といった、特定の問題･課題を直接示すべきものではないとしている。別の
言い方をすれば、「企業間の諸関係やメカニズムを通じて現れた、分業構造と多
数の中小企業「集団」の集中･利用や管理方式の「問題性」は検討の対象となる
が、下請制や「下請企業」がなくなれば自動的に経済的関係としての「問題性」
は解決されるというものでもない 57」としたのである。また、三井逸友は 1965
年代以降になると、「下請管理」の進展と優良下請企業の成長に伴い、従来の「下
請制=問題性」論を全面的に否定する中村秀一郎、清成忠男らの「超近代化論」
の見地 58が現れたことを取り上げて、従来の下請制の問題性に執着するのでは
なく、下請制の効率性を見出すべきであるとした。そして、国際競争下におか
れる日本の製造業のあり方として、「効率的な下請分業生産システム」が必要不
可欠になっている現状が下請制の効率性を示唆している 59」とし、さらに、下
請制の「効率性」は、「単に国民性などの問題なのではなく、世界規模での競争
と対立関係の次元の問題なのである 60」としている。では、三井逸友が唱える
効率性の下請制とは何なのか、以下で説明していくことにする。  
下請制は規模の経済性の発揮、工程の分業化、労働力の配置と管理の「合理
性」、企業間競争の「活用」、独自能力･企業経営力の活用等の条件に基づく、外
注取引関係を基礎として、大企業による中小企業の利用形態、中小企業群の存
立形態の一つとして把握できる。ここに形成される、社会的分業「集団」とし
                                                   
57 三井逸友  (2002) 126 頁  
58 三井逸友  (2002) 129 頁  
59 三井逸友  (2002) 138 頁  
60 三井逸友  (2002) 138 頁  
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ての統合･配置と階層的企業構造の持つ「機構」としての機能が重要なのである
61。  
その「機構」としての機能が働いている下請取引形態である「集団」に加わ
る中小企業にとっては相対的に安定した市場の確保と、生産力発展に見合う技
術の強化･向上、経営能力の向上、さらには金融等の面での中小企業の不利な状
況を克服する条件の供与にもなる 62。この中小企業にとって、効率性がもたら
す下請こそが、従来の問題性とは異なる考え方である。  
しかし、問題性がなくなったのではなく、ここに貫かれる「下請管理」によ
る、下請企業間の競争の組織化、企業選別と再編成の絶えざる遂行、あるいは
下請企業群の経営意思決定と行動、管理、ならびに生産や販売に対する親企業
の監視と「情報収集」、管理＝統制遂行としての指揮･監督の自立化機能は、そ
の「成果」の公正な配分に即さぬものとなる場合がある。そこに下請取引関係
における、元請大企業の「優越的な地位」の濫用、「しわ寄せ」と「バッファー
的利用」、下請企業群の経営不安定、さらには労働者間の分断と、賃金･労働条
件格差の定着･拡大等の諸問題も条件に応じて生じるのである 63。  
こうして三井逸友は、下請制の効率性を「集団」における「機構」として捉
え、「機構」によって、中小企業は大企業に効率的に「管理」されることによっ
て、生産効率を上昇させることができるとしたのである。もちろん、「機構」の
中身によっては、大企業が利益を大幅に手に入れることができる可能性があり、
中小企業の独自的な経営は阻害される可能性もある。そして、「しわ寄せ」等が
なくなることはないとしている。  
 
Ⅳ．おわりに            
本章は日本の「中小企業問題性 (下請制 )」の理論展開の基礎となった小宮山
琢二と藤田敬三の理論を取り上げてきた。次に、「中小企業問題性 (下請制 )」の
問題性における代表的な学者である巽信晴、「中小企業問題性 (下請制 )」の独立
性における代表的な学者である中村秀一郎、「中小企業問題性 (下請制 )」の効率
                                                   
61 三井逸友  (2002) 143 頁を参考にした。  
62 三井逸友  (2002) 143 頁を参考にした。  
63 三井逸友  (2002) 144 頁を参考にした。  
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性における代表的な学者である三井逸友をそれぞれ取り上げ、中小企業存立に
おける下請制とは何なのかを述べてきた。  
小宮山琢二と藤田敬三は、第二次世界大戦中の日本の経済体制をみた現状分
析を行った。その現状分析をもとに、巽信晴は、大企業が中小企業に対して下
請を利用して、安価な製品を作らせて、利潤を収奪していたと指摘した。また、
下請の階層構造によって、下請中小企業は、金融面や経営面までもが元請大企
業の支配下にあり、元請大企業に収奪されているとしたのである。  
これに対して、下請中小企業のなかでも発展した中堅企業と呼ばれる層があ
り、この企業は独立性であると主張しているのが中村秀一郎であった。中村秀
一郎は下請中小企業の経営資源に着目し、元請大企業からさまざまなメリット
が発生して、下請中小企業は専門メーカー等の中堅企業の規模になることがで
きるとした。専門メーカーになると、下請中小企業は元請大企業との下請関係
ではなく、対等な関係での取引関係が可能であると述べている。専門メーカー
は独自の製品技術があり、その技術を目的に元請大企業は専門メーカーと取引
するわけで、取引される製品も安くはない。   
三井逸友は元請大企業の生産体制に取り込まれると、下請中小企業は受注の
安定、技術の向上、生産能率の向上、等のメリットが発生し、そのために経営
資源が蓄積されるとした。元請大企業から中小企業は収奪されるだけの関係で
はなく、管理下におかれることによって、経営ノウハウを得ることができると
し、これを下請中小企業の効率性と述べている。  
以上のように下請制に関する議論は問題性、独立性、効率性、といった一連
の理論体系化が可能である。小宮山琢二と藤田敬三は下請制の形態分析を行っ
た。日本の戦後まもない 1950 年頃は、巽信晴が述べていたように、過剰労働
者のために、下請中小企業は低賃金水準が続き、元請大企業は低賃金基盤を利
用して、下請単価を下げさせて利潤を収奪していたのである。しかし、 1960
年代になると、下請中小企業の収奪関係は三井逸友らが唱えたように、系列化
に近い形が構成され、そこから経営資源が蓄積され、効率性が考えられた。ま
た、1960 年代から 1970 年代の日本の高度経済成長を機に、中村秀一郎は中堅
企業 (専門メーカー )の存在を主張し、下請制自体がもう通用しない場合がある
とした。これは三井逸友らが唱えた効率性を発展させた考え方であるといえる。 
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改めて説明するが、中小企業存立論における「中小企業問題性 (下請制 )」は、
低下請単価、受注の不安定さ、下請代金の遅延、等の問題性があった。これは
大企業が中小企業を「賃金格差、景気のバッファー、資本の節約」の主体とし
ての支配･従属関係によるしわ寄せが可能な企業群と認識があるためである。だ
が、大企業は中小企業が存在しないと利潤を十分に得られないぐらい中小企業
に依存している場合もある。  
中小企業は大企業との下請によって、経営資源等を蓄積し、新製品開発に従
事できる。中小企業は問題性、独立性、効率性、を有することで自社の存立維
持を可能としているのである。本章は下請制に関する理論的枠組から中小企業
の存立維持可能な要因を考察したが、第 2 章、第 3 章では中小企業の過多性、
過小性について検討していく。  
 
図表 1-1 本論文の主な構成図  
 
出所：筆者作成  
 
 
 
 
中小企業の  
存立可能性  
(企業間取引、地場産
業、グローバル化 ) 
企業間取引に  
ついての考察  
第 2 章から第 6 章  
地場産業に  
ついての考察  
第 8 章から第 10 章  
 
グローバル化に  
ついての考察  
第 11 章から第 12 章  
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第 2 章 中小企業の過多性に関する研究  
 
Ⅰ．はじめに  
本章の目的は中小企業の側面である中小企業の過多性を捉え、何故、中小企
業は過酷な競争環境下で存立できているのかを中小企業存立論である「寡占･
非寡占」論を考察して明らかにすることである。中小企業存立に関する問題は
日本資本主義下における前近代的な中小企業と近代的な大企業との関係を考察
することが必然的に起こる現象でもある。資本主義の理論でいうならば、非寡
占中小企業は寡占大企業に駆逐されるはずである。だが、非寡占中小企業は、
寡占大企業に収奪され続けているはずなのに、存立し続けている。では、何故
非寡占中小企業は存立し続けているのか。佐藤芳雄 (1976)は「①小経営という
ことによる創意･機敏、不況にたいする弾力性 (抵抗力 )、原料の地方性、需要の
特殊性、工業技芸的特殊性等種々の技術的諸要因、②伝統的･心理的･社会的な
非合理的要因にもとづく特殊市場性、③資本主義発達の相対的特殊性にもとづ
く資本蓄積の不足、過剰人口＝低賃金の存在」等をあげている 64。  
 また、この佐藤芳雄の見解を基に「寡占･非寡占」が同一業種間関係であるな
らば、両者は同一製品を生産するので、大企業と中小企業の競争では中小企業
は駆逐･淘汰されるとし、だが、現実には多数の中小企業が存立しており、中小
企業は大企業と競合しない分野を目指したり、専門技術を確立したりする自助
努力をしうる可能性がある。これは製品差別化や技術革新等によって大企業と
は異なる亜種部門へ中小企業が業種転換することを意味するものである。寡占
大企業と非寡占中小企業は同一業種関係よりも、亜業種関係によって相互依存
関係になり、非寡占中小企業は存立基盤を固めることができるとしている。  
以下では寡占大企業と非寡占中小企業の関係性を見出し、中小企業の過多性
を考察していく。まずは中小企業の過多性を捉えている「寡占･非寡占」論とは
そもそも何なのかを説明していく。  
 
 
                                                   
64 佐藤芳雄  (1976)  14 頁  
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Ⅱ．「寡占･非寡占」論に関する研究  
1．「寡占･非寡占」とは  
中小企業存立論のなかで、「寡占･非寡占」を捉える時に、過当競争に陥って
いる中小企業の存立基盤が脆弱なことがあげられる。これは中小企業の経営問
題でもある。中小企業経営は、競争相手が多数存在し、同一産業内で熾烈な競
争下にある。したがって、過当競争は中小企業経営の特徴として捉えることが
できる。中小企業は資源が乏しく、現在属している業種を変更することは容易
ではない。たとえ魅力があり、将来有望な業種が存在しても、そこに中小企業
はなかなか参入できないのである。したがって、中小企業は将来成長見込があ
る業種に携わることは困難である。では、中小企業はどのようにして過当競争
下にある既存の業種で存立しているのか。本章はそれを解明するために、「寡
占・非寡占」の代表的な海外研究である Averitt, R．T．(1968)を取り上げ、考
察していく。その後、日本の先行研究者である北原勇 (1957)、佐藤芳雄 (1976)、
渡辺幸男 (1997)を取り上げ、日本の寡占･非寡占を説明し、中小企業存立にどの
ように関わっているのかを明らかにしていくものである。  
 
2．寡占体制に関する海外の研究  
中小企業は産業内に多数の競争相手となる中小企業が存立しており、市場競
争が激しい。一方で、大企業になると、競争相手になる企業は限られてくる。
しかし、中小企業は大企業と同じ産業内で存立している場合が多く、資本主義
経済の発展の過程として、大企業は産業内で寡占的な存在となる。この寡占的
な支配構造について研究されてきたのが、寡占問題である。そもそも、「産業」
を取扱うこの分野は、日本においては産業構造論･産業組織論としての研究分野
が確立されおり、経済学のアプローチとして長年研究されつづけている。また、
「産業」は経営学分野でも特に経営戦略論のアプローチとしても研究されてお
り、実態分析に欠かせないものである。企業は市場メカニズムの観点から経済
的に合理的な行動をするもので、そのために市場競争が起きるのである。市場
は高度寡占体制下になると、「寡占＝大企業･非寡占＝中小企業」の構図ができ
あがる。この「寡占＝大企業･非寡占＝中小企業」の高度寡占体制下のもとで、
中小企業がどのように存立しているのかを考察するのが、寡占体制下における
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中小企業の存立問題なのである。  
 「寡占＝大企業･非寡占＝中小企業」の視点を持った競争論的アプローチであ
る海外の先駆的研究には、アメリカ経済に関して研究をした Sylos-Labini, P． 
(1962)65や Vatter, H．G．(1955)66、Averitt, R．T．(1968)67等があげられる。
Steindl, J．(1945)の理論を説明すると、産業内で中小企業が大企業等との競争
において不利な影響が多いにもかかわらず、中小企業が非常に力強く存立して
いる理由として、第 1 に中小企業は大企業に駆逐される速度はすぐにではなく、
時間がかかる 68として、大企業は寡占体制下で、大規模経済資本を発達させる
までには過程があり、この過程の速度はさまざまな外部環境によって変わると
している。第 2 に市場の不完全競争は、中小企業の市場を保護することになり、
中小企業の存立能力に重要な要因となる 69。これは、輸送費等の、必ず必要で
なくならない合理的要因と、消費者の商品選好による、ある企業への偏り等の
不合理的要因 (消費者の習慣等である )が存在するからである。第 3 にある産業
において寡占的な状態は、その産業において、ある一定数の中小企業の存立し
                                                   
65 Sylos-Labini, P． (1962)は、少数の大企業と多数の中小企業が共存する高度に集中的  
な産業の状態を「相対的集中型寡占」と呼んだ。大企業は中小企業を市場から排除するた  
めには、価格が中小企業の可変費用を下回らなければならない。そうするためには、生  
産費 ･設備を拡大しなければならず、結果として、大企業にメリットはなくなってしま  
う。したがって、中小企業は存立しているとしている。  
66  Vatter, H．G． (1955)は、寡占体制を寡占的中核と位置づけられた大企業グループと  
競争的な周辺グループである中小企業グループからなるものと仮定した。大企業グルー  
は互いに協調体制をとり、中小企業グループは互いに競争状態である場合、中小企業グ  
ループは小規模性と多数性によって、デメリットが発生し、大企業は一定の市場シェア  
を獲得し、中小企業を一定の限られた市場シェアへ追い込む。したがって、同一産業内  
で寡占大企業と非寡占大企業は双方で差別化を行うことになり、「寡占＝大企業 ･非寡占  
＝中小企業」の対立･競争関係を考察した。  
67  Averitt,  R．T． (1968)は、アメリカ産業の構造を「二重経済」と捉えており、産業内  
は大企業＝「中核企業」、中小企業＝「周辺企業」に構成されるとした。「中核企業」と  
は、寡占的市場構造の下で、少数の巨大企業であり、資産、所得、支出、売上、従業員  
数が大規模で、多国籍化、製品多角化、垂直的統合、経営面で分権化しており、また、  
経営面、技術面で優れた人材と豊富な財務資源を有した企業であるとしている（佐竹隆幸   
(2008)を参考にした）。それに対して、「周辺企業」は小規模で中小零細規模企業が多く、  
製品の非多角化、非統合、集権経営を行っており、人材 ･財務の制約、短期的計画性低  
集中市場での存立、高コストといった特徴をもっている (佐竹隆幸  (2008)から抜粋 )。こ  
の 2 つのグループは、互いの関係を基に、衛星企業、忠実なる反対企業、自由な独立企  
業、の 3 つに分類している。日本における下請従属中小企業のような存在とし産業内で大  
企業と競争している非支配的企業とし、生産の隙間等を埋める独自技からなる専門的製  
品を保有する企業とした。 Averitt, R．T．は「寡占＝大企業･非寡占＝中小企業」の体制  
のなかでの中小企業の存立状態を述べているといってよい。  
68  Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 123-124 頁 )を参考にした。  
69 Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 124 頁 )を参考にした。  
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続けることを保証する傾向がある 70。これはコスト･リーダーシップとして、価
格の先導的な指導者となった大企業は、市場の全ての供給量を補う必要はなく、
ごくわずかな供給量しかない中小企業を排除してもほとんどメリットはないの
である。また、政策的には、「独占禁止法」によって、産業の独占を防ぐために、
中小企業を利用しようとしているのである。第 4 に中小企業経営者によるいわ
ば賭博的な態度によって説明される 71としている。中小企業家は低い利益でも
危険を冒してまで仕事をするし、経営者という高い社会的地位を維持するため
に、自分への報酬が安くても我慢して耐え続けるのである。  
 以上の理由で、Steindl, J．は中小企業の存立を説明している。Sylos-Labini, 
P．と Vatter, H． G．の理論は本章では詳しくは説明しない 72。以下では、Averitt, 
R．T．の理論を説明していく。  
 Averitt, R．T．（1968）は、当時アメリカの資本主義を 2 つのはっきり区別
できる企業体制を合成したものとして捉えた。この 2 つ企業体制を「寡占･非
寡占」として考えたのである。Averitt, R．T．はその 2 つの「寡占」を「中核」
企業、「非寡占」を「周辺」企業として分類した。  
 
(1)「中核企業」  
Averitt, R．T．は「中核」企業を、第 1 に生産プロセスが原材料を供給する
企業と卸売･小売企業を所有したり統合したりして、垂直的に統合されている、
第 2 に経営活動が多角的で多くの産業、地域、国、レベルに広がっている、第
3 に財務面が国内、国外の資金、貸出源を支障なく利用できる、と指摘してい
る 73。つまり、「中核」企業は、ある製品に必要な原材料から最終製造段階まで
を垂直統合で調達しているのである。メリットとしては、市場価格よりも安価
で原材料を入手できることがあげられる。  
では、「中核」企業は各産業でどのような地位を構築しているのか。Averitt, 
R．T．はアメリカの基幹産業 74を中心として、第 1 に中間財製造、第 2 に原材
                                                   
70 Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 126 頁 )を参考にした。  
71 Steindl, J． (1945) (米田清貴･加藤誠一訳  (1956) 127 頁 )を参考にした。  
72 詳しくは佐竹隆幸 (2008)を参照してほしい。  
73 Averitt,  R．T． (1968) 6-7 頁  (外山広司訳  (1969) 11 頁 )  
74 発展した国の経済構造には重要度に応じた諸産業の階層があることを指摘し、経済  
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料処理、第 3 に政府への販売、第 4 に消費者への販売、の 4 つに分類している
75。以下ではその分類を説明していく。  
第 1 に中間財製造とは「輸送用設備、産業用化学、精密機器とともに機械グ
ループ (工作機械、重電気機械、農業機械 )76」を指す。第 2 に原材料処理とは
「原材料処理のグループには、鉄鋼、アルミ、銅 77」を指す。第 3 に政府への
販売とは「アメリカ連邦政府を主要市場とした国防用品 78」を指す。第 4 に消
費者への販売とは「個人輸送グループ (自動者、ゴム･石油 )」を指す 79。  
以上の分類のように、各基幹産業はその重要性から「中核」企業が参入して、
垂直統合の対象になり、「中核」企業の内部経済として存在することになる。「中
核」企業は産業内、特に基幹産業内では、大規模経済を利用し、量的にも質的
にも「寡占」状態であるといえる。  
次に、「中核」企業の外部経済に対する行動を検討してみる。Averitt, R．T．
は「中核」企業は、「経済変動による長期にわたる原価の上昇率を維持してきた。
それらの企業は、最適設備規模を逸脱するような不経済な事態には、工場設備
を分割することによって対処してきた。企業の産出が増大するにつれ、 1 つの
製品を多くの工場で分けて生産し、すべての工場を最適能率まであげることが
できる 80」とした。つまり、「中核」企業は分業という形をとり、リスク分散を
行えるのである。  
 「中核」企業は、産業内で「寡占」というポジションを得ることによって、
外部経済に影響されずに、利益を一定、または上昇させることができる。以下
では、「中核」企業とは形態が異なる「周辺」企業について説明していくことに
する。  
                                                                                                                                                     
の指導的地位を占めている産業を「基幹産業」と呼んでいる。基幹産業では、集中度が非  
常に高く、ほとんどが寡占的であり、多くは 3 社ないし 4 社で支配されている。したがっ  
て電機産業から上位 2 社、農業機械から上位 3 社、アルミから支配的な 3 社、銅から主要  
4 社、ゴムから巨大 4 社、自動車から巨大 3 社を取り除く「排除効果」は、ほとんどすべ  
てを失ってしまうことであろう。つまり、これら 19 の企業組織が急に消滅したとする  
と、アメリカの基幹産業のうち 6 つが実質的になくなってしまうであろう。 (Averi t t ,  
R．T． (1968) 56 頁  (外山広司訳  (1969) 78 頁 ))  
75 Averitt,  R．T． (1968) 51 頁  (外山広司訳  (1969) 72 頁 )  
76 Averitt,  R．T． (1968) 51-52 頁  (外山広司訳  (1969) 72 頁 )  
77 Averitt,  R．T． (1968) 53 頁  (外山広司訳  (1969) 74 頁 )  
78 Averitt,  R．T． (1968) 54 頁  (外山広司訳  (1969) 75 頁 )  
79 Averitt,  R．T． (1968) 54-55 頁  (外山広司訳  (1969) 76 頁 )  
80 Averitt,  R．T． (1968) 105-106 頁  (外山広司訳  (1969) 147-148 頁 )  
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(2)「周辺」企業  
Averitt, R．T．は「周辺」企業は、「経営者が 1 人または一家族によって構
成され、限られた範囲の市場でしか販売活動を行わず、経営が悪化すると、大
きな経費削減しなければならない、また「中核」企業とは異なり、最新の生産
やマーケティングの技術を保有していない 81」と述べている。  
また、「周辺」企業が独占的に市場を占有できたとしても、「中核」企業がそ
の地域に拠点をおいて、進出してくるかもしれない危険性がある。「周辺」企業
の経営者は、生活していくための生業的な事業活動を行っているのであり、
Averitt, R．T．は「経営者は小さな成功者となることを経済的目標としてきて
いるので、「周辺」企業においては、少しでも節約することが儲けにつながる 82」
と述べている。このことからも、「周辺」企業は、「中核」企業に対抗する意識
はなく、生業的に存立している。   
Averitt, R．T．は、「周辺」企業は「中核」企業との関係について、衛星企
業 (satellites)、忠実なる反対企業 (loyal opposition)、自由な独立企業 (free 
agent firms)83、の 3 つに分類できると述べている。衛星企業とは、第 1 に原
材料関連衛星企業と第 2 に流通関連衛星企業の 2 つに大別できる。  
原材料関連衛星企業は、「中核企業の生産要素市場で活動しており、中核企業
に物的投入を供給している 84」という存在である。流通関連衛星企業は、「製品
市場の側ではたらいているものであり、中核企業の産出を最終の買手に流して
いる 85」という存在である。例えば、自動車産業では、自動車メーカーに販売
している車内装飾の企業は原材料関連衛星企業であり、自動車販売店は流通関
連衛星企業であるといえる。  
衛星企業は「中核」企業の活動に統合されている。「中核」企業にとって衛星
企業を子会社にしない理由として、以下の 7 つの長所がある。それは「第 1 に
事業リスクの一部移転、第 2 に経営の柔軟性、第 3 に不景気時に過剰生産の軽
減、第 4 に資本節約 (資金を有用ないし利益のあがる他の用途に向け投下でき
                                                   
81 Averitt,  R．T． (1968) 7 頁  (外山広司訳  (1969) 2 頁 )  
82 Averitt,  R．T． (1968) 8 頁  (外山広司訳  (1969) 13 頁 )  
83 Averitt,  R．T． (1968) 63-65 頁  (外山広司訳  (1969) 88-91 頁 )  
84 Averitt,  R．T． (1968) 63 頁  (外山広司訳  (1969) 88-91 頁 )  
85 Averitt,  R．T． (1968) 63 頁  (外山広司訳  (1969) 88-91 頁 )  
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る )、第 5 に Antitrust 法のもとでの便宜、第 6 に周辺企業所有者やその従業
員への fringe benefit86の問題からの回避、第 7 に大企業が中小企業を支持する
ことによる利害関係者への影響 87」の 7 つである。  
また、衛星企業は「中核」企業との関係で「浮動」衛星企業と「専属」衛星
企業に分類できる。「浮動」衛星企業は「単一の中核企業に依存するのではなく、
一つないしはいくつかの基幹産業の売上げに依存している 88」存在である。「専
属」衛星企業は、「契約、伝統、人的つながり、その他の手段で、単一の中核企
業ないしもっと多くの場合にはいくつかの中核企業に結びついている 89」とし
た存在である。つまり、衛星企業は「中核」企業との関係が、密接であり、非
独立企業といえる。次に、忠実なる反対企業を説明する。  
忠実なる反対企業とは通常は以下の特性を備えている。それらの特性は「第
1 に生産要素供給源を大幅に地方市場に依存、第 2 に技術的に劣った設備、第
3 に支配企業より少ない度合の統治、第 4 に海外取引に依存、第 5 に販売促進
が重要な場合には、限られた市場でのみ活動、第 6 に単一の工場をもっている
が、単一ないし少数の製品系列しかもっていない、第 7 に専業企業は中核企業
より寿命が短く、中核企業に買収されて寿命が尽きることも多い、第 8 に中核
企業に価格決定権を譲り渡している、第 9 に専業企業が中核企業に忠実でなく
なるときもあり、価格の安定がくずれる、第 10 に非価格競争が幅をきかせて
いるところでも専業企業が価格競争の主な役割を成している、第 11 に中核企
業よりも利潤率が低い 90」の 11 点である。つまり、忠実なる反対企業は「中核」
企業よりも利潤率、生産設備等で劣っているが、中核企業と競争する独立企業
といえる。  
自由な独立企業とは中核企業とのつながりのない企業群である。このような
企業は、「市場が限られているために、工場が規模の経済を享受することが非常
に制約されているが、そのためにこそその企業が存在できる 91」。そのために、
                                                   
86 企業が労働者に賃金に付加して与える賃金以外の給付のこと。たとえば、休暇手当、  
福祉施設、公的社会保障、等である。  
87 Averitt,  R．T． (1968) 64 頁  (外山広司訳  (1969) 89 頁 )  
88 Averitt,  R．T． (1968) 64 頁  (外山広司訳  (1969) 89 頁 )  
89 Averitt,  R．T． (1968) 64 頁  (外山広司訳  (1969) 89 頁 )  
90 Averitt,  R．T． (1968) 65 頁  (外山広司訳  (1969) 90-91 頁 )  
91 Averitt,  R．T． (1968) 65-66 頁  (外山広司訳  (1969) 91 頁 )  
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製造にあたっている自由な独立企業は、ユニークな製品を専門的に生産してい
ることが多いのである。また、自由な独立企業は「小規模の小売店も、協同組
合組織を通じて、大量購買、大量広告による規模の経済を享受でき、自由な独
立企業の地位を保ちながら、小売の衛星企業と十分競争していくことができる
92」。    
「周辺」企業は衛星企業、忠実なる反対企業、自由な独立企業といった特徴
があるが、1 つの製品を生産する傾向をもっている。だが、生産能力が一定水
準を越えると、長期平均原価は必然的に上昇する。生産要素の供給を地方市場
に大きく依存しているために、採用できる生産技術の範囲は厳しく制約されて
いる。「周辺」企業の要素供給曲線は、中核経済で大規模企業が直面しているも
のよりも、非弾力的になりがちである。Averitt, R．T．は、「周辺」企業が多
くの場合、技術的に劣った設備を所有していると指摘している。また、信用面
では不利な立場にあり、内部での資金調達にもあまり依存できないでいる。そ
のため、「周辺」企業は、ある程度成長するためには、外部から資金を借入れな
ければならない。資金を借入れたとしても、「中核」企業よりも比較的利子率が
高く、それが負担になって、成長を阻害する原因になる。  
 
(3)「中核」企業と「周辺」企業の関連性  
 上述してきたように、「中核」企業と「周辺」企業は、お互い異なる性質を持
った存在であるといえる。この両者は、経済的に関係を結んでおり、共存して
いる形である。Averitt, R．T．は「中核」企業と「周辺」企業の関係は、「「中
核」経済と「周辺」経済と分類するなら、2 つの経済を分ける境界をこえて、
どんな企業も資金と経営面で存立できない 93」としている。  
それは最初に資本の調達をめぐって問題が起こるからである。起業した経営
者は、事業を発足させるための資金を求めることになる。その企業が成功する
と、事業拡大に伴って純粋な「周辺」企業ではなくなるが、「中核」経済の一員
ではないというあいまいな境界領域に入ることになる。必要とする資金は金融
                                                   
92 Averitt,  R．T． (1968) 65-66 頁  (外山広司訳  (1969) 92 頁 )  
93 Averitt,  R．T． (1968) 87-88 頁  (外山広司訳  (1969) 121-122 頁 )  
40 
 
機関以外からは求めることのできないほど多額であるのに、その企業はいまだ
主要金融機関との結びつきをもつことができない。  
 そして、「周辺」企業の経営面をみると、企業の存立はそれを統治している経
営者の寿命と切り離して考えられない。Averitt, R．T．は「「周辺」企業の創
業者は、企業がひとたび拡大して経営上の過渡領域、つまり「周辺」経済と「中
核」経済の境界に入ると、企業は組織を再編成しなければならない 94」と述べ
ており、「周辺」企業は、成長できたとしても、経営者の能力の限界、既存の新
たな設備投資等の変化を乗り切らなければならない。したがって「周辺」企業
は「中核」企業の境界線を越えることは困難であるといえる。  
 以上のように、「寡占･非寡占」はアメリカの「二重経済」構造が生み出した
ものであるとするのが、Averitt, R．T．の考え方であった。「非寡占」である
「周辺」企業は、「寡占」である「中核」企業に対して、「中核」企業が独占に
ならないための存在であり、各要因が深く絡んで共存している。だが、Averitt, 
R．  T．は、「周辺」企業は「中核」企業に成長することが大変困難であり、不
可能に近いといってよいとしている。  
 次に、日本の資本主義経済下において、中小企業はどのような存立基盤を成
しているのかを説明していく。  
 
3．寡占体制に関する日本の研究  
 北原勇 (1957)は「寡占･非寡占」を資本主義の発展における大資本と小資本と
の関係であるとした。すなわち、「寡占･非寡占」とは「一方における大資本に
よる小資本の残存乃至新生増大＝資本の分裂･分散の傾向、とを資本主義の運動
法則の中で統一的にとらえようとするものである 95」としている。さらに、「寡
占･非寡占」は資本の集積によって、構築されているとした 96。  
                                                   
94 Averitt,  R．T． (1968) 87-88 頁  (外山広司訳  (1969) 122-123 頁 )  
95 北原勇  (1957) 64 頁  
96 資本の集積とは、個別資本における剰余価値の資本への再転嫁であり、生産手段及び  
労働に対する指揮の集積としてみずからを表示するものである。資本の集中とは、諸資  
本の個別的自立の止揚･資本家による資本家の収奪 ･少数の大資本への多数の小資本の転  
化を意味する。集中は「併呑という暴力的な方法で行われるか、あるいは、すでに形成さ  
れつつある。多数の資本の融合が株式会社の形成というより円滑な方法によって行われ  
るかを問わず産業資本家たちに彼らの作業の規模を拡大することを得せしめる」。また、  
「資本制生産の拡大は、一方では社会的欲望を創造し、他方では、資本の先行的手段を  
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北原勇は、大資本の小資本に対する優位性を明らかにし、「寡占･非寡占」の
構造を考察している。では大資本の小資本に対する優位性とは何なのか。まず
あげられるのが労働生産性の格差である。企業は「より秀れた労働方法･新たな
発明･改良された機械･化学的な製造上の秘密等々、簡単にいえば、新たな･改良
された･平均水準以上の生産手段および生産方法 97」を所持すれば、労働の生産
性が大幅に向上し、利益をより充分に享受できる。附随的要因として、資本充
用上の節約、流通にかかる費用の節約があげられる。資本を充用すれば「労働
者の集積および彼らの大規模な協業によって資本が節約される。同じ建物、暖
房＝および灯火設備、等々のための費用は、大規模生産の場合には小規模生産
の場合よりも比較的に少ない 98」ということで、さらに生産過程で生まれた副
産物を同一産業部門なり他の産業部門なりの新たな生産要素として活用できる。
流通における費用削減はいわゆる「大量購入･大量販売に伴う利益 99」につなが
る。さらに、企業における信用度の高さが優位性をまねく。大資本は信用を容
易に、かつ有利な条件で獲得することが可能であり、それはまた、経営の優位
性を高めることとなる。  
以上のように大資本は諸要因、特に、「平均技術水準以上の生産手段･生産方
法によって、費用価格は平均以下に低下せしめられ、かくして超過利潤 100」を
獲得できる。北原勇は大資本の優位性を明らかににすることで、大資本と小資
本にどのような力関係があるのかを考察した。  
次に、小資本は大資本との競争において、劣位性があり、低利潤を余儀なく
されている現象を説明していく。北原勇は、小資本は「低廉な労働力の無制限
な搾取を競争能力の唯一の基礎として大資本との競争にたえて執拗に残存し、
又、時としては、若干の部門において支配的な地位を相当長く維持する 101」と
説明している。つまり、小資本は自立するのは困難であり、自立している限り、
極端な低賃金、需要の小量性･不規則性等の市場条件、それらと相関関係にある
                                                                                                                                                     
創造する」。このような、急激な生産規模の拡大をもたらす「資本の集中」は、当該部門  
内の企業数を減少させる。 (北原勇  (1958) 36 頁 )  
97 北原勇  (1957) 66-67 頁  
98 北原勇  (1957) 66-67 頁  
99 北原勇  (1957) 66-67 頁  
100 北原勇  (1957) 66-67 頁  
101 北原勇  (1957) 73 頁  
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未熟な技術等の劣悪な経営環境下におかれている。小資本は「消費資料の最終
加工部門、奢侈品、特殊部品、大工場の補助的部門 102」、等の限られた部門で
存立しているといえる。  
だが、小資本がそのような部門から存立しなくなることはなく、存立しなく
なれば、他方では、また小資本が新たに生み出されてゆくのである。北原勇は
「大資本による小資本の駆遂･破滅･吸引があらゆる部門で一様に進むというよ
うな公式的理解は誤りである 103」とし、「その傾向は、小資本を執拗に残存さ
せ、又新たな小資本分野をたえず生み出すという反対傾向との交錯の中で、貫
徹するのである 104」とした。したがって、小資本は全体としては相当数の数が
存立し、増加しているということになる。  
しかし、北原勇は、小資本の存立を従来の中小企業論の「適正規模」におけ
るように理解されている小資本として存立しているのではないと述べている。
その理由として、「第 1 に、小資本の残存や新生が、多くの場合、低賃金労働
を基礎としていること、第 2 に、小資本が支配的であるような部門においてさ
え、小資本の過度競争によって、低い利潤率しかもたらされないこと 105」の 2
点が「適正規模」論では軽視されていると指摘している。  
大資本と小資本の関係性は既に述べてきたが、具体的には各主体はどのよう
な存在なのであろうか。まず、大資本は寡占大企業、小資本は非寡占中小企業
と言い換えることは可能である。寡占大企業は、北原勇が述べている大規模部
門 106で経済活動を行っており、非寡占中小企業は小規模部門 107で活動している。
寡占大企業は、大規模部門を独占に近い状態で重要原材料や必需品において、
価格を高くかつ永続的な独占価格に設定することによって、他部門の資本の利
                                                   
102 北原勇  (1957) 76 頁  
103 北原勇  (1957) 77 頁  
104 北原勇  (1957) 77 頁  
105 北原勇  (1957) 77 頁  
106 大規模部門は原材料を多くの諸部門に供給するような部門、又は、消費財における  
必需品生産部門に多い。したがって大規模部門独占は、内容的には国民経済において重  
要なかかる部門の独占であるということになる。 (北原勇  (1958) 41 頁 )  
107 小規模部門は独占が成立するとしても、小規模部門の特徴から、それは往々にし  
て、特殊な嗜好品･特殊部品等、ごく少量の需要に対応するような部門における独占、又  
は運輸費の負担が未だ市場の地域的細分割をゆるしているような場合に、その分割され  
た地位的小市場に対応して少数の小企業が存在しているような地域的独占の場合である。 
(北原勇  (1958) 44 頁 )  
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潤の一部、または労働者の実質賃金の一部を収奪し、平均利潤 (社会総利潤の社
会総資本に対する比率 )以上の利潤を独占利潤として獲得している。一方で、非
寡占中小企業は、小規模部門において、寡占大企業による原材料における独占
価格の負担をさらに他の部門や消費者に転嫁しようとするが、その転嫁の可能
性は、競争状態が激しいため、他に転嫁できず、利潤率は低くなるのである。
さらに非寡占中小企業は、寡占大企業からの購買独占や下請制によっても、よ
り競争的な分野の資本の利潤を収奪される。  
北原勇は平均利潤率 (社会総利潤の社会総資本に対する比率 )以上の高い利潤
率を長期的に享受しうるような資本＝大規模諸部門を独占的に支配する資本を
独占資本 (寡占大企業 )と呼び、収奪されることによって、平均利潤以下しか獲
得しえない資本を非独占資本 (非寡占中小企業 )と呼んでいる 108。  
 この独占資本 (寡占大企業 )はより多く収奪するものと、より少なく収奪する
ものとの優劣があるのであって、それ故、「ここでもより大なる資本による収奪･
集中の傾向は貫くのであり、より劣位な独占資本 (寡占大企業 )の敗退･没落や、
より大なる独占資本 (寡占大企業 )への従属がみられるのである 109」。さらに、北
原勇は非独占資本 (非寡占中小企業 )間において階層があると指摘している。こ
れは独占資本 (寡占大企業 )による収奪をより多く他に転嫁できるものから、ほ
とんど転嫁できないものになる諸階層分化である。非独占資本 (非寡占中小企
業 )が活動している小規模部門ほど競争が激しく、それ故、「独占資本 (寡占大企
業 )による収奪、独占資本 (寡占大企業 )によって直接に収奪されるのか、又は、
他の非独占 (非寡占中小企業 )を通じて間接に収奪されるかを問わず他に転嫁す
る可能性が少ないのである 110」。  
 以上のように、非寡占中小企業は「寡占･非寡占」において、諸寡占大企業か
ら諸非寡占中小企業までに収奪される階層的な構造の中で存立しているといえ
る。その階層が低いほど、様々な資本から収奪される存在である。つまり、北
原勇は「寡占･非寡占」下の非寡占中小企業の存立は、収奪され続けながら成り
立っていると述べているのである。  
                                                   
108 北原勇  (1958) 42-43 頁を参考にした。  
109 北原勇  (1958) 44 頁  
110 北原勇  (1958) 44 頁  
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 寡占体制に関する日本の研究は様々な研究者によって論じられてきたが、そ
のなかでも佐藤芳雄 (1976)は Sylos-Labini, P．や Steindl, J．の理論等から「寡
占＝大企業･非寡占＝中小企業」という観点で「中小企業問題性 (下請制 )」の問
題を研究している。これは中小企業経営に重要な問題意識を提供するものであ
る。  
まず、佐藤芳雄は資本主義が生成･発展してきた過程で、非寡占中小企業は独
占資本 (寡占大企業 )に従属せざるを得なくなり、独占資本 (寡占大企業 )と非独占
資本 (非寡占中小企業 )との関係は、収奪関係となっていることを指摘した。そ
して、資本主義発展における生産の大規模化傾向に対して、「非合理的」存在で
あるはずの中小企業群が現実に存立していることの理由･要因として、「第 1 に
小経営ということによる創意･機敏、不況に対する弾力性 (抵抗力 )、原料の地方
性、需要の特殊性、工業技芸的特殊性等種々の技術的諸要因、第 2 に伝統的･
心理的･社会的な非合理的要因にもとづく特殊市場性、第 3 に資本主義発達の
相対的特殊性にもとづく資本蓄積の不足、過剰人口＝低賃金の存在 111」等があ
げられる。このような非寡占中小企業の存立理由は、非独占資本 (非寡占中小企
業 )の発展的な要因も含んでいる。  
 また、寡占と非寡占の関連を中小企業の競争面からみる場合、「第 1 基準は、
同一部門内における両者の関連と、異部門間における両者の関連区分である。
第 2 基準は、両者が直接的競争関係にあるのかである 112」。佐藤芳雄は寡占と
非寡占の関連性を明らかにすることによって、中小企業の存立基盤のあり方を
捉えることができるとした。以下では、寡占と非寡占の関係を分類している 113。 
 
(a) 同一産業部門における寡占と非寡占との関係  
 ① 両者が直接的競争関係にある場合。  
 ② 各グループとして両者が担当程度の相互依存 (共存 )関係にある場合。  
 ③ 両者が直接的支配･従属関係にある場合。  
 
                                                   
111 佐藤芳雄  (1976) 14 頁  
112 佐藤芳雄  (1976) 32 頁  
113 佐藤芳雄  (1976) 32 頁  
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(b) 異業種部門における寡占と非寡占との関係。  
 ① 寡占価格による市場支配･収奪関係。  
 ② 下請関係による直接的支配･従属関係。  
 ③ 過当競争問題をはらむ中小企業独自の部門と他寡占産業･企業との直接･
間接の関係。  
 
このように佐藤芳雄は、同一産業部門と異業種部門を中心に寡占と非寡占と
の関係を分類した。次に各部門の説明をしていく。  
(a)の同一産業部門は、大企業と中小企業が直接的競争関係にある状態であり、
中小企業は淘汰･駆逐される立場である。しかし、中小企業は寡占企業グループ
と部品開発等の協力関係を持てば、パートナーとして存立できる可能性が高い。
また、中小企業が寡占企業に従属･支配される立場でも仕事の提供等の恩恵があ
り、存立できる可能性は高い。一方で、寡占企業グループは共同利潤極大化を
目指し、利益を極大化する独立的な価格･生産量政策を追及する傾向をもつ。  
 (b)の異業種部門は、大企業と中小企業が間接的競争関係にある状態であり、
中小企業は独占価格による市場支配を受け、寡占的高価格製品の購入を余儀な
くされる関係である。また、中小企業が寡占企業と下請関係にある場合は、受
注がある限り、中小企業は存立できる可能性は高い。そして、寡占企業は「問
屋･商社･スーパー等の流通業等に対する購入寡占問題もある。一方で、寡占企
業の売手グループは、非寡占企業の競争的周辺グループを一定の制限された市
場占有率に「封じこめて」おこうとする 114」。そして、両グループは競争にお
ける差別化といった状況におかれるのである。  
 以上のように、寡占大企業と非寡占中小企業との関係を説明してきたが、佐
藤芳雄は、Sylos-Labini, P．と Steindl, J．の理論を援用し、寡占大企業と非
寡占中小企業の関係を「封じこめ」と「平和共存」で説明している。そして、
佐藤芳雄は先行研究の問題点として、集中の程度、参入の難易度、製品差別化
の程度という市場構造要因を関連させていないことであるとしている。さらに、
非寡占企業の問題として、「第 1 に中小･零細企業独自の分野における過度な競
                                                   
114 佐藤芳雄  (1976) 34 頁  
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争がもたらす異部門の寡占企業への従属問題、第 2 に広範な日用消費財にみら
れる製造卸的中小企業、中小問屋への従属と、そこに生成する低価･安価品競争、
ないしは低価格サービス競争、第 3 に低生産性･非近代性、過当競争に基づく
資源の非効率的利用といった一面的な評価･政策論をめぐるいわばイデオロギ
ー的問題等々が現実的に考察されなければならないとしている 115」。  
 本章では、北原勇、佐藤芳雄による、「寡占･非寡占」に関する議論を取り上
げてきた。北原勇と佐藤芳雄は、「寡占･非寡占」を日本資本主義下での大資本
による寡占大企業の非寡占中小企業の支配という問題性として取り上げてきた。
それに対して、さらに寡占大企業と非寡占中小企業との関係を社会的分業にほ
ぼ近い関係としたのが渡辺幸男である。  
渡辺幸男 (1997)は、機械工業 116において中小企業は、大企業との下請関係は
いわゆる、賃金格差･需要変動のバッファー･資本の節約といった下請利用では
なく、品質向上等の技術的な利用であるとしている。渡辺幸男は、下請がそも
そも社会的分業であるとして捉えていたわけではなく、戦後から日本の高度経
済成長期頃までは下請中小企業は元請大企業によって収奪される関係だったと
している。つまり、第 2 次世界大戦中に兵器製造によって、大規模化した機械
工業の工場等が敗戦によって戦火で失われ、機械工業従業者は職を失い、その
受け皿として中小企業の機械工業関連分野に流れていった。そのことにより、
大部分の機械工業は戦前の旧工作機械に依存するような技術的に遅れた中小企
業として成立していった。一部少数の機械工業従業者が戦後の近代的な工作機
械に依存する技術的に進んだ大企業として成立していった。  
 日本の高度経済成長期を過ぎると、日本の工業は生産の急激な成長と技術力
の蓄積により成長した。そして、機械工業製品は輸出等に伴い、国内のみなら
ず、国際競争力をもつけることとなった。これに伴い、「下請中小企業を含め、
日本の製造業中小企業の技術水準も、他の先進工業国の中小企業と比較しても
                                                   
115 佐藤芳雄  (1976) 51 頁  
116 渡辺幸男は機械工業の範囲について、作業を自分で行う機構を備えた製品全体とし  
て捉え、広い意味での機械工業の製品群を想定している。具体的に業種を特定するには、 
日本標準産業分類によれば、一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器  
具製造業、精密機械器具製造業の 4 つの機械がつく中分類業種と、武器製造業の 5 中  
分類業種の器具を除いた完成品が、ほぼそれにあたるとしている。（渡辺幸男  ( 1997 )  
44 頁）  
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遜色のないものとなった 117」。渡辺幸男は下請中小企業の技術力の向上の裏付
けとして、商工組合中央金庫の 1982 年の調査を基に、当時の下請中小企業が
元請大企業並以上の技術水準であると自負する企業比率を明らかにした。「親企
業の技術水準とほぼ同等とする企業が 43．3％、親企業の技術水準以上とする
企業が 8．1％であり、両者をあわせて 51．4％であったのに対し、6 年後の 1988
年の調査では、ほぼ同等が 48．6％、親企業以上が 11．6％となり、あわせて
60．2％となり、9 ポイントの上昇となっている 118」。この当時の調査をみれば、
「二重の隔絶性 119」が解消されてきているという現実が明らかになった。上記
の背景には、機械工業大企業は製品の中核的な技術に関して集中的に取組んで
きたが、周辺的な技術にまでは直接的に取組む余裕がなかった。つまり、機械
工業大企業は、欧米先進国への技術的キャッチアップは中核的技術では可能で
あったが、周辺的技術にまでは手が回らず、多くの下請中小企業にそれを託し
た形になったのである。機械工業大企業は国際競争力をつけるために、中小企
業の周辺的技術を向上させる必要があった。  
 次に、下請中小企業が属している産業のことについて取り上げる。産業構造
は、各部門別に最低必要資本量の大小と、個別資本の規模の大小 (および経営者
能力 )とによって規定される。参入可能な資本が限定される巨大資本が存立しう
る巨大独占資本部門から、手持ちの資金が少なくても開業しうる非独占部門ま
で、最低必要資本量の大小に応じた部門の階層構造が形成されているのである。
渡辺幸男は、「機械･金属工業には、これらの規模階層すべてにわたって数多く
の資本が存在している 120」と述べた。しかも、大小さまざまな資本が相互に生
産上の関連をもち、全体として機械･金属工業を形成しているとした。このよう
に機械･金属工業で大小さまざまな資本が存立しうる理由を、渡辺幸男は次のよ
うにまとめている。それは「完成品機械が多種多様であり、市場規模も大小さ
                                                   
117 渡辺幸男  (1997) 16 頁  
118 渡辺幸男  (1997) 81 頁  
119   小宮山琢二が戦時中に指摘した。つまり、戦時中の軍事工廠と民間企業の技術力や  
生産面等を比較して、両者の大きな格差問題のことである。二重の隔絶性は、「先進国工  
業より大幅に技術的に遅れた日本の大工業、そしてそれからさらに絶望的 ･隔絶的に技  
術の遅れた中小工業の存在という状況を克服する契機を、下請関係の発展、大工業と中  
小工業の有機的結合の中に見いだしたということになる」。（渡辺幸男  (1997) 7 頁）  
120  渡辺幸男  (1983b) 20 頁  
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まざまであることから、生産も大小極端な幅の間で多様な規模をもって行なわ
れている。このことから完成品メーカーとしても大小さまざまな資本が存立し
うる余地が存在している。さらに、加工工程が多様であり、また部品の点数も
膨大な数となることと、各完成品に対する需要の変化･変動が激しいこととがあ
いまって、社会的分業が広汎に行われている 121」としている。  
次に、渡辺幸男が論じている下請概念を説明していく。渡辺幸男は、「理論的
視点から最も要約的に下請関係を表現するならば、それは資本主義の独占段階
での対等ならざる外注関係であるといえる。すなわち、独占資本による非独占
収奪の一形態なのである 122」とした。この概念は、下請中小企業と元請大企業
との取引関係を「寡占･非寡占」の観点で捉えており、取引の力関係は対等では
ないとしている。そして、渡辺幸男は下請関係を、「諸個別資本間の取引関係が、
ある製品の企画、設計、生産の中の各部分ないしは部品の販売･購買であるとい
う関係 123」であって、「1 つの製品をめぐる社会的分業関係にもとづく取引形態
の中の独特な一形態なのである 124」と概念化している。  
渡辺幸男は、独占資本 (寡占大企業 )による非独占資本 (非寡占中小企業 )収奪の
一形態であるとしている下請取引関係で重要な位置づけにしているのが、「自
立」的下請関係である。これは、専属的･従属的下請関係にある中小企業と競争
しつつ、受注生産を行っていることである。渡辺幸男は「自立」的な下請関係
を「経営上の裁量権を全面的に当該下請中小企業の代表者が掌握していること
なのである。 125」と定義づけている。このような「自立」化と対照されるのが
「従属」化である。渡辺幸男は「別個の資本である支配的な資本所有の関係が
ない元請大企業資本からの経営内部への介入を、下請中小企業が受け入れるこ
と 126」とした。元請大企業は下請中小企業を、自分の資本内として考え、経営
方針等をコントロールできる。すなわち、これは準内製化であり、準垂直的統
合である 127。  
                                                   
121 渡辺幸男  (1983b) 20 頁  
122 渡辺幸男  (1983a) 52 頁  
123 渡辺幸男  (1983a) 64 頁  
124  渡辺幸男  (1983a) 64 頁  
125 渡辺幸男  (1983c) 16 頁  
126 渡辺幸男  (1983c) 17 頁  
127 渡辺幸男  (1983c) 17 頁  
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 「寡占･非寡占」における下請中小企業と元請大企業との下請取引関係を述べ
てきたが、渡辺幸男は、受注先を分散化できる「自立」的下請関係は、「経営を
自主的に行いうると同時に、すぐれた元請大企業との緊密な結びつきによる、
受注の安定性や成長性、また親企業を媒介とする技術力の向上を放棄すること
になる 128」としている。下請中小企業は特定元請大企業に依存しないというこ
とで受注の不安定性を増すことになるが、特定元請大企業に拘束されないこと
により、自主的な受注開拓を行うことができるのである。  
 以上のように、渡辺幸男が述べている下請中小企業と元請大企業の取引関係
による機械工業の社会的分業とは、具体的にはどのようなものなのか。機械工
業の社会的分業について、大きな構造の一連の社会的つながりで示したのが、
渡辺幸男が提唱した山脈構造型社会的分業構造である。山脈構造型社会的分業
構造とは、「企業規模と各企業の専門化の状況、そして加工段階別の企業間での
物の流れの方向を、大づかみに概念図化したものである 129」。この山脈構造型
社会的分業構造は、文字通り山脈の形で各山頂に完成品メーカー、その下に完
成部品メーカー、中腹から下腹にかけて部品特化下請中小企業、加工特化下請
中小企業、組立特化下請中小企業等が存立している。そして、渡辺幸男はそれ
らの企業がお互いに外注取引関係を結び、1 社と 1 社だけの取引関係は少ない
ことを説明し、例えば、完成品メーカーは完成部品メーカーとは従属的取引関
係を、部品特化下請中小企業と加工特化下請中小企業とは「自立」的取引関係
を結んでいる場合を指摘している。このような取引関係が各 1 企業に複数存在
し、そして準直接的競争が将来の取引先を開拓することにつながる。山脈の中
に存立する発注側企業と受注側企業との取引関係は、山頂から下腹まで幅広く
存在し、1 つの完成品を製造するまでに、多数の企業が携わり、社会的分業と
いう形で行われているのである。図表 2-1 で表すと以下のとおりである。  
 
 
 
 
                                                   
128 渡辺幸男  (1983c) 17 頁  
129 渡辺幸男  (1997) 159 頁  
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図表 2-1 山脈構造型社会的分業構造  
 
 
 
 
 
 
 
    
 
出所：渡辺幸男  (1997) 159 頁より抜粋  
 
山脈構造型社会的分業構造の意義は、「特定加工に専門化した企業群を中心に、
それぞれの特定加工に専門化した企業がどのような範囲の相手と準直接的な競
争関係にあるのかを明らかにできる 130」ことである。つまり、これらの企業が
競争する相手は、同一製品の製造に関わっている同一加工に専門化した直接的
な競争関係の企業だけではなく、多様な製品に携わっている企業である。受注
側企業は、競争で優位に立つために、さまざまな発注側企業の製品開発に自社
の同一加工技術を売り込み、販売先を確保する必要性が生じることになる。  
 
Ⅲ．おわりに  
 本章は｢寡占･非寡占」論における代表的な研究者 Averitt, R．  T．、北原勇、
佐藤芳雄、渡辺幸男らを取り上げてきた。「寡占･非寡占」関係による中小企業
の存立を資本の観点からを考察するものであった。Averitt, R．  T．はアメリ
カの「二重」経済構造に着目し、「中核」企業と「周辺」企業の存在を明らかに
し、中小企業の存立形態を考察した。「周辺」企業たる中小企業は衛星企業、忠
実なる反対企業、自由な独立企業に 3 分類できるとしている。また「周辺」企
業は経営者の能力に頼ることが多く、存立期間が短いと述べている。  
                                                   
130 渡辺幸男  (1997) 163 頁  
51 
 
大企業は大規模部門を独占することによって、中小企業の活動場所を小規模
部門へと追いやり、競争相手を少なくし、高い利益を得ていた。大企業は利益
を増幅させるために、中小企業の低賃金を利用し、収奪したのである。このよ
うな考え方に基づいて、中小企業の存在自体が問題であると議論しているのが
北原勇である。佐藤芳雄は日本独自の経済構造に着目し、中小企業の存立形態
を考察している。中小企業は非経済的な存在であり、大企業の収奪関係を基に
同一産業部門と異業種部門とに分類し、中小企業の形態分類を行っている。渡
辺幸男は、中小企業は大企業に収奪される存在であることは認めつつも、機械
工業における大企業と中小企業の下請関係は、賃金格差･需要変動のバッファ
ー･資本の節約といった下請利用ではなく、品質向上等の技術的な利用であると
述べている。これは社会的分業構造が存在するためであるとした。つまり、中
小企業は効率的な存在であるとしたのである。  
以上のように、「寡占･非寡占」論における、Averitt, R．T．、北原勇、佐藤
芳雄、渡辺幸男の議論を中小企業の問題性と効率性という観点で簡単にまとめ
てみると図表 2-2 のようになる。本章では中小企業存立論を説明するために「寡
占･非寡占」を取り上げてきた。「寡占･非寡占」では大企業による中小企業を資
本によって支配し、収奪されるだけの存在ではなく、収奪関係のなかに中小企
業の独自の強みを見出すことができれば、収奪だけの関係は見直すことができ
る。渡辺幸男が指摘しているように、中小企業と大企業の関係は「対等ならざ
る関係」が下請取引関係と定義しているが、中小企業は独自の技術を活かし、
さまざまな発注側企業と取引関係を結べることができるともいっている。  
この社会的分業により、中小企業の効率性を見出すことができる。中小企業
は大企業と協力することにより、本来の中小企業の強みを最大限活かすことで、
問題性だけではなく、効率性の可能性もあることがわかった。改めて、今まで
の学説を踏まえて、「寡占･非寡占」における中小企業存立の考え方をまとめて
みる。資本力が強い企業が産業内で優位な立場になり、競争に勝った大企業は
寡占価格で販売できる。中小企業は製品の品質、流通網、価格面、等で大企業
との差ができ、これを埋めるのは困難である。したがって、中小企業は大企業
にとって利益が得られない小規模な市場に集まり、過当競争が始まるのである。 
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図表 2-2 中小企業の過多性に関する諸議論  
 
出所：筆者作成  
 
 過当競争下では、中小企業は価格競争に陥りやすく、賃金水準は低下する。
そのために、中小企業は存立基盤が脆弱になるのである。この一連の流れが中
小企業の問題性だといえる。日本における「寡占･非寡占」の問題性は市場の中
核に大企業が自分の領域を築いて、その領域に他社を参入させず、寡占で領域
を維持してきたことが原因で起きている。非寡占である大多数の中小企業は、
大企業が築く領域外に存立することになり、お互いが激しい競争を繰り返し、
疲弊していったのである。その結果、低価格競争になり利潤が減少したことが
問題性となった。「寡占･非寡占」の問題性は、中小企業の大多数による競争の
激化によってもたらされるものであった。しかし、「寡占･非寡占」による競争
下であっても、中小企業は大企業との亜業種による「企業間関係」によって存
立し続けている。本章では取り上げることができなかったが、現実社会には中
小企業同士の企業間関係も存在する。第 3 章では中小企業の過小性に関する議
論に注目していく。  
Averitt, R. T. 
資 本 主 義 の 現 状 を 分 析 し 、 中 小
企 業 の 存 立を 明 ら か に し た 。  
 
北原勇  
中 小 企 業 は 大 企 業 に 賃 金 格
差を利用され、収奪されてい
る。中小企業は大企業とは協
力関係を持てない。  
 
佐藤芳雄  
中 小 企 業 は 大 企 業 に 小 規 模
市場に封じ込められて、利益
が少ない。しかし、大企業と
協力関係を持つことできる。 
 
渡辺幸男  
中 小 企 業 は 大 企 業 と 社 会 的
分業の関係を構築し、自社製
品 の 技 術 的 な 向 上 を 実 現 す
ることができる。  
 
問題性  問題性⇒効率性  効率性  
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第 3 章 中小企業の過小性に関する研究  
 
Ⅰ．はじめに  
 本章の目的は、中小企業の側面である過小性によって経営資源の不足がみら
れ、経済環境に対応できにくい体質であるのにもかかわらず、何故存立維持が
可能なのかを中小企業存立論の範疇である「適正規模」を考察することによっ
て、明らかにすることである。  
中小企業は大企業と比べて、相対的に資源が乏しい存在である。そして、中
小企業は大企業と競合という形で市場競争にさらされている。だが、中小企業
は存立し続け、現代においても多数存立している。中小企業の存立に関わって
くる要因として、中小企業経営者等の人的資源や製品･サービス等の経営資源が
あげられる。中小企業経営にとって重要な要素として、「個人的経営をとりまく
生産諸関係の分析なのであり、その結果としての個人的企業の経営的特質なの
である 131」。  
 中小企業存立論には、中小企業の過小性が中小企業存立に関係しているとす
る「適正規模」論が存在する。中小企業存立の要因は、以下の節から詳しく説
明していくが、過小性による経営資源の欠如が大きく関わってくることになる。
本章は「適正規模」で代表的な学者である Robinson, E．A．G．、田杉競、末
松玄六、有澤廣巳、瀧澤菊太郎らの議論を取り上げ、「適正規模」を理論的に分
析していくことによって中小企業の存立維持を可能とする要因を探っていく。  
 
Ⅱ．中小企業の過小性と存立問題  
中小企業は大企業との市場競争を余儀なくされている。そのような環境下で
は中小企業が大企業の製品･サービスに対して優位性が発揮できにくい。何故な
ら、中小企業が保有する資源と大企業が保有する資源の質的、量的に格差が大
きいからである。だが、中小企業はそのような状況であるにもかかわらず、存
立し続けている。中小企業と大企業が並存している状況において、中小企業の
存立が過小性によってもたらされているという視点で考察されているのが、中
                                                   
131 中山金治･渡辺睦 (1986) 2 頁  
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小企業存立論においての「適正規模」論である。この「適正規模」論では、第
1 に個別企業の経営戦略上の指針となる、第 2 に政府の経済政策上の目標とな
る、第 3 に個別企業および政府に対する中小企業の存立を説明する根拠となる、
という 3 つの意義が存在するといわれている 132。  
 本章では、第 1 の項目を中心に中小企業の「適正規模」を考えていく。その
前に、先駆的な研究を取り上げることにする。その先駆的な研究は、Robinson, 
E．A．G． (1931)における中小企業存立の可能性を展開した理論である。さら
に、Hobson, J．A．(1909)133において示された「適正規模」概念がある。そし
て、Marshall, A． (1890)134は大企業から駆逐されるはずの中小企業は経営状
態が良好ならば存立維持できるとする理論を展開している。また、日本におい
ての中小企業存立の問題とされた後進性を表す中小企業存立論は、 Steindl, J．
（1947） 135によって論じられている。日本における「適正規模」論としては、
末松玄六、田杉競、さらには瀧澤菊太郎が適正規模について述べている。  
 
                                                   
132 佐竹隆幸  (2008) 79-80 頁  
133 Hobson, J．A． (1909)では「最低生産費規模」という原材料費･賃金･固定費の総合計
によって得られる概念を用い、その 3 要素を組み合わせて統一することが最も経済的な企
業規模であるとした。そして、「最低生産費規模」を越えて、企業は規模を拡大すること
を「最大能率規模」 (投下資本に対して最大の利潤率を与える企業規模 )であるとした。だ
が、「最大能率規模」よりも小さな企業も存立していることを指摘しており、市場の不完
全競争のために、中小企業が存立していることも示唆している。中小企業の存立しやす
い業種としては、農業、工業のなかの不規則的業種や補助的業種、小売業の大部分、芸
術的または専門的職業、その他の個人的サービス業等をあげている。  
134 Marshall, A． (1890)では中小企業の存立根拠を「森の比喩」で論じている。中小企業は  
その規模のまま存立維持するのではなく、大きく木のように成長し、大企業規模と成長する  
としている。つまり、「若い森 (中小企業 )は、周りの古い木のさしかける陰、太陽と空気をさ  
えぎる陰の中を突き抜けて伸びていこうと苦闘を続ける。しかし、若い木の多くは力つき、  
倒れ、ごくわずかな木だけが残る。残った木は年々強くなり、高く伸びるにつれて、太陽と  
空気をたくさん手に入れる。ついには周りの木々を倒して空高く永久に伸び続ける。だが、  
どの木も時間が経てば、次第に力は弱まり、次世代の若い木に負けていく。大規模経済利益  
を実現できても、ある規模に達するとそれ以上に規模を大きくしても有利さは増大しない。  
したがって、中小企業にはその規模独自の有効性があるのである」 (佐竹隆幸  (2008) 85 頁  
を参考にした )。「森の比喩」とは、つまりは企業の成長を森の木にたとえ、誕生･成長･停滞･  
衰退のライフサイクルを示している。  
135 Steindl, J．（1947）では中小企業の存立を経済的非合理性に基づくとしている。その要  
因として 4 つあげている。第 1 に大企業が中小企業を駆逐する場合には時間がかかること、  
第 2 に不完全競争が中小企業の市場を保護することによって、中小企業の存立が可能である  
こと、第 3 に寡占的な産業において、独占が存在していないというカモフラージュのために  
大企業の政策として存立させられていること、第 4 に中小企業経営者の「賭博的」な態度、  
つまり、低報酬で高いリスクを引き受ける場合があるためである。                                                   
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1．「最適企業」について  
 まず、「適正規模」の代表的な学者である Robinson, E．A．G．の議論を説
明していくことにする。Robinson, E．A．G．は「適正規模」の議論の目的を
「企業の規模と構造を決定する諸要因を検討すること、および一産業の能率的
最小規模を決定する諸要因を検討することにある 136」と述べている。そして、
Robinson, E．A．G．は「適正規模」を実現できる企業を「最適企業」として
捉えている。「最適企業」は大企業や中小企業といった規模で位置づけるのでは
なく、「技術および組織能力についての現存の諸条件のもとで、平均生産費が最
低となる企業をいう 137」。  
さらに、「最適企業」の成立条件として、完全競争市場でなければならないと
し、Robinson, E．A．G．は「「適正規模」は市場が制限され、また不完全であ
る場合には、必ずしも生じるものとはいえない 138」と述べている。この理由と
して、ある企業がある一定の販売量を確保するために、低価格で販売したり、
販売先を遠方まで広げたりすると、「適正規模」までその規模を拡大することは
不利益になってしまう場合があるがあるからである。したがって、企業は多く
の製品･サービスを販売することから得た収益が、生産費と均等になるような小
さい規模にとどまるようになるのである。  
 
2．「適正規模」を決定する諸要因  
既述しているが、「適正規模」を決定づける企業単位の最良の規模を決定する
諸要因は何なのか。Robinson, E．A．G．はそれらを 5 つの主な範疇に分類し
ている。それらは、「第 1 に技術的諸要因、第 2 に管理的諸要因、第 3 に財務
的諸要因、第 4 に市場的諸要因、第 5 にリスク及び景気変動の諸要因である 139」。 
 「最適企業」は上記の諸要因によって決定づけられるのだが、諸要因はすべ
て必要なのかというとそうではない。Robinson, E．A．G．は 3 つ以上の諸要
因が均衡に保たれた時に「適正規模」に近づくとしている。つまり、企業は成
                                                   
136 Robinson, E．A．G． (1931) 6 頁 (黒松巌訳  (1958) 7 頁 )  
137 Robinson, E．A．G． (1931) 15 頁 (黒松巌訳  (1958) 19 頁 )  
138 Robinson, E．A．G． (1931) 16 頁 (黒松巌訳  (1958) 20 頁 )  
139 Robinson, E．A．G． (1931) 16-17 頁 (黒松巌訳  (1958) 20 頁 )  
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長すると利益が増え、その同じ成長から生じてくる損失によって相殺されると
いう状況である。Robinson, E．A．G．は「その均衡はまだどちらの方向にも
引っ張らないために、不動の状態にある綱引きのロープが示すところの均衡に
似ているし、また両チームが一瞬のあいだだけ対等に釣り合っているために動
かない綱引きのロープにも似ているということができるだろう 140」と述べてい
る。  
 次に、「適正規模」を決定づける企業単位の最良の規模を決定する諸要因を具
体的に説明していくことにする。技術的諸要因は「大規模単位の節約がどれく
らい続くのかということに依存する 141」といえる。そして、それらは無限に続
くことはない。つまり、大企業は限度なく規模が成長し続けることはできない
のである。その具体的な例として、Robinson, E．A．G．は「大熔鉱炉は小熔
鉱炉よりももっと経済的ではあるが、それ以上に拡大すれば不経済になる時が
くる。大型船舶は小型船よりも速くてより経済的であるが、それよりもさらに
規模を増大すれば、利益よりはむしろ損失を招くような時に達する。ドックや
運河は容量が限られている。得ることのできるその水深は、大型船舶の安全な
運航に不十分であるかもしれない 142」と述べている。他の例では、「分業や生
産工程の統合による一層の節約は、既存の技術の最大可能の利益が獲得されて
しまったために、それ以上に上昇することをやめてしまうのである 143」とも述
べている。  
さらに、技術的諸要因は産業によって異なってくるとし、 2 つの全く異なっ
た産業において技術的諸要因は大きいと指摘している。すなわち、その 1 つの
産業は「製鋼･綱板および部品の圧延、あるいは造船におけるように、製品や製
造機械が物理的に大きい産業である 144」といえる。もう一方の産業は「タイプ
ライター･腕時計･金銭登録器、あるいは自動車の製造の場合のように、完成品
が高度に複雑であって、それが無数の小さな部品から組立てられ、同じ場所で
                                                   
140 Robinson, E．A．G． (1931) 17 頁 (黒松巌訳  (1958) 21 頁 )  
141 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 40 頁 ) 
142 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 40 頁 ) 
143 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 40 頁 ) 
144 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 41 頁 ) 
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生産されるのに都合のよい産業である 145」といえる。このように、産業によっ
て異なる企業規模で技術的諸要因が左右される。大規模な企業が必ずしも「適
正規模」になり得るのではないことがわかる。  
次に管理的諸要因は「大規模生産規模の増大によって管理面で得られる利益
146」といえる。つまり、大企業では、分業を行うことで利益が得られる。その
理由とは、第 1 に優秀な人材の特殊な能力が完全に活用できることである。こ
の人材は管理者として、仕事上の重要な決定を適切に下すことができる能力を
有するとするならば、勤務時間の半分でも一般職でもできる仕事に管理者を従
事させることは時間の浪費になるのである。  
第 2 に技術の専門家等は特定の仕事に関する知識を増大することができる。
例えば、分業をせずに、1 人が多くの仕事を受け持つ状況で、その人材が買付
の仕事に従事しても、買付に必要な市場に関する知識は買付専門としている人
材の半分も持ち合わすことができない。中小企業の経営者の場合、「機械の速度
や機械に対する原材料供給について知識を持っていて他に 50 もの仕事をしな
ければならないので、大企業で 2、3 年間集中的に勉強すれば得られるような
専門的知識を得ることができない 147」。  
次に財務的諸要因は「企業が借入のための機会が規模に依存するならば、金
融問題は生産の「適正規模」に影響を与える 148」といえる。企業の規模に対し
て、企業の借入金が、影響を及ぼすのである。それは 2 つの影響を及ぼす。第
1 には「企業が借入れることのできる利子率である 149」。第 2 には「企業が借
入れることのできる額である 150」。つまり、一定の条件において、ある企業は
比較的有利な率で少額を借入れることができ、また他の一定の条件において、
別の企業は不利な率でしか少額を借入れることができないが、より多額の借入
れなら中小企業よりも大企業は有利な率で借入れることができる 151。  
 大企業は利益を多く得ており、企業の知名度も高い。そのため、大企業は信
                                                   
145 Robinson, E．A．G． (1931) 34-35 頁 (黒松巌訳 (1958) 41 頁 ) 
146 Robinson, E．A．G． (1931) 36 頁 (黒松巌訳 (1958) 43 頁 ) 
147 Robinson, E．A．G． (1931) 39 頁 (黒松巌訳 (1958) 46-47 頁 )  
148 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 
149 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 
150 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 
151 Robinson, E．A．G． (1931) 54 頁 (黒松巌訳 (1958) 63 頁 ) 
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用度が高く、現在の経営状況より多くの金額を金融機関から借入れることがで
きるのである。一方で、中小企業は現在の経営状況よりも、少ない金額しか借
入れることができない。中小企業は存立基盤が脆弱だと認識されるために、信
用度が大企業よりも低い。財務的諸要因では、企業規模が大きい方が有利に働
くのである。  
次に市場的諸要因は「購入費と販売費の問題が最適企業と産業構造とに対し
て与える結果である 152」といえる。企業の総支出のうち、購入費と販売費は「適
正規模」に役割を果たしている。まず購入費から説明していく。購入費は原材
料費になる場合があるが、もちろん産業によって異なっている。例えば、「宝石
屋の原材料費は、パン屋の原材料費より大きい部分を占める。しかし、どちら
の場合も完成品に対する原材料比率はかなり高い 153」のである。大企業や中小
企業でも、製品に占める原材料費の割合は高い。  
販売費には製造業者の販売広告の全費用および小売商や仲介業者の総利潤の
うちの利幅も含まれているが、「販売費は最終価格の 40％あるいはそれ以上に
のぼる産業が多く、20％より以下の産業は僅かである 154」といえる。販売費は、
「運輸費、賃金、建物、設備および組織に対する間接費用の総支出を示す 155」
ものである。  
 大企業は大規模購入によって利益を中小企業より得られる。しかし、必ずし
もそうでなはない。例えば、能力が高い購買部の専門家でも予測を誤ることは
ある。したがって、大企業の購入計画を誤りに導くことになる。一方で、中小
企業はある誤りを犯したとき、小ロットな製品なら市場でその過不足分を売買
することによってその誤りをいつでも修正することができる可能性が高い。し
かし大企業が「市場全体の圧倒的な部分を占めるほどに大きい場合には、その
誤りをわずかでも埋合わすことができるように効果的に市場価格を動かすこと
なしに、最初の誤りを訂正することは不可能 156」である。  
購入費と販売費の場合は、大企業と中小企業はそれぞれメリットとデメリッ
                                                   
152 Robinson, E．A．G． (1931) 64 頁  (黒松巌訳  (1958) 74 頁 ) 
153 Robinson, E．A．G． (1931) 64 頁  (黒松巌訳  (1958) 74 頁 )  
154 Robinson, E．A．G． (1931) 64 頁  (黒松巌訳  (1958) 74-75 頁 )  
155 Robinson, E．A．G． (1931) 65 頁  (黒松巌訳  (1958) 75 頁 )  
156 Robinson, E．A．G． (1931) 66-67 頁  (黒松巌訳  (1958) 77 頁 )  
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トが存在することがわかる。大企業のような大規模に製品を販売するには、大
量に原材料を購入し、そして製造し、高く販売する必要がある。中小企業のよ
うな小規模に製品を販売するには、原材料が比較的安く入手できるものを使い、
製造し、安く販売する必要があるのである。  
最後にリスク及び景気変動の諸要因は「リスクの存在と需要の変動とが最適
企業の規模の上におよぼす結果 157」といえる。Robinson, E．A．G．は需要の
変化には 4 つの異なった型が存在するとしている。  
第 1 の変動は永久的な変動である。これは「直接的な代替品か、または同一
の最終的需要を満足させる競合他社の成長のために、いくつかの特定の商品の
嗜好が低下 158」することである。第 2 の変動は周期的な変動である。これは「需
要の減退による社会の商品購買力の一時的な減退 159」によるものである。第 3
の変動は季節的な変動である。これは「一年のうちの一定の時期においてだけ
発生しあるいは充たされうる欲望を、特定の商品が満足 160」させることである。
第 4 の変動は不規則的なものである。これは「人々の注文が結合されて、うま
く単一の連続的流れを形成 161」することができない。  
たしかに、不景気が発生すると需要が減少する。だが、需要の減少の程度は
決して各産業で均等ではない。消費者が継続的に購入し、消費しなければなら
ない諸々の製品、食料品･煙草･新聞･鉄道旅行等の需要の減少は最小である。消
費者がその購入を少なくとも一時的には延期できるような製品である衣服、家
具、靴等は大きく減少する。他の製品の生産増大が必要な製品である機械、工
場、船舶およびそれらに用いられる一切の材料は減少する 162。  
Robinson, E．A．G．は不景気のために産業の総産出高が減少したときには、
その縮小は以下での方法で行われると指摘している。「最も能率的な企業は製品
を低価格で売って、能率の低い企業に有利な立場にたつことができる。その結
果、能率的な企業は能率の低い企業の生産高を縮小させ駆逐 163」するのである。
                                                   
157 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
158 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
159 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
160 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
161 Robinson, E．A．G． (1931) 83 頁  (黒松巌訳  (1958) 96 頁 )  
162 Robinson, E．A．G． (1931) 88 頁  (黒松巌訳  (1958) 102 頁 )  
163 Robinson, E．A．G． (1931) 94 頁  (黒松巌訳  (1958) 109 頁 )  
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このような不景気のなかでも存立を可能とする企業は、Robinson, E．A．G．
によると、「全能力において最も能率的である企業でもなく、また半分の能力に
おいて最も能率的である企業でもなく、最低平均生産費をもつところの企業で
ある 164」。企業経営が景気等の外部環境にうまく適応してきた企業が存立でき
るといっている。  
以上のように、企業は需要の変動に対応していかなければ存立は困難である。
では、需要変動は大企業と中小企業にはどのように影響するのかを考察してみ
る。大企業は「部門間にある物理的空間と、一工程と他の工程との間の位置の
間隔のために、適合がうまくいっていない場合がある。また、経営活動内の輸
送のための費用と一時的な混乱は再編成を避けがたいものにする 165」のである。
このために、変動は大企業に大きなマイナスな影響をもたらす。  
一方、中小企業は需要の変動に対する適応は可能であるといえる。その理由
として、製品が標準化されていない、不規則に注文を受けることができること
である。中小企業は基本的に設備も小規模でよく、小ロット生産ができる。生
産費用は低くて済み、在庫ができたとしても、経営状況にはさほど影響を与え
ない。もともと不規則な需要で、顧客から注文を受ける中小企業はできる限り
迅速な引渡が可能であることによって、得意先を得ることができる。標準化さ
れていない中小企業の製品は、これまで集積された労働者達の熟練した技能か
ら優秀性を引き出すことができ、品質は高いといえる。  
既に述べてきたように、「適正規模」に関する第 1 に技術的諸要因、第 2 に
管理的諸要因、第 3 に財務的諸要因、第 4 に市場的諸要因、第 5 にリスク及び
景気変動の諸要因、を考察してきた。Robinson, E．A．G．は「適正規模」の
視点から中小企業は大企業と共存･共栄できる存在として考えており、中小企業
ゆえに利益を得られる要因も多く取り上げている。企業存立は企業の規模で決
まるのではなく、「平均生産費が最低となる場合であるという命題を掲げており
166」、中小企業であってもそれを実現できるとし、中小企業存立を肯定的にみ
ているのである。以下では、日本経済構造を背景に研究されている「適正規模」
                                                   
164 Robinson, E．A．G． (1931) 97 頁  (黒松巌訳  (1958) 109 頁 )  
165 Robinson, E．A．G． (1931) 86 頁  (黒松巌訳  (1958) 99 頁 )  
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論を考察していく。  
 
Ⅲ．「適正規模」に関する日本の研究  
1．二重構造の視点から  
有澤廣巳は、日本の経済構造を捉えて、日本独自の経済構造によって大企業
と中小企業の両者に「二重構造 167」が存在すると論じ、階層的な構造を指摘し
ている。すなわち「近代化した分野と未だ近代化しない分野とに分かれ、この
両分野との間にかなり大きな断層 168」があるように考えられる。前近代的な分
野とは、日本の在来産業のことで、近代的な分野とは、移植産業のことである。
在来産業とは、広義には農林水産業を含み、狭義には農林水産業を除いた、伝
統的な製品･サービスの提供に携わる産業である。主として家族経営のような家
族による労働や少数の雇用労働に依存する経営によって成り立っている産業と
いえる。  
有澤廣巳は、中小企業は大企業よりも技術力が大幅に劣っているとした。そ
して、有澤廣巳は「大規模工場は基本的に優越的地位を占めていることは、他
の工業国と同じことである 169」としながらも、中小工場、特に小工場が生産割
合において優越になる部門があり、たとえ大規模工場が支配的なる部門にあっ
ても、なお中小工場の数が圧倒的に多いと述べている。中小工業 (中小企業 )の
重要性は、「第 1 に中小工業の生産物がわが輸出貿易において重要なる部分を
占めるということであり、第 2 に中小工場が圧倒的多数を占め、中小工業が工
業人口の大きな部分を占めている 170」と説明している。  
 有澤廣巳は中小企業の重要性を認識しつつも、「中小工業 (中小企業 )の存立に
よって工業本業人口の 8 割もの人々がここに職を得て、経済生活ができる。広
範に、存立する条件は、第 1 に粗悪なれど低廉なるが故に大量需要をもつ商品
の生産、第 2 に低賃銀労働力の豊富なる存在 171」と述べており、中小企業存立
                                                   
167 経済の二重構造とは日本の経済構造は欧米先進国のように単一な同質の構造をもたない  
といえる。  
168 有澤廣巳  (1957) 14 頁  
169 有澤廣巳  (1957) 29 頁  
170 有澤廣巳  (1957) 42 頁  
171 有澤廣巳  (1937) 62 頁  
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基盤の脆弱さに言及している。  
さらに労働者の視点から、低賃金労働力が豊富に存在するがゆえに、「中小工
場、家内工業的零細経営が盛行し、存立しつつあるといえる。言い換えれば、
中小工業の盛行が工業本業人口の大部分を吸収するのではなく、人口の大部分
が劣悪なる労働条件をも甘受すべき関係に置かれているからこそ、中小工業が
存立し、盛行するのである 172」とも指摘しており、中小企業の過酷な現状を明
らかにしている。  
 これらの現状を基に、有澤廣巳は当時の日本の中小工業 (中小企業 )から考察
して、中小工業 (中小企業 )の存立理由は何なのかを 2 点あげている。第 1 に専
門的分業の発達による小規模経営における製品の標準化の進歩、部分品の互換
性の進歩で外部分業が可能である。例えば、「当時自転車は完全に標準化されて
おり、その部分品は何れの工場で作ったものでも正確に組合せが可能になった。
従って、その製品は「一工場内に各部分品を作る必要がない 173」のである。つ
まり、製品の全生産過程が必ずしも一工場内において統一的に行われることを
要せず、各部分品の性質に応じて、分業的に異なる大小の工場において生産さ
れることを可能にした。その結果、分業は「大規模工業においては採算が取れ
ない部分を、低廉なる生産費で生産できる結果をもたらし、それは中小工業発
達の一原因をなしている 174」といえる。  
 第 2 に低賃金の労働力が豊富にして劣悪なる条件の下において労働の強化を
可能にできる社会的条件の存在である。労働力が過剰に余っているときには、
賃金が安くても人を雇える。当時は、「労働組合が普及していないために、中小
工業が大工業と均等の労働条件で拘束されることがない 175」のであった。その
結果、中小工業 (中小企業 )は労働関係における優位、低廉なる労働を雇用し得
る比較的多くの便宜を有することができた。つまり、「低賃金は中小工業におい
てはその経営の決定条件である。低賃金は大工業に対して競争力を得ることに
なる 176」のである。  
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174 有澤廣巳  (1937) 164 頁  
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有澤廣巳は劣悪な環境下にある中小企業の存立意義を見出そうとしていた。
有澤廣巳は「労働者そのものに即して至へば、過剰労働力が他に仕事なき故、
低劣労働条件と云う肉弾を似て、大工業の機械と競争する産業形態であり、又、
之を産業そのものに即して云へば、現段階の日本資本主義経済の下において、
次の如き任務を果たす役割を持っているのである 177」と述べている。このよう
に、中小企業は日本の資本主義化において、過剰労働者の雇用を吸収する役割
と、労働者の収入を助ける副業の役割があったのである。  
以上のように、有澤廣巳は日本の「二重構造」を説明し、中小企業は非近代
的な存在であり、その存立基盤は脆弱なものであるとした。中小企業が存立で
きているのも、低賃金の労働者が存在するために成り立つことができると説明
している。また、中小企業は規模が小さいために、大企業から利益が得られな
い分業を押し付けられ、生産設備のレベルも低いので、生産効率があげられず
にいると解釈できる。  
 
2．経営者の視点から  
末松玄六は、「適正規模」として中小企業経営に関する研究を行っており、著
書である『中小企業経営論』では、第 1 に経営の個人的色彩、第 2 に経営者の
精神構造 178等の中小企業経営の特質を詳細に述べている。  
第 1 に経営の個人的色彩とは、「中小企業の経営的特質を質的にみる場合、
とくにいちじるしいものは、経営的地位にある人の数がきわめて限られている
179」ということである。つまり、中小企業、とりわけ零細企業にとって経営者
は 1 人である場合が多い。したがって、中小企業の存立は、中小企業経営者の
個人的経営能力に依存していることになる。その点において、中小企業は「所
有と経営は分離されておらず、所有者的経営者 180」と呼ばれる。また、中小企
業は経営に必要な運転資金等を銀行に借り入れる場合は、経営者の個人的信用
や個人財産によって左右される。このような個人的経営能力は、強みを発揮で
                                                   
177 有澤廣巳  (1937) 167 頁  
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179 末松玄六  (1956) 16 頁  
180 末松玄六  (1956) 16 頁  
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きる一面がある。個人的経営能力で高い能力を有する中小企業経営者は、経営
に関する職能はほとんど経営者自ら担当し、遂行する。そして、末松玄六は中
小企業経営者が「組織の力によって経営するよりも自ら直接に従業員を指揮し、
監督する。ワンマン的に行動するがゆえに、政策の決定、実行はきわめて敏活
であり、その眼は経営の隅々まで行きとどくので、従業員は大企業におけるよ
うに気をゆるめるわけにはいかない。紙とインクによる管理をしりぞけて、直
接目と耳と口による管理を行う 181」と指摘している。だが、経営者 1 人が経営
の全てを管理するには、全知全能でない限り限界があり、どうしても偏った経
営管理になるものである。経営者にはそれぞれの個性があり、得意な分野が存
在する。例えば、経営職能は、「仕入、製造、販売、経理、税務、労務、庶務、
市場調査、金融、渉外等専門職能 182」等があり、経営者の能力は各経営職能に
偏る傾向がある。  
 第 2 に経営者の精神構造とは、「経営が個人的経営能力に依存しているとい
う事実に関連して、中小企業の経営者の性格上の特質を分析することは、中小
企業の本質をいっそう深く理解するためにきわめて重要である 183」とあるよう
に、中小企業の経営に深く関わってくる経営者の性格の重要性を述べている。
中小企業の経営者はワンマンである場合が多く、Steindl, J． (1947) によれば、
中小企業経営者は、博打的行為による企業存立が成り立っていると述べられて
いる。このような、中小企業は強い仕事欲があり、利益を上げる原動力につな
がっている。しかし、中小企業の経営者はワンマンである場合、第三者の助言
を積極的に受け入れることは少ない。何故なら、中小企業の経営者が 1 人で起
業し、自分の力で企業を経営している自負があるからである。だが、中小企業
の経営者は他人を信じないが同族を重んずる傾向はある。  
 以上のように、中小企業の経営者の資質に影響される経営の個人的色彩、経
営者の精神構造といった要因から「適正規模」が中小企業の個別企業の経営上
の強みであることを明らかにしている。  
 
                                                   
181 末松玄六  (1956) 17-18 頁  
182 末松玄六  (1956) 18 頁  
183 末松玄六  (1956) 25 頁  
65 
 
3．経営資源の視点から  
 田杉競は、資本主義の発展によって、大規模企業である大企業は大きく成長
し、それに反して小規模企業である中小企業は圧迫される状況にあるなかで、
何故中小企業が存立できるのかという問題意識を持っていた。大企業は新技術
を駆使して、効率的な生産が可能であり、それに追随できずにいる中小企業は、
大企業の損失の転嫁を受け、極めて不利な状況にある。また、田杉競は「技術
的進歩と資本の蓄積とが進行するに従い、その勢いはほとんどやむことなく、
重要産業、基盤産業は大企業及び大経営の支配するところとなり、中小工業者
の活動し得る分野は漸次狭められて今や比較的重要ならざる部門に限られつつ
ある。かかる傾向にして永続的と認められるならば中小工業の存立は将来どう
なるのか。経済発展過程における中小工業の地位は何なのか、これの中心はこ
れに他ならぬ 184」と述べている。つまり、中小工業を企業の規模が小さい工業
部門を指しており、もしくは工業部門内の個別の中小企業経営または企業を指
していると考えられる。だが、中小工業という用語は、ある工業部門の小さな
規模を指すものであり、中小企業又は中小企業経営という表現にした方が良い
とも提唱している。  
 中小企業の小さな規模とは、具体的に何を基準に述べられているのかを、田
杉競の論理を使って説明することにする。つまり、中小工業と大工業とを区別
する各標準を挙げている。第 1 に従業員数、第 2 に生産額、第 3 に資本金額又
は借入金額、第 4 に生産形態、第 5 に企業形態、第 6 に大規模生産の利益を享
受し得るのか否か、第 7 に従属性があるのかどうか、以上の 7 つの条件で、中
小企業と大企業を区別できる。  
 第 1 に従業員数で、企業の規模を判断するのは、従業員数によって、その企
業の活動範囲を判断ができるからである。従業員数が多いほど、企業の規模が
大きいことになるのである。第 2 に生産額で、企業の規模を判断するのは、生
産額つまりはどれほどの製品を販売しているのかという基準になるからである。
この生産額によって企業の規模がわかる。第 3 に資本金額または借入金額で、
企業の規模を判断するのは、企業の資金面をみることで、大量に生産できる可
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能性もあるからである。また、企業の事業も資金が多いほど増える可能性もあ
る。したがって、資本金額または借入金額で、企業の規模がわかる。第 4 に生
産形態で、企業の規模を判断するのは、「通常手工業、問屋制工業及び工場制工
業 185」に分類できるからである。通常手工業、問屋制工業と工場制工業では、
技術的形態あるいは販売の市場関係の形態おいて差異がある。つまり、工場制
工業は大企業の形態であり、通常手工業、問屋制工業は中小企業の形態が多い。
工場制工業では、機械設備が中小企業よりも発達しているし、従業員数が少な
い場合もある。従業員数でみた場合、生産形態では大企業なのに、中小企業と
捉えてしまう可能性があり、生産形態で企業の規模をみることは重要なのであ
る。第 5 に企業形態で、企業の規模を判断するのは、個人企業をいわゆる小工
業と判断すれば、どの産業部門に属していても、企業発展は個人経営者の能力
等の事情によって制約されるからである。もちろん、個人企業はその能率上の
優位性が考えられる。企業の規模をこのような企業形態でみることは重要であ
る。第 6 に大規模生産の利益を享受し得るのか否かで、企業の規模を判断する
のは、大規模生産を可能とするのが、大工場であり大企業と判断できるからで
ある。中小工場には、大規模生産を可能とする機械設備は少なく、その面をみ
ることによって、企業の規模を判断できる。第 7 に従属性があるのかどうかで、
企業の規模を判断するのは、中小工業は大工場に従属し、低賃金または低利潤
を被るが、その代償として存立基盤を成しているからである。大工業は独立的
経営を行っており、中小工業とは対比の存在である。企業の規模を判断するの
は可能である。  
 以上の 7 つの項目は、企業の規模を質的量的に判断しているのである。田杉
競は、企業規模を大･中･小に分類することによって、各企業規模ならではの問
題点、優位性があることに注目している。企業規模が小規模であれば、個人企
業が多く、個人経営者の能力次第で経営の方向性が左右されやすい。中規模な
ら、多少の従業員を雇用しているので、経営者だけではなく、従業員の能力も
問われる。大企業ならば、多数の従業員、事業部が存在する場合が多く、企業
全体の組織能力が問われる。このように、各規模の企業は、それぞれ特徴があ
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り、経営スタイルも異なる。  
次に、中小企業の規模を単純に規模としてみるのではなく、中小企業が存立
している説明として、田杉競は、「適正規模」を説明している Robinson, E． A．  
G．(1931)から引用し、「現在の技術及び組織能力の下において 1 生産物あたり
の平均生産費用が最低である 186」ことをあげている。そして、「適正規模」の
基準に達している大企業と、「適正規模」の基準以下の中小企業が産業内で並存
している理由、つまり、「適正規模」の基準以下の中小企業が存立しているのは
何故か。田杉競はその理由として、第 1 に「中小企業の賃金が低いこと 187」を
あげている。田杉競は低賃金の場合は、「大きな技術的精密さを要求されない商
品である限り、労働集約的生産方法が十分に機械的生産方法に対抗し得る 188」
と述べている。中小企業は、労働集約的生産である場合、機械の使用頻度が低
く、生産費を低く抑えることができる。大企業は労働集約的生産による製品は
大量生産ができず、大規模経済利益が手に入らないため、メリットが少ない。
第 2 に「市場の狭小、個人企業における経営指導の徹底、変動に対する抵抗力、
外部経済の発展等の事情が中小企業の存立を容易 189」にすることである。個人
経営者の能力によっては発展する可能性がある。また、外部経済の発展、つま
り日本の高度経済成長期のように底上げされる場合は、仕事は必然的に増える。
第 3 に「市場における不完全競争及び中小企業の従属性 190」である。これらの
理由で、中小企業は存立できるとしている。すなわち、「各企業は各自の商品の
ため種々の方法を取り、自由競争の完全でない部分市場を形成し、その結果他
の部分市場を侵略するには成長するための多くの費用を必要とする。たとえ「適
正規模」の企業でも中小企業の販路を侵すことは容易でなく、同様に中小企業
も「適正規模」に近づくには市場獲得の費用を要し、そのため中小規模のまま
存立 191」する。中小企業は大企業が所属する部分市場の範囲内だけで活動する
ことで存立できるが、利潤は大企業に取られて低くなる。この状態では、中小
                                                   
186 田杉競  (1941) 26 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
187 田杉競  (1941) 86 頁 (引用は現代仮名遣いによる ) 
188 田杉競  (1941) 86 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
189 田杉競  (1941) 86-87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
190 田杉競  (1941) 87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
191 田杉競  (1941) 87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
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企業は大企業から切り離されると、存立できない関係である場合が多い。  
 以上の 3 つの点から中小企業の存立を説明してきた。田杉競は、中小企業が
存立する条件として、特に中小企業の低賃金と市場の不完全性を取り上げてい
る。その両者の範囲で中小企業は存立できるとした。「適正規模」のアプローチ
で中小企業の存立をみた場合、田杉競の考え方は、中小企業は大企業に生かさ
れて収奪されているからであると捉えることができる。  
 
4．中小企業の成長に関する視点から  
 瀧澤菊太郎は、「中小企業を研究するのは、それが国民経済的矛盾･問題性を
もつからであって、単にそれの規模が中小であるから問題にしたり研究したり
するのではない。規模が「中小」であることは、中小企業のもつ問題性の原因
なのであって、問題性そのものではない 192」と述べている。そして、瀧澤菊太
郎は「中小企業問題を規模が中小であることを主な原因にして、歴史的･構造的
にもたらされた問題であると考え、この問題の内容は、簡単に述べることがで
きない複雑さをもっているが、強いて一言でいうならば、低生産性、経営難･
経営不安定性、劣悪労働条件の 3 つが相互に密接に関連し合って一体となって
いる問題 193」と捉えており、中小企業の過小性が中小企業の存立基盤を脆弱に
しているものだとしている。  
瀧澤菊太郎は、日本の高度経済成長過程での、中小企業の成長という概念を
提示した。戦前、戦中、戦後間もない頃には、中小企業が大企業には成長でき
ないという理論体系の対比として中小企業の成長を論じた。瀧澤菊太郎は、中
小企業の成長を想起した場合、Marshall, A．(1890)で述べられている「森の比
喩」をあげている。「森の比喩」は中小企業を若い木に例え、若い木は次第に太
陽の光を浴びるために大きく成長していくとした。成長していく若い木は、次
第に大きく丈夫な木に成長し、太陽の光をたくさん浴びることができる。また、
大企業を成長した木と捉え、成長した木はだんだん老朽化し、朽ち果てていく
とした。Marshall, A．はこのような森の木々の成長を経済社会での「上向運動
                                                   
192 瀧澤菊太郎  (1965) 18 頁  
193 瀧澤菊太郎  (1965) 18 頁  
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194」と呼んでいる。このように、瀧澤菊太郎は、Marshall, A．の理論を援用
して、中小企業が成長できる可能性を示唆したのである。  
 瀧澤菊太郎は、Marshall, A．に対する批判を展開した Robinson, E．A．G．  
(1931)については、Robinson, E．A．G．(1931)と Steindl, J．(1947)ともに「綿
工業と羊毛工業だけを取り上げて、中小企業から大企業への成長がほとんど行
われていないことを指摘しているのであるが、Steindl, J．は経済社会全体と
してみても、中小企業から大企業への成長は稀であり、中小企業の成長は小さ
な限られた範囲内でのみ行われる、と主張している点に特色がみられる 195」と
述べている。このような中小企業の成長に関する批判的な理論は、日本の高度
経済成長の過程で経済発展していた当時の中小企業に全て当てはまるわけでは
なかった。経済発展するなかでの中小企業の成長を明確に理論づけようとした
のが、瀧澤菊太郎であったのである。  
 次に、瀧澤菊太郎は日本における中小企業論として、1955 年代頃までを中小
企業の存立に関する問題が中心に捉われており、中小企業の成長といった問題
は議論されてこなかったと述べている。しかし、日本の高度経済成長期になる
と、瀧澤菊太郎は、中小企業の成長に関するものとして、末松玄六の中小企業
の体質の登場によって、中小企業論は変化してきたと述べている。「中小企業は
残存しているだけではない 196」と提示、「最近の現象をみると、中小企業の中
でも、体質を改善して経営、技術の両面にわたってやり方を変えていけば、一
般経済の成長とともに発展できるものであるということを証明する事実がつぎ
つぎにあらわれてきたことに注意したい 197」と述べている。  
瀧澤菊太郎は、中小企業の考え方が「適正規模 198」へと向かっていくことを
示唆した。瀧澤菊太郎は、「適正規模」は中小企業だけに関連した問題ではない
としながらも、「適正規模」は 2 つの意義を持っていると指摘している。第 1
に「個別企業の経営政策あるいは国家の経済政策などの目標ない指針としての
                                                   
194 Marshall, A． (1920) (馬場啓之助訳  (1965) 304 頁 )  
195 瀧澤菊太郎  (1973) 8 頁  
196 瀧澤菊太郎  (1973) 18 頁  
197 末松玄六  (1960) 207-208 頁  
198 瀧澤菊太郎は「適度規模」という用語を使用しているが、本章では「適正規模」に統
一している。  
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実践的･政策的意義 199」とした。第 2 に「スモール･ビジネス残存の説明あるい
はさらに広く現実の企業規模決定の説明のための分析の道具としての理論的意
義 200」とした。この両者は対比した存在であるが、瀧澤菊太郎は特に、理論的
意義を重視しており、Marshall, A．の理論を援用している。  
 しかし瀧澤菊太郎は、「適正規模」の概念で、中小企業の存立を完全に説明で
きないとしている。まず、「適正規模」の単位を工場の生産単位でみるのか、企
業単位でみるのかによって、中小企業の「適正規模」は変わってくるからであ
る。また、産業別という広い範囲でみるのか、業種別、品種別といった狭い範
囲でみるのかで基準が変わってくる 201。日本の中小企業は大企業と比較して比
率が高く、そのすべての中小企業が存立している条件として、「適正規模」で説
明できるわけではないが、中小企業の存立に関わる重要なアプローチとしては
有効であることはいえる。瀧澤菊太郎は、「適正規模」を適用する「場」の存在
が大事であるといっている。  
「場」とは、ただ単に、完全競争が行われる「場」とか、不完全競争の「場」
とかを意味しているのではない。それは歴史的に規定された国民経済構造その
ものである。「場」は大規模経済利益と大きく関連している。大規模経済利益を
実現するための条件や、その実現を阻害する要因、あるいは限界をもたらす要
因を含む。これらの条件や要因は、現実の経済社会においてはさまざまな形で
複雑に構成されているので、その構成は国民経済によって異なり、また歴史的
にも異なるといえる。つまり、「場」によって日本の中小企業の存立環境が出来
ているといってよい。  
 瀧澤菊太郎は、「適正規模」に関して、Marshall, A．の見解を基に、中小企
業の存立を解明しようとした。また、Marshall, A．の見解に反する Steindl, J．  
や Robinson, E．A．G．の考え方を説明し、海外における「適正規模」論の体
系化を図り、国民経済構造こそが中小企業の存立に深く関わっているとした。  
 
                                                   
199 瀧澤菊太郎  (1967) 279 頁  
200 瀧澤菊太郎  (1967) 279 頁  
201 瀧澤菊太郎  (1967) 279 頁ではさらに、適正規模は地域的な範囲を国民経済単位で  
みるのか、あるいはもっと狭い範囲でみるのか、もっと範囲を極限にまで狭めて個々の企業  
別に適正規模をみることになるかどうかという問題があるとしている。  
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Ⅳ．おわりに  
本章は「適正規模」論について、Robinson, E．A．G．、田杉競、末松玄六、
有澤廣巳、瀧澤菊太郎らの論説を取り上げてきた。各研究者の主張している点
を改めてまとめていく。Robinson, E．A．G．は「第 1 に技術的諸要因、第 2
に管理的諸要因、第 3 に財務的諸要因、第 4 に市場的諸要因、第 5 にリスク及
び景気変動の諸要因 202」の 5 つの要因が「適正規模」に大きな影響をもたらし
ているとした。これは当時のアメリカ産業の現状を分析して導き出しており、
中小企業は平均生産費用の最低基準を満たしていれば、存立できるとしたので
ある。つまり、小規模で資源が大企業よりも欠乏している小規模な状態である
中小企業であっても存立できるということである。  
田杉競は、Robinson, E．A．G．の理論を援用して、当時の日本経済の現状
を基に「適正規模」を考察している。田杉競は日本の戦後の経済は困窮してお
り、完全雇用は不可能に近かったと述べている。それを解決するには、労働者
を多く使用する生産体制が不可欠であり、中小企業は労働者を雇用し、生産す
る存在として重要な存在だったといえる。田杉競は日本において、「適正規模」
によって中小企業が存立する理由として、第 1 に「中小企業の低賃金が低い 203」
こと、第 2 に「市場の狭小、個人企業における経営指導の徹底、変動に対する
抵抗力、外部経済の発展などの事情が中小企業の存立を容易にする 204」こと、
第 3 に「市場における不完全競争及び中小企業の従属性 205」の 3 つを取り上げ
ている。この状態では、中小企業は大企業から切り離されると、存立できない
関係である場合が多いと述べている。この点は、Robinson, E．A．G．が説明
する中小企業と大企業との関係で指摘されていないところといえる。  
有澤廣巳は、中小企業は「二重構造」が成り立っているがゆえに過小性であ
ると述べている。この「二重構造」下である日本経済では、中小企業は大企業
の低賃金格差を利用できる収奪関係で存立できると捉えている。また、中小企
業は過剰労働者を吸収する役目があるとも指摘している。中小企業は問題性を
                                                   
202 Robinson, E．A．G． (1931) 16-17 頁  
203 田杉競  (1941) 86 頁 (引用は現代仮名遣いによる ) 
204 田杉競  (1941) 86-87 頁 (引用は現代仮名遣いによる )  
205 田杉競  (1941) 87 頁 (引用は現代仮名遣いによる ) 
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有しながら存立している状態であるといえる。  
 末松玄六は、中小企業が過小性を有しながら、中小企業が存立できている理
由として、「適正規模」論を基に考察していた。中小企業は過小性ならではの優
位性があるとする観点で、「第 1 に経営の個人的色彩、第 2 に経営者の精神構
造 206」等の中小企業経営の特質をあげた。これを中小企業の独自の強みとして、
存立基盤を強化している要因としたのである。中小企業は効率性を有しながら
存立しているといえる。  
 瀧澤菊太郎は、「適正規模」に関して、Robinson, E．A．G．、末松玄六らの
理論を考察し、中小企業の「適正規模」を解明しようとしている。そして、瀧
澤菊太郎の独自の考え方としては、中小企業は日本の経済的な矛盾のために、
問題性があるとしている。しかし、日本の経済成長において、中小企業の問題
性を考察し、Marshall, A．の「森の比喩」を援用して中小企業の成長を指摘し
た。  
 本章では、中小企業の過小性に主眼をおき、中小企業存立を考察してきた。
「適正規模」の理論は、企業にはそれぞれ規模があり、その企業が属する業種
等によって変化するというものであった。その企業規模が大きすぎても、小さ
すぎても、企業の存立に影響をもたらすのである。  
「適正規模」の理論体系の流れとして、アメリカ経済構造から中小企業の規
模を現状分析した Robinson, E．A．G．、日本経済構造から中小企業の規模に
対する現状を分析した田杉競らの議論がある。その次に、現状分析から中小企
業の問題性から効率性を述べた有澤廣巳の議論があり、さらに、中小企業の効  
率性 (優位性 )を述べた末松玄六の議論が存在する。  
以上のような各論者の中小企業の存立に関する問題性と効率性の立ち位置を
表すと図表 3-1 のようになる。  
 
 
 
 
                                                   
206 末松玄六 (1956) 3 頁の目次から抜粋している。  
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図表 3-1 中小企業の過小性に関する諸議論  
 
出所：筆者作成  
  
 日本の中小企業存立の観点からみる「適正規模」は、過小性のために、経営
資源が欠乏しているという状態が設備面、金融面等で不利であるとした。した
がって、中小企業は規模を大きくしなければならないという議論があったので
ある。中小企業は経営資源の欠乏により、既存の規模を越えて成長することが
困難であった。それが中小企業の問題性と捉えられてきたのである。しかし、
中小企業の規模が過小なために、市場の変化に対応しやすい組織（小回り性）
を活かした事業運営が優位性をもたらしているといえる。また、経営者の能力
次第では成長発展が可能であることも指摘できる。つまり、中小企業は自らの
「適正規模」に見合った市場で活動することで、大企業との競合であっても存
立維持が可能なのである。本章は理論的な視点で個々の中小企業の規模から発
生する存立維持の要因について論じてきた。第 1 章から第 3 章は主に日本の中
小企業の存立問題について考察してきたが、第 4 章から第 6 章は主に中小企業
の企業間取引関係に関する議論を紹介していく。  
 
Robinson、田杉競  
現代の事象を基に、「適
正規模」を捉えた。  
有澤廣巳  
中 小 企 業 は 低 賃 金 で あ
るため、存立できるとし
たが、中小企業は成長で
きないと捉えた。  
瀧澤菊太郎  
中 小 企 業 は 中 小 と い う
規模のため、問題性はあ
るが、成長できる存在で
もあると捉えた。  
末松玄六  
中 小 企 業 は 中 小 と い う
規 模 が も た ら す メ リ ッ
トがあり、そのため存立
できると捉えた。  
問題性  問題性⇒効率性  効率性  
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第 2 部 中小企業の企業間取引からのアプローチ 
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第 4 章 中小企業の企業間取引と効率性  
 
Ⅰ．はじめに  
第 1 章から第 3 章までは、中小企業の側面である被支配性、過多性、過小性、
について取り上げてきた。つまり、「中小企業問題性 (下請制 )」、「寡占･非寡占」、
「適正規模」、の中小企業存立の理論体系を基に問題性と効率性を説明してきた。
本章では改めて「中小企業問題性 (下請制 )」、「寡占･非寡占」、「適正規模」、と
は何だったのかをまとめ、中小企業の効率性と競争優位について検討していく。 
 「中小企業問題性 (下請制 )」は、巽信晴、中村秀一郎、三井逸友らの学説を
軸に説明してきた。各学説に共通していることは、中小企業は下請制という機
構によって、大企業に支配･従属していることである。下請制は大企業にとって、
中小企業から利潤を収奪する仕組であるという問題意識があり、中小企業はそ
のために低利潤を余儀なくされ、存立基盤は脆弱になるのである。その一方で、
大企業との下請関係によって製品開発のノウハウを得ることで、経営資源を蓄
えることができるとした効率性の視点や、下請の枠を越えて成長した企業には
独立性もみられる。  
「寡占･非寡占」は、Averitt, R．T．、北原勇、佐藤芳雄、渡辺幸男らの学説
を軸に説明してきた。各学説に共通していることは、大企業と中小企業との関
係は同一業種で競争していないということである。大企業の業種に、中小企業
が参入しても淘汰される。しかし異業種や亜業種に参入すれば、中小企業は存
立できるのである。一方、特に大企業の亜業種で活動している中小企業は、大
企業との関係が収奪関係である。中小企業の存立基盤は脆弱であることが問題
視されたこの視点は別の側面でみると、収奪関係であっても需要の安定、生産
効率の向上等のメリットも指摘されるようになったのである。これは中小企業
の効率性ともいえる。  
 「適正規模」は、Robinson, E．A．G．、田杉競、末松玄六、有澤廣巳、瀧澤
菊太郎らの学説を軸に説明してきた。各学説に共通していることは、中小企業
は大企業よりも規模が小さく資源が欠乏しているのに何故、存立できているの
かという問題意識である。中小企業は規模が小さいために、設備、人材、金融
面、等が不十分であり、存立基盤は脆弱であるという問題認識があった。その
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一方で、規模が小さいために、小回り性があり、需要の変化に素早く対応でき
るとした効率性も指摘された。  
 以上のような中小企業存立は「中小企業問題性 (下請制 )」、「寡占･非寡占」、「適
正規模」、で検討できる。中小企業は「寡占･非寡占」という現状で、大企業と
は中小企業が製造しているものが異なるので、中小企業は存立できているが、
「適正規模」があるために、過小性でも成り立つ。しかし、下請制によって中
小企業は収奪される存在になっている。  
中小企業のある側面の被支配性、過多性、過小性、は共通して問題性を有し
ていた。問題性に対する効率性は、中小企業の別の側面を捉えている。「寡占･
非寡占」の効率性は、機械工業における大企業と中小企業の「企業間関係 (下請 )」
が下請利用ではなく、品質向上等の技術的な利用であった。大企業と中小企業
は協力関係を持つことで需要の安定、生産効率の向上、等があった。「適正規模」
の効率性は、中小企業の小回り性を活かした経営形態であった。「中小企業問題
性 (下請制 )」の効率性は受注の安定、技術の向上、生産効率の向上、等のメリ
ットがあり、そのために経営資源が蓄積されることだった。中小企業の効率性
は、「寡占･非寡占」と「中小企業問題性 (下請制 )」では大企業から中小企業へ
の経営資源の移転によるものである。また、「適正規模」の効率性は小回り性に
よる独自の強みによるものである。  
本章は中小企業存立における効率性を、経営学の範疇である「競争優位」論
の概念で論証できるのかを検討していく。以下ではまず、「競争優位」論とは何
なのかを説明していく。  
 
Ⅱ．競争優位の概念  
1．競争優位とは   
現代企業は産業内で無数に存在し、企業規模もさまざまである。そして、各
産業内で企業はお互いに競争し、他社よりも利益を上げていくことが求められ
る。さもなければ、競争に負けた企業は利益を得ることができずに、市場から
淘汰されていく。企業は自分自身の存立を維持するために、競争戦略という形
で長期的な経営方針を立てて、実行していくことになる。経営戦略は、競争優
位を発生させるための競争戦略等のことである。  
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 企業が戦略を策定、実行するためには、いわゆる SWOT 分析が必要となる。
SWOT 分析は、企業の内部環境と外部環境を捉え、内部環境では、自社の現在
の経営環境を把握し、そこから補わなければならない資源等を明らかにし、企
業の経営体制を整えるために必要な概念である。外部環境では、現在の企業が
置かれている状況を明確にし、市場環境等に対応できる処置を行わなければな
らないために必要な概念である。つまりは、企業が永続的に存続するためには、
経営環境を常にチェックし、改善していかなければならず、その原動力として
競争優位が必要なのである。  
そもそも競争優位とは、簡単に述べれば、企業が競合他社よりも顧客に自社
の製品やサービスが好まれている状態である。競争優位を生み出すツールとし
て、先ほども述べた経営戦略がある。経営戦略は企業の方向性を決めるうえで、
企業の外部環境を分析することに重点が置かれている。経営戦略の策定におい
て、Ansoff, H． I． (1965)や Hofer, C．W．and Schemdel, D． (1978)といった
経営学者によって、競争優位の概念が論じられてきた。Ansoff, H． I．は、競
争優位を発生させる要因として、企業に有利となる製品･市場の特性をあげた。
Hofer, C．W．と  Schemdel, D．は、競争優位を発生させる要因を、製品･市
場または、企業の独自の資源のいずれかになるとした。  
 その後、競争優位の概念が広く周知されるようになったのは、Porter, M． E． 
(1980)であった。Porter, M．E．は、企業が所属する産業に注目し、産業内で
のポジションによって競争優位が得られると論じたのである。Porter, M． E．
は、経済学の分野である産業組織論の理論を援用して、各産業における企業の
資本利益率 (成果 )を比較し、市場構造特性によって、その差異を明らかにしよ
うとしたのである。つまり、Porter, M．E．は市場構造特性によって、企業は
持続競争優位が発生するとしたのである。このような考え方は「市場ポジショ
ニング視角」と呼ばれる。  
以降、競争優位論は Porter, M． E．の学説を基に論じられるようになった。
だが、「市場ポジショニング視角」は経営戦略を策定するための SWOT 分析か
らすれば、OT の部分の枠組しか考慮していないとされ、産業組織論から派生
した「市場ポジショニング視角」は SWOT 分析を明確に捉えることができない。
また、Rumelt, R．P．(1987)の業績での産業間格差に平均資本利益率の持続的
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格差が存在するが、それよりも、産業内の企業間による長期的利益率の差異の
方が大きいという指摘から、企業内の資源を活用し、競争優位を発生させてい
るとする研究アプローチは「資源ベース視角」と呼ばれる。  
「資源ベース視角」は、SWOT 分析のうち、SW の部分を説明できるとして
いる。つまり、企業の資源や能力の独自性を分析し、競争優位を明らかにしよ
うとするものである。この研究のなかで特に著名な研究者は Barney, J．B．
(1991)であり、彼は企業内部における資源で、価値･希少性･模倣困難性･代替可
能性の属性を帯びるものを持続競争優位の発生条件とした。Barney, J．B．は
企業内部の競争優位を発生させる資源について理論的に体系化した先駆的な研
究者である。「資源ベース視角」は、「コア･コンピタンス (core competence)」
という企業の具体的な強みを明らかにしようとする研究も存在する。「コア･コ
ンピタンス」は Prahalad, C．K．and Hamel, G． (1990)で詳しく論じられて
いる。このなかで、日本の国際競争力は、事業単位のポートフォリオ (集合、組
合 )によるもので、それらの相互関係によって、独自の技術力を生み出し、高品
質の新製品を開発していると指摘されている。そのためには、複雑な技術の組
み合わせを 1 つの製品に使用するための能力が必要である。Prahalad, C．K．
と  Hamel, G．は「コア･コンピタンス」を製品とそれを製造するためのプロセ
スである組織能力であると指摘している。そして、組織能力が持続競争優位を
発生させている要因としたのである。このような考え方が「能力ベース視角」
と呼ばれている。「能力ベース視角」は、技術等の集合学習といった概念でもあ
る。「能力ベース視角」はその後の研究で「知識ベース視角」へと発展する。  
「知識ベース視角」は、代表的な学者である Spender, J．C． (1996)の研究
では、明示知と暗黙知という形態で分類し、個人知と集合知という分類軸を提
示し、集合的暗黙知の重要性に指摘するとしている。また、Spender, J．C．
は企業ないし事業の持続的な競争優位の源泉を知識、特に組織知識に着目した。
このような「知識ベース視角」は、資源と能力を個別に述べているのではなく、
資源と能力の両方に注目し、それらをうまく組み合わせる組織知識の役割に注
目している。企業の従業員は個人の集団であり、彼らの知識はさまざまである
といえる。これらの知識を円滑に集合させ、結合させることが、高品質の製品
を生み出し、企業の持続競争優位を発生させるのである。  
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この「知識ベース視角」を用いて、元請大企業と下請中小企業の関係を論じ
ているのが、Dyer, J．H．and Singh, H． (1998)である。Dyer, J．H．と  Singh, 
H．は、企業はパートナー企業との間で、「関係特殊的投資」を行い、独自の方
法で、資源を結合させていると述べている。そして、「関係特殊的投資」は「関
係レント」を生み出すことにつながる。Dyer, J．H．と  Singh, H．は、この
「関係レント 207」を生み出すことによって、競争優位、つまり持続的な競争優
位を生み出すことができるといっているのである。  
以上のように、「競争優位」論は、さまざまな学説があり、その体系は膨大で
ある。そのなかでも、本章の目的である中小企業の企業間取引へのアプローチ
として取り上げるのは、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視角」、
Prahalad, C．K．と  Hamel, G．の「能力ベース視角」である。以下では、各
理論を説明していくことにする。  
 
2．「知識ベース視角」  
(1)「関係特殊的投資」  
Dyer, J．H．and Singh, H． (1998)は、「企業間関係」に着目し、企業は「企
業間関係」によって、競争優位を保持していると述べている。下請中小企業は
元請大企業との関係、つまり、元請大企業と下請中小企業の受発注関係が存在
する。下請中小企業と元請大企業との受発注関係は、「長期継続取引」のなかで、
元請大企業から下請中小企業への技術支援、設備支援等が行われる場合がある。
下請中小企業は、生産性を高める良い機会となり、元請大企業からの支援を断
ることはまずない。したがって、少なからずそのメリットは下請中小企業側に
も発生していると考えられる。当然、元請大企業は下請中小企業への技術支援、
設備支援を行えば、定期的な取引の安定、品質向上等のメリットがある。取引
の安定のメリットは、取引費用の削減が見込まれる。何故なら、契約違反等の
際にかかる保険費用が安くて済むからである。  
Dyer, J．H．と  Singh, H．は、企業はパートナー企業との間で、「関係特殊
                                                   
207 「関係レント」とは、特定のアライアンスのパートナーと共同して生み出される超過  
利益 (supernormal profits)である。  
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的投資」を行い、独自の方法で資源を結合させていると述べている。そして、
「関係特殊的投資」は「関係レント」を生み出すことにつながる。Dyer, J．H．
と  Singh, H．は、この「関係レント」を生み出すことによって、競争優位、
つまりは持続的競争優位を生み出すことができるといっているのである。           
このようなパートナーシップの競争優位は、Dyer, J．H．と  Singh, H．に
よれば、4 つの分類にまとめることができる。第 1 に資産に対する特殊的な投
資、関係特殊的資産の形成である。第 2 に知識の交換、その結果としての互い
の学習である。第 3 に補完的であるが希少な資源や組織能力の結合、その結果
としての独特の新製品･新サービス･新技術の共同による創造である。第 4 によ
り効果的なガバナンスメカニズムから生み出される競合企業よりも低い取引費
用である。以上の 4 点があげられる 208。  
  
(2)「知識ベース視角」に関する議論  
Dyer, J．H．と  Singh, H．は「企業間関係」が結果として競争優位を生み
出すことになる知識共有の一般化をいかに創造させるのかが重要であると述べ
ている。知識の概念では、多くの研究者が知識を 2 つの形態に類型化している。
第 1 に情報で、第 2 にノウハウである 209。ここでは情報を容易に成文化可能な
知識と定義する。情報は文書化したり、目に見えたりするもので認識しやすい。
これに対してノウハウは、暗黙で「固着」して、成文化することが困難な知識
を含んでおり、模倣したり、移転したりすることが困難である。しかし、これ
らを保有することで、また、情報と比較して、ノウハウは結果として優位性を
生み出している。  
 外部の知識の源泉を活用する能力は、その大部分がより優れた関連の知識の
機能ないし知識の受益者の「吸収能力」である。Cohen, W．and Levinthal, D．
A． (1990)は「吸収能力」を新しいもので、かつ外部にある情報の価値を認識
したり、それを理解したり、またそれを商業的な目的のために受け入れたりす
ることができる企業の能力と定義している 210。  
                                                   
208 この 4 点については第 5 章で詳しく説明する。  
209 Grant, R．M． (1996), Kogut, B. and Zander, U． (1992)を参考にした。  
210 Cohen, W． and Levinthal, D．A． (1990)を参考にした。  
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Dyer, J．H．and Nobeoka, K． (2000)では、知識の交換を日本の自動車企業
の事例で説明している。そのなかで、サプライヤーが直面するジレンマを 3 つ
取り上げている。第 1 に価値のある知識を競争企業にさらけ出すこと、第 2 に
フリーライダーの存在、第 3 に多くの価値のある知識を発見するコストや結合
するコストがかかること、である。Dyer, J．H．と  Nobeoka, K．はこのジレ
ンマを強力な「企業間関係」で解決していると述べている。ほとんどの重要な
生産に関する知識は元請大企業や下請中小企業の所有するものではなく、「企業
間関係」として所有しているものとして捉えられている。  
Dyer, J．H．と  Nobeoka, K．は、競争優位を生み出す要因として、知識の
学習能力であると提示し、それは企業の境を越えて行われるべきであるとして
いる。以上の「関係レント」を持続的に維持するための要因は、さまざまであ
り、これらを克服しなければ競争優位は発生しないのである。次に、Dyer, J．
H．と  Singh, H．の下請取引システムの考え方と共通する浅沼萬里の理論を紹
介しておく。  
 
3．日本の取引システム論      
浅沼萬里 (1989)は、「下請制」の取引構造、特に一次下請と元請大企業に焦点
を絞って論じている。ここで浅沼萬里を取り上げる理由は、Dyer, J．H．と  
Singh, H．の「知識ベース視角」が日本の下請取引システムと共通することを
確認するためである。つまり、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視
角」への日本の下請取引関係に関する理論の橋渡しのために検討する。  
浅沼萬里は、Williamson, O．E． (1979)の「取引を制御するメカニズム」の
3 つの主要な形態として、「市場による制御」、「相対交渉による制御」、「統合化
された制御」を区別した。浅沼萬里は「相対交渉による制御」をより詳細に実
証的に研究し、それに基づいてこの概念を発展させている 211。浅沼萬里はその
概念を自動車産業に当てはめ、元請大企業と下請中小企業の受発注関係を考察
したのである。以下では、元請大企業と下請中小企業の取引の関係性を説明し
ていく。  
                                                   
211 浅沼萬里  (1989) 64 頁  
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浅沼萬里は部品等を供給する企業を、「下請企業」とも ”subcontractor”とも
呼ばず、「サプライヤー (supplier)」と呼び、発注側の企業の方も、家父長制的
なイメージを伴う「親企業」という言葉では呼ばず、発注側の企業とサプライ
ヤーとが構成するシステムの中核を形成しているという機能面に着目して、「中
核企業 (core firm)」と呼んでいる 212。  
日本で発展してきたメーカーとサプライヤーとの間の諸関係が持つ性質につ
いて、従来さまざまな通念が形成されているとし、その通念は第 1 に「日本の
メーカーは、一般に、自分が生産のために使用する中間生産物を外部の企業か
ら調達する場合、自分が組織した特定の諸企業のグループ、または自分が加入
している特定の諸企業のグループのメンバーだけを調達先とする傾向がある
213」というものである。第 2 に「そうしたグループが形成されるということは、
日本に特有の現象であり、したがってまた、日本人の文化的ないし歴史的な特
異性からのみ説明されうるものである 214」というものである。  
 特に浅沼萬里は、その通念の第 1 を重点的に考察している。まず、買手の大
企業の方を「中核企業 (core firm)」と呼び、買手から見て第 1 次層にある部品
サプライヤーのことを、単に「サプライヤー (supplier)」と定義づけた 215。「中
核企業」は「サプライヤー」との取引関係を考えるうえで、契約的枠組を取り
上げなければならない。この枠組の基本レベルには、「基本契約」とよばれるタ
イプの契約が存在している。これは、1 つの中核企業があるサプライヤーと取
引関係に入ろうとするときに交わされる契約である。つまり、「この契約の有効
期間は通常 1 年であるが、どちらかの側が異議を申し立てないかぎり、自動的
に更新される 216」ことである。  
「中核企業」は「サプライヤー」の「基本契約」を基に発注するのである。
「中核企業」は「サプライヤー」と 1 社としか取引しているわけではなく、「複
社発注政策」を取っている。これは 2 つの意味を持っている。  
第 1 に「どれか一つの供給源からの納入が事故のために突然停止した場合に
                                                   
212 浅沼萬里  (1989) 62 頁  
213 浅沼萬里  (1998) 1 頁  
214 浅沼萬里  (1998) 1 頁  
215 浅沼萬里  (1998) 2 頁  
216 浅沼萬里  (1998) 4 頁  
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備えて、できるだけ速やかに代わりの納入を行う能力を持った供給源を確保し
ておく 217」ためである。第 2 に「サプライヤーに競争の圧力を加えることによ
って、価格と品質の両面で、独占状態の場合に期待されうるよりも大きな協力
的態度をサプライヤーから引き出す 218」ためである。  
この「複社発注政策」は、「中核企業」が「サプライヤー」への優位性を確保
するために重要な行動である。「サプライヤー」は同じ「サプライヤー」同士で、
競争下におかれ、低コストや生産技術の向上につながる。コスト面では、「サプ
ライヤー」は厳しい環境下におかれる、生産効率を改善するための設備投資等
を行わなければならず、資金繰が必要となる。  
「中核企業」は部品を手に入れるために、「サプライヤー」に対して、「外注
品」をする場合と「市場品」をする場合がある。「市場品」とは、「特定の中核
企業の意志に関係なく一般の買い手を対象として売り出されている財、したが
って買い手の側から見ればカタログから選ぶだけで購入することが可能な財に
対応している 219」ことである。「外注品」とは、「特定の中核企業が提示する仕
様にしたがって外部の企業が供給する財または加工サービス 220」を意味する。
「中核企業」は「市場品」よりも「外注品」を購入するメリットがある。それ
は「市場品」はいわば誰でも購入できるものであり、価格は標準である。「外注
品」は「市場品」よりも安く購入できる場合が多く、また「中核企業」が必要
となる部品が「市場品」で購入できない場合もあり、「外注品」は必要に応じて
品質を改良できるのである。以上のように浅沼萬里は元請大企業と下請中小企
業の取引関係の性質を詳細に述べているのである。  
 
4．「能力ベース視角」に関する議論  
(1)「コア･コンピタンス」 221 
「能力ベース視角」の研究者の Grant, R．(1996)は、資源と能力を区別して
いる。Grant, R．は資源を資本設備･従業員の個人的な技能、特許、ブランド
                                                   
217 浅沼萬里  (1998) 5 頁  
218 浅沼萬里  (1998) 5 頁  
219 浅沼萬里  (1998) 12 頁  
220 浅沼萬里  (1998) 12 頁  
221 Prahalad, C．K． and Hamel, G． (1990) 82 頁を参考にした。  
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名、資金、等を取り上げている。このようなさまざまな資源を組み合わせて、
調整し、統合することによって、能力に変換することが「組織能力」であると
いえる。この「組織能力」の各企業の強みを明確にしたのが、Prahalad, C．K．  
and Hamel, G． (1990)の「コア･コンピタンス」の概念である。  
Prahalad, C．K．と  Hamel, G．は、企業の強みを重要な中間製品 (コア製
品 )と最終製品らの関係を各構成部分として捉えている。「コア･コンピタンス」
は根本的な存在であり、コア製品が幹、最終製品は果実になるわけである。良
質な最終製品を開発するには、「コア･コンピタンス」、コア製品のどちらが欠け
てもいけない。  
「コア･コンピタンス」はどのように発生しているのか。そのプロセスを簡単
に述べてみる。Prahalad, C．K．と  Hamel, G．は「コア･コンピタンス」の
概念に、技術の統合とそれを実現可能にするための組織のメンバーによる協働
という側面を合わせ持っている。技術の保有という既にある既存資源を問題視
するだけではなく、その既存資源の結合を重視し、組織のメンバーの協働の能
力を問題にしており、その問題を解決し、実現していくことが「コア･コンピタ
ンス」の創造プロセスといっても良い。次節では、説明してきた「知識ベース
視角」と「能力ベース視角」を中小企業の効率性と関連させて考察していく。  
 
Ⅲ．中小企業の効率性と「競争優位」論  
1．「中小企業問題性 (下請制 )」の効率性と「知識ベース視角」  
下請中小企業は競合他社との競争で優位に立つために、元請大企業との下請
関係を強化しなければならない。下請中小企業は元請大企業の存在が欠かせな
いといえる。そこで、元請大企業と下請中小企業の受発注関係に効率性の側面
を見出すことができる。  
下請中小企業は、元請大企業との下請関係のつながりを信頼関係等で強くす
るほど、受発注関係は安定する。この安定した関係が「企業間関係」であり、
「長期継続取引」を生み出すのである。下請中小企業は競合他社である他の下
請中小企業より優位に立つには、元請大企業からの製品の受注量を増やし、技
術支援等をいかに提供されるのかが求められるのである。下請中小企業は、生
産性を高める良い機会となり、元請大企業からの支援を断ることはまずない。
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したがって、少なからずそのメリットは下請中小企業側にも発生していると考
えられる。当然、元請大企業は下請中小企業へ技術支援、設備支援をすれば、
定期的な取引の安定、品質向上等のメリットがある。取引安定のメリットは、
取引費用の削減が見込まれる。何故なら、契約違反等の際にかかる保険費用が
低くて済むからである。  
 「関係特殊的投資」は、下請中小企業と元請大企業との間では、元請大企業
から下請中小企業へ設備投資･技術投資･人材投資等の経営資源の移転が行われ
る場合に当てはめることができる。これによって、下請中小企業は生産性の向
上、技術力の向上を行い、「関係レント」を生み出すことができる。それが、「企
業間関係」による「長期継続取引」につながるのである。下請中小企業は、「企
業間関係」で「長期継続取引」をどのように発生させることができるのかを考
察していく。まず、競合企業が「企業間関係」の行為を簡単に模倣できないこ
とが重要である。そして、下請中小企業は「長期継続取引」を持続的に保たな
ければ、市場から競合企業によって排除されることになる。  
下請中小企業と元請大企業の受発注関係では、互いの内部組織の境界線をま
たいで、経営資産 (技術の提供、設備投資等 )の相互連結が行われている。Dyer, 
J．H．と  Singh, H．は、「企業間関係」では、内部組織の資産相互連結が累積
的に増加して起こるとしている。例えば、下請中小企業 (サプライヤー )は元請
大企業 (アセンブラー )の工場に隣接して工場を建てることとする。下請中小企
業 (サプライヤー )と元請大企業 (アセンブラー )の当事者は、既に「長期継続取引」
等で信頼関係が築けているので、下請中小企業 (サプライヤー )の工場のための
特定の用地の投資を承諾する。そして、元請大企業 (アセンブラー )は、下請中
小企業 (サプライヤー )への特定の用地の投資によって工場が建つと、下請中小
企業 (サプライヤー )の製造品を自社の工場に直ちに輸送できるので、取引費用
が安くなる。  
 
(1)効率性と知識交換  
下請中小企業は、知識の受託者として超過した知識の基盤を持つ機能を有し
ているといってもよい。元請大企業は、下請中小企業にとって多くの知識を保
持している場合が多く、その知識を下請中小企業に提供する。受け取った下請
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中小企業は、設備等の改良、人材育成を行い、受入体制を整えておかなければ
ならない。そのような準備を行い、下請中小企業は知識の交換を行っている。
また、元請大企業は下請中小企業に対して円滑に知識の交換をするために、「関
係特殊的投資」を行うのである。下請中小企業は技術力を向上させ、それが設
備の改良にもつながるからである。  
 Dyer, J．H．and Nobeoka, K． (2000)では、知識の交換を日本の自動車企業
のケースで説明している。そのなかで、サプライヤーが直面するジレンマを 3
つあげている。第 1 は価値のある知識を競争企業にさらけ出すこと、第 2 はフ
リーライダーの存在、第 3 は多くの価値のある知識を発見するコストや結合す
るコストがかかること、である。Dyer, J．H．と  Nobeoka, K．はこのジレン
マを強力な「企業間関係」で解決していると述べている。ほとんどの重要な生
産知識は元請大企業や下請中小企業の所有するものでなく、「企業間関係」とし
て所有しているものとして捉えられている。Dyer, J．H．と  Nobeoka, K．は、
知識の学習能力の重要性を述べており、企業の境を越えて行われるべきである
としている。「中小企業問題性 (下請制 )」論の効率性は、大企業との下請関係に
よって、製品開発のノウハウを得ることで、経営資源を蓄えることであったが、
知識交換は製品開発やノウハウを得るためのプロセスを明らかにした。  
 
(2)効率性と補完的資源の貢献  
下請中小企業と元請大企業の受発注関係の力関係は、仕事を発注する元請大
企業の方が強い。そのなかで、下請中小企業は仕事を受注できるように、元請
大企業の要望する技術力や設備投資を行うわけである。元請大企業からすれば、
自社の資源とうまく結合できる補完的資源を持つパートナーを求めているので
ある。よって下請中小企業は、元請大企業から求められている補完的資下請中
小企業に補完的資源の考え方を当てはめると、下請中小企業は補完的資源を元
請大企業との関係で活用している。下請中小企業は、元請大企業からの受注を
受けて製品を製造するが、年々元請大企業の新製品や新技術のレベルは向上し
ており、元請大企業が要求してくる製品のレベルに対応していかなければなら
ない。そのため、元請大企業は、安定的に品質の維持を保つために、下請中小
企業に設備投資、技術提供、人材派遣等を行う。下請中小企業は、既存の経営
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資源を新たに元請大企業から提供された補完的資源と結合させ、「関係レント」
を生み出すのである。その結果、下請中小企業は競争優位を生み出すことがで
きるのである。  
 下請中小企業は、下請中小企業と元請大企業の関係で、補完的資源による「関
係レント」を発生させている。その補完的資源は、組織構造や文化等の要素も
深く関わってきていることが述べられてきた。下請中小企業は、元請大企業の
補完的資源 (組織構造、文化 )等の要素を効率的に自社と結合させている。下請
中小企業は、元請大企業の企業文化を理解して、それに適応しているから長期
的な取引が続くのである。逆に、元請大企業の企業文化を下請中小企業は理解
していないと受注は減少し、さらに売上も減少する。下請中小企業は、こうい
った元請大企業の補完的資源を自社と適合させている能力があるからこそ、効
率性があるのである。最終的には、元請大企業との「長期継続取引」が持続で
きることで、下請中小企業は「関係レント」を生み出し、効率性があるといえ
る。Dyer, J．H．と  Singh, H．が述べているような、パートナーの補完的資
源を活用しようとする立場と下請中小企業の自社の資源をパートナーからみて
補完的資源として認めてもらう立場は、経営戦略としては逆の視点であるとい
える。  
 
(3)効率性とガバナンス  
下請中小企業には、「フォーマル」と「インフォーマル」のセーフガードが両
方ある場合が多い。例えば、「フォーマル」のセーフガードは、下請中小企業は
元請大企業から金融的な投資も受けることもある場合もあり、高度な設備に投
資してもらう場合もある。それに対して「インフォーマル」のセーフガードは、
下請中小企業と元請大企業との「長期継続取引」による信頼関係がある。また、
受発注関係において定期的な製品の元請大企業への納入ができている場合は、
下請中小企業に対する評判がある。下請中小企業は、「フォーマル」と「インフ
ォーマル」のセーフガードによって関係レントを生み出し、効率性を有する。  
 
2．「寡占･非寡占」論の効率性と「知識ベース視角」  
中小企業は大企業と同一業種で競争すると、市場から駆逐･淘汰される可能性
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が高い。しかし、中小企業は大企業と同一業種以外の亜業種や異業種に業種転
換すれば存立できることもある。中小企業の存立維持を可能とするために、大
企業との取引関係が重要になる。中小企業と大企業の取引関係によって、中小
企業は需要の安定、生産効率の向上等のメリットを享受し、経済的かつ合理的
に存立できる効率性を有することができる。また、渡辺幸男 (1997)が述べてい
るように、中小企業は複数の大企業と取引関係を持ち、社会的分業構造が存在
しているならば、中小企業の効率性を有することとなる。このような中小企業
の効率性を Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視角」でアプローチを
すると、中小企業の効率性の理論についての有効性が検討できる。Dyer, J．H．
と  Singh, H．はパートナー、つまり中小企業が取引相手 (大企業 )を見つける能
力に注目している。  
次に「関係レント」に深く関わってくる「企業間関係」を構築するために必
要なパートナーについて述べる。中小企業は、自社以外の企業から仕事を受注
し、それを製品･サービスとして大企業に提供する。そこで重要なのは、中小企
業の売上がパートナーである大企業の企業能力に左右されることになることで
ある。Dyer, J．H．と  Singh, H．は、「関係レント」の創出にはパートナーを
見つけることが重要であるといっている。つまり、企業は良いパートナーを見
つけるための企業能力が問われる。中小企業は大企業との間で工場の視察等を
許可し、大企業が求める製品品質のレベルにまで向上させていく。そのなかで、
中小企業は大企業と知識共有をしながら、相互補完の資源を結合させていくの
である。中小企業と大企業の「企業間関係」は、長期間に及ぶことが多く、し
だいに両社の経営方針等の方向性のベクトルが合う。それは利益を生み出すこ
とにつながり、「関係レント」が発生し、優位性を生み出すのである。このよう
に、中小企業は「企業間関係」で「関係レント」を生み出す。Dyer, J．H．と  
Singh, H．は、パートナーとの「企業間関係」について、長期間に及ぶので、
しだいに企業とそのパートナーは共進化していくと述べている。共進化によっ
て、企業とパートナーは共通した経営方針、分割できない資源を所有すること
になり、競合企業がそれを模倣することが困難となる。Dyer, J．H．と  Singh, 
H．によると「企業間関係」の独自の構造によって、競合企業が模倣困難であ
る資源を企業は保有することができるので、競争優位が発生すると述べている。 
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以上のように、中小企業が大企業との取引関係を結んだ後の需要の安定、生
産効率の向上等のメリットについて述べているが、Dyer, J．H．と  Singh, H．
は中小企業が大企業との取引関係を結ぶための能力に言及しており、中小企業
はパートナーを選択する能力、パートナーから選択される能力を有しており、
結果的に中小企業は大企業と取引関係を結ぶことができる。「寡占･非寡占」論
の効率性と、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視角」は、相互に関
連しているといえる。  
 
3．「適正規模」論の効率性と「能力ベース視角」  
「コア･コンピタンス」は、「適正規模」論における中小企業の効率性の側面
を具体的に説明できる。Prahalad, C．K．と  Hamel, G．は「コア･コンピタ
ンス」の概念に、技術の統合とそれを実現可能にするための組織のメンバーに
よる協働という側面を合わせ持っていると指摘している。技術の保有という既
にある既存資源を重視するだけではなく、その既存資源の統合、結合を重視し、
組織のメンバーの協働という資源活用の遂行能力を問題にしており、その問題
を解決し、実現していくことが「コア･コンピタンス」の創造プロセスといって
も良い。中小企業は組織の小さいことから派生する組織関係者との親密性が高
い。中小企業は規模の小さなことによって従業員同士の親しみ合える機会が多
いのである。組織のメンバーの協働がうまく機能されているといってよい。  
資源を効率的に活用するための組織構造･組織運営･組織風土が必要である。
中小企業の強みは専門性にもみられる。資本、従業員数に制約があっても、技
術さらには市場を絞り込めば、専門性のメリットが享受できる。マクロ的には
事業統合化の進み易いところが中小企業には存在する。つまり、中小企業は資
源を効率的に活用するための組織構造･組織運営･組織風土を従業員に刷り込む
ことができやすいのである。「コア･コンピタンス」を実現するために必要なの
が組織学習である。組織学習は個人間での相互学習である。この組織学習は中
小企業の組織の結束力で、円滑に行われる。そのため、「コア･コンピタンス」
は発生するのである。  
以上のように、「コア･コンピタンス」のキーワードである組織学習は、規模
が小さい中小企業にとって、大企業よりも意思疎通が容易なので有効といえる。
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「適正規模」論の効率性は、規模が小さいために小回り性があり、需要の変化
に素早く対応できるとしたものであった。「コア･コンピタンス」は、「適正規模」
論の効率性の理論としての有効性について触れることができた。また、組織学
習は「適正規模」論の効率性に新たな組織の側面を見出すことができる。  
 
Ⅳ．おわりに  
 本章では、中小企業存立論の効率性を「知識ベース視角」と「能力ベース視
角」の視点から、経営資源の移転と「コア･コンピタンス」の考えのもとで、具
体的に考察してきた。中小企業存立論の問題性は、被支配性、過多性、過小性、
という経営環境というだけでさまざまなマイナス要因があると述べられてきた。
しかし、本章で考察してきたように、被支配性、過多性、過小性、といった経
営環境だとしても効率性は存在しており、中小企業存立に大きな影響を与えて
いる。「適正規模」の効率性は、Prahalad, C．K．と  Hamel, G．の「能力ベ
ース視角」で説明した。そのなかで組織学習を取り上げた。この組織学習は中
小企業の規模が小さな組織の結束力で、円滑に行うことができる。つまり、規
模が小さいから、優位性を生み出すことができる製品、サービス、組織、が存
在するのである。  
 「寡占･非寡占」と「中小企業問題性 (下請制 )」の効率性は、「企業間関係」
による経営資源の移転と捉え、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「知識ベース視
角」で説明した。そのなかで、第 1 に資産に対する特殊的な投資、関係特殊的
資産の形成、第 2 に知識の交換、その結果としての互いの学習、第 3 に補完的
であるが希少な資源や組織能力の結合、その結果としての独特の新製品･新サー
ビス･新技術の共同による創造、第 4 により効果的なガバナンスメカニズムの
ために、競合相手のアライアンスよりもより低い取引費用、を取り上げた。中
小企業の下請制によって、元請大企業から下請中小企業への設備投資･技術投
資･人材投資等が行われる。その過程で、知識交換が実行され、下請中小企業は
元請大企業から技術を活用し、中小企業は新製品の開発や既存製品の品質改良
ができる。また、下請中小企業は元請大企業との「企業間関係」によって、希
少な資源や組織能力の結合を行うことができる。そして、下請中小企業は資源
の欠乏を補完することができるのである。その結果として、下請中小企業は独
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自の新製品･新サービス･新技術を元請大企業と共同創造することによって、「長
期継続取引」を生み出すのである。以上のように「寡占･非寡占」、「適正規模」、
「中小企業問題性 (下請制 )」の効率性と「知識ベース視角」と「資源ベース視
角」の概念の共通する部分を検討できた。これらをまとめたのが図表 4-1 とな
る。  
 
図表 4-1 効率性に関する概念図  
 
出所：筆者作成  
 
しかし、中小企業の効率性を明らかにしても、中小企業の側面である問題性
は被支配性、過多性、過小性、が原因で存在している。中小企業の問題性をあ
る程度解消しなければ、中小企業の存立基盤は脆弱なままである。被支配性、
過多性、過小性、を切り離して考えていては中小企業の存立基盤を強化するこ
とができない。それらを総合的に捉え、中小企業存立を見直さなければならな
い。第 5 章では、被支配性、過多性、過小性、の問題性をある程度解消できる
要因とは何なのかを探るために、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「関係特殊的
投資」をさらに深く考察していく。  
 
 
 
中小企業存立論  
↓  
効率性  
「適正規模」の効率性  
↓  
「能力ベース視角」  
「寡占･非寡占」の効率性  
↓  
「知識ベース視角」  
「 中 小 企 業 問 題 性 (下 請 制 )」 の 効 率 性  
↓  
「知識ベース視角」  
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第 5 章 「関係特殊的投資」に関する研究からのアプローチ  
 
Ⅰ．はじめに  
本章は、Dyer, J．H．and Singh, H．(1998)が述べている「関係特殊的投資」
の概念を再度詳細に検討し、「関係レント」 (企業が有機的にパートナーと取引
関係を持つことで発生する、短期的な機会費用を超過した利益 )の分配による企
業間関係の優位性について検討することを目的としている。「関係レント」に関
する議論では、関智宏 (2011)で詳しく述べられている。関智宏は Helper, S．
(1990)のアセンブラーが実施するエグジット戦略、ならびにボイス戦略の概念
を援用する形で関係レントの生成メカニズムを述べている。関智宏は関係レン
トに関して、「アセンブラーの能力とサプライヤーとの能力とが結びつくことで
達成可能な超過生産性に基づいて生成するレントである 222」と述べている。  
企業間関係はパートナーとの様々な要因が絡み合って成立している。企業間
関係には短期的なものと長期的なものがあるが、企業間関係の優位性を継続す
るには、長期継続的な企業間関係が求められる。企業間関係を長期的に継続す
るには、パートナーとの利害関係が不可欠であり、そこには取引関係が存在す
る。長期継続的な企業間関係は現実社会において、受発注関係などで重要な経
済活動を担っている。長期継続的な企業間関係を維持するためには、パートナ
ー間の利害関係が必要であり、その利害関係を「関係特殊的投資」の概念で説
明し、「関係レント」の分配によって企業間関係の「継続的安定性 223」をもた
らす要因として考えられるのかを考察する。つまり、企業間関係の長期継続的
な関係は企業間関係を構成する各パートナーの利益につながり、企業間関係の
優位性であると結論づける。  
企業間関係における先行研究では、浅沼萬里 (1989)の「関係特殊的技能」、
Helper, S． (1991)の「エグジット･ボイス」があげられるが、長期継続的な企
業間関係の優位性に重点はおかれていない。そこで、企業間関係に競争優位の
概念を取り入れて、長期継続的な企業間関係を結ぶことで競合他社との優位性
                                                   
222 関智宏  (2011) 19 頁  
223 本章では企業間関係を長期的に継続するための指標として用いる。  
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を理論化した Dyer, J． H．and Singh, H． (1998)を取り上げる。Dyer, J． H．  
and Singh, H．（1998）は、1990 年代における日本の自動車メーカーの高い競
争力を生み出す構造に着目し、その論文のなかで使われている企業間関係にお
ける「関係特殊的投資」の概念は、長期継続的な企業間関係と関連性がある。
「関係特殊的投資」の概念として次の 4 つがあげられる。第 1 は資産に対する
特殊的な投資、つまり関係特殊的資産の形成である。第 2 は知識の交換、その
結果としての互いの学習である。第 3 は補完的であるが希少な資源や組織能力
の結合、その結果としての独特の新製品･新サービス･新技術の共同による創造
である。第 4 はより効果的なガバナンスメカニズムのために、競合他社よりも
より低い取引費用である。これらの要因が「関係レント」を生み出し、企業間
関係の長期継続関係を維持するものであるとする。  
また、Dyer, J．H． , Singh, H．  and Kale, P． (2008)は「関係特殊的投資」
によって発生した関係レントをパートナー間で分配する時に、「共通の利益」と
「個人的な利益」の高低の組み合わせで 4 つに分類できるとした。第 1 は「共
通の利益」が低く、「個人的な利益」も低い企業間関係の場合である。第 2 は
「共通の利益」が高く、「個人的な利益」も高い企業間関係の場合である。第 3
は「共通の利益」が低く、「個人的な利益」が高い企業間関係の場合である。第
4 は「共通の利益」が高く、「個人的な利益」が低い企業間関係の場合である。
さらに、関係レントの分配において 4 つの分類で、「継続的安定性」を比較し
ている。  
本章では、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「関係特殊的投資」を理論的に説
明し、企業間関係の優位性の要因を述べる。また、関係レントの分配について
述べる。関係レントの分配の概念を基に「関係特殊的投資」と「共通の利益」、
「個人的な利益」による企業間関係の優位性について検討を行う。つまり、Dyer, 
J．H．と  Singh, H．の「関係特殊的投資」と「共通の利益」、「個人的な利益」
による長期継続的な企業間関係を検討した結果、企業間関係の優位性とは何な
のかを明らかにしていく。  
 
 
 
94 
 
Ⅱ．「関係特殊的投資」  
1．日本の企業間関係への注目  
1990 年代に日本の下請中小企業と元請大企業との企業間関係について、Dyer, 
J．H．and Ouchi, W．G．(1993)は、日本の自動車メーカーの国際競争力を解
明するために、「日本式」企業間関係に着目した。当時の日本の自動車メーカー
は、アメリカの自動車メーカーよりも製品価格が安価で良質な品質を実現して
おり、市場競争力は日本の方が有利であった。Dyer, J．H．と Ouchi, W．G．
はこの競争力の源泉を、日本の排他的な下請中小企業の購入関係（企業間関係）
としている。また、Dyer, J．H．と  Ouchi, W．G．は日本の企業間関係の効
果として、日本の企業間関係は、下請中小企業と元請大企業が製造に関するコ
ストを最小限にし、さらに製品品質を高めることであるとする。日本の企業間
関係は生産費用と取引費用で規模の経済の優位性を得ることができる。  
さらに、Dyer, J．H．  and Singh, H． (1998)では、企業間関係によって、
優位性を保持していると述べられている。下請中小企業と元請大企業との受発
注関係は、「長期継続取引」のなかで、元請大企業から下請中小企業への技術支
援、設備支援等が行われる場合がある。下請中小企業は、これらの支援により
生産性を高める良い機会となるため、元請大企業からの支援を断ることはまず
ない。これにより、下請中小企業は元請大企業と取引を行うメリットを享受す
る。一方で、元請大企業は、下請中小企業に対して技術支援、設備支援を行え
ば、定期的な取引の安定、品質向上等のメリットがある。取引の安定は、契約
違反等の際にかかる保険費用が安くて済むため、取引費用の削減のメリットを
生み出す。  
Dyer, J．H．と  Singh, H．は、企業はパートナー (取引関係者 )との間で、独
自の方法で、資源を結合させていると述べている。独自の方法で資源を結合さ
せるプロセスを「関係特殊的投資」といい、結果的に「関係レント」を生み出
すことにつながる。Dyer, J．H．と  Singh, H．は、この「関係レント」を生
み出すことによって、優位性を生み出すことができるとしているのである。  
このような、企業間関係の優位性は第 4 章でも触れたが、Dyer, J．H．と
Singh, H．によれば、4 つの分類にまとめることができる。第 1 に資産に対す
る特殊的な投資、つまり関係特殊的資産の形成である。第 2 に知識の交換、そ
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の結果としての互いの学習である。第 3 に補完的であるが希少な資源や組織能
力の結合、その結果としての独特の新製品･新サービス･新技術の共同による創
造である。第 4 により効果的なガバナンスメカニズムのために、競合他社より
もより低い取引費用である。以上の 4 点があげられる 224。  
 以下ではこの 4 点によって生み出される「関係レント」について述べていく
ことにする。  
 
2．関係レントのメカニズム 225 
Dyer, J．H と  Singh, H．は競合他社が企業間関係において当事者間が行う
行為を簡単に模倣できないことが重要であると指摘する。この考え方は Barney, 
J．B． (1991)の模倣困難性 (競合他社にとって自社が所有する資源を入手する
ことが困難であること )の優位性に関する属性に当てはめることができる。
Dyer, J．H．と  Singh, H．は、Barney, J．B．の資源ベース視角を援用して、
企業間関係のパートナー間が保有する資源が優位性をもたらす要因になるとし
た。Dyer, J．H．と  Singh, H．は、優位性を生み出す源泉として関係レント
を考えている。  
 関係レントを生み出す企業間関係が優位性を持続的に保つには、Barney, J． 
B． (1991)で示されているように、「因果曖昧性」が重要である。「因果曖昧性」
とは、優位性を生み出すための資源の属性の 1 つである。これは企業間関係の
複雑な過程からなり、競合他社からみれば優位性を生み出す資源を特定できな
い属性である。企業間関係の優位性を競合他社は模倣しようとしても、正確に
特定の資源を把握できないために失敗する。さらに、企業間関係には信頼の構
築も重要になってくる。そして、信頼の構築はすぐに保持できるものでもなく、
市場で売買することもできない。このように、通常では入手または模倣できな
い要因で企業間関係の優位性が存在する場合は、優位性を持続的に保つことが
できる。  
また、Dyer, J．H．と  Singh, H．は、関係レントを生み出す要因として、
                                                   
224 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 662 頁  
225 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 662-664 頁  
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内部組織の資産連結を取り上げている。その資産連結は、企業間関係を築くた
めのパートナーの欠乏（希少性）、資源を結合させる企業の組織能力が重要とな
る。下請中小企業と元請大企業の受発注関係では、互いの内部組織の境界線を
越えて、資産 (技術の提供、設備投資等 )の相互連結が行われている。Dyer, J． 
H．と  Singh, H．は企業間関係では、内部組織の資産相互連結が累積的に起こ
るとしている。例えば、下請中小企業は元請大企業の工場に隣接したところに
工場を建てるとする。そして、元請大企業は、下請中小企業への特定の用地の
投資によって、工場が建設されると下請中小企業の製造品を自社の工場にすぐ
に輸送できるので輸送費用が安くなる。生産コストを抑えることで、製品一単
位当たりの費用を最小にし、利益を大きくすることができる。ある企業間関係
はこの利益によって競合他社から優位性を持続しているのである。競合他社が
上記で述べている元請大企業と下請中小企業の特殊な関係を模倣しようとして
も、先行投資などが莫大であり、取引関係のパートナーを探すには時間がかか
り、困難である。以下からは関係レントを発生させる「関係特殊的投資」に関
して、4 つの要因を説明していく 226。  
 
3．「関係特殊的投資」の 4 つの要因  
(1)知識の交換 227の概念  
まず、知識の交換を説明する。Dyer, J．H．と  Singh, H．は企業間関係が
優位性を発生させることになる知識交換のルーティン化をいかに創造させるの
かが重要であると述べている。知識交換は、特殊的な知識の創造、または移動、
結合を許可させる企業間の相互作用のパターンである (Grant, R． (1996))。つ
まり、知識交換は企業間関係において、パートナー同士の人的交流も含めた技
術の共同開発や技術の転用によって、新たな新製品開発に活用することである。 
知識は、次の 2 つの形態に類型化される。 1 つは情報で、2 つはノウハウで
ある (Grant, R． (1996)、Kogut, B．and Zander, U． (1992))。ここでは情報を
                                                   
226 「関係特殊的投資」の第 1 に資産に対する特殊的な投資、つまり関係特殊的資産の形  
成は本章では他の 3 つの要因に共通する部分であるので省略する。詳細な要因の説明とし  
て「パートナー」の要因を説明する。  
227 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 664-666 頁  
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容易に成文化可能な知識として定義する。情報は文書化したり、目に見えるも
ので認識しやすいもので、これに比較して、ノウハウは、暗黙で「固着」して、
成文化することが困難な知識を含んでおり、模倣したり移転したりすることが
困難である。情報は成文化できるために、大概の人が内容を認識できるメリッ
トがあるが、競合他社に模倣される可能性も含んでいる。それ対して、ノウハ
ウは目にみえるものではなく、誰かに伝えることが困難であるが、これらを保
有することで、情報と比較してノウハウは結果として優位性を生み出している
ことを示唆する。  
 そして、自社の知識ではなく、他社の知識を活用する能力は、より優れた関
連の知識の機能ないし知識の受益者の「吸収能力」となる。他社の知識を自社
の知識と関連させて、新たな知識を生み出すには、自社の知識を正確に把握し
つつ、他社の知識と自社の知識の関連する部分を見つけ出さないといけない。
Cohen, W．M．and Levinthal, D．A．(1990)は「吸収能力」を新しいもので、
かつ外部にある情報の価値を認識したり、それを理解したり、またそれを商業
的な目的のために受け入れたりすることができるという企業の能力であると定
義している 228。つまり、「吸収能力」の概念は、企業間関係がいかにして効率
的、システム的に進行しながら組織間で学習することである。また、「吸収能力」
は、第 1 にパートナーが超越した知識の基盤を構築している程度であり、第 2
にパートナーが相互作用の頻度や密度を最大化する相互作用のルーティンを構
築している程度といえる。つまり、パートナーの「吸収能力」は、特定のパー
トナーから知識を認識し、同化する能力を発達させるために重要な要因である。
さらに、「吸収能力」は重要な専門的知識を企業間関係内の各パートナーから探
し出す要因ともなる。  
 一方で、Dyer, J．H．and Nobeoka, K． (2000)では、日本の自動車企業のケ
ースから、知識の交換について説明している。そのなかで、下請中小企業が直
面するジレンマを 3 つ取り上げている。第 1 に価値のある知識を競争企業にさ
らけ出すこと、第 2 にフリーライダーの存在、第 3 に多くの価値のある知識を
発見するコストや結合するコストがかかること、である。 Dyer, J． H．と  
                                                   
228 Cohen, W． and Levinthal, D．A． (1990) 120 頁  
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Nobeoka, K．によれば、このジレンマは企業間関係で解決することができる。
ほとんどの重要な生産知識は元請大企業や下請中小企業が所有するものではな
く、複数の企業間関係を有している企業として所有しているものとして捉えら
れている。Dyer, J．H．と  Nobeoka, K．は、競合他社に対する優位性を生み
出す要因として、知識の学習能力であると提示し、それは企業の境界を越えて
行われるべきであるとしている。  
 以上のように、企業間関係によって知識の交換には「吸収能力」が重要であ
り、知識の交換は企業間関係に優位性を生じさせる。  
 
(2)補完的資源の貢献 229の概念  
次に、補完的資源の貢献を説明する。補完的資源の貢献とは、パートナーが
有する資源のなかで、企業が有する資源を補完的に補うことができる資源を結
合し、利用することである。補完的資源の貢献は、パートナーの情報やマネジ
メントに深く関わってくる。また、関係レントは企業が単にパートナーの関連
性を有しない資源を合わせて生み出されるのではなく、関連性を有するパート
ナーの補完的資源が関係レントを生み出す。関係レントを発生させるためには、
企業は市場で購入できるような資源をパートナーが保持しているような補完的
資源を持ってはいけない。補完的資源はシナジー効果を生み出すものであり、
「価値がある、希少性、模倣困難性」を有する資源である。企業は補完的資源
を保持しているパートナーと、補完的資源の潜在的価値を認識しなければなら
ない。そのためには、企業は補完的資源を保有するパートナーを認識する能力
が必要である。補完的資源を保有するパートナーを認識する能力は次の 3 つで
ある。第 1 に企業間提携の経験、第 2 に内部調査の投資、能力の評価、第 3 に
社会的、経済的ネットワークの豊富な情報占有、である 230。第 1 の企業間提携
の経験とは、マネジメントの提携による経験のことであり、関係レントを発生
させるパートナー、補完的資源の種類を正確に判断できることにつながる。第
2 の内部調査の投資、能力の評価とは、企業内に戦略的提携の専門家を任命し、
                                                   
229 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 666-669 頁  
230 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 667-668 頁  
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戦略的提携の専門家の役割としてパートナーのマネジメントを選択し、継続す
ることであり、成功した提携知識を蓄積していくことである。第 3 の社会的、
経済的ネットワークの豊富な情報占有とは、社会的、経済的ネットワークを築
くことにより、潜在的パートナーの情報が手に入ることである。それにより、
潜在的パートナーの補完的資源の情報を手に入れることになり、補完的資源を
持つ潜在的パートナーを認識できる。以上の 3 つの能力がパートナーを認識す
る能力である。  
また、補完的資源は、企業とパートナーの組織的システム、決定プロセス、
文化にも関わってくる。Dyer, J．H．と  Singh, H．はそのような補完的資源
を組織的補完資源と呼んでいる。Doz, Y． (1996)、Kanter, R．M． (1994)は、
組織メカニズムは補完的資源から生み出される利益には不可欠なものとした。
つまり、パートナーの提携能力は、決定プロセス、情報、コントロールシステ
ム、文化の互換性を高めることが求められる。また、Buono, A．F．and Bowditch, 
J．L． (1989)、Doz, Y． (1996)は、提携や M&A の企業間関係の失敗は、企業
とパートナーが補完的資源を保持していなかったためとしている。Buono, A．
F．と  Bowditch, J．L．と  Doz, Y．は互換的なオペレーティング･システム、
決定プロセス、文化を企業とパートナーが保持していないことが問題としてい
る。特に M&A の場合は、企業とパートナーの両社の企業風土が合わないこと
が問題となってくる。企業風土は、企業の文化といってもよく、この企業風土
で両社が適合できなければ、仕事の効率は下がり、関係レントは生まれない。
もちろん、組織構造が両社で合わなければ、経営資源を有効に使用できずに仕
事の効率化どころか効率は下がってしまう。  
 以上のように、補完的資源は関係レントを生み出す重要な要因である。そし
て、補完的資源はさまざまな要因を含んでいることがわかる。企業は関係レン
トを生み出すには、パートナーが補完的資源を持っているのかどうかを判断す
る能力が問われる。  
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(3)パートナー 231の概念  
次に、パートナーを説明する。Dyer, J．H．と  Singh, H．によれば、関係
レントの創出には、企業間関係を構成するパートナーを見つけることが重要で
ある。つまり、企業は関係レントを発生させる可能性があるパートナーを見つ
けるための企業能力が問われる。  
では、どのようなパートナーを見つければ良いのか。まず、パートナーは、
第 1 にパートナーが相互補完の戦略的資源を保持し、第 2 にパートナーが自社
と経営資源を活用できる関係的能力があることが必要である。しかしながら、
企業は潜在的パートナーが存在する市場に遅れて参入してきた場合、企業は必
要な相互補完の戦略的資源を保持しているパートナーが既に他の競合他社と企
業関関係を構築している場合がある。さらに、市場が閉鎖的であり、参入する
ための市場に関する知識、取引契約、流通網をもつ潜在的パートナーがごく少
数しかいないかもしれない。このような、自社にとって戦略的に重要なパート
ナーを見つけることは、自社の能力も問われるが、パートナーの数が少ない可
能性もある。いかに、重要なパートナーを探すのかが、関係レントを発生させ
る要因となる。そして、Dyer, J．H．と  Singh, H．は、パートナーの関係的
能力の重要性を、アメリカにおける自動車産業の企業間関係の難題を例に説明
している。アメリカの下請中小企業は、日本の自動車メーカーがアメリカ市場
に参入した際に、日本の自動車メーカーとの必要な情報共有を行おうとしなか
った。たとえ日本の自動車メーカーは関係的能力を発達させ、パートナーとし
て効果的であっても、関係的能力を発達させないアメリカの下請中小企業と共
に、関係レントを効果的に発生できない。したがって、アメリカのような自動
車産業で必要な相互補完の資源と関係的能力を持つ潜在的パートナーは希少と
なる。  
以上のように、パートナーは関係レントを発生させる重要な要因となる。自
社と企業間関係を結ぶパートナーを探す能力と、パートナーの資源を関連させ
る能力は、自社とパートナーの両方の能力が存在することで関係レントが発生
する。  
                                                   
231 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 662-664 頁  
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(4)効率的ガバナンス 232の概念  
次に、企業間関係を構築するために必要な効率的ガバナンスについて述べる。
効率的ガバナンスとは、取引費用によって関係レントを生み出す組織構造のこ
とである。取引費用から関係レントを生み出すためには、企業は特別な価値 233
を持つ資源に投資しなければならない。しかしながら、Klein, B．,Crawford, R．
G． , and Alchian, A．A． (1978)によれば、特別な価値を持つ資源に投資をす
ることは、汎用的な価値である資産に投資するより、企業はリスクにさらされ
ることになる。それでも、企業は取引費用を安くするために、特別な価値を持
つ資源に投資しなければならない。そこで、North, D．C．(1990)、Williamson, 
O, E． (1985)は取引者の重要な目的は、取引費用を最小限に抑えることができ
るガバナンス構造を選択することであると述べている。企業は取引者との間で、
取引費用を最小限に抑えることができるガバナンスを築くことが求められる。
Dyer, J．H．と  Singh, H．は、企業間関係のパートナーによって築かれる企
業間関係のガバナンスを Telser, L．G．  (1980)の概念を援用して、2 つのクラ
スに分類している。Telser, L．G．  (1980)は第 1 に第三者の合意による執行の
ガバナンス (法律的契約 )と、第 2 に自己の合意による執行ガバナンスである (第
三者の介入がない )としている 234。前者のガバナンスは、第三者の執行の介入
があるため、取引関係において不和の可能性が出てくる。この不和を解決する
ためにコストがかかるため、取引費用は最小限に抑えることができない。後者
のガバナンスは、自己の合意による執行を行えるため外部との不和は少ない。
したがって取引費用を安くすることができる。また、自己の合意による執行は
セーフガードを含んでいる。セーフガードとは、取引に関する違反を防ぐため
の要因である。そのセーフガードは、「フォーマル」と「インフォーマル」に分
類できる。「フォーマル」のセーフガードは、経済的人質が存在する。その経済
的人質は金融的な投資、担保等の資産等である。「インフォーマル」のセーフガ
ードは、信頼や評判等である。セーフガードは「フォーマル」と「インフォー
マル」の違いで取引費用が異なってくる。  
                                                   
232 Dyer, J．H． and Singh, H． (1998) 669-671 頁  
233 本章では、企業間関係において重要となる設備投資等のことを指す。  
234 Telser, L．G． (1980) 27 頁   
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セーフガードの利点について、Dyer, J．H．と  Singh, H．は自己の執行に
よる合意のセーフガードは、モニターなどのコストがかかるガバナンス構造よ
りも取引コストを低くできると述べている。そして、Dyer, J．H．と  Singh, H．
は取引費用と資源の価値を最大限に引き出してくれるガバナンス構造で取引を
することが重要であるとしている。そのような効率的なガバナンスは、関係レ
ントを発生させる重要な役割がある。つまり、効果的なガバナンスは、取引費
用の要因で関係レントを発生させることができる。  
自己の執行による合意により、取引費用が減少する要因として次の 4 つがあ
る。第 1 に契約にかかる費用の軽減である。これは第三者との契約ではないの
で、契約違反のための諸費用がかからない。第 2 にモニターに要するコストで
ある。これは自己管理で行えるので、第三者による介入がないためにモニター
のコストが低くなる。第 3 に市場活動に対応できる複雑な適応能力によって低
コストを実現できる。第 4 に取引費用を最小限にできる長期にわたる契約を結
ぶことができる。以上が取引費用を減少させる要因である。自己の執行による
合意には、「フォーマル」と「インフォーマル」のセーフガードがあることを前
述したが、「フォーマル」のセーフガードは、例えば、株式相互持合い、ジョイ
ントベンチャー、フランチャイズのようなガバナンスの形を取っている企業間
関係は、競合他社に簡単にガバナンス構造を模倣されてしまう可能性がある。
模倣が生じると関係レントが生じない。「フォーマル」のセーフガードに対して、
「インフォーマル」のセーフガードは、信頼、評判でガバナンス構造を成して
いるので、競合他社はその社会的複雑性や特有の関係性を模倣することは困難
であり、関係レントが生じる。したがって、「フォーマル」と「インフォーマル」
のセーフガードを比べると、「インフォーマル」の方が持続的優位性を生み出す。 
 以上のように、効率的ガバナンスは、企業間関係における取引費用を最小に
することで、関係レントを発生させる重要な要因である。取引費用は「フォー
マル」と「インフォーマル」のセーフガードによって、企業間関係は維持され
ており、「フォーマル」の場合には、企業間関係の枠組みのハード面となる部分
を支え、「インフォーマル」の場合には、継続的に企業間関係を運営するために、
ソフト面となる部分を支えている。これらが企業間関係の関係レントを発生さ
せる重要な要因となる。  
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Ⅲ．「関係レントの分配」 235 
 第Ⅱ節で述べてきた知識の交換、補完的資源の貢献、パートナー、効率的ガ
バナンスの「関係特殊的投資」によって発生した関係レントは、企業間関係を
構成する企業に分配されることになる。そこで、次に企業間関係によって発生
した関係レントを企業間関係のパートナーにどのように分配するのかを考察す
る。企業間関係はパートナー同士の利害関係によって成り立っている。企業間
関係は、利害関係が無くなれば企業間関係の構図は解消される可能性がある。
したがって、企業間関係は関係レントをある一方のパートナーが分配される場
合、関係レントを分配されないパートナー側は、企業間関係の解消を選択する。
Dyer, J．H． , Singh, H． ,  and Kale, P． (2008)は企業間関係の持続的な関係
がパートナー同士の関係レントの分配の在り方で変化すると指摘している。
Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．は関係のレントの分配のフレームワー
クとして、「共通の利益」、「個人的な利益」を取り上げている。フレームワーク
は「共通の利益」と「個人的な利益」に分類し、企業間関係のパートナー同士
の利害関係が「共通の利益」と「個人的な利益」に分類でき、この両者のバラ
ンスで企業間関係の継続性が変化する。  
 Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．は「共通の利益」と「個人的な利
益」のバランスの組み合わせとして、4 つのグループを示している。以下の図
表 5-1 は簡単な概念図である。第 1 に「共通の利益」が低く、「個人的な利益」
も低い企業間関係の場合である。そのような状況では、パートナー同士で関係
レントの分配は小さいが、パートナー同士では均等に利益は分配されている状
態なので、長期的に企業間関係が安定しない。したがって、それらの企業間関
係は中間的な安定になる。  
 第 2 に「共通の利益」が高く、「個人的な利益」も高い企業間関係の場合で
ある。そのような状況では、関係レントのパートナー同士の分配が高いので、
長期的に企業間関係が安定する。したがって、それらの企業間関係は高い安定
になる。  
第 3 に「共通の利益」が低く、「個人的な利益」が高い企業間関係の場合で
                                                   
235 Dyer, J．H． , Singh, H． ,  and Kale P． (2008) 137-148 頁  
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ある。そのような状況では、関係レントのパートナー個々の分配は高いが、企
業間関係としての分配は低いので、長期的に企業間関係が安定しない。したが
って、それらの企業間関係は最も不安定になる。  
 第 4 に「共通の利益」が高く、「個人的な利益」が低い企業間関係の場合で
ある。そのような状況では、関係レントのパートナー個々の分配は低いが、企
業間関係としての分配は高いので、企業間関係が中間的な安定になる。  
以上のように、企業間関係における関係レントの分配のバランスによって、企
業間関係の「継続的安定性」が変化する。では、関係レントの分配に関わる「共
通の利益」と「個人的な利益」はどのように発生するのかを説明していく。図
表 5-2 は簡単な概念図である。  
 
図表 5-1 共通の利益と個人的な利益との相互関係  
共通の利益 個人的な利益
(低い) (低い)
共通の利益 個人的な利益
(高い) (高い)
共通の利益 個人的な利益
(低い) (高い)
共通の利益 個人的な利益
(高い) (低い)
企業間関係の継続的安定性
中間
高い
低い
中間
 
出所：Dyer, J．H． ,  Singh, H． ,  and Kale P． (2008)を参考に筆者が作成  
 
図表 5-2 関係レントの分配  
発生した全ての関係レントの分配
(資源開発)
より大きい資源開発と企業間関係を持つパートナーは関係レントを発生させる
共通の利益
(資源依存)
価値がある、希少性、模倣困難性の性質がある資源を保有するパートナーは関係性から発生するレントのシェアを蓄える
個人的利益
(関係的資源)
より大きい関係的資源のポートフォリオを持つパートナーは大きな関係レントを発生させる
(構造的ホール)
より大きい構造的ホールの豊かなネットワークを持つパートナーは関係レントを発生させる
 
出所：Dyer, J．H． ,  Singh, H． ,  and Kale P． (2008)を参考に筆者が作成  
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「共通の利益」とは、企業間関係によって生み出された関係レントが、各パ
ートナーに共通して得られるものである。Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, 
P．は「共通の利益」を資源依存の概念で説明している。資源依存の概念とは、
パートナーとの取引力で優位に立つために価値がある、希少性、模倣困難性の
性質を有する資源を保持し、パートナーとの資源補完関係を結ぶことである。
つまり、自社が保有する有効な資源はパートナーに対して重要な位置を占める
場合、最終製品、中間製品で得られる関係レントの分配をより多く得ることが
出来る。パートナーの資源の質が変化すれば、自社はパートナーとの取引力で
劣位になる場合もある。「共通の利益」は、取引力によって関係レントの分配比
率が変化し、企業間関係を結んでいる各パートナーに格差はあるものの、少な
くとも関係レントは分配される。つまり、自社にとって、企業間関係による最
終製品、中間製品から発生する利益は必ず得られる。  
 次に、「個人的利益」は関係的資源、構造的ホール、資源開発の 3 つの概念
で説明していく。まずは関係的資源を説明する。関係的資源は、企業の活動範
囲が企業間関係としての活動範囲と関係的な場合に活用される資源である。さ
らに、企業は企業内の知識や資源の移転を容易にするための効率的な組織内ル
ーティンと吸収能力が存在している。このような状況で、企業間関係における
関係レントの分配にどのように影響するのかを説明する。A 企業と B 企業の間
で、企業間関係を結ぶことにする。A 企業は B 企業の小型化の技術を手に入れ
て、ノートパソコンの製品開発を進めたかった。一方で B 企業は A 企業のパソ
コンの製品開発やビジネスモデルを学ぶことになる。A 企業と B 企業の共同開
発によるノートパソコンは、「共通の利益」を得ることには成功したが、A 企業
は自社独自の製品開発等の利益は少なかった。B 企業は A 企業からパソコンの
製品開発やビジネスモデルを吸収することになり、自社独自の製品開発などに
利用して、利益は大きかった。つまり、A 企業は B 企業との共同開発で、関係
的資源を保有していたが、B 企業は A 企業よりも大きな関係的資源を保有して
いたことになる。さらに、A 企業は B 企業よりも吸収能力が低かったため、自
社独自の製品開発に効率的に転用できなかったのである。関係的資産の概念に
よる関係レントの分配への影響は、パートナーよりも大きな関係的資産を保有
し、吸収能力がある場合に大きく左右される。  
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 次に、構造的ホールを説明する。構造的ホールは、企業が競争を行うフィー
ルドで社会的構造に密接し、企業間関係による情報とコントロールである。企
業は情報とコントロールから発生する利益を得る。情報とコントロールの利益
は企業間関係のパートナー間で、潜在的なビジネスの機会を認識していること
によって、そのような企業間関係に参加することで得られる利益である。つま
り、企業間関係に参加することで、本来なら認識できなかったビジネスの機会
を得られることである。さらに、企業間関係で中心的な役割を占めている企業
は、企業間関係をとおして入手した資源と情報を効果的に活用できる。このよ
うな状況で、構造的ホールは関係レントの分配でどのように影響するのかを説
明する。C 企業グループは様々な分野に多角化している。特にグループ内の大
企業や中小企業は、IT 分野で強い能力を保有している。本来なら、中小企業は
海外の大企業と直接取引するのは困難であるが、C 企業グループに参加してい
る場合、それが可能となる。つまり、C 企業グループは中小企業と海外の大企
業とのパイプ役になっている。C 企業グループの中小企業は、潜在的なビジネ
スを得る機会が存在し、利益を得ることになる。C 企業グループの C 企業は企
業間関係で中心的な位置にあり、他のパートナーから様々な情報や資源を得る。
構造的ホールの関係レントへの分配の影響は、企業間関係内における強い権限
や立場で左右されるのである。  
 最後に、資源開発を説明する。企業間関係は将来の企業発展のための投資対
象となる資源のタイプを判断する情報をもたらす。さらに、企業間関係は企業
発展に関わる非公開の情報ももたらす。企業間関係に参加する企業は、様々な
知識に触れることになるが、その知識を活用できるのかは企業の経営能力が問
われる。知識を入手しても、その知識が自社の発展に結びつけることができる
のかを判断しなければならない。将来、企業は企業の発展に有効な資源を選択
することができたならば、企業間関係をとおして利益を得ることになる。さら
に、企業は企業間関係をとおして市場情報にアクセスすることで、企業発展に
結び付くビジネス機会を得ることになる。つまり、企業間関係によって非公開
の情報を入手し、価値がある、希少性、模倣困難性の可能性がある資源を入手
する機会を企業間関係に参加する企業にもたらす。資源開発の関係レントへの
分配の影響は、企業間関係によって将来への有効な資源への投資と、非公開の
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情報の入手で左右される。  
 以上のように、関係レントの分配比率は、企業間関係によって発生する「共
通の利益」と「個人的な利益」をより多く得られるパートナーが高くなる。そ
して、企業間関係を継続的に安定させるためには、「共通の利益」と「個人的な
利益」とのバランスが重要である。企業間関係において「共通の利益」が重要
であり、パートナー間で企業間関係に参加する利益がある限り企業間関係は継
続される。逆に、「個人的な利益」の比率が高すぎる場合は、パートナー間で企
業間関係に参加するメリットが少ないと判断され、企業間関係の解消が行われ
る可能性がある。  
 
Ⅳ．企業間関係の優位性  
 企業間関係の「関係特殊的投資」と関係レントの分配を検討してきたが、「関
係特殊的投資」の知識の交換、補完的資源の貢献、パートナー、効率的ガバナ
ンスと「共通の利益」、「個人的な利益」が企業間関係の優位性にどのように関
連しているのかを検討しなければならない。本章の目的である企業間関係の優
位性を明らかにするには、第Ⅱ、Ⅲ節を踏まえた場合に、「継続的安定性」によ
る長期継続的な関係を考察する必要がある。そこで、以下では「関係特殊的投
資」と「共通の利益」、「個人的な利益」を再検討し、企業間関係の優位性を検
討していく。「共通の利益」と「個人的な利益」では、下請中小企業と元請大企
業の企業間関係における関係レントの分配が優位性にどのように関わっている
のかも検討する。  
 
1．「共通の利益」、「個人的な利益」と優位性  
 「共通の利益」と「個人的な利益」を下請中小企業と元請大企業の関係で説
明してみる。第Ⅲ節では「共通の利益」と「個人的な利益」が高い場合が「継
続的安定性」が高かった。「共通の利益」では、下請中小企業は元請大企業に仕
事を受注する形で設備投資や技術の向上等、元請大企業から資源依存されてお
り、元請大企業は下請中小企業から安価な製品、資本の節約、需要の変動など
の利益を得ている。下請中小企業と元請大企業が得る「共通の利益」の性質は
異なるが、両者とも企業間関係による利益は発生している。  
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その一方で、「個人的な利益」では元請大企業は下請中小企業よりも様々な利
益を得ている。例えば、元請大企業が中心となっている企業間関係は参加して
いる多数の下請中小企業から製品情報や販路情報を把握できている場合が多く、
元請大企業はそれらの情報を利用して、自社に有利な情報をピックアップして
製品開発に活用することも考えられる。下請中小企業は元請大企業よりも自社
の製品開発等に活用できる情報等は得られる機会は少ない。この両者の得られ
る製品開発等に活用できる情報を得られる差が「個人的な利益」の差に大きく
関わっているので、「個人的な利益」は元請大企業が多く得られている。したが
って、下請中小企業は「個人的な利益」は少なく、元請大企業は「個人的な利
益」は多い。  
 
2．長期継続的な関係  
 下請中小企業と元請大企業の企業間関係を取り上げて、「関係特殊的投資」
と「共通の利益」、「個人的な利益」の優位性を述べてきた。下請中小企業と元
請大企業の企業間関係は、長期継続的な関係を維持するための要因を有してい
る。つまり、企業間関係の「継続的安定性」が比較的高いことがわかる。次節
では結論として、企業間関係の優位性について述べていく。  
 
Ⅴ．おわりに  
 本章は企業間関係の優位性を検討してきたが、優位性を継続的に維持するた
めには企業間関係の「継続的安定性」が求められる。つまり、企業間関係の優
位性を検討するには、企業間関係の「継続的安定性」に言及しなければならな
かった。企業間関係の「継続的安定性」を考察する意義として、さまざまな企
業間関係が存在することあげられる。企業間関係は長期的に継続しなければ利
益は大きく発生しない。また、継続的な企業間関係を構築するために企業は様々
な利害関係を資源の移転、取引費用などの利害関係で結びつけている。企業は
単体よりもパートナーと企業間関係を結ぶことで自社の資源を活用し、パート
ナーとの販路拡大や新製品開発に着手することができる。つまり、企業間関係
の数は増えていくのは明らかである。このような企業の外部環境で、企業間関
係の「継続的安定性」は重要な関心事であり、その要因を解明することが求め
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られるのである。  
 本章では企業間関係の「関係特殊的投資」の要因を説明してきた。「関係特殊
的投資」は、知識の交換、補完的資源の貢献、パートナー、効率的ガバナンス、
の 4 つの要因によって関係レントを生み出すことで、「共通の利益」と「個人
的な利益」の形で各パートナーに分配される。その分配された関係レントによ
って、企業間関係の「継続的安定性」が明らかになった。その企業間関係の「継
続的安定性」が最も高かったのが、「共通の利益」と「個人的な利益」が共に高
い場合であった。つまり結論として、「共通の利益」と「個人的な利益」が共に
高い場合に、企業間関係は長期継続的に維持されるので、企業間関係の優位性
につながる。  
しかし、Dyer, J．H．と  Singh, H．が述べる「関係特殊的投資」の概念で
企業間関係の「継続的安定性」をすべて説明できるわけではない。例えば、企
業間関係において、関係レントの分配比率のみの要因で、企業間関係の「継続
的安定性」を得られるのかどうかである。もちろん、関係レントの分配は企業
間関係の「継続的安定性」に大きな影響をもたらすことは本章で既述している
とおり理解できる。だが、関係レントの分配以外にも企業間関係を結ぶ要因と
して、市場の独占力、参入障壁などの戦略的な要因も検討する余地がある。  
また、企業間関係でも規模別によっては、企業間関係の「継続的安定性」の
要因も変化する可能性もある。つまり、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「関係
特殊的投資」の概念は、企業間関係の内部から生じる要因で、企業間関係の継
続性を論じているが、企業間関係の外部から生じる要因 (市場の独占力、参入障
壁など )が考察されていない。  
 以上のように、Dyer, J．H．と  Singh, H．の「関係特殊的投資」の概念で
企業間関係の「継続的安定性」を説明する場合に不十分な部分は、関係レント
の分配以外の要因の存在と、企業間関係の規模別による「継続的安定性」の要
因変化の可能性である。第 6 章では企業間関係の「継続的安定性」の要因を企
業間関係の戦略的要素と規模別に焦点を置き検討していく。  
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第 6 章 「関係特殊的投資」に関する研究からの再考  
 
Ⅰ．はじめに  
本章は長期継続的な企業間関係の要因を比較･検討する。長期継続的な企業間
関係の要因として、1990 年代の日本の元請大企業と下請中小企業の取引関係に
着目する。元請大企業と下請中小企業の長期継続的な企業間関係に関して、両
者の受発注関係によって、下請中小企業はさまざまなメリットを享受している
236。しかし、日本における元請大企業と下請中小企業の取引関係は、元請大企
業の海外における現地生産等が増加したことで変化している。つまり、元請大
企業の最終製品に必要な部品を国内の下請中小企業に発注するのではなく、海
外企業に発注するケースが多くなり、元請大企業と下請中小企業の長期継続的
な企業間関係が維持できなくなっている。下請中小企業は元請大企業と取引関
係を維持できなくなった場合、新たな取引関係を築かなければならない。下請
中小企業が仮に新規取引関係を構築できたとしても、取引先と長期継続的な企
業間関係を維持できなければ、受発注関係によるさまざまなメリットを享受で
きない。そこで、本章は 1990 年代における日本の元請大企業と下請中小企業
の取引関係を考察し、長期継続的な企業間関係を維持させる要因を明らかにす
る。  
長期継続的な企業間関係に関する海外の文献として、Dyer, J．H．and Singh, 
H． (1998)、Helper, S． (1990)等があげられる。Dyer, J．H．and Singh, H． 
(1998)は元請大企業と下請中小企業の取引関係が長期継続的な取引関係である
と指摘し、パートナー (取引関係者 )との間で、独自の方法で資源を結合させて
いる (関係レント )と述べている。Helper, S．(1990)はエグジット･ボイス戦略の
                                                   
236 中小企業が大企業との受発注関係によって、さまざまなメリットを享受していると
する「効率性評価論」が存在する。渡辺幸男は「効率性評価論」の議論を整理している。
それは下請関係解消･離脱による自立的専門加工企業の簇生から説明する議論 (非下請専門
加工企業論 )、高度な下請関係のなかでの収奪関係･低賃金利用の存在という下請問題とし
てこれまで強調されてきた点から説明する議論 (問題性還元論 )、下請企業の親企業に対す
る従属の在り方や下請関係の準垂直的統合関係としての独自性から説明する議論 (支配従
属･準垂直的統合論 )、日本の大企業と中小企業との間の外注関係、受注 ―発注関係に存在
する独自性から説明する議論 (独自受発注関係論 )、下請中小企業層の階層的分業構造上の
独自な位置づけから説明する議論（階層的分業構造論）、これらの 5 つに大きく分けるこ
とができる (渡辺幸男 (1997))。  
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概念を用いて、エグジット戦略では、元請大企業が下請中小企業との取引関係
において取引上の問題が発生すれば、新規に別の下請中小企業を探し、取引先
を転換する。ボイス戦略では、元請大企業が下請中小企業との取引関係におい
て、取引上の問題が発生すれば、問題を解決するために下請中小企業との間で
情報交換、技術指導を行ったりする。Helper, S．(1990)はボイス戦略による元
請大企業と下請中小企業の取引関係を長期継続的な取引関係につながると指摘
している。  
一方で、1990 年代の長期継続的な企業間関係に関する日本の文献として、浅
沼 (1989)、黒瀬 (1995)、草原 (1995)等があげられる。浅沼 (1989)は下請中小企
業が元請大企業から要望に応えていくプロセスで、「貸与図メーカー」から「承
認図メーカー」に発展することが長期継続的な企業間関係になるとしている。
黒瀬 (1995)は 1990 年代の下請再編成のなかで、二次下請以下の元請大企業と
下請中小企業との長期継続的な企業間関係の解消･再編を述べている。草原
(1995)は元請大企業の下請中小企業への生産管理が変化したことにより、二次
下請以下の長期継続的な企業間関係が維持できなくなっていると指摘する。  
以上のように、1990 年代の日本の長期継続的な企業間関係の議論は、取引関
係の両社のメリットが発生することで、企業間関係が継続しているといえる。
そこで、本章は長期継続的な企業間関係の議論で、長期継続的な企業間関係を
維持させる要因を論じている Dyer, J．H．and Singh, H．(1998)の関係レント
の概念を発展させた Dyer, J．H．, Singh, H．and Kale, P．(2008)と、浅沼 (1989)
の関係特殊的技能による長期継続的な企業間関係の要因を比較･検討すること
で、日本の長期継続的な取引関係を維持させる要因を明らかにする 237。  
 
Ⅱ．企業間関係における関係特殊的技能  
1．貸与図、承認図の部品製造  
浅沼萬里は、アセンブラー (元請大企業 )とサプライヤー (下請中小企業 )の取引
関係を一次下請と元請大企業に焦点を絞って論じている。浅沼萬里は自動車メ
                                                   
237 浅沼萬里は浅沼 (1987)において関係レントの概念に注目し、企業間関係を考察して
いる。  
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ーカーが下請中小企業から購入する部品について以下のようなタイプがあると
指摘している。  
第 1 に中核企業 (元請大企業 )が供給する図面にしたがって外部のサプライヤ
ー (下請中小企業 )が製造する部品である 238。第 2 にサプライヤー (下請中小企業 )
自身が作成し中核企業 (元請大企業 )が承認する図面にしたがって外部のサプラ
イヤー (下請中小企業 )が製造する部品である 239。  
浅沼萬里は第 1 で説明している図面は「貸与図 (Drawing Supplied)」と呼ん
でいる 240。第 2 で説明している図面は「承認図 (Drawing Approved)」と呼ん
でいる 241。部品のカテゴリーに関するこの区分をサプライヤー (下請中小企業 )
のカテゴリー区分に持ち込んで、主として貸与図の部品を供給しているサプラ
イヤー (下請中小企業 )を「貸与図のサプライヤー (DS suppliers)」、主として承
認 図 の 部 品 を 供 給 し て い る サ プ ラ イ ヤ ー を 「 承 認 図 の サ プ ラ イ ヤ ー (DA  
suppliers)」と呼んでいる 242。貸与図のサプライヤー (下請中小企業 )は「基本
的に、取引される部品に関する製造能力だけを提供しているのに対して、承認
図のサプライヤーは製品開発能力をも提供している 243」と定義している。  
浅沼萬里は、さらに承認図を詳細に分類している。承認図の部品は市販品タ
イプの部品を起源として、その発展として生じるものと、貸与図の部品を起源
として、その発展として生じるもの、主に、この 2 つの方向から生まれてくる
ものである。市販品タイプは、「中核企業が、サプライヤーに、従来その産業の
中のすべての買い手側企業に共通であった部品仕様の上に、この中核企業が感
知しているなんらかの特定のニーズに対応して、特別な部分的変更を加えてく
れるよう要求すること 244」、つまり、サプライヤーが、そのような部分的改良
を加えた部品を生産することに同意するならば、ある市販品タイプの部品から
の派生物として、1 つの承認図の部品が現れる。  
 次に、貸与図の部品を発展したタイプは、「中核企業 (元請大企業 )はサプライ
                                                   
238 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
239 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
240 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
241 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
242 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
243 浅沼萬里  (1998) 14 頁  
244 浅沼萬里  (1998) 16-17 頁  
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ヤー (下請中小企業 )から、比較的単純な部品ないし簡単な加工サービスを買い
入れる傾向がある。しかしながら、時が経つとともに、中核企業 (元請大企業 )
は、すでに試してみたサプライヤー (下請中小企業 )の中から相対的に質の良い
企業をいくつか選び、これら選ばれたサプライヤー (下請中小企業 )に、しだい
にアセンブリーの度合の進んだ形態で部品を供給させる 245」。つまり、サプラ
イヤー (下請中小企業 )に貸与図で作らせた部品で、中核企業 (元請大企業 )がより
高度な部品を製造したい場合に、そのサプライヤー (下請中小企業 )のなかから
優良なサプライヤー (下請中小企業 )を選び抜き、高度な部品を製造させるので
ある。部品の図面が、中核企業 (元請大企業 )が出す仕様に基づきながら、関係
するサプライヤー (下請中小企業 )によって全面的に描かれるようになることで
ある。また、承認図は「準承認図部品 (quasi DA parts)」と特徴づけることが
適切であるような部品がいくつか存在する。そうした部品については、「中核企
業 (元請大企業 )は粗い図面だけを提供し、詳細図面の完成は、関係するサプラ
イヤー (下請中小企業 )に委託する 246」。  
 以上のように、元請大企業は下請中小企業に対して貸与図、承認図の部品製
造を発注している。浅沼萬里は元請大企業が下請中小企業を貸与図か承認図の
部品を製造しているかで、ランク付けを行っていると指摘している。たとえば、
下請中小企業を、A、B、C および D の 4 つのランクに分類していると仮定す
る。浅沼萬里は優良下請中小企業を A ランクと B ランクと区別し、一般下請中
小企業は、C ランクと D ランクと区別している 247。  
以下では、各ランクを具体的に説明していく。A ランクの企業は、「みずから
の評判を打ち立てるのにもっとも成功を収めた企業であり、中核企業は、それ
ら企業については、ある程度の比率の株を持とうとすることが多い 248」。B ラ
ンクの企業は、「もしそれが中核企業からのコメントに反応して、かなりの改善
をなしとげるならば、しかるべき時点で A に分類し直してもらえる可能性があ
る 249」。C ランクの企業は、「B ランクでいる時に、改善の見込みがない状態が
                                                   
245 浅沼萬里  (1998) 17 頁  
246 浅沼萬里  (1998) 18 頁  
247 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
248 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
249 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
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続き格下げされた企業群である 250」。D ランクの企業は、「「改善の見込みなし」
と最終的に判定されるに至った企業であり、中核事業所は、このランクに分類
された企業とは、適当な時点で関係を打ち切ることを望む 251」。  
 
2．関係特殊的技能  
元請大企業は下請中小企業のランク付けを行って、下請中小企業を管理して
いるのである。浅沼萬里は、優良外注先に求められる能力を考察している。浅
沼萬里は各ランクで説明されている元請大企業からの改善要求に対応する下請
中小企業の技術的能力を関係特殊的技能と呼んでいる。関係特殊的技能とは、
「中核企業 (元請大企業 )のニーズに対して効率的に反応するためにサプライヤ
ー (下請中小企業 )の側に要求される技能のことである。この技能を形成するに
は、サプライヤー (下請中小企業 )が蓄積してきた基本的な技術的能力の基礎の
上に、特定の中核企業との反復的な相互作用を通じての学習が付加されること
を要する 252」。  
「関係特殊的技能」は、個人がもつ技能というよりも、それを構成要素とし
て含みはするが、サプライヤー (下請中小企業 )が組織としてもつ技能のことを
指している。「関係特殊的技能」は、ある特定の中核企業 (元請大企業 )に対する
関係の中でしか通用しないものではない。あるサプライヤー (下請中小企業 )が
中核企業 (元請大企業 )と取引関係をもつことを通じて学習を積み、技術的資産
を蓄えれば、それによって達成された「技能」は、他の中核企業との関係に対
しても正のスピル･オーバー効果をもつ 253。  
その関係特殊的技能は次の 4 つの互いに重なりを持たないグループに分類す
ることができる 254。  
X1：開発段階の初期過程の間にサプライヤーを発揮することを要求され、か
つ中核企業から見て目に見えるものとなる諸能力。  
X2：開発段階の後期過程の局面の間にサプライヤーを発揮することを要求さ
                                                   
250 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
251 浅沼萬里  (1998) 20 頁  
252 浅沼萬里  (1998) 26 頁  
253 浅沼萬里  (1989) 75 頁を参考にした。  
254 浅沼萬里  (1998) 27 頁  
115 
 
れ、かつ中核企業から見て目に見えるものとなる諸能力。  
X3：商業的生産段階の間に、製造プロセスのルーティン的なオペレーション
に関してサプライヤーが発揮することを要求され、かつ納入のさいに中核企業
から見て目に見えるものとなる諸能力。  
X4：商業的生産段階の間に、製造プロセスの改善に関してサプライヤーが発
揮することを要求され、かつ価格交渉のさいに中核企業から見て目に見えるも
のとなる諸能力。  
上記を具体的に説明していけば、X1 は第 1 に中核企業から受け取った仕様
に応じて部品を開発する能力、および第 2 に中核企業から受け取った仕様につ
き改善を提案する能力からなる。X2 は第 1 に中核企業から貸与された図面も
しくはサプライヤーが作成し中核企業の承認を受けた図面に準拠して製造工程
を開発する能力、および第 2 に VE を通じて見込み原価を低減させる能力から
なる。X3 は、第 1 に品質を保証する能力、および第 2 にタイムリーな納入を
保証する能力から構成される。X4 は第 1 に合理化を通じて原価を低減させる
能力、および第 2 に VA を通じて原価を低減させる能力から構成されるのであ
る 255。  
以上の関係特殊的技能が下請中小企業に求められ、これら全部の能力を有す
る下請中小企業が A ランクに位置づけられ、存立基盤は最も強固になる。浅沼
萬里は、下請中小企業と元請大企業との受発注関係の内部に視点をおいて下請
制を考察した。下請中小企業は貸与図と承認図に基づく受注関係があり、承認
図の受注になれば、専門メーカーの立場になるとした。最初から承認図の受注
ができるのではなく、貸与図の受注で信用等を元請大企業から得て、改善して
いける能力があると判断されれば、承認図の受注が可能となる。以下の図表 6-1
は貸与図、承認図の部品と関係特殊的技能の主要構成要素を表したものである。 
 
 
 
 
                                                   
255 浅沼萬里  (1998) 27 頁を参考にした。  
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図表 6-1 部品の収容カテゴリー別に見た関係特殊的技能の内容  
X₁ X₂ X₃ X₄
開発段階の初期の局面で 開発段階の後期の局面で 生産段階で行われる納入 生産段階で行われる価格
行われる相互作用を通じ 行われる相互作用を通じ のさいに目に見えるもの 再交渉のさいに目に見え
て目に見えるものとなる て目に見えるものとなる となる諸能力 るものとなる諸能力
諸能力 諸能力
1.中核企業から出され 1.承認を受けた図面に 1.品質を保証する能力 1.工程改善を通じて原
　た仕様に応じて製品を 　もとづき工程を開発す 2.タイムリーな納入を 　価を低減させる能力
　開発する能力 　る能力 　保証する能力 　（可能性は高い場合か
2.仕様の改善を提案す 　（可能性は高い場合か 　ら低い場合までさまざ
　る能力 　ら低い場合までさまざ 　まある）
　まある） 2.VAを通じて原価を
2.VEを通じて見込原価 　低減させる能力
　を低減させる能力
（関係なし） 1.貸与された図面にも 1.品質を保証する能力 1.工程改善を通じて原
　とづき工程を開発する 2.タイムリーな納入を 　価を低減させる能力
　能力 　保証する能力 2.VAを通じて(設計改善
2.VEを通じて（設計改善 　提案を通じて）原価を
　提案を通じて）見込原 　低減させる能力
　価を低減させる能力
部品の主要
承認図の部品
貸与図の部品
関係特殊的技能の主要構成要素
 
出所：浅沼萬里 (1990)の  35 頁を抜粋し、若干加工している。  
 
さらに、浅沼萬里は 6 つのカテゴリーで貸与図、承認図を分類している。ま
ず、Ⅰのカテゴリーは、貸与図の部品で、かつ元請大企業が工程についても詳
細に指示する。Ⅱのカテゴリーは貸与図の部品で、かつ下請中小企業側が貸与
図を基礎に工程を決める。Ⅲのカテゴリーは貸与図の部品で、かつ元請大企業
は概略図面を渡し、その完成を下請中小企業側に委託する。これまでが貸与図
の部品のカテゴリーである。次にⅣのカテゴリーは承認図の部品で、かつ元請
大企業は工程について相当な知識を持つ。Ⅴのカテゴリーは承認図の部品で、
かつⅣとⅥとの中間領域である。Ⅵのカテゴリーは承認図の部品で、かつ元請
大企業は工程について限られた知識しか持たない。これまでのカテゴリーが承
認図の部品である。  
下記の図表 6-2 のように、6 つのカテゴリーで下請中小企業の受注する部品
の製造過程をみて、浅沼萬里は元請大企業と下請中小企業の長期継続的な企業
間関係を論じている。  
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図表 6-2 部品および下請中小企業の分類  
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
買手企業 供給側が 買手企業 買手企業 ⅣとⅥと 買手企業は
が工程に 貸与図を は概略図 は工程に の中間領 工程につい
ついても 基礎に工 面を渡し、ついて相 域 て限られた
詳細に指 程を決め その完成 当な知識 知識しか持
示する る を供給側 を持つ たない
に委託す
る
サブアセ 小物プレ 内装用プ 座席 ブレーキ、ラジオ、燃
ンブリー ス部品 ラスチッ ベアリン 料噴射制御
ク部品 グ、タイ 装置、バッ
ヤ テリー
買手の提示する仕様に応じ作られる部品（カスタム部品）
貸与図の部品 承認図の部品
カ
テ
ゴ
リ
ー
例
分
類
基
準
 
出所：浅沼萬里 (1990)の 25 頁を抜粋し、若干加工している。  
 
3．カテゴリーの領域  
以上の元請大企業からみた下請中小企業の分類を総合して、浅沼萬里は長期
継続的な企業間関係を論じている。貸与図と承認図のカテゴリーをみた場合、
Ⅰ、Ⅱの領域 (貸与図 )にある下請中小企業よりも、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの領域 (主に
承認図 )にある下請中小企業の方が長期継続的な企業間関係にあると論じてい
る 256。つまり、貸与図の部品を製造している下請中小企業は元請大企業からの
生産管理の面で介入されるので、自社独自で製品単価を決定できない。逆に承
認図の部品を製造している下請中小企業は元請大企業からの生産管理の面で介
入されにくいので、自社独自で製品単価をある程度決定できる。また、元請大
企業は下請中小企業にブラックボックス化された技術を構築されると、下請中
小企業の部品の代替品を他社から購入するのが困難になる。それを受けて元請
大企業と下請中小企業の企業間関係は長期継続的に継続することになる。  
 
Ⅲ．長期継続的な取引関係の比較･検討  
1．元請大企業側からみた長期継続的関係  
以上のように、長期継続的な企業間関係の要因である関係特殊的技能ついて
説明してきた。第 5 章で述べてきた Dyer, J．H． , Singh, H． , and Kale, P．
                                                   
256 浅沼萬里  (1990) 27 頁  
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(2008)の長期継続的な企業間関係の要因をまとめると、関係レントの分配によ
って、企業間関係に関する「継続的安定性」が 4 つに分類された。第 1 に「共
通の利益」が高く、「個人的な利益」も高い企業間関係の場合である。第 2 に
「共通の利益」が低く、「個人的な利益」も低い企業間関係の場合である。第 3
に「共通の利益」が高く、「個人的な利益」が低い企業間関係の場合である。第
4 に「共通の利益」が低く、「個人的な利益」が高い企業間関係の場合である。
第 1 の「共通の利益」が高く、「個人的な利益」も高い企業間関係の場合が長
期継続的な企業間関係になる。つまり、企業間関係を結んでいる両者の「共通
の利益」、「個人的な利益」が高い場合である。  
浅沼萬里は関係特殊的技能による貸与図、承認図の部品製造による元請大企
業と下請中小企業の取引関係において、貸与図、承認図のカテゴリーのⅠ、Ⅱ、
Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの領域に分類した。Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵに分類できる下請中小企業
が長期継続的な企業間関係である。つまり、主に承認図の部品を製造している
下請中小企業と元請大企業との企業間関係の場合である。  
元請大企業からみた企業間関係について説明していく。Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、
Ⅵの領域にある企業間関係を比較する。Ⅰの領域にある企業間関係をみる場合、
元請大企業は下請中小企業に貸与図の部品を製造させており、下請中小企業は
製造プロセスでも元請大企業からの指示どおりに動く。共通の利益の視点から
みると、元請大企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、
希少性、模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小企業との資源補完
関係を結ぶことができている。個人的な利益の視点からみると、元請大企業の
資源が下請中小企業の活動範囲でうまく活用できていない。また、元請大企業
は下請中小企業を活用して、情報とコントロールから発生する利益を得ていな
い。つまり、Ⅰの領域の企業間関係は共通の利益は高く、個人的な利益は低い
といえるので、長期継続的な企業間関係は安定しない。  
Ⅱの領域にある企業間関係をみる場合、元請大企業は下請中小企業に貸与図
の部品を製造させており、下請中小企業は製造プロセスを決めることができな
い。共通の利益の視点からみると、元請大企業はパートナーとの取引力で優位
に立つために、価値がある、希少性、模倣困難性の性質を有する資源を保持し、
下請中小企業との資源補完関係を結ぶことができている。個人的な利益の視点
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からみると、元請大企業の資源が下請中小企業の活動範囲でうまく活用できて
いない。また、元請大企業は下請中小企業を活用して情報とコントロールから
発生する利益を得ていない。つまり、Ⅱの領域の企業間関係は共通の利益は高
く、個人的な利益は低いといえるので、長期継続的な企業間関係は安定しない。  
Ⅲの領域にある企業間関係をみる場合、元請大企業は下請中小企業に貸与図
の部品を製造させており、下請中小企業は製品プロセスを決められる。共通の
利益の視点からみると、元請大企業はパートナーとの取引力で優位に立つため
に、価値がある、希少性、模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小
企業との資源補完関係を結ぶことができている。個人的な利益の視点からみる
と、元請大企業の資源が下請中小企業の活動範囲でうまく活用できている。ま
た、元請大企業は下請中小企業を活用して情報とコントロールから発生する利
益を得ている。つまり、Ⅲの領域の企業間関係は共通の利益は高く、個人的な
利益も高いといえるので、長期継続的な企業間関係は継続する。  
Ⅳの領域にある企業間関係をみる場合、元請大企業は下請中小企業に承認図
の部品を製造させており、下請中小企業は製造プロセスを決めることができ、
かつ製造プロセスについて相当な知識がある。共通の利益の視点からみると、
元請大企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、希少性、
模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小企業との資源補完関係を結
ぶことができている。個人的な利益の視点からみると、元請大企業の資源が下
請中小企業の活動範囲でうまく活用できている。また、元請大企業は下請中小
企業を活用して、情報とコントロールから発生する利益を得ている。つまり、
Ⅳの領域の企業間関係は共通の利益は高く、個人的な利益も高いといえるので、
長期継続的な企業間関係は継続する。  
Ⅴの領域にある企業間関係をみる場合、元請大企業は下請中小企業に承認図
の部品を製造させており、下請中小企業は製造プロセスを決めることができ、
かつ製造プロセスについてかなり知識がある。共通の利益の視点からみると、
元請大企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、希少性、
模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小企業との資源補完関係を結
ぶことができていない。個人的な利益の視点からみると、元請大企業の資源が
下請中小企業の活動範囲でうまく活用できている。また、元請大企業は下請中
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小企業を活用して、情報とコントロールから発生する利益を得ていない。つま
り、Ⅴの領域の企業間関係は共通の利益は低く、個人的な利益も低いといえる
ので、長期継続的な企業間関係は安定しない。  
Ⅵの領域にある企業間関係をみる場合、元請大企業は下請中小企業に承認図
の部品を製造させており、下請中小企業は製造プロセスを決めることができ、
かつ製造プロセスについて独自の知識がある。共通の利益の視点からみると、
元請大企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、希少性、
模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小企業との資源補完関係を結
ぶことができていない。個人的な利益の視点からみると、元請大企業の資源が
下請中小企業の活動範囲でうまく活用できていない。また、元請大企業は下請
中小企業を活用して、情報とコントロールから発生する利益を得ていない。つ
まり、Ⅳの領域の企業間関係は共通の利益は低く、個人的な利益も低いといえ
るので、長期継続的な企業間関係は安定しない。  
 
図表 6-3 元請大企業側の企業間関係における  
共通の利益と個人的な利益との相互関係  
低
高
個人的な利益
共通の利益
中間(Ⅴ、Ⅵ)
低い
中間(Ⅰ、Ⅱ、)
高い(Ⅲ、Ⅳ)
低 高
 
出所：筆者作成  
 
以上のように、上記の図表 6-3 をみると、Ⅲ、Ⅳの領域のある企業間関係は
長期継続的な企業間関係が継続するが、Ⅰ、Ⅱ、Ⅴ、Ⅵは安定しない。  
 
2．下請中小企業側からみた長期継続的企業関係  
次に下請中小企業からみた企業間関係について説明していく。Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、
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Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの領域のある企業間関係を比較する。Ⅰの領域にある企業間関係を
みる場合、下請中小企業は元請大企業から発注を受けて貸与図の部品を製造し
ており、製造プロセスでも元請大企業から指示どおりに動く。共通の利益の視
点からみると、下請中小企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価
値がある、希少性、模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小企業と
の資源補完関係を結ぶことができていない。個人的な利益の視点からみると、
下請中小企業の資源が元請大企業の活動範囲でうまく活用できていない。また、
下請中小企業は元請大企業を活用して情報とコントロールから発生する利益を
得ていない。つまり、Ⅰの領域の企業間関係は共通の利益は低く、個人的な利
益も低いといえるので、長期継続的な企業間関係は安定しない。  
Ⅱの領域にある企業間関係をみる場合、下請中小企業は元請大企業から発注
を受けて貸与図の部品を製造しており、製造プロセスを決めることができない。
共通の利益の視点からみると、下請中小企業はパートナーとの取引力で優位に
立つために、価値がある、希少性、模倣困難性の性質を有する資源を保持し、
下請中小企業との資源補完関係を結ぶことができていない。個人的な利益の視
点からみると、下請中小企業の資源が元請大企業の活動範囲でうまく活用でき
ていない。また、下請中小企業は元請大企業を活用して情報とコントロールか
ら発生する利益を得ていない。つまり、Ⅱの領域の企業間関係は共通の利益は
低く、個人的な利益も低いといえるので、長期継続的な企業間関係は安定しな
い。  
Ⅲの領域にある企業間関係をみる場合、下請中小企業は元請大企業から発注
を受けて貸与図の部品を製造しており、製品プロセスを決られる。共通の利益
の視点からみると、下請中小企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、
価値がある、希少性、模倣困難性の性質を有する資源を保持し、下請中小企業
との資源補完関係を結ぶことができていない。個人的な利益の視点からみると、
下請中小企業の資源が元請大企業の活動範囲でうまく活用できていない。また、
下請中小企業は元請大企業を活用して情報とコントロールから発生する利益を
得ていない。つまり、Ⅲの領域の企業間関係は共通の利益は低く、個人的な利
益も低いといえるので、長期継続的な企業間関係は安定しない。  
Ⅳの領域にある企業間関係をみる場合、下請中小企業は元請大企業から発注
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を受けて承認図の部品を製造しており、製造プロセスを決めることができ、か
つ製造プロセスについて相当な知識がある。共通の利益の視点からみると、下
請中小企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、希少性、
模倣困難性の性質を有する資源を保持し、元請大企業との資源補完関係を結ぶ
ことができている。個人的な利益の視点からみると、中小企業の資源が元請大
企業の活動範囲でうまく活用できている。また、下請中小企業は元請大企業を
活用して情報とコントロールから発生する利益を得ている。つまり、Ⅳの領域
の企業間関係は共通の利益は高く、個人的な利益も高いといえるので、長期継
続的な企業間関係は継続する。  
Ⅴの領域にある企業間関係をみる場合、下請中小企業は元請大企業から発注
を受けて承認図の部品を製造しており、製造プロセスを決めることができ、か
つ製造プロセスについてかなり知識がある。共通の利益の視点からみると、下
請中小企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、希少性、
模倣困難性の性質を有する資源を保持し、元請大企業との資源補完関係を結ぶ
ことができる。個人的な利益の視点からみると、下請中小企業の資源が元請大
企業の活動範囲でうまく活用できている。また、下請中小企業は元請大企業を
活用して情報とコントロールから発生する利益を得ている。つまり、Ⅳの領域
の企業間関係は共通の利益は高く、個人的な利益も高いといえるので、長期継
続的な企業間関係は継続する。  
Ⅵの領域にある企業間関係をみる場合、下請中小企業は元請大企業から発注
を受けて承認図の部品を製造しており、製造プロセスを決めることができ、か
つ製造プロセスについて独自の知識がある。共通の利益の視点からみると、下
請中小企業はパートナーとの取引力で優位に立つために、価値がある、希少性、
模倣困難性の性質を有する資源を保持し、元請大企業との資源補完関係を結ぶ
ことができていない。個人的な利益の視点からみると、下請中小企業の資源が
元請大企業の活動範囲でうまく活用できている。また、下請中小企業は元請大
企業を活用して情報とコントロールから発生する利益を得ている。つまり、Ⅳ
の領域の企業間関係は共通の利益は低く、個人的な利益は高いといえるので、
長期継続的な企業間関係は継続しない。  
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図表 6-4 下請中小企業側の企業間関係における  
共通の利益と個人的な利益との相互関係  
低
高
個人的な利益
共通の利益
中間(Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ)
低い(Ⅵ)
中間
高い(Ⅳ、Ⅴ)
低 高
 
出所：筆者作成  
 
以上のように、上記の図表 6-4 をみるとⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの領域のあ
る企業間関係はⅠ、Ⅱ、Ⅲは安定しないが、Ⅳ、Ⅴは長期継続的な企業間関係
が継続する。Ⅵは継続しない。  
 
3．カテゴリーの組み合わせ  
Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関係と、浅沼
萬里の長期継続的な企業間関係を比較･検討した結果を述べる。浅沼萬里は貸与
図、承認図のカテゴリーをみた場合、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵの領域にある下請中小企
業の方が長期継続的な企業間関係にあると論じているが、Dyer, J． H．と Singh, 
H．  と Kale, P．の関係レントの分配の図に合わせると、元請大企業側からみ
た視点ではⅢ、Ⅳが長期継続的な企業間関係になるが、Ⅴ、Ⅵの場合安定しな
い。下請中小企業側からみた視点では、Ⅲが企業間関係は安定せず、Ⅳ、Ⅴは
継続するが、Ⅵにいたっては解消される。  
 
Ⅳ．おわりに  
 本章では、Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関
係と、浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の比較･検討を行ってきたが、両者の
違いが明らかになった。Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．は関係レント
の分配による長期継続的な企業間関係の要因として、企業間関係を構築してい
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るメンバーが共に、共有の利益と個人的な利益が高い場合であると論じていた
が、浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の要因で考えてみると、元請大企業と
下請中小企業は共有の利益と個人的な利益が共に高い場合は、Ⅳにある企業間
関係であった。しかし、浅沼萬里はⅤ、Ⅵの場合でも長期継続的な企業関係に
発展することを指摘しており、Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の関係
レントの分配の構図と異なっている。つまり、日本の長期継続的な企業間関係
は企業間関係を構築している企業間で公平な関係レントの分配が行われなくて
も、成り立っていることになる。  
Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．が指摘していない点は、関係レント
の公平な分配が行われない状態でも長期継続的な企業間関係に発展する要因で
ある。浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の要因を考えると、元請大企業と下
請中小企業の企業間関係において、取引力の高い側が大企業であるにもかかわ
らず、下請中小企業側が企業間関係を解消しない点として、下請中小企業の技
術力をあげることができる。例えば、Ⅰ、Ⅱの企業間関係であっても、下請中
小企業は将来的にランクアップできることを期待していれば、現時点では関係
レントの分配が不公平でも、企業間関係を継続できるのである。  
 また、Ⅴ、Ⅵの企業間関係では、元請大企業側からすれば、下請中小企業側に
部品の製造プロセスを任せているので、自社で詳細な製造プロセスの情報が手
に入らないためにコスト管理が容易でない。元請大企業はコスト高になったと
しても、下請中小企業の部品を購入しなければ、最終製品を製造できない程の
依存関係になっているために、現時点では関係レントの分配が不公平でも、企
業間関係を継続できるのである。しかし、浅沼萬里の関係特殊的技能による長
期継続的な企業間関係で下請中小企業側が技術的に優位にある場合、元請大企
業との企業間関係を継続できる期間は代替製品が出現するまでである。元請大
企業は代替製品を製造できる新たな下請中小企業が現れた場合、既存の下請中
小企業との企業間関係を解消する可能性がある。一方、注目すべき点は Dyer, J．
H．と Singh, H．と Kale, P．と浅沼萬里の長期継続的な企業間関係の要因が
重なったⅣの企業間関係である。Ⅳは承認図の部品を製造している下請中小企
業と元請大企業との企業間関係であり、Dyer, J． H．と Singh, H．と Kale, P．
の関係レントの分配が公平に行われている。つまり、元請大企業と下請中小企
125 
 
業は両社で技術的に優位性をもち、また、両社で資源を活用し合う取引関係で
ある。  
 
図表 6-5 関係レントの比率の変化  
 
出所：筆者作成  
 
上記の図表 6-5 のように、本章で推察できることは、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの下請中小
企業と元請大企業の企業間関係では、下請中小企業側にとって関係レントの比
率が低く、Ⅳの下請中小企業と元請大企業の企業間関係が両社の関係レントに
おいて公平な状態になり、Ⅴ、Ⅵの下請中小企業と元請大企業の企業間関係で
は、元請大企業側にとって関係レントの比率が低いことである。元請大企業と
下請中小企業の企業間関係は、下請中小企業の関係特殊的技能が高まれば、関
係レントの分配比率に影響が及ぼされることがわかった。本章では関係レント
の公平な分配がなされていない企業間関係でも、関係特殊的技能の高低で長期
継続的な企業間関係を維持できる可能性を示唆し、下請中小企業の関係特殊的
技能が高まれば、必ずしも長期継続的な企業間関係を構築できるわけではない
ことを指摘できた。一方で、本章は長期継続的な企業間関係を維持させる要因
を有している企業関関係のⅣの領域を見出すことができた。以下の第 7 章から
第 9 章では、中小企業同士の企業間関係に注目していく。中小企業同士の企業
間関係において、中小企業の存立維持の可能性を見出していく。  
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第 7 章 存立主体としての中小企業  
―地場産業とグローバル化の視点―  
 
Ⅰ．はじめに  
本論文では第 1 章から第 6 章まで下請中小企業と元請大企業の取引関係につ
いて理論的な考察を試みた。しかし、中小企業論は元請大企業との取引関係の
視点のみで理論的な体系化ができるわけではない。序章でも触れたように、太
田進一 (1987)では「中小企業論の研究は、個別の専門領域からのアプローチに
よるものであり、総合的な学際的研究が展開された訳ではなかった 257」と指摘
している。個別の専門領域からのアプローチだけでは、中小企業の存立に関し
て限定的なものとなり、さらに各専門領域からのアプローチを点と点とで明ら
かにするのではなく、点と点を線で結ぶ必要がある。また、「点」として解釈す
る企業間取引、地場産業、グローバル化、の議論を比較研究することによって、
中小企業の存立維持の可能性を見出すことができる。中小企業論の範疇は企業
間取引、地場産業、グローバル化、のみではないため、各議論を比較する意義
が問われる。本章では、太田進一 (1987)の比較研究を再考察し、企業間取引、
地場産業、グローバル化、の理論的体系化を構築して、 3 つの関連性を明らか
にしていく。こうすることによって、3 つの「点」が「線」で結ばれることに
なるのである。  
さらに、中小企業の存立維持の可能性に関して議論しなければならない視点
として、中小企業経営の戦略的な手法があげられる。中小企業経営の戦略的な
手法を明らかにするためには事例を取り上げる必要がある。第 1 章から第 6 章
では中小企業存立に関する理論的な考察を中心に展開してきたが、第 8 章から
第 12 章では地場産業の産地企業の存立維持とグローバル化に関する存立維持
に関して事例を中心に展開していく必要がある。まず、比較研究の意義を明ら
かにし、第 1 章から第 6 章までの企業間取引に関する議論のなかでも、浅沼萬
里の承認図に関する諸議論を再度確認する。その後、地場産業、グローバル化、
における中小企業論の位置づけを明確化していく。  
                                                   
257 太田進一  (1987) 1 頁  
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Ⅱ．比較研究の意義 258 
 現代の中小企業研究は、以下の 3 つの局面の変化から、産業比較･地域比較･
国際比較、の総合的展開を必要としている。第 1 に自然科学や社会科学の発展
の成果における吸収に努める必要性が急速に現れてきていることである。マイ
クロエレクトロニクス (ME)や、生命工学 (バイオテクノロジー )の発展等の技術
革新は経済活動をも活発化させる影響力を与えている。また、社会科学では、
個別の専門領域で研究がかなり深まり、個別化、専門化が進展してきた。  
 第 2 に技術革新等に伴う中小企業の内部的な構造変化は、地場産業において
も近代工業による再編成をもたらしている。また、発展途上国や新興工業国の
発展は従来の地場産業の構造変化を引き起こし、地場産業の産地間の製品特化
や生産規模の格差を拡大させている。  
 第 3 に国際化の進展は、日本の中小企業分野での輸出入構造の変化をもたら
している。明治期以降の輸出において大きな役割を果たしてきた日本の在来産
業や地場産業の製品輸出を相対的に低下させ、代わりに高度成長期以降に自動
車や家庭電機製品、精密機器等における下請としての中小企業の間接型輸出へ
転換させた 259。さらに、それら製品の輸出は、日･欧米経済摩擦や東南アジア
等の輸出市場における軋轢を招き、中小企業の海外事業展開を活発化させてき
ている。  
以上の事象を研究する領域が個別化、専門化しすぎると、お互いの領域の学
問との連携がなくなる。他の専門領域での研究の成果を吸収できないと、自己
の専門領域でも研究の発展が行き詰まることになる。最近の傾向として、専門
と専門の間の領域や、あるいは多数の領域にまたがった学問も登場してきてい
る。これは、社会や経済、政治等の急速な発展と変化に伴い、学際的な研究を
必要としている分野が出てきているためである。中小企業論は学問的にみても、
特に学際的な色彩が濃い領域である。自然科学の発展の吸収と、社会科学の隣
接学問の成果の吸収に努め、その成果を反映させる必要がある。また、世界的
にみても研究水準の高いこれまでの日本の中小企業研究を振り返り、その成果
                                                   
258 比較研究の意義は太田進一 (1987)の 4-8 頁を援用･参考･引用した形で述べていく。  
259 太田進一  (1977) 219-222 頁を参考にした。  
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を分析･吸収し、発展的に継承していく必要がある。  
したがって、中小企業の産業比較･地域比較･国際比較の総合的展開を必要と
しているわけである。このような「比較中小企業論」ともいえる比較研究を実
施する目的は、日本の産業比較、地域比較 (産地比較 )、日本と海外の中小企業
の国際比較、によって資本主義諸国共通の一般性を抽象化し、法則性も追求し、
いわば特殊と一般を統一的に把握することにある。  
 一般と特殊の変化をより統一的に把握するためには、歴史的分析の視点も取
り入れ、過去の中小企業の発展分析のなかから変化をとらえていく必要がある。
また、中小企業論の方法論では、過去のすぐれた業績にみられるように、変化
している現実の実態分析から理論的把握をしなければならない。逆に新しい研
究成果による新たな理論把握の基に、実態に沿ってそれを検証していくことも
必要である。このように、抽象と具体との往復運動を繰り返していくことによ
って、より正確な理論と実態の統一的、総合的な把握に近づくことができるの
である。  
 上記で触れてきたように中小企業の比較研究は理論と実態を考察することに
より、中小企業の存立維持可能性に関して総合的把握を目的としている。本論
文では中小企業の存立維持可能性を見出すために、企業間取引、地場産業、グ
ローバル化、の視点で比較･検討しているわけである。  
 
Ⅲ．中小企業と大企業との企業間取引における再考  
 本論文は第 1 章から第 6 章で下請中小企業と元請大企業の議論に着目してき
た。そのなかで浅沼萬里の貸与図、承認図の概念について述べてきたが、下請
中小企業は貸与図から承認図に移行するほど、存立基盤が強化されるという概
念に異議を唱える研究者も存在する。したがって、その研究者の議論を取り上
げたうえで、下請中小企業と元請大企業の長期継続的な企業間関係の意義を再
度明らかにしていく。  
 清晌一郎 (1994)、植田浩史 (2000b)では、浅沼萬里の承認図に関する批判的な
論点を取り上げている。清晌一郎 (1994)では浅沼萬里の承認図の概念は下請中
小企業が承認図となっても、承認図側の方が利益的な優位を保てているのかは
疑問であるとしている。つまり、「承認図企業でもごく特殊な企業を除いて、サ
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プライヤーはコストテーブルを提出しており、価格に関するブラックボックス
を作り得ていない、その結果承認図の体制は、ごく初歩的なまとめ能力の形成
には意味を持つとしても、自動車メーカーの原価解析能力を上回るブラックボ
ックスの形成、価格形成能力引上げには結びつかず、むしろ図面書きの工数を
部品メーカーに負担させるという側面を持つ 260」としている。  
また、植田浩史 (2000b)では第 1 に「開発･設計の費用が製品単価とは別途支
払われるというようなことはなく、結局製品単価に何らかの形で、その費用を
組み込んでいくしかない 261」としている。第 2 に「部品･製品の技術的な情報
を発注側とサプライヤ側がどれだけシェアしているというのがわかりにくい
262」としている。つまり、下請中小企業は承認図で製品を製造したとしても、
利益を製品単価に上乗せすることができないし、元請大企業との承認図に関す
る技術的情報の協力関係も曖昧だということである。  
以上の植田浩史と清晌一郎の議論に共通することは、承認図として下請中小
企業が技術をブラックボックス化し易いかもしれないが、それと比例して収益
が高いのかどうかは一概にいえないとうことでもあるし、各部品の特徴によっ
て収益の高さが異なってくるということである。しかし、清晌一郎は「日本に
おけるカスタマー･サプライヤー関係の特質は、親企業の支配のもとで、サプラ
イヤーが従属的立場をとっている点にある。もちろんこの企業間取引関係成立
の理由は双方に利益があるからだが、その利益配分の仕方が不平等で偏ってい
るのである 263」とも指摘している。下請中小企業は元請大企業と長期継続的な
企業間関係を構築することで、利益を得ることは可能であり、その企業間関係
から発生する利益配分が不平等だとしても、下請中小企業の製品開発能力の向
上を実現しているならば、肯定的に評価しなければならない。池田正孝 (1994)
は「部品メーカーも最初自動車メーカーによる手取り足取りの貸与図方式から
展開したにもかかわらず、過去 20 年の歴史過程で次第に、自社開発体制を強
化し、承認図方式へと飛躍発展するケースが増加した 264」と述べており、承認
                                                   
260 清晌一郎  (1994) 255 頁  
261 植田浩史  (2000b) 10 頁  
262 植田浩史  (2000b) 10 頁  
263 清晌一郎  (1994) 255 頁  
264 池田正孝  (1994) 27 頁  
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図が下請中小企業の技術開発の向上につながっていることを指摘している。下
請中小企業は元請大企業との長期継続的な企業間関係を維持することで、製品
開発に経営資源を集中することができるし、安定期な受注を確保につながるの
である。  
 
Ⅳ．存立に関する戦略的手法としての地場産業とグローバル化  
1．中小企業論における地場産業の位置づけ  
まず地場産業について触れてみる。中小企業は日本国内に多く存立しており、
日本各地の地域経済を支えている。その地域経済の活性化等について取り上げ
られるとき、産地企業に注目できる。産地企業は独自に蓄積された経営資源か
ら存立基盤を強化している存在ともいえ、その産地企業がある業種で特定の地
域で企業集団を形成している産業を地場産業と捉えることができる。地場産業
は「経済成長に対して一定の役割を果たしており、特に 1970(昭和 45)年代か
ら 1980(昭和 55)年代にかけて、低経済成長期を迎えた日本経済において「地
方の時代」といわれた時期に、中小企業対策としてだけでなく、地域振興･活性
化の中核として地場産業の見直しが強調されてきた 265」。このように地場産業
は当時の日本経済を支える存在として政策的にも注目されてきた。中小企業論
の範疇においても地域経済を支える地場産業を対象とした研究は数多く存在す
る。  
産地企業の存立を地場産業の視点で考察する意義は中小企業論で古くから指
摘されている。例えば、地場産業の存立根拠となるべき理論的体系として、「柔
軟 な 専 門 家 (flexible specialization) 」 の 概 念 が 存 在 す る 。「 柔 軟 な 専 門 家
(flexible specialization)」とは、Piore, M．J．and Sable, C． (1984)で提唱
された概念である。「柔軟な専門家 (flexible specialization)」とは「第 3 のイタ
リア (Third Italy･Terza Italia)」と呼ばれるイタリア中部･北東部における経済
の内発的自立的発展により、地域活性化を実現するため、地域内企業間の連携
を深め、取引関係を形成し、規模の経済性を追求した大量生産体制に代わる経
済成長の方向として、高度経済成長時代が過ぎた先進資本主義国が選ぶべき生
                                                   
265 佐竹隆幸  (2008) 181 頁  
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産体制として提示された 266。  
「柔軟な専門家 (flexible specialization)」の概念が生まれた背景には、第 1
次石油危機以後高度経済成長が終焉を迎えたのに加え、消費者のライフサイク
ルが多様化し、市場構造が個性化するという質的変化を示すこと等から、先進
資本主義は、大量生産体制の硬直性による生産活動の行き詰まりに直面し、そ
れに代わる生産体制の必要性が問われた経緯があげられる 267。さらに第 1 次石
油危機後の経済成長における回復過程が良好に達成されていた日本、イタリア
等の諸国に注目が集まり、それらの諸国に共通した特質である専門家による生
産体制を経済回復過程でまだ達成していない諸国に導入する試みがなされ、地
場産業による経済活性化が世界各国で推進された 268。  
また、イタリア経済をかつて高度経済成長に結びつけた経済活力の源泉であ
る手工業において従来からあった徒弟的労働慣行は 1970 年代に崩壊したため、
既存の技術と技能の伝承のみならず新素材の開発、先端技術の導入･応用、色彩
感覚やデザイン力の養成等を行うために独自の人材育成事業を形成していった。
「柔軟な専門家 (flexible specialization)」はこうした産業集積を背景として形
成されたわけである 269。  
Piore, M．J．and Sable, C． (1984)は「産業分水嶺 (industrial divide)」と
いう概念を用いて、大量生産体制の崩壊とソフトな高加工度高付加価値化によ
る多品種少量生産体制時代の到来に関して、両者の機能を比較検討することで
分析している。「産業分水嶺 (industrial divide)」という概念は経済的発展を伴
う生産技術の進展がいかなる経路をとるのかを決定する瞬間的概念を指してい
る。19 世紀初頭までとられていた比較的柔軟な生産技術であるクラフト的生産
システムから転換した「第 1 の産業分水嶺」である大量生産体制が第 1 次石油
危機により変化した。こうした「第 2 の産業分水嶺」の段階になったとして、
先進国における大量生産体制に基づく産業発展モデルの限界を指摘し、伝統的
なクラフト的生産システムへの回帰を示唆している。したがって経済発展を伴
                                                   
266 佐竹隆幸  (2008) 187 頁を参考にした。  
267 佐竹隆幸  (2008) 187 頁を参考にした。   
268 佐竹隆幸  (2008) 187-188 頁を参考にした。  
269 佐竹隆幸  (2008) 188 頁を参考にした。  
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う生産技術の進展の主体として中核となるのは大量生産体制を担う大企業では
なく、伝統的なクラフト的生産システムを担う中小企業と、その集積によって
形成される地域コミュニティである 270。Piore, M．J．and Sable, C． (1984)
は大量生産体制とは根本的に異なり、保有する生産要素を再配置することによ
って、生産工程におけるイノベーションを継続的に引き起こし、多品種少量生
産を実現可能とし、市場の変化に「柔軟性 (flexibility)」をもって適応していく
だけではなく、生産要素の再配置のパターンやその目的を自己の事業範囲に特
化し「専門化 (specialization)」を実現可能としていることであると述べている
271。  
 「柔軟な専門家 (flexible specialization)」は 4 つの組織形態に分類できる。
第 1 に「地域的コングロマリット 272」である。「地域的コングロマリット」と
は、「ある企業が長期間支配的立場にたつことはなく、相互間の関係も比較的短
期の協定を積み重ねるという形になっており、そこでの各企業の役割は絶えず
変動している 273」ような組織形態である。また、同業者組合等を形成し、企業
間の結びつきを強化し、同組合員間で原材料の購入、地域の産物の販売、半製
品の供給、等を行う場合もある 274。第 2 に「企業の連合体 275」である。「企業
の連合体」とは、日本の旧財閥グループよりももっとゆるやかな企業連合であ
り、グループ企業間で経済的な関係を持ちつつ各企業の上下関係がない 276。第
3 と第 4 に「中心企業および独立した作業場の工場 277」である。「中心企業お
よび独立した作業場の工場」とは「惑星のように下請業者を周囲に配置した企
                                                   
270 佐竹隆幸  (2008) 188-189 頁を参考にした。  
271 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  (1993))、
佐竹隆幸  (2008)を参考にした。  
272 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 265 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 339 頁 ) 
273 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 265 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 339 頁 ) 
274 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 265 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 339 頁 )を参考にした。  
275 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341 頁 ) 
276 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341 頁 )を参考にした。  
277 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341 頁 ) 
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業とその近い親戚ともいえる独立した作業場からなる工業 278」である。この組
織形態をもつ企業は外部の供給業者を協力者として扱っている場合が多く、自
社が製品のデザイン、製造工程の改善、等を行っている。つまり、自社が下請
に発注するような部品等は製造せず、製品開発を主に担っている。  
上記の 4 つの組織形態にはその組織構成によって得られるメリットが存在す
る 。 Piore, M ． J ． and Sable, C ． (1984) で は 「 柔 軟 な 専 門 家 (flexible 
specialization)」の組織形態に 4 つの調整機構の特徴が存在としている。第 1
に柔軟性と専門化の結びつきである 279。つまり、生産要素の再配置によって生
産過程を絶えず改造していくという能力である。しかし、可能な再配置のパタ
ーンは限られており、再配置の目的も限られているという点で、それは専門化
しているともいえる。 1 つの限定要因は、生産に参加している人々が共有して
いる「自分たちの」産業はこれこれの製品を作るのだという感覚である 280。 個
人や企業が特定の仕事に専念し、一定の産業に愛着をもつためには、生産の再
編成によってあぶれるものが出ないというのが条件である。日本の企業は自社
だけでなく、その主要な下請業者の従業員も抱えていく義務があるといえる。
柔軟な生産体制のもとでは、失業を緩和する役割もある 281。  
第 2 に参加を制限していることである 282。つまり、「柔軟な専門家 (flexible 
specialization)」のコミュニティに参加することで、何らかのメリットを享受
できるためコミュニティの境界が構築される。このコミュニティの境界が構築
されると、外部からの参加者が容易に境界を超えることができない。外部者が
コミュニティに参加するためには、既にコミュニティに参加している人との関
わりが重要となり、既存のコミュニティは外部者の技術習得を防ぐことになる
283。このように「参加制限は、コミュニティの資源の再生産を阻害する重要な
                                                   
278 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 267 頁  (山之内･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 341-342 頁 ) 
279 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 268 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 343 頁 )を参考にした。  
280 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 343 頁 )を参考にした。  
281 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 344 頁 )を参考にした。  
282 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 344 頁 )を参考にした。  
283 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 269-270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ  
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要因 284」となる。  
第 3 に競争の推奨していることである 285。つまり、「技術革新を推進するよ
うな競争を推奨もしくは、少なくとも黙認する 286」ということになる。この競
争は内部圧力と外部圧力から分類できる。内部圧力ではコミュニティに参加し
ている企業間の取引関係等の階層から発生する。コミュニティに参加している
からといって平等な階層ではなく、企業はお互い有利な立場になるためにさま
ざまな競争を行う。外部圧力では柔軟な生産方式を実施している他のコミュニ
ティから発生する。例えば、服飾業ではミラノとパリがニューヨークに圧力を
かけ、ハイテク分野ではシリコンバレーがマサチューセッツのルート 128 に対
して圧力をかける 287。このようなコミュニティ同士の圧力は互いに技市場の占
有率を高めるために自社製品･サービスの技術革新を行うのである。  
 第 4 に競争の制限をしていることである 288。つまり、「継続的な技術革新を
阻害するような競争を禁止していること 289」である。コミュニティにおいて、
価格競争に陥ることを制限している。価格競争で主に行われる対策として、賃
金等の労働条件の要素費用の引き下げが考えられるが、コミュニティにおいて
は、参加企業にデメリットとなる。「柔軟な専門家 (flexible specialization)」を
維持するためには、賃金を切り下げるような競争を制限し、従業員の雇用を保
証する仕組を構築する必要がある。さらに従業員の配置転換を柔軟にしていく
ことで従業員が複数の知識を修得することができ、新たな技術革新を生み出す
可能性もある。雇用主と従業員の信頼関係を維持することで、価格競争ではな
く技術革新を基にした企業間競争を実現できるのである。  
 以上のように「柔軟な専門家 (flexible specialization)」は中小規模の各企業
                                                                                                                                                     
訳  (1993) 345 頁 )を参考にした。  
284 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 ) 
285 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 )を参考にした。  
286 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 ) 
287 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 345 頁 )を参考にした。  
288 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 346 頁 )を参考にした。  
289 Piore, M． J． and Sable, C． (1984) 270 頁  (山之内靖･永易浩一･石田あつみ訳  
(1993) 346 頁 )を参考にした。  
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の生産体制の集合体によって成り立ち、その組織形態から発生するメリットが  
技術革新に結びついていることがいえる。中小企業論の範疇である「柔軟な専
門家 (flexible specialization)」の概念は日本における地場産業に関する研究に
も大きな影響をもたらしており、第 8 章から第 10 章では日本の地場産業の概
念と事例を基に中小企業の存立維持を考察していく。  
 
2．中小企業論におけるグローバル化の位置づけ 290 
 次に中小企業研究においても大きな関心事になっているのが、中小企業のグ
ローバル化である。中小企業のグローバル化は近年、製造業のみならず、サー
ビス業、商業、等多岐にわたって進展している。そもそも、中小企業論におい
て第 2 次世界大戦後に海外に目を向けた研究として末松玄六編 (1953)が存在す
る 291。その研究では外国文献等を中心に考察されており、海外中小企業を研究
する国際比較研究の先駆けともいえる。また、末松玄六編 (1953)は当時の先進
国における中小企業が各国内の経済活動にどのような役割を担っているのかを
考察することで、日本の中小企業の問題点を明らかにしていく点でも重要な研
究であった。今日においても先進国の中小企業への研究は多々あり、特にアメ
リカとヨーロッパの中小企業に対する関心は高い。  
 
(1)アメリカとヨーロッパの中小企業  
まず、アメリカの中小企業に関する研究では、日本とアメリカの対比から特
徴を見出している。清成忠男 (1996)では、アメリカの中小企業は大企業との関
係の希薄性 (米国企業における垂直統合度の高さ、すなわち外部調達比率の低
さ )とベンチャー･ビジネスを中心とする起業･創業の多さを指摘することが通
例であったと指摘している。大企業との関係の希薄性については、「工業立地、
取引交渉力、成長のテンポ、M&A に対する考え方、賃金構造等の諸点から説
明されるとともに、これが近年技術進歩 (高度な情報ネットワークの発達 )、規
制緩和、競争の激化を背景として変化する兆のあること 292」がいえる。ベンチ
                                                   
290  村上敦  (2003)における海外の中小企業に関する学説の分析を参考にした。  
291 村上敦  (2003) 140 頁を参考にした。  
292 村上敦  (2003) 144 頁  
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ャー･ビジネスを中心とする起業･創業の多さにについては、「米国経済再生と繁
栄の担い手としてのベンチャー企業 293」が「アメリカン･ドリーム」の象徴と
してアメリカの活力となっていることがいえる。  
 一方、ヨーロッパのイギリスをみてみると、福島久一  (1995)では 1970 年～
1991 年間の各統計データを基にイギリスの中小企業の動向を明らかにしてい
る。当時のイギリスにおいて中小企業の倒産等が問題化し、中小企業に対する
支援制度が拡充された。この背景には中小企業が雇用問題等で経済に大きな役
割を担っているという認識が当日のイギリス政府にあったからである。また、
「1990 年代に入ると、中小企業政策の重点は、新規創業や雇用の拡大という
「量」重視から、高い技術水準を備えた競争力のある中小企業を育成するとい
う「質」重視へと転換しつつある 294」と考えられる。  
 次にドイツについてみてみる。ドイツの中小企業、とりわけドイツの手工業
については近藤義晴 (1999)の研究が著名である。ドイツでは 1953 年に制定さ
れた「手工業秩序」法が 1993 年、1998 年に改定されており、1998 年に改定
された折に、職種単位がそれまでの 127 から 94 へ縮小され、職種間、事業活
動間の相互参入が可能となり、この規制緩和によって従来の製品･サービスの高
い品質大きな影響を及ぼすこととなった。ドイツのマイスター制度は「技術の
進歩、情報化の進展、サービス経済化、若者の高学歴志向、生産より販売を重
視する企業経営方針、国境を超えた経済統合の実現や経済のグローバル化等
295」の時代の流れに適応できなくなった面がある。  
 次にイタリアについてみてみる。イタリアの中小企業に関する研究には「第
3 のイタリア」と呼ばれる概念が存在し、石倉三雄 (1999)で考察されている。  
イタリアの地場産業の発展は「急速に変化する市場の動向に適応し、フレキシ
ブルな労働力と弾力的な生産ネットワークに依拠し、伝統的技術の土台の上に
先端的技術を有機的に結合し、これを縦横に駆使しつつ、次々とイノベーショ
ンを展開し、その目的を達成してきたことに求められる 296」としている。また、
                                                   
293 村上敦  (2003) 144 頁  
294 村上敦  (2003) 147 頁  
295 村上敦  (2003) 148 頁  
296 石倉三雄  (1999) 304 頁  
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イタリアの産地は「繊維･アパレル･靴･家具･玩具等生活関連産業や工作機械･
産業機械を初めとする多くの産業分野での専門的中小企業をオーガナイザーが
需要に応じて選択的に組織化し、強い国際競争力をもつ高品質の製品を内外市
場に送り出していく点 297」が特徴である。  
 
(2)アジア諸国の中小企業  
一方、当時の発展途上国の中小企業の研究も増えていき、藤田敬三･藤井茂編  
(1973)が先駆けともいえる研究である。この研究では「発展途上国の工業化 (経
済発展 )との関連でそこでの中小企業のあり方が問われるとともに、工業化が輸
入代替から輸出志向へ向うのに応じて、まずわが国の輸出が発展途上国の国内
市場から閉め出され、ついで欧米先進国市場で発展途上国からの輸出品との間
で競合の度合を深め、さらにされがわが国市場での競合にまで及ぶという過程
(いわゆる途上国の追い上げ )に即して、わが国の中小企業がそれぞれに対応を
迫られる姿とそこから考えられる課題が多面的に論じられている 298」という評
価があげられる。しかし、発展発展途上国の中小企業問題というよりも、発展
途上国の発展による日本の中小企業へ影響に重点が置かれているように考えら
れる。つまり、この当時の日本経済は第二次世界大戦後の復興期にあり、先進
国へのキャッチアップを目指すなかで、発展途上国の発展が脅威になりつつあ
った。また、先進国の中小企業と発展途上国の中小企業への研究の他に当時の
社会主義国家の中小企業の研究も盛んに行われている。特に 1978 年に改革･解
放路線へと政策を転換した中国への関心が高かった。中国の「郷鎮企業 299」へ
の研究対象とした研究は多くあり、大島一二 (1987)、関満博 (1996)、等が著名
である。「郷鎮企業」が急速に増加した背景には、1978 年の経済改革により農
村に生じた大量の過剰な労働力を吸収するために、農村の工業化を進める必要
があったためである。「郷鎮企業」は「地域の自然、歴史、社会、経済的風土に
                                                   
297 村上敦  (2003) 149 頁  
298 村上敦  (2003) 141 頁  
299 農村末端行政組織―郷･鎮･村―が経営する企業、および農民が共同もしくは単独で経
営する企業の総稱、主として中小規模製造業、群生する私企業や中国へ殺到した外資系企
業と並んで、「改革･開放」後の中国の急速な経済発展を牽引してきた (村上敦  (2003) 153
頁 )  
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影響されながら生成、発展してきた 300」ため、中国経済に対する役割が大きか
った。台湾の中小企業に関しては、川上桃子 (1998)の研究に注目してみる。当
時の台湾のパーソナル･コンピュータ関連の産業に着目し、「1980 年代以降の発
展過程を跡づけながら、とくに 80 年代後半に発達した地場中小企業を中心と
する企業間分業体制の多様なあり方 (機能間分業、生産工程間分業、水平的分業 )
を解明し、そうした分業体制が産業全体の効率性を高め、そのダイナミックな
発展を促す上で重要な役割を演じてきたことを論証 301」している。  
 
(3)日本のグローバル化と中小企業  
以上のように、アメリカ、ヨーロッパ、アジアの各国では中小企業が担う経
済的な役割は大きい。日本は第二次世界大戦後重化学工業を中心に復興し、輸
出を拡大してくことで経済を発展させていくことになる。その経済発展と共に
日本経済はグローバル化の時代を迎え、中小企業の存立維持にさまざまな影響
をもたらした。中小企業の経営行動等を取り巻く経営環境がグローバル化と指
摘されるようになったのは、「1985 年のプラザ合意による米国政府による円高
誘導政策以降 302」であり、「中小企業への研究視覚が「グローバリゼーション」
で頻繁にとらえられるようになったのは、1990 年代以降であり、2000 年代に
はいって定着した感がある 303」。1990 年代以降に入ると中小企業のグローバル
化に関する研究も盛んに行われるようになる。それらの研究の内容については
経営資源であるヒト･モノ･カネ･情報の視点で捉えており、下記の 4 つにまと
めることができる 304。第 1 に「モノのグローバリゼーションは輸出入の増加に
よるものであり、日本の製品輸入増加や途上国の輸出増大による産地･地場産業
や中小企業への影響と、それに対する対応が論点 305」である。第 2 に「カネの
グローバリゼーションでは外国直接投資を主として取り上げるが、日本からの
対外投資と日本への対日投資があり、また対外投資の中にも中小企業による海
                                                   
300 鈴木岩行  (1993) 97 頁  
301 村上敦  (2003) 152 頁  
302 寺岡寛  (2013) 303 頁  
303 寺岡寛  (2013) 303 頁  
304 松永宣明  (2003) 327 頁を参考にした。  
305 松永宣明  (2003) 327 頁  
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外事業展開と親企業の海外投資があり、それぞれによる中小企業への影響 (特に
産業空洞化問題 )とそれへの対応策が論点 306」である。第 3 に「ヒトのグロー
バリゼーションでは外国直接投資に伴う経営者や技術者の海外への移動と、外
国人労働者の日本への受入れ問題が主たる論点 307」である。第 4 に「情報のグ
ローバリゼーションは技術連携や技術移転および日本的生産システムの移転等
が主たる論点 308」である。以上の研究は主に製造業に携わる中小企業の経営行
動が対象となっている。日本の中小企業が海外事業展開を行い、自社の存立維
持を可能としているのかについては具体的な事例等を取り上げている第 11 章
から第 12 章で説明していく。  
 
Ⅴ．おわりに  
既述しているとおり、第 8 章から第 12 章では中小企業の事例を中心に議論
していく。各事例から現代中小企業の存立維持を可能としている要因を具体的
に明らかにしていく。例えば、産地企業は最終製品を製造するために、産地企
業間で分業を行い、自社がもたない経営資源を他社から補っている。また、国
内の中小企業は海外企業と取引関係を構築することで、製造･販売を拡大し、販
路開拓につなげている。中小企業は自社単独の経営資源のみで存立維持は容易
ではなく、他社の経営資源を有効に自社で活用する必要がある。このように、
地場産業とグローバル化の視点は中小企業の企業間取引に関する議論と別次元
のものではなく、中小企業の企業間取引の議論に共通する存立問題に関する議
論の一側面といえる。本章でも論じてきたように太田進一 (1987)が主張してい
る「中小企業論の研究は、個別の専門領域からのアプローチによるものであり、
総合的な学際的研究が展開された訳ではなかった 309」という根拠ともなる。中
小企業の企業間取引の専門領域からのアプローチだけではなく、中小企業の存
立問題を広範囲な専門領域からのアプローチすることで、中小企業が発展する
ための要因を探ることができる。  
                                                   
306 松永宣明  (2003) 327 頁  
307 松永宣明  (2003) 327 頁  
308 松永宣明  (2003) 327 頁  
309 太田進一  (1987) 1 頁  
140 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 3 部 地場産業からのアプローチ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
141 
 
第 8 章 地場産業に関する研究  
 
Ⅰ．はじめに   
中小企業研究の範疇に地場産業があげられる。地場産業は「古くから大企業
の下請中小企業と並んで「中小企業問題」の研究対象 310」だった。現代までに
地場産業の研究は多くなされてきており、地場産業の実態は詳細に明らかにな
っている。だが、地場産業を明確に定義し、類型化されているのかといえば検
討の余地は残っている。清成忠男 (1972)は多様な存在である中小企業の 1 つの
タイプとして、地場産業型中小企業の存在を指摘しているが、地場産業の特性
については特に触れておらず、清成忠男自身も地場産業には必ずしも明確な定
義があるわけではないと述べている 311。何故なら地場産業を構成する中小企
業、地場産業の多様性、等が複雑であるからである。つまり、地場産業は「産
業的･企業的･経営的特性を異にする多数の産業、それを構成する膨大な数にの
ぼる企業の集合体であるがゆえに、きわめて多様･異質･多元的存在 312」という
ことである。現代の地場産業研究において、日本各地にある地場産業の実態調
査は盛んに行われてきたが、マクロの視点から地場産業の構造を捉え、類型化
を試みる研究はいまだ少ないと考えられる。そこで、本章は地場産業とは何な
のか、さらに地場産業の類型化について著名な山崎充 (1997)の地場産業研究を
再考察し、現代の地場産業、とりわけ産地企業の存立維持可能な要因を検討し
ていく。  
 
Ⅱ．地場産業の概念  
1．地場産業の特性   
山崎充 (1977)は自身の数多くの実態調査を通じて、各地場産業の共通する特
性を明らかにしている。第 1 に「特定の地域に起こった時期が古い 313」とし、
地域で形成された産地の歴史が古い場合が多いと指摘している。山崎充は中小
                                                   
310 山崎充  (1977) 3 頁  
311 清成忠男  (1972) 116 頁  
312 山崎充  (1977) 4 頁  
313 山崎充  (1977) 6 頁  
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企業庁の当時の調査 314を援用し、産地形成時期が江戸時代ないしそれ以前のも
のが調査対象のうち 32．7％を占め、明治時代のものは 28．3％となっており、
約 6 割の地場産業の歴史が古いことを指摘している。多くの地場産業の歴史が
古い背景について山崎充は、「いまだ原初的な産地構造の特性を根強く保持し続
けているところが少ない 315」とし、問屋製工業を中心とした作業自体が手作業
に頼っている手工業の様態がみられる産地が多いと述べている。  
第 2 に「特定の地域に同一業種の中小零細企業が地域的企業集団を形成して
集中立地している 316」ことである。このことを実証するために山崎充は、全国
各地の都市に関するデータを取り上げている。人口規模の小さな都市に同一業
種の企業が数多く密集しているとし、特に人口が当時約 4 万人の茨城県結城市
では織布業者が 1627 社立地していることを強調している。山崎充は中小企業
が特定の地域に同業者が密集している背景には、地場産業の産地形成において
地域の自然、経済、社会が深く関与していると述べている。  
第 3 に「多くの地場産業の生産、販売構造がいわゆる社会的分業体制 317」で
あることである。山崎充は社会的分業体制とは「生産工程を大幅に細分化し、
それぞれの細分化された生産工程を専門業者が担当している生産体制 318」であ
ると述べている。つまり、分業を細分化し、管理するためには生産体制を組織
化することが重要であり、主に商業資本である問屋が最終製品の製造、販売ま
でを取り図っていることになる。  
第 4 に「ほかの地域ではあまり産出しない、その地域独自の「特産品」を生
産している 319」ことである。山崎充は特産品として、工具、家具、カバン、靴
下、織物、等の生活財や生活必需品を指している。このように多くの製品が地
場産業で生産されており、地場産業では「特産品的な消費財 320」の産出が主と
なる。  
                                                   
314 中小企業庁  (1975) 「 1974 年度中小企業産地概況調査結果表」  
315 山崎充  (1977) 6 頁  
316 山崎充  (1977) 6 頁  
317 山崎充  (1977) 7 頁  
318 山崎充  (1977) 7 頁  
319 山崎充  (1977) 8 頁  
320 山崎充  (1977) 8 頁  
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第 5 に「市場を広く全国や海外に求めて製品を販売している 321」ことである。
山崎充は地場産業のターゲットとする市場は地元地域に限定的なものではなく、
日本全国、世界の市場であると述べている。  
 以上の 5 つの特性を備えた産業を山崎充は地場産業として定義している 322。
地場産業の特性の 5 つをみると、日本全国の地場産業に当てはまるといっても
過言ではない。しかし、地場産業は地域性等の違いがあり、質的な概念で一般
化できることは困難である。  
 
2．地場産業の類型化  
そこで山崎充は、具体的な地場産業の類型化を図っている。類型化は以下の
5 つの尺度で行われている。第 1 に歴史から判断する類型化である。地場産業
の全てが江戸時代ないしそれ以前に産地を形成しているのではなく、明治時代
以降に産地が形成された地場産業も存在しており、ある歴史的区分で地場産業
を類型化している。山崎充は地場産業の産地形成が江戸時代かそれ以前である
場合は「伝統型地場産業」と呼んでいる 323。山崎充は「伝統型地場産業」だと
しても伝統的な製品を産出している地場産業もあれば、当時の明治政府の殖産
興業政策による移植産業の影響を受け、業種転換を余儀なくされた地場産業も
あると指摘している。業種転換を余儀なくされた地場産業としては、和釘から
金属洋食器へ転換した新潟県の燕産地、幡州鎌からシャベル等の金属製品へ転
換した兵庫県の三木産地、鍋釜等の日用品鋳物から機械鋳物へ転換した埼玉県
の川口産地、を取り上げている。このように伝統的な製品から業種転換をした
地場産業であっても、江戸時代ないしそれ以前に産地形成が成されているもの
は「伝統型地場産業」としている。  
「伝統型地場産業」に対して山崎充は「現代型地場産業」の存在も指摘して
いる 324。山崎充は「現代型地場産業」では産地形成が明治時代以後であると述
べており、明治時代に移入された「移植産業」であるとしている。「現代型地場
                                                   
321 山崎充  (1977) 8 頁  
322 山崎充  (1977) 8 頁  
323 山崎充  (1977) 25 頁を参考にした。  
324 山崎充  (1977) 26 頁を参考にした。  
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産業」としては、皮手袋、マッチ、タオル、ネクタイ、自転車、等を産出して
いることがあげられる。「伝統型地場産業」が地方の農村地帯に立地しているの
に対して、「現代型地場産業」は都市部およびその周辺に立地していることが多
い 325。「伝統型地場産業」、「現代型地場産業」という産地形成の時代で類型化
することで、多種多様な地場産業の性質を把握することができている。  
 第 2 に市場から判断する類型化である。地場産業で産出された製品が主に国
内市場向けなのか海外市場向けなのかで地場産業を類型化する。山崎充は在来
産業を母体として形成された地場産業のなかには当初限られた地域を市場とし
ていた時もあったが、現在では少なくとも全国規模の市場をターゲットにして
いる 326と述べている。現在の地場産業が対象としている市場は全国か世界に
広がっており、地場産業によっては、主に国内市場を重点に置いている場合と
海外市場を重点においている場合のどちらかである。山崎充は地場産業の製品
が販売される市場の差異によって、「輸出型地場産業」と「内需型地場産業」
に類型化できる 327とした。「輸出型地場産業」とは中小企業庁 (1972) 『中小
企業白書』で記されていた輸出率が 10％以上とする定義を援用し、輸出に相対
的に依存している地場産業であるとしている。山崎充は中小企業庁 (1972) 
『中小企業白書』の統計データを参考にし、輸出比率 10％を超えている産地が
当時全国約 350 産地中 120 産地存在していることを明らかにしている。約 3 割
の地場産業が「輸出型地場産業」に該当しており、地場産業の製品が海外輸出
に適していることがわかる。一方、「内需型地場産業」とは内需に相対的に依
存している地場産業であり、輸出比率 10％を超えない地場産業である。山崎
充は「輸出型地場産業」と「内需型地場産業」の産業規模を比較しており、当
時は「内需型地場産業」の産業規模の方が大きいと述べている。何故なら「内
需型地場産業」に属する産地企業の数が多く、製品の産出量も多いからであ
る。  
 第 3 に立地から判断する類型化である。地場産業は存在している地域の特性
によって、産業質的差異が発生する可能性が高い。山崎充は「知識と、情報の
                                                   
325 山崎充  (1977) 26 頁を参考にした。  
326 山崎充  (1977) 30 頁を参考にした。  
327 山崎充  (1977) 30 頁を参考にした。  
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集積している大都市に立地している地場産業と、低廉な単純労働力が豊富に存
在する農村地帯に立地している地場産業とでは、産業的性格がかなり違ったも
のとなっている 328」と指摘し、大都市に立地している地場産業を「都市型地場
産業」、農村地帯に立地している地場産業を「地方型地場産業」と呼んでいる。
「都市型地場産業」とは大都市に立地し、大都市という特性を活かした知識等
を吸収し、デザイン性を重要視した製品差別化を図った産業である。つまり、
地場産業の製品開発において、都市部で流行しているデザイン等を取り入れ、
製品の製造においても高度な加工技術によって高付加価値製品を作り出してい
る地場産業である。山崎充は「都市型地場産業」のデメリットについても触れ
ており、地場産業が都市部に立地していることで高価な地代、高価な家賃、等
の固定費の上昇、交通渋滞等の輸送のリスク、を取り上げている。しかし、山
崎充は「都市型地場産業」の産地企業が外部不経済を取り除き、大都市におけ
る立地を活かした経営行動を行っているとも述べている。「都市型地場産業」
の具体的な製品としては、玩具、ライター、婦人服、ネクタイ、マフラー、等
があげられる。一方、「地方型地場産業」では全国の地方都市、農村地帯、に
立地しており、その地域性の 1 つである人件費の相対的な安さを利用した製品
を製造している。山崎充は「地方型地場産業」は「都市型地場産業」の高付加
価値製品に対して、いかに安く製品を製造するかに特化していると指摘してい
る 329。「地方型地場産業」が安く製品を製造できる背景には、商業資本である
産地問屋の存在が大きい。産地問屋はメーカー、下請業者、材料商、等に対し
て取引力が高く、ピラミッド構造の分業体制のなかで頂点に位置している。産
地問屋は問屋制家内工業の主として活動することで、安価な製品の製造をメー
カー等に指示していたのである。メーカー等は産地問屋の要望を叶えるために
低賃金労働力を集約する必要があった。地方都市、農村地帯においては女性
(婦人 )、農業に従事している中高年の労働力を動員することは困難ではなかっ
た。このように「地方型地場産業」は産地問屋を中心に、安価な製造･販売を実
現していた。山崎充は「地方型地場産業」として福島県会津若松の漆器、新潟
                                                   
328 山崎充  (1977) 35-36 頁  
329 山崎充  (1977) 36 頁  
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県燕の金属洋食器、福井県鯖江の眼鏡枠、兵庫県豊岡のカバン、等をあげてい
る。だが、「都市型地場産業」のなかには「地方型地場産業」の分業構造と類
似しているところもあり、近年では「都市型地場産業」が安価な労働力を求め
て「地方型地場産業」に参入している傾向もある。  
 第 4 に生産形態から判断する類型化である。地場産業の生産形態は各地場産
業によって異なっており、地場産業に蓄積されている経営資源に大きく影響さ
れる。山崎充は「同じ家具産地であるのにもかかわらず、静岡と徳島の両産地
は鏡台という量産体制に乗せにくい製品を一部作っているという事情もあって、
「製造問屋」という商業資本によって組織された伝統的な社会的分業体制を持
続している 330」と述べており、同じ業種であったとしても生産体制が異なる場
合があるとしている。一方、広島県府中、福岡県大川、北海道旭川、等の家具
産地では社会的分業体制ではなく、「一貫生産体制」が確立していると述べてい
る。「一貫生産体制」とは「家具の生産工程の最初から最後までが施設されてい
る１つの工場のなかで一貫して生産されている 331」ことである。  
このように、地場産業は生産形態によって類型化が可能であり、山崎充は「社
会的分業型地場産業」と「工場一貫生産型地場産業」と呼んでいる。「社会的分
業型地場産業」は地場産業の生産･販売構造が社会的分業構造を成していること
を特徴としている。具体的に述べると、産地内で 1 つの製造業者によって全て
が行われるのではなく、その他の製造業者、下請業者、といった数多くの分業
によって最終製品を製造し、販売される構造のことである。地場産業における
社会的分業構造の元請的存在としては、商業資本である産地問屋等の産地企業
と工業資本であるメーカーが考えられる。山崎充は産地問屋が元請となる「問
屋統括型」、メーカーが元請となる「メーカー統治型」の 2 つに分類している。
「問屋統括型」としては、兵庫県豊岡のカバン、佐賀県有田の陶磁器、静岡県
浜松の織物、等 332があげられる。「メーカー統治型」としては、石川県輪島の
漆器、香川県白鳥の手袋、新潟県燕の金属洋食器、等があげられる 333。「工場
                                                   
330 山崎充  (1977) 41 頁  
331 山崎充  (1977) 41 頁  
332 山崎充  (1977) 42 頁  
333 山崎充  (1977) 42 頁  
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一貫生産型地場産業」は製品の生産において社会的分業構造が成り立っておら
ず、一貫生産体制のもとで製品を生産し、生産した製品は産地外の問屋、スー
パー、小売店、等に直接販売しているメーカーに構成されていることを特徴と
している。山崎充はこの「工場一貫生産型地場産業」のなかには、独自のブラ
ンドを確立し、産地企業として留まるのではなく、全国的な企業へ成長する事
例が存在するとしている。例えば、静岡県清水のかん詰産地において「シーチ
キン」の製品を生み出したはごろもフーズ株式会社、和歌山県有田の蚊取り線
香産地で「金鳥」のブランドを確立した大日本除虫菊株式会社が代表的な事例
となっている 334。山崎充は「社会的分業型地場産業」と「工場一貫生産型地場
産業」のうち「社会的分業型地場産業」が当時全国の地場産業で多数を占めて
おり、産地企業の大半が産地問屋等の元請によって、自社製品の独自の開発が
遅れていることも指摘している。また、「工場一貫生産型地場産業」は産地企業
が生産･販売を独自に行っており、技術革新が起きやすい産地であるとも述べて
いる。  
第 5 に地域的分業から判断する類型化である。地場産業の製品が製造・販売
されるまでに、消費者のニーズを捉え、それに合わせた製品開発、効率的な生
産機能、生産に必要な原材料の調達、製品の販売先の開拓、等多くの経営的機
能等が必要である。山崎充はこのような経営的機能をワンセットとして産地内
で行える地場産業と、産地内で行えない地場産業が存在しているとしている。
このような産地内か産地外に経営的機能等を求める地場産業を「産地完結型地
場産業」、「非産地完結型地場産業」と類型化している。「産地完結型地場産業」
は「製品の企画、生産、販売、仕入、金融等の経済的･経営的な機能のすべてを
産地内の企業群が総合的に、あるいは個々の企業が専門的に備えているタイプ
の地場産業 335」である。つまり、産地内で製品開発、マーケティング、等の機
能を賄っており、消費者のニーズを捉え、産地独自の主体性をもって製造･販売
が行えるのである。「産地完結型地場産業」の例として、香川県白鳥の手袋、長
野県松本の家具、兵庫県豊岡のカバン、等があげられる 336。「産地完結型地場
                                                   
334 山崎充  (1977) 43 頁を参考にした。  
335 山崎充  (1977) 45 頁  
336 山崎充  (1977) 45 頁  
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産業」に対して「非産地完結型地場産業」では製品開発、マーケティング、等
に関わる機能を産地外に本拠地を持つ企業に主導権を握られているのである。
例えば、製品のマーケティングに関する機能を都市部の東京、大阪、等の産地
外の企業が担当し、生産に関する機能を産地企業が従事するような構造で、産
地外の企業が産地内の企業を系列化または組織化している場合が多い。さらに、
山崎充はこのタテの構造が 2 つの形態をとっているとし、第 1 に産地外の企業
が産地を完全に系列化しているもの、第 2 に産地外の企業が産地問屋を通じて
産地内の企業を組織化しているもの、に分類できるとした 337。中小企業庁
(1964) 『中小企業産地概況調査結果表』によると、「産地完結型地場産業」の
産地数が全体の産地中 81．3％、「非産地完結型地場産業」の産地数が全体の産
地中 18．7％、となっており、「産地完結型地場産業」が大多数を占めているこ
とがわかる。「産地完結型地場産業」の業種では、食料品、雑貨、木工品、機械･
金属であり、「非産地完結型地場産業」の業種では、繊維が大きな比重を占めて
いる。  
以上のように、山崎充は地場産業の特性 5 つを定義し、類型化を図っている。
また、「地場産業についての多面的考察や論理的展開に当たっても、主として以
上みたような地場産業の類型を必要に応じて使い分けながら、あるいは少なく
とも念頭に置きながら論を進めるよう努めることにしたい 338」と述べており、
多様性に富んだ産地の集合体である地場産業を分析するうえで類型化は重要な
手法といえる。  
 
Ⅲ．産地企業の取引関係  
 産地企業は地場産業のなかで企業間関係を構築し、その産地由来の製品を製
造･販売している。しかし、産地企業同士の企業間関係に着目すると、産地問
屋を中心としたピラミッド構造が多くみられ、メーカー、下請業者、材料商、
等がピラミッド構造の下位層に位置づけられる。山崎充は産地企業の多様性に
ついて分析するなかで、地場産業における「二重構造」339の存在を指摘してい
                                                   
337 山崎充  (1977) 45-46 頁を参考にした。  
338 山崎充  (1977) 48 頁  
339 山崎充  (1977) 108 頁  
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る。つまり、「一国経済のなかに近代的部門と前近代的部門が併存し、両者の
間に大きな賃金または所得の格差が存在している状態を「二重構造」と呼ぶな
らば、まさに地場産業の「二重構造」といってもなんの不思議もない現象 340」
が存在するということである。この背景には経営資源の有無等で企業の成長段
階が異なる産地企業の間に所得、賃金、等の面で格差が生じており、商業資本
の産地問屋からの低賃金を利用した分業構造があげられる。しかし山崎充は、
「日本経済にみられる「二重構造」と同一視することは、必ずしも正しいやり
方であるとはいえない 341」と述べており、さらに、「地場産業という世界に限
定した場合、そこに一国経済の「二重構造」の縮図とでもいえる類似の現象が
みられることは否定できないところであり、ここに注目するわけである 342」と
主張している。  
 地場産業の「二重構造」についてどのような特徴があるのかについて説明し
ていく。山崎充は石川県山中の漆器産地を取り上げ、産地問屋の社会的分業構
造における取引関係の力関係を例にあげ、産地企業間の格差を述べている。つ
まり、石川県山中の漆器産地の社会的分業構造は産地問屋がデザイン開発、細
分化された生産工程を担当する木地屋、塗師屋、加飾業者、プラスチックの成
型業者、の間を半製品が円滑に流れて完成品となるよう生産的管理を行い、原
材料を支給する等生産的機能も一部担っている。また、産地問屋は最終製品を
産地外の企業に直接販売することも担っているので、産地問屋が社会的分業構
造を仕切っていることになる。このような産地問屋は産地企業との取引関係に
おいて、大きな取引力を有しており、産地問屋と産地企業の間に差が出来てし
まうのである。  
 山崎充は産地問屋と産地企業の従業員規模の特性について触れている。石川
県山中の漆器産地において生産形態の異なる 2 つの企業群に分類できるとした
343。第 1 の企業群は産地問屋とプラスチック成型業者であり、産地問屋は 5～
49 人の構成比が 60％を超えて、プラスチック成型業者はその構成比が 80％を
                                                   
340 山崎充  (1977) 111 頁  
341 山崎充  (1977) 111 頁  
342 山崎充  (1977) 111 頁  
343 山崎充  (1977) 117 頁を参考にした。  
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超えている。その他の第 2 の企業群は木地屋、塗師屋、等は従業員規模が 1～4
人の構成比率が約 90％になっている。産地問屋とプラスチック成型業者の従業
員規模が他の業者よりも相対的に大きくなっている。相対的に企業規模が大き
い第 1 の企業群は社会的分業構造の主体的な機能を担っており、相対的に企業
規模が小さい第 2 の企業群は第 1 の企業群の下で細分化された生産工程を担っ
ている製造業業者である。山崎充は石川県山中の漆器産地に限ったことではな
く、社会的分業構造となっている地場産業が全国的にも同じ傾向にあると述べ
ている。上記では従業員規模の差を述べてきたが、次に利益の差について考察
していく。山崎充は当時の香川県白鳥の手袋産地に関するデータを参考に分析
している。そのデータのなかで、事業主が月に平均して得ている利益をみると、
元請メーカーの 20 万円～49 万円の構成比率が約 45％、準元請メーカーの 20
万円～49 万円の構成比率が約 25％、それ以外の下請メーカーが 20 万円～49
万円の構成比率が平均約 15％、となっており、産地企業間で格差が生じている
ことがわかる。  
以上のように地場産業の産地企業間の格差について述べてきたが、山崎充は
地場産業の社会的分業構造をみるだけでは、「二重構造」を分析しきれないとし、
産地企業の経営者の意識構造の面に触れる必要があるとしている。つまり、社
会的分業構造を組織し、それを統括する取引関係力を保持する産地問屋等、細
分化された生産工程を担当するメーカー等間には意識的な差異が存在する可能
性が高いということである。山崎充はこの差異について、「経営派」、「生活派」
の両者の意識的構造が存在すると指摘している。石川県山中の漆器産地と香川
県白鳥の手袋産地のデータのなかで、「収益の使途」と「仕事の目的」について
のアンケート結果をみていく 344。まず「収益の使途」とは、事業から得られた
利益のうち、「家族の生活をまかなって余裕がある場合、それをどんな方向にさ
しむけますか」という質問項目になっており、その回答選択として、第 1 に「消
費や余暇をたのしむ」、第 2 に「万一にそなえて貯蓄しておく」、第 3 に「事業
をのばすための資金にむける」、第 4 に「そんな余裕なし」、という 4 つとなっ
ている。山崎充は第 1 と第 2 の回答を望む産地企業経営者を「家族の生活」、
                                                   
344 山崎充  (1977) 125 頁を参考にした。  
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第 3 の回答を望む産地企業経営者を「企業の経営」、という意識に分類してい
る。石川県山中の漆器産地と香川県白鳥の手袋産地のアンケート結果では、「下
職」と「下請メーカー」は「産地問屋」、「元請メーカー」と比較して「余裕な
し」が多数を占めている。産地問屋と元請メーカーは第 3 の回答比率が平均
50％になっており、「企業の経営」を強く意識していることがわかる。一方、
下職と下請メーカーは第 2 の回答比率が平均約 40％となっており、「家族の生
活」を強く意識していることがわかる。  
次に「仕事の目的」をみていくことにする。「仕事の目的」とは、「あなたは、
自分の仕事をどのように考えていますか」という質問に対して 4 つの回答項目
があり、第 1 に「お金をたくわえ、生活を豊かにし楽しんでいくため」、第 2
に「なんとか食べていくため」、第 3 に「仕事を通じて自分を社会に生かすた
め」、第 4 に「仕事自体に生きがいがある」、となっている。石川県山中の漆器
産地のアンケート結果では、「産地問屋」の 35．6％が第 3 の「仕事を通じて自
分を社会に生かすため」を回答し、第 4 の「仕事自体に生きがいがある」が 25．
4％を回答しており、第 3 と第 4 の回答割合を足すと約 60％で「産地問屋」は
企業の経営を強く意識していることになる。一方、「下職」等では第 1 の「お
金をたくわえ、生活を豊かにし楽しんでいくため」、第 2 の「なんとか食べて
いくため」の回答割合が 70％を占めており、「下職」は家族の生活を優先して
いることになる。上記のように産地問屋と下請となる業者の事業運営に関わる
考え方の差異が明確となっていることがわかる。  
山崎充は、同一産地内にたしかに異質の 2 つの産地企業が併存しているが、
その質的特性がはっきりと二分できるかといえば、必ずしもそういう状態には
なっていないとも述べている。産地問屋のなかにも家族の生活を優先して事業
運営を行うものや、下請業者のなかでも企業の経営を強く意識して事業運営を
行うものもいる。同一産地内の産地企業の質的な特性をはっきり定義すること
は統計的データだけでは困難である。  
  
Ⅳ．地場産業を取り巻く経済環境の変化  
 山崎充は地場産業を取り巻く経済環境の変化について触れている。山崎充は
地場産業が日本経済の変遷に伴う経済環境の変化に適応しながら存立してきた
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と指摘している。そのうえで地場産業の歴史から地場産業の経済環境への適応
に関して触れている。山崎充は第 1 に「産地の歴史は長いが、産地企業の命は
短い 345」、第 2 に「地場産業の歴史は、事業転換の歴史である 346」とし、地場
産業の歴史について考察している。まず、第 1 の「産地の歴史は長いが、産地
企業の命は短い 347」であるが、歴史の長い地場産業のなかでも産地企業の存続
に関して 3 代以上の後継者が続いている産地企業がほとんど見当たらないこと
である 348。産地企業は何代にもなって存立出来なかったのかの理由として、山
崎充は「伝統型地場産業経営主にとって不可欠な経営資源、能力が、必ずしも
血縁的にさしたる問題もなく伝承されていく性格のものではないことに起因す
る 349」と述べている。ここでいう経営資源には、経営者の製品開発力等、伝統
的工芸技能、を含んでいる。経営者の製品開発力はその人の資質に大きく影響
している可能性が高く、経営者の子孫がそのまま受け継ぐには容易ではない。
また、伝統的工芸技能についても経営者の子孫がそのまま能力を引き継ぐため
には長年の技能習得、才能も関わってくるので、何代もの子孫に引き継ぐのは
困難である。  
また、山崎充は創業時の産地企業の革新的行動についても触れており、「当初
の革新的行動をとった産地企業であったも、老舗的存在になると、保守的行動
をとるようになり、転換能力、変化適応力を喪失してしまう 350」と述べている。
産地企業は外部経済の激しい変化によって事業転換や生産体制の変革が求めら
れると、その対応に追いつかないことも多い。変化に対応できず、産地企業が
廃業しても地場産業自体も縮小することがなかったのは、新たな産地企業が創
業していたからである。このようにして、新旧の産地企業が入れ替わって、地
場産業が存続しているのである。山崎充は「産地企業の新旧交替は、絶えず起
こるというよりは、どうも 2～30 年に 1 回起こるのかどうかといった性格の激
しい構造変化によって引き起こされるもののようである。つまり、地場産業の
                                                   
345 山崎充  (1977) 276 頁  
346 山崎充  (1977) 276 頁  
347 山崎充  (1977) 276 頁  
348 山崎充  (1977) 276-277 頁を参考にした。  
349 山崎充  (1977) 278 頁  
350 山崎充  (1977) 278 頁  
153 
 
存立基盤が根底からゆり動かされるときに、激しい勢でもって産地企業の新旧
交替がひき起こされるというわけである 351」と述べている。  
 第 2 の「地場産業の歴史は、事業転換の歴史である 352」であるが、産業転換、
業種転換、品種転換、従来の製品に加えて多角化、といったことを、地場産業
は事業転換といった形で行い続けている。山崎充は多くの地場産業の事業転換
の事例を基に説明している。例えば、新潟県燕の金属洋食器産地では、和釘の
生産によって金物産地としてスタートしたが、洋釘が輸入されるようになると、
和釘は売れなくなり、やがてヤスリ、煙管、銅器、へ製品製造を行うようにな
った。また、時代の流れでアルミニウム製品の登場で銅器類の需要が減少して
いき、洋食器が日本にも伝えられたのをきっかにその生産に乗り出すことにな
る。最終的にステンレス製品を開発し、金属洋食器の産地を確立していくこと
となった。その他の地場産業では、兵庫県豊岡のカバン産地は伝統的な杞柳細
工からファイバー製のカバン、静岡の下駄産地は下駄からケミカル・サンダル、
岡山県児島の学生服産地は学生服から紳士、婦人、子供服の既成服、下着、等
が見受けられる。中小企業庁 (1976) 『中小企業白書』の地場産業の品種転嫁
のデータをみると、全国の 89 産地があげられている。  
 山崎充は地場産業の事業転換の歴史から地場産業の「強さ」を論じている。
つまり、「地場産業は、直面した危機を乗り切るのに「雑草に似た根強さ」を発
揮してきた 353」と述べており、言い換えるならば、地場産業が外部環境の変化
に適応していく小回り性等を保持し、活用してきたからこそ地場産業として存
続できているのである。さらに、山崎充は「需要の減少には家族労働力のウエ
ートが高く、労働集約的である利点を生かして比較的簡単に企業規模の縮小均
衡を図ることによって対応したり、伝統的に地域に集積している技術をベース
に生産可能な時代的製品を選択、開発して新しい事業分野を開拓していった
354」とも述べている。地場産業は集積地として長年多くの地域特性を利用した
製品の製造を行ってきており、それを支えている産地企業同士の企業間関係、
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労働力、等そのものが強みとなっているのである。つまり、地場産業の産地企
業は外部経済環境の激しい変化のなかで、自己革新的な経営行動を行い、新旧
の交替を繰り返し、新陳代謝が円滑に行われることで、地場産業の分業構造を
変革してきたのである。  
  
Ⅴ．地場産業の衰退と発展  
 地場産業は産地企業の自助努力といえる自己革新的な経営行動をとっている
と述べてきたが、すべての地場産業がそれに当てはまるとは言い切れない。地
場産業の業種によっては生産高等が減少し続けているところもある。特に地場
産業の生産高を減少させている原因としては、発展途上国の進展に伴う海外製
品による国際市場の席巻である。地場産業のなかには製品を海外への販売を主
としているところがあり、海外製品との競合が激しくなっている。山崎充は海
外製品との競合に優位性を得られない地場産業の業種の特性について述べてい
る。つまり、第 1 に「世界一安いということが武器となってこれまで輸出が可
能であった業種」、第 2 に「商品企画力、デザイン開発力の余地が狭いか、あ
まり必要としない業種」、第 3 に「高度な生産技術があまり要求されない業種」、
第 4 に「第三国市場 (主にアメリカ )において、もっぱら中級品の下か、低級品
市場に向けて販売が長い間なされていた業種」、第 5 に「歴史的に単純労働集
約的な生産体制をとってきた業種」、としている 355。このような地場産業の業
種に携わっている産地企業は事業転換を今後余儀なくされる可能性が高い。製
品の安さや一般化された技術に基づいた製品品質では、海外製品との競合にお
いて優位性を発揮しにくい。発展途上国の製品は安価な労働力を基に大量に製
品を製造しており、日本の地場産業で製造される製品では不利な条件となって
いる。日本経済の国際化が進展すればするほど、産地企業の品質向上は避けら
れない。  
 そこで、山崎充は有望な地場産業の特性について述べている。山崎充は有望
な地場産業の典型が「円切り上げ、特恵関税供与、先発発展途上国の追い上げ
といった輸出環境悪化をものともせず、ここ数年輸出が好調に推移しているも
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の 356」と指摘している。さらに、先進国と競合している地場産業にとって、「品
質、デザイン、機能等非価格競争を長い間にわたり展開してきている 357」と述
べている。このような地場産業はデザイン開発力等を重視しており、高度な技
術を必要とする加工によって高付加価値を実現した製品を生み出している。以
上のことを踏まえて、山崎充は有望な地場産業の特性を 5 つ取り上げている。
第 1 に「社会的分業体制が単純労働集約的ではなく、技能労働集約的、知識労
働集約的になっている 358」とする。技能労働については、長年培った経験と勘
とによって得られた熟練労働を指している。また、知識労働については、科学
的根拠に基づく知識を活用し、生産工程に応用する労働を指している。山崎充
は知識集約的な地場産業として、東京のシガレットライター、諏訪の精密機械、
が該当するとし、それ以外の地場産業は技能労働集約型の労働が大半を占めて
いるとしている。地場産業の製品において、同じタイプの大量製品を生み出す
のではなく、消費者のニーズを満足させるような高級化、多様化、等の志向に
基づいた製品を生み出すことが必要であり、そのような製品を生み出すために
は、長年の技術の蓄積によって修得された技能労働が役立つ。山崎充は「労働
集約的な地場産業で国際競争力が弱いのは、単純労働集約的なものであって、
技能労働・知識労働集約的な地場産業は、全部はそうだとはいわないが、総じ
て強力な競争力を具備している 359」と述べている。産地企業は技能労働の場合、
自社が保有する技術の価値を再確認し、過去の技能から今後の技能に進展させ
ていく必要がある。  
 第 2 に「国内･国際競争に打ち勝つための条件として製品企画力、デザイン
開発力、メカニズムを保持している 360」とする。製品開発力は伝統的に蓄積さ
れてきた技術を基に、卓越した製品を生み出すために重要な要因であり、この
ような製品開発力を保持している産地企業は優位性を発揮できる。山崎充は優
れた製品開発力を基に製造している地場産業について、輸出に適している革製
の履物、ボタン類、装飾品、等をあげている。つまり、ファッション性に富ん
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だ製品が製品か輸出製品として有効であり、海外市場に受け入れられやすい。
発展途上国はファッション性に富んだ製品開発を基に生産された製品がまだ少
なく、日本の地場産業の伝統的なデザイン性に優位性がある。しかし、山崎充
は今後、台湾等の一部の東アジア諸国の発展によって、競争が激化することを
予測しており、地場産業の製品開発力を進展させ続けることが重要であると述
べている。  
 第 3 に「産地企業の外部経済を形成している異業種の関連産業、素材供給産
業との高度な技術的結合によってのみ生産が可能な製品を産出している 361」こ
とである。地場産業の製品を製造するための社会的分業構造を必要とし、高度
な技能集約的、知識集約的な異業種の中小企業との技術的結合を実現している
ことが重要となる。山崎充は東京のシガレットライターの産地を例にとって具
体的に説明している。つまり、「製品企画、試作という生産の準備工程と組み立
て、検査、包装というアセンブルおよび最終工程を担当するにとどまり、他の
部品生産、加工の工程は一部自社でやる場合もあるが、大半のものを外注に依
存してライターの生産を行っている 362」としている。さらに、「金型は金型専
門業者が、黄銅板をプレスして本体、キャップを作るのはプレス業者が、各部
品を固着組成するための半田付けは半田付業者が、組成されたものにクロム、
銀、ニッケル等のメッキをするのはメッキ業者が、こうして仕上がった表面を
加工するのは、塗装を塗装業者が、彫を機会彫業者が、その他の部品加工を挽
物業者が、それぞれ担当することによって本体とキャップの部品ができ上がる
ことになる 363」と述べている。このように異業種によって社会的分業構造が成
り立っている場合、各業者の高度な精密加工技術を活用することで部品が製造
され、メーカーによって組み立てられる。地場産業内に多種多様な部品メーカ
ーが存立していることで、個々の技術を補完的に活用できている。特に都市部
の地場産業は周辺に関連業者、素材供給業者が揃っており、部品製造から組み
立て販売へと一連の分業によって、市場に流通させている。国際競争が激しい
なかでも、都市部の地場産業が「強い」体質を保持出来ているのは、社会的分
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業構造を構成している産地企業の技術力の結集があるからである。  
 第 4 に「量産体制をとることなく、終始一貫徹底した多品種少量生産を堅持
している 364」としている。地場産業のなかには、高度経済成長期に機械化を図
り、大量生産を行っているところもあるが、依然多品種少量生産を行っている
地場産業の方が多様化した消費者ニーズに対応出来ている。大量生産は規模の
経済性を享受することで、優位性を発揮することが出来るが、消費者のニーズ
はより個性的、高級化、多様性、を重視されており、大量生産では対応するの
が困難となっている。多品種少量生産に特化した地場産業は柔軟な生産体制を
維持することで、発展途上国の製品とは差別化しやすい。山崎充は「きめ細か
な多品種少量生産の徹底が、地場産業の不可欠な存立条件のひとつ 365」である
と主張している。また、発展途上国は高度なマーケティング力を必要とする多
品種少量生産に移行しきれておりらず、日本の地場産業の多品種少量生産で製
造された製品に輸出品としての優位性を発揮しているとも述べている。  
 第 5 に「絶えず消費者ニーズの迅速な製品企画、生産へのフィードバックを
必要とする 366」としている。消費者のニーズが比較的短期的に変化するような
製品を製造している地場産業であり、例えば婦人服、カバン、シャツ、等があ
げられる。山崎充はこのような地場産業が強い競争力を発揮するのは、「国内市
場において輸入品、とくに発展途上国の製品と競争する場合 367」であるとして
いる。発展途上国は日本国内の消費者のニーズを迅速に捉えるためには地理的、
文化的、等の違いが大きく、製品開発等からの生産移行に時間がかかる場合が
ある。そのため、日本の地場産業では的確に消費者のニーズを捉える土壌があ
り、製品開発からの生産移行が発展途上国よりも容易といえる。しかし、ファ
ッション性を有する製品は消費者のニーズを大きく反映しないといけないので、
国内の地場産業の経営資源によっては、差異がある。  
 以上のように、有望な地場産業の 5 つの特性を取り上げてきたが、山崎充は
有望な地場産業について「有望な地場産業には必ず一つの特性がみられるとい
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うものではない 368」している。つまり、地場産業は 5 つの特性のうち、 2 つ、
3 つの特性を有している場合や、すべての特性を有している場合もあるとして
いる。特に山崎充は、ファッション性の高い婦人服、シガレットライターにつ
いて 5 つの特性をすべて有していると述べている。有望な地場産業の特性の 5
つは、産地企業の特性にも大きく関連しており、産地企業の経営行動において
5 つの特性を有している方が良いといえる。産地企業が競合他社、特に海外の
企業との競争において、5 つの特性を有するように自助努力していくことは必
要となる。  
 
Ⅵ．おわりに  
地場産業は日本の各地に存立しており、その質的、量的、において多種多様
な存在である。地場産業を明確に定義する諸議論が存在するが、多くが個々の
地場産業の実態調査に留まっているものが多いことは明白である。膨大な実態
調査を基に地場産業の理論的な枠組の考察を試みた山崎充の議論を本章で詳し
く説明したことで、地場産業の形態等の見地から理論的な枠組の構築は可能で
あった。地場産業を構成しているのは産地企業であり、産地企業の分業構造が
時代の変遷によって変化してきていることにより、地場産業もまた変化してい
る。山崎充の地場産業の議論を通じて、地場産業の類型化を改めて明確化する
重要性も確認できた。特に、地場産業の存立基盤を強化しうる 5 つの特性は現
代にも通用する概念である。  
しかし、山崎充の地場産業に関する議論は 30 年前であることは留意しなけ
ればならない。30 年前の日本経済と現代の日本経済の質的、量的な環境も変化
している。そのような時代の流れで現代の地場産業の実態はどのように変化し
ているのか。また、地場産業の実態の変化によって、産地企業はどのような経
営行動に従事しているのかを検討していく必要がある。そこで、第 9 章、第 10
章では山崎充が取り上げていた兵庫県豊岡のカバン産地の実態調査を行い、地
場産業の構造変化を捉え、産地企業の存立基盤を強化しうる社会的分業構造、
経営行動について考察していく。  
                                                   
368 山崎充  (1977) 293 頁  
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第 9 章 豊岡カバン産地の構造変化  
 
Ⅰ．はじめに  
日本の高度経済成長期に地域経済を支えてきた存在として地場産業が考えら
れる。しかし、1980 年以降、消費者の嗜好の多様化、廉価な海外製品の輸入増
加等の影響で地場産業の企業数、従業員数、生産高、は減少している。具体的
な数値をあげると、地場産業の企業数は 1979 年の 11 万社から 2005 年の 4 万
社に減少、従業員数は 103 万人から 38 万人に減少、生産額は 11 兆円から 6 兆
8000 億円に減少している (中小企業庁  (1980) 『産地の実態』、中小企業庁  
(2005)『全国の産地：産地概況調査結果』)。このような地場産業の現状で地域
経済の疲弊が各地にみられる。地域経済の疲弊に伴う地場産業の分業構造の変
化に着目し、地場産業の現状を考察している研究として、塚田朋子  (1995)、
(1996)、井上芳郎  (2008)、山本篤民 (2010)、等があげられる。また、産業集積
の研究として、渡辺幸男 (2002)、植田浩史 (2004)、長山宗広 (2005)、等があげ
られる。以上の研究に共通することは、地域内完結型で生産する分業構造の変
化を捉え、外部環境に柔軟に対応する地場産業の現状を明らかにしていること
である。しかし、これらの先行研究は主に地場産業を構成する産地企業の経営
行動の変化を捉え、その産地企業の存立維持の可能性を見出すことができても、
地場産業そのものの存立維持の可能性に関しては十分に検討されていない。当
然、地場産業には多数の業種、それらを構成する産地企業の集合体であるので、
一義的な存立維持の可能性を見出すことは困難である。  
したがって本章の位置づけは、地場産業の構造変化を分業構造の変化と捉え、
それに伴う地場産業の新たな分業構造の形態を明らかにすることである。地場
産業の分業構造の変化は地場産業の産地企業に少なからず影響をもたらしてい
ると考えられる。つまり、地場産業の分業構造の変化が産地企業の存立維持に
どのような影響をもたらしているのか、が本章の問題意識である。  
そこで仮説として、第 1 に地場産業の企業数、従業員数、生産額、の減少に
よって地場産業の分業構造に変化が生じている、第 2 に地場産業の分業構造の
変化によって新たな分業構造に変化している、の 2 つを取り上げる。仮説を立
証するために、本章は分業構造の変化が顕著に現れている豊岡カバン産地の分
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業構造の変化を考察し、豊岡カバン産地の新たな分業構造の形態を明らかにす
る。研究手法として、1970 年代の豊岡カバン産地の分業構造を論じていた山崎
充 (1977)の地場産業に関する概念をもとに考察する。また、豊岡カバン産地企
業 3 社に対するインタビュー調査を通じて、豊岡カバン産地の新たな分業構造
の実態を明らかにする。  
 
Ⅱ．地場産業の分類形態  
地場産業の先行研究に、山崎充 (1977)があげられる。山崎充 (1977)は地場産
業を 5 つの基準で分類している。つまり、第 1 に歴史 (伝統型―現代型 )、第 2
に市場 (輸出型―内需型 )、第 3 に立地 (都市型―地方型 )、第 4 に生産形態 (社会
的分業型―工場一貫生産型 )、第 5 に地域的分業 (産地完結型―非産地型 )、の 5
つである 369。  
 山崎充 (1977)は 1970 年代の豊岡カバン産地を社会的分業型、産地完結型に
分類している 370。生産形態 (社会的分業型 )とは、「生産が 1 つの製造業者によっ
て自己完結的に行われるのではなく、専門的技術をもった製造業者、低廉な単
純労働力によって完成する生産形態 371」である。山崎充 (1977)は豊岡カバン産
地では以下のような生産形態の社会的分業型であると定義している。第 1 に産
地問屋、第 2 にメーカー、第 3 に下請加工業者、第 4 に外注･内職群、第 5 に
生地屋、金具屋、チャック屋等の関連業者、が企業間関係を構築して、最終製
品を製造･販売している。また、山崎充 (1977)は 1970 年代の豊岡カバン産地を
産地完結型であると定義している。地域的分業 (産地完結型 )とは、「製品の企画、
生産、販売、仕入、金融等の経済的･経営的な機能のすべてを産地内の企業が総
合的に、あるいは個々の企業が専門的に備えているタイプの地場産業 372」であ
る。山崎充 (1977)は豊岡カバン産地では、産地問屋が製品の集荷と販売の機能
を持ち合わせ、さらに製品開発、デザイン開発の機能も持ち合わせ、メーカー
                                                   
369 日本における地場産業の多くは、様々な業種で構成されている。山崎充は 1970 年代  
の地場産業の現状分析し、 5 つの形態を分類している。  
370 1970 年代の豊岡カバン産地はカバン製品を産地問屋、メーカー、材料業者、が分業  
を行い産地内で最終製品を完成させていた。  
371 山崎充  (1977) 42 頁  
372 山崎充  (1977) 45 頁  
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が製造に専門化していると指摘している。  
 
図表 9-1 豊岡カバン産地の社会的分業 (1970 年代 ) 
 
出所：山崎充  (1977) 81 頁から抜粋  
 
 上記の図表 9-1 は豊岡カバン産地の社会的分業 (1970 年代 )を表したものであ
る。産地問屋はメーカーから最終製品のカバンを仕入れ、地方二次問屋、百貨
店、スーパー等に卸している。また、産地問屋は下請加工業者にカバンの部品
を発注し、部品を仕入れていた。このように、産地問屋は豊岡カバンを全国に
流通させていた。メーカーは関連業者から材料等を仕入れ、下請加工業者に部
品を発注し、部品を集荷して最終製品を製造していた。メーカーから受注した
部品を下請加工業者は外注、内職群に製造させ、部品を集荷し、メーカーに発
注していた。外注、内職群はカバンの部品を 6 つの工程を通して製造していた。
以上のように、豊岡カバン産地は 1970 年代、産地問屋を中心に社会的分業を
形成し、カバン製品を製造･出荷していたことがわかる。  
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Ⅲ．豊岡カバン産地の統計的データ 373 
1．カバン製造業の動向  
 日本のカバン製造業の現状をみることで、豊岡カバン産地の位置づけを明ら
かする。経済産業省が公表している『工業統計書』を基に、カバン製造業の事
業所数、従業員数、出荷高金額、の推移を説明していく。事業所数は 2000 年
の 538 事業所から 2009 年の 319 事業所に減少している。従業員数は 2000 年
の 6,069 人から 2009 年の 4,338 人に減少している。出荷額金額は 2000 年の
818 億円から 2009 年の 592 億円に減少している。  
 以上のように、日本のカバン製造業は事業所数、従業員数、出荷高金額だけ
みると縮小傾向にある。その背景には、1980 年代から 1990 年代以降廉価な中
国製品等の輸入増加による国内製品の需要の減少がある。また、消費者の嗜好
の変化によって、多品種製品を求められている現状がある。こうした現状が豊
岡カバン産地でも影響しているのかを豊岡市が公表していた『特産業統計書
2005 年度』をもとに考察する。  
 
2．豊岡カバン産地の製造金額、卸売金額  
本章では豊岡カバン産地の各種のデータをみていくことで、地場産業のマク
ロ的な変化を捉えていく。まず、製造金額、卸売金額のデータは以下の図表 9-2
で説明していく。製造金額は 1990 年の 346 億円から 2004 年の 91 億 4,300 万
円に減少している。卸売金額は 1990 年の 276 億 4,800 万円から 2004 年の 134
億 700 万円に減少している。製造金額は 1990 年から 20％水準に、卸売金額は
1990 年から 50％水準に減少した。製造金額、卸売金額共に 14 年間において、
減少傾向にあることがわかる。地場産業が存立していくためには、製造金額、
卸売金額の動向が重要となり、下記から取り上げていく各種のデータにも大き
な影響を及ぼすことになる。   
 
 
 
                                                   
373 2004 年までの統計になっている理由は旧豊岡市が 2005 年に合併した以後調査が行わ
れていないからである。  
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図表 9-2 豊岡カバン産地の製造金額と卸売金額の推移  
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書 2005 年度』より筆者作成  
 
3．豊岡カバン産地の事業所数  
豊岡カバン産地の事業所数のデータは以下の図表 9-3 で説明していく。製造
業者 (メーカー )は、1990 年の 180 事業所から 2004 年の 142 事業所に減少して
いる。  卸売業者 (産地問屋 )は、1990 年の 45 事業所から 2004 年の 41 事業所
に減少している。  材料商 (材料業者 )は 1990 年の 71 事業所から 2004 年の 49
事業所に減少している。製造業者 (メーカー )、卸売業者 (産地問屋 )、材料商 (材
料業者 )の事業所数の減少でも、製造業者 (メーカー )の減少が顕著に現れている。  
 
図表 9-3 豊岡カバン産地の事業所数  
 
 
 
 
 
 
 
 
豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書 2005 年度』より筆者作成  
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4．豊岡カバン産地の産地問屋の地域別仕入先  
豊岡カバン産地の産地問屋の地域別仕入金額のデータは以下の図表 9-4 で説
明していく。但馬地区の 1990 年の仕入先金額は 160 億円で、2004 年には 40
億円に減少した。海外からの 1990 年の仕入先金額は 20 億円で、2004 年には
40 億円に増加した。  その他国内の 1990 年の仕入先金額は 20 億円で、2004
年には 10 億円に減少した。海外からの仕入先金額の割合は大きくなり、一方
で但馬地区からの仕入先金額が減少している。   
 
図表 9-4 産地問屋地域別仕入先  
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書 2005 年度』より筆者作成  
 
5．豊岡カバン産地の製造業者販売先  
豊岡カバン産地の製造業者 (メーカー )の販売先金額のデータは以下の図表
9-5 で説明していく。産地問屋等への 1990 年の販売金額は 220 億円で、2004
年の販売金額は 40 億円に減少した。他地域への 1990 年の販売金額は 125 億円
で、2004 年の販売金額は 75 億円に減少した。産地問屋等、他地域の 2004 年
の販売金額は共に減少しているが、他地域への販売金額の数値が産地等への販
売金額を上回っている。  
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図表 9-5 製造業者販売先  
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書 2005 年度』より筆者作成  
 
6．各種データ推移のまとめ  
以上のように、豊岡カバン産地の現状は日本全体のカバン製造業の縮小傾向
と似ている。さらに、豊岡カバン産地における製造･販売金額が年々減少してい
るのと同時に、産地問屋の仕入先、製造業者 (メーカー )の販売先にも変化が起
きている。つまり、産地問屋は産地内の取引よりも海外等の産地外の取引が増
加し、製造業者 (メーカー )も産地内の取引よりも他地域への産地外の取引が増
加している。産地問屋や製造業者 (メーカー )の取引先がデータ上で少なからず
変化していることはわかるが、それに伴って従来の分業構造が単に縮小してい
るのか、また別の形態に変化しているのかは把握できない。以下からは、従来
の豊岡カバン産地の分業構造の変化について述べていく。  
 
Ⅳ．豊岡カバン産地の構造変化  
1．豊岡カバン産地の社会的分業の変化  
 豊岡カバンの統計的データから製造金額、卸売金額、事業所数の減少と共に、
産地問屋、製造業者の取引先の変化が明らかになった。1970 年代の社会的分業
構造はどのように変化したのかを検討する。以下の図表 9-6 を基に豊岡カバン
産地の社会的分業構造の変化を説明する。  
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図表 9-6 豊岡カバン産地の社会的分業の変化 374 
1970 年代の社会的分業の構造  
 
 
 
現在の社会的分業の構造  
 
出所：筆者作成  
                                                   
374 図表 9-6 のなかで、実線から点線になっているところは取引関係が減少していること
を示す。  
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産地問屋は新たに産地外メーカー (中国等の海外メーカー )との取引関係を構
築している。産地問屋の取引関係が産地外メーカーに移行したことにより、産
地問屋はメーカー、関連業者との取引関係が減少した。メーカーは産地問屋が
取引先を産地外メーカーに移行したことにより、製品の販売先が減少した。メ
ーカーは産地外問屋、小売店 (百貨店等 )、一般消費者との取引関係を見出すこ
とになり、産地問屋が従来担ってきた製品開発等の機能も担うことになり、ま
た、メーカーは産地外メーカーとの OEM という形で取引を構築している。関
連業者 (材料業者 )はメーカーが産地内での取引関係から産地外の取引関係に移
行したことで、メーカーからの受注が減少した。関連業者 (材料業者 )は存立し
ていくために産地外メーカーとの取引関係を構築している。下請加工業者は産
地外メーカーから製品の加工の仕事を受注し、産地外の製品を取り扱っている。
外注・内職群は従業員の高齢化、後継者問題等で従事する人数が減少し、下請
加工業者に製品を納品できる量が減少している。  
 
2．社会的分業型から社会的分業型及び工場一貫生産型へ  
以上のように、豊岡カバン産地の社会的分業の構造は、産地問屋、メーカー、
材料業者を中心に取引関係が変化している。1970 年代の豊岡カバン産地におい
て、産地問屋はカバン製品を出荷し、製品開発にも関わることで取引関係にお
ける主導権を有していた。メーカーや材料業者は産地問屋を中心に、製品を開
発・製造していた。つまり、1970 年代の豊岡カバン産地は産地問屋が主導的な
役割を果たし、社会的分業が成り立っていた。しかし既述しているとおり、現
在の豊岡カバン産地では、産地問屋が製品開発等の機能を果たしておらず、メ
ーカー、材料業者の取引関係も変化し、「工場一貫生産型」の構造がみられる。
「工場一貫生産型」とは、「社会的分業関係がほとんどみられず、一貫生産体制
のもとで、製品を生産し、生産した製品は自らの手で産地外の消費地問屋、ス
ーパー、小売店等に直接販売している独立メーカーによって、構成されている
タイプの地場産業 375」である。つまり、製造から販売までを一貫で担っている
産地企業によって構成されている地場産業である。  
                                                   
375 山崎充  (1977) 43 頁  
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現在の豊岡カバン産地には社会的分業によって製品を製造するのではなく、
100％自社工場内生産でカバンを製造し、産地外へ販売しているメーカーも存
在する。だが、1970 年代から継続されている社会的分業関係によってカバンを
製造しているメーカーも存在する。 つまり、豊岡カバン産地は「社会的分業型」
と「工場一貫生産型」が共有した地場産業といえる。  
 
3．産地完結型から非産地完結型へ  
山崎充 (1977)によると、豊岡カバン産地は 1970 年代に産地完結型だとされ
ているが、現在では、「製品の企画、製品化等に関するリーダーシップが産地の
外に本拠をもつメーカー、問屋の手に大なり小なり握られているタイプの地場
産業 376」である「非産地完結型」といえる。何故なら、産地問屋の数が減少し
たことにより、メーカーとの製品開発等を伴う取引関係も減少した。したがっ
て、産地問屋主導による製品開発は現在減少している。産地外のメーカー等は
豊岡カバン産地のメーカーに自社の製品を製造させることで、豊岡カバン産地
内でのリーダーシップを発揮するようになっている。また、産地外問屋はメー
カーと共同でデザイン開発し、製品の販売を担っている。つまり、メーカーは
産地外の問屋、メーカーと独自の製品開発等を行うようになっている。このよ
うに、メーカーが産地外の問屋や産地外に本拠をもつメーカーと新たな取引関
係を構築しており、豊岡カバン産地は「非産地完結型」といえる。   
 
4．現在の豊岡カバン産地の分類基準  
1970 年代の豊岡カバン産地は、社会的分業、産地完結型であるので、産地完
結型及び社会的分業型に分類できる。現在の豊岡カバン産地の生産形態は、社
会的分業型と工場一貫生産型とが共存しており、なおかつ豊岡カバン産地は非
産地完結型で構成されている。つまり、豊岡カバン産地は、第 1 に非産地完結
型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生産型の形態に分類で
きる。第 1 に非産地完結型及び社会的分業型とは、産地問屋、メーカー、材料
                                                   
376 山崎充  (1977) 45 頁  
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業者が各自に産地外の問屋、メーカーと取引関係を構築し、産地外の問屋、メ
ーカーに製品開発等の主導権を握られ、一部の製造過程ではメーカーが産地内
の下請加工業者、材料業者との取引関係を構築している形態である。第 2 に非
産地完結型及び工場一貫生産型とは、産地内の産地問屋、製造業者、材料業者
の各自が産地外の問屋、メーカーと取引関係を構築し、産地外の問屋、メーカ
ーに製品開発等の主導権を握られ、製造過程では産地内のメーカーが内製化し、
工場で一貫生産され、製品の販売も自ら手掛ける形態である。  
 以上のように、現在の豊岡カバン産地は、第 1 に非産地完結型及び社会的分
業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生産型で構成されている。つまり、現
在の豊岡カバン産地の分業構造は 1970 年代の産地完結型及び社会的分業型か
ら第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生
産型、に変化したといえる。次に、第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第
2 に非産地完結型及び工場一貫生産型、の分業構造のなかで、豊岡カバン産地
の産地企業の実態を明らかにするために、インタビュー調査を基に考察する。  
 
Ⅴ．豊岡カバン産地企業の産地外取引 377 
豊岡カバン産地において、新たな分業構造に対応する産地企業の経営行動を
明らかにするために、産地外取引に重点を置いている 3 社を選んだ。その 3 社
はバッグ、ケース等の鞄を製造している A 社、鞄金具及び錠前を製造している
B 社、ビジネスバッグ、タウンバッグを OEM で製造している C 社、である。3
社とも、創業当時 (約 50 年前 )から産地外取引を行っているのではなく、約 10
年前から産地内取引に加えて、産地外取引にも着手している。 以下の図表 9-7
はインタビュー調査の概要を示している。  
 
 
 
 
                                                   
377 以下の記述は、 2010 年 6 月 8 日 10:00~14:00 の日程で行ったインタビュー調査に基  
づいている。  
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図表 9-7 インタビュー調査の概要  
A社 B社 C社
設立：1956年3月 設立：1955年12月 設立：1956年5月
事業：バッグ、ケース等を主とし鞄、袋物
類の製造及び販売
事業：地場の鞄メーカーに鞄金具及び錠
前を製造、供給
事業：ビジネスバッグ、タウンバッグ、財
布、小物の製造
資本金：1000万円 資本金：1000万円 資本金：3000万円
従業員：9 名 従業員：15人 従業員：150人
・少量ロットの受注生産 ・カバンに付けるハンドル、金具を製造 ・設計、裁断、縫製の一貫生産ライン
・企業向け鞄ビジネス ・中国に進出し、サンプル作りに着手 ・外注ではなく、100％自社工場内生産
・在庫をほとんどもたない ・海外の有力なブランドメーカーとの取引 ・ISO9001、14001認証工場
意義
創業当時（約50年前）から産地外取引を
行っているのではなく、約10年前から産地
外取引に移行している。
創業当時（約50年前）から産地外取引を
行っているのではなく、約10年前から産地
外取引に移行している。
創業当時（約50年前）から産地外取引を
行っているのではなく、約10年前から産地
外取引に移行している。
①質問：貴社は産地内での取引関係はあ
るか？
①質問：貴社は産地内での取引関係はあ
るか？
①質問：貴社は産地内での取引関係はあ
るか？
→豊岡カバン産地内での取引関係が減少
している。
→豊岡カバン産地内での取引関係が減少
している。
→豊岡カバン産地内での取引関係が減少
している。
②質問：産地内での取引関係の減少
で産地外との取引関係は増加したか？
②質問：産地内での取引関係の減少
で産地外との取引関係は増加したか？
②質問：産地内での取引関係の減少
で産地外との取引関係は増加したか？
→増加した。それは産地外の問屋、一般
消費者(インターネット、店頭販売)の取引
関係である。
→増加した。それは中国の企業との取引
関係、海外の有名ブランドメーカーとの取
引関係である。
→増加した。それは日本の大手鞄メーカー
のOEMに参加した。
　③質問：産地外との取引関係をどのように
構築したか？
③質問：産地外との取引関係をどのように
構築したか？
③質問：産地外との取引関係をどのように
構築したか？
→インターネットによる少量ロットの受注生
産、店頭販売の強化をした。
→中国に進出できたのは、独自の情報収
集によるものである。また、海外の有力ブ
ランドメーカーに鞄の金具を積極的に売り
込む活動の成果である。
→日本の大手鞄メーカーの関係者が豊岡
カバン産地を訪れたときに、話す機会があ
り、OEMへの参加が決まった。
　
概要
調査
現状
 
出所：筆者作成  
 
A 社は産地内の材料業者から部品を購入し製造しており、社会的分業型を構
築している。しかし、産地外問屋、一般消費者の需要に対応するために、製品
開発等をオーダーメイドという形で行っている。多種多様な需要に対応するた
めにオーダーメイドの製品を開発したことで、産地外問屋、一般消費者に製品
開発等の主導権を握られることになり、非産地完結型になっている。A 社は①
非産地完結型及び社会的分業型の経営行動をとっている。  
B 社は鞄金具及び錠前を産地内メーカーに出荷しており、社会的分業型を構
築している。しかし、産地問屋へ出荷がなくなり、出荷できるところが減少し
た。そこで、ブランドメーカー（産地外メーカー）に対応するために、デザイ
ンに独自性のある製品を製造している。ブランドメーカーに製品開発等の主導
権を握られることになり、非産地完結型になっている。B 社は①非産地完結型
及び社会的分業型の経営行動をとっている。   
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C 社は産地外メーカーとの取引関係 (OEM)を構築することで、製品開発等の
主導権を産地外メーカーに握られることになり、非産地完結型になっている。
また、自社の設計、裁断、縫製の一貫生産ラインで製造することで工場一貫生
産型になっている。C 社は②非産地完結型及び工場一貫生産型の経営行動をと
っている。   
以上のように、各社の分業構造の変化に対応した経営行動が豊岡カバン産地
の第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生
産型、の分業構造を生み出している。豊岡カバン産地の産地企業が仮に第 2 の
非産地完結型及び工場一貫生産型、に対応した経営行動に完全に移行すれば、
産地企業同士の取引関係は減少し、新たな分業構造に対応できない産地企業が
衰退していくことになる。  
 
Ⅵ．おわりに  
本章では地域経済の主体である地場産業の分業構造について考察してきた。
従来の地場産業の分業構造から新たな分業構造に変化したことで、産地企業の
実態もそれに沿った経営行動がみられた。メーカー等が産地外取引に移行した
分業構造である、第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型
及び工場一貫生産型、への変化であった。本章は豊岡カバン産地を取り上げ、
地場産業の構造変化に伴う産地企業の実態を明らかにしたが、山崎充が 1970
年代に指摘した地場産業の分業構造では、現在の地場産業の分業構造を把握で
きなくなっている。豊岡カバン産地の分業構造のような状況が他地域の地場産
業でも起こっていると考えられる。地場産業の存立維持を可能とする要因が仮
に考えられるとしたら、産地問屋が製品開発等のソフト面での機能を強化し、
メーカー等との取引関係を再構築する方向性であろう。本章の意義は、現在の
地場産業の分業構造を明確に把握し、地域の雇用創出といった地域経済に貢献
できる分業構造の再構築の必要性を示唆できたことである。これらの点を踏ま
えて、産地問屋とメーカーとの産地内企業間関係の再構築について第 10 章で
検討していく。つまり、産地内企業間関係の再構築が事例を基にどのように行
われているのか、またその再構築が地場産業の発展にどのような影響をもたら
しているのかについて言及していく。
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第 10 章 産地企業の産地内企業間関係の構築と製品差別化  
―豊岡カバン産地の産地企業を事例に―  
 
Ⅰ．はじめに  
現代産地を取り巻く経済･経営環境は厳しく、産地企業の存立はより困難な状
況となっている。しかし、すべての産地企業が存立の危機にあるわけではなく、
産地企業のなかには、特徴ある取組を行うことにより、存立維持を可能とする
企業も少なからず存在する。これらの産地企業は、いかにして自社の存立維持
を可能としているのであろうか。  
産地企業による存立維持のための経営行動の 1 つに、市場のニーズに対応し
た製品差別化があげられる（山本篤民 (2010)、藤川健 (2010)、吉見隆一 (2009)、
大貝健二 (2009)、等）。山本篤民 (2010)は、富山県の銅器産地および福井県の眼
鏡産地を対象に、産地企業の新分野展開の要因として生産技術力やデザイン力
等を指摘し、製品開発による製品差別化を示唆している。藤川健 (2010)は、北
海道旭川地域の家具産地を対象に、生産体制の変化を説明し、産地企業のカン
ディハウスを事例に製品転換過程とデザイン転換過程について論じている。吉
見隆一 (2009)は、新潟県の燕･三条地域を対象に、産地企業の活動としてデザイ
ンを中心とした製品差別化が重要であると述べている。大貝健二 (2009)は、岐
阜県関市の刃物産地と新潟県燕市の洋食器産地を対象に、産地企業が OEM 生
産を軸に海外に生産拠点を移しながら、市場ニーズを把握した製品開発を行っ
ていることに言及している。  
以上に示された先行研究では、産地企業による製品差別化が、産地企業単独
により取り組まれることを示している。しかし、最近の製品開発をめぐる諸議
論では、製品差別化は企業単独でなく、むしろ企業間関係により取り組まれる
こともあることが指摘されている。例えば山倉健嗣 (2009)は、企業が成長する
ためには、他企業との共同で戦略展開することで製品･サービスを創造すること
が重要であると指摘する。  
このような企業間関係による製品開発は、産地企業を対象とした研究でも指
摘されている (塚田朋子  (1995、1996a、1996b)、井上芳郎  (2008)等 )。塚田と
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井上の研究では、ともに兵庫県豊岡市 378のカバン産地をケースとして取り上げ
ており、豊岡カバン産地の社会的分業構造の変化に触れ、産地内製造業者が産
地問屋との取引関係から脱却し、産地外取引を介した産地内製造業者独自の製
品開発、ブランド化による製品差別化を対象に、産地企業の存立維持について
言及している。塚田と井上は、企業間関係のなかでも、産地企業と産地外企業
との関係に着目している。後でみるように、近年の産地企業は、産地内ではな
く、産地外企業との間で企業間関係を構築しようとする動きが顕著にみられる。
産地外企業との取引関係の構築により、自社の存立維持を図ろうとしているの
である。  
しかしながら、産地企業による企業間関係には、産地外企業との関係だけで
はなく、従前来からの産地企業同士の関係も存在する。産地企業の存立維持に
とって有益なのは産地外企業との取引関係であり、一方で産地内の産地企業同
士の取引関係はもはや意味をなさないのか。いや、そうではない。産地企業同
士の取引関係がむしろ産地企業の存立維持に重要な意味をもつ場合もあるので
はないのか。  
本章では、現代産地企業の存立維持を可能とする取組の 1 つとしての製品差
別化をテーマに、それを生み出す産地企業同士の企業間関係に着目し、その実
態を明らかにしていく。分析対象とするのは、塚田と井上もその対象とした豊
岡カバン産地である。以下では、産地内に存立する産地企業のケースとして産
地問屋と産地内製造業者の 2 社を取り上げ、両社によって構築される製品差別
化を生み出す企業間関係について考察していく。  
 
Ⅱ．豊岡カバン産地の概要 379 
1．豊岡カバンの製品特性  
豊岡カバン産地は、豊岡市を中心とする但馬地区に自生していた「コリヤナ
ギ」を原料とした柳行李の製品開発からその歩みが始まった。豊岡カバン製品
                                                   
378 本章でいう豊岡市とは、合併前の旧豊岡市のことを指す。豊岡市は、 2005 年に周辺
の城崎町･竹野町･日高町･出石町･担東町と合併し、新豊岡市となった。これ以降、取り
扱う統計データも含めて、表記される豊岡市は、旧豊岡市であり、新豊岡市でないこと
に留意されたい。  
379 第 9 章でも既述しているが、再検討している。  
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にとっての大きな転換期は、第二次世界大戦後の 1949 年頃である。その頃に、
ファイバーを使用したファイバー鞄製品が生産高の大きな比重を占めるように
なった。その後豊岡カバンは、高分子化学工業の発展によって塩化ビニールレ
ザー、ナイロン、合成皮革、人工皮革等の素材の変遷を辿っている。  
 
2．豊岡カバンの社会的分業 380 
豊岡カバンの製造工程は、第 1 に企画会議、第 2 にデザイン作業、第 3 に型
紙づくり、第 4 に金型づくり、第 5 に裁断、第 6 に印刷、第 7 に裁縫、第 8 に
仕上げ、となっている。豊岡カバンの製造工程は 1 つの生産工場で完成させる
のではなく、外注加工とする分業生産体制で構成される。  
山崎充 (1977)は 1970 年代の日本各地の地場産業を対象に、産地の形態を第 1
に歴史 (伝統型―現代型 )、第 2 に市場 (輸出型―内需型 )、第 3 に立地 (都市型―地
方型 )、第 4 に生産形態 (社会的分業型―工場一貫生産型 )、第 5 に地域的分業 (産
地完結型―非産地型 )、に類型化している 381。このなかで、豊岡カバン産地を産
地完結型であると位置づけている。産地完結型とは、カバン製品の企画、生産、
販売、仕入、金融等に関する機能のすべてを産地内の企業が総合的に、あるい
は個々の企業が専門的に備えている形態である。山崎充 (1977)では、豊岡カバ
ン産地では産地問屋は製品の集荷と販売の機能だけでなく、さらに製品開発、
デザイン開発の機能をも持ち合わせており、また産地内製造業者は製品の生産
に専門化している、と指摘されている 382。  
1970 年代当時の豊岡カバンの社会的分業構造は次のとおりである。産地問屋
が製品を産地内の製造業者に発注し、製造業者は下請加工業者に部品製造を委
託し、下請加工業者がさらに内職の職人に仕事を発注している。関連業者 (材料
商 )は製造業者にカバン製品に必要な材料を提供している。他にも、産地問屋が
材料商から材料を仕入する場合等がある。  
                                                   
380 長谷川英伸 (2011)では、豊岡カバン産地の構造変化 (分業体制 )について新たな形態分
類を行っている。豊岡カバン産地の構造変化とは 1970 年代の産地完結型及び社会的分業
型から第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型及び工場一貫生産型に
変化したことである。  
381 山崎充  (1977) 24-46 頁  
382 山崎充  (1977) 45 頁  
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豊岡カバン産地の社会的分業構造を簡潔に示すと、産地問屋、製造業者、材
料商、さらに下請加工業者、外注・内職群の分業関係として示すことができる。
これを示したのが、図表 10-1 である。  
 
図表 10-1 豊岡カバン産地の社会的分業  
 
出所：筆者作成  
 
Ⅲ．豊岡カバン産地の産地外取引の現状 383 
豊岡カバン産地の社会的分業の構造 (分業構造 )は、その後大きく変化してい
る可能性がある。中小企業庁が「2005 年度産地概況調査」として実施したアン
ケート調査から示されているように、全国の産地同様、産地企業の倒産・廃業、
産地企業の事業縮小、産地企業の価格競争力の低下、産地企業の技術力の低下･
陳腐化等、が豊岡カバン産地にも生じていると推察される 384。  
 
 
                                                   
383 第 9 章でも既述しているが、再検討している。  
384 井上  (2008) 175-177 頁において豊岡カバン産地の産地企業の現状に触れている。  
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1．豊岡カバン産地の産地問屋の地区別仕入先  
豊岡カバン産地の社会的分業構造が変化しているのかどうかを、豊岡市が
2004 年まで発行していた豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書
2005 年度』のデータを基に検討する。主に、産地問屋の地区別仕入先および産
地内製造業者の地区別販売先の 2 つの指標から検討していく。  
産地問屋の地区別仕入先の実態を示したものが図表 10-2 である。図表 10-2
のデータは 1990 年から 2004 年までのものである。1990 年代は、豊岡カバン
産地において海外製品の輸入が増加しただけでなく、OEM による産地外取引
が盛んになった時期でもある。図表 10-2 によると、次のことがわかる。第 1
に、但馬地区 (主に豊岡市 )の 1990 年の仕入先金額は 160 億円であったが、2004
年には 40 億円に減少 (25％水準に低下 )した。第 2 に、海外からの 1990 年の仕
入先金額は 20 億円であったが、2004 年には 40 億円に増加 (200％水準に上昇 )
した。第 3 に、その他国内の 1990 年の仕入先金額は 20 億円であったが、2004
年には 10 億円に減少 (50％水準に低下 )した。これらから、産地問屋は 1990～
2004 年にかけて、産地内製造業者 (主に豊岡市に存在する )から製品を仕入れな
くなってきているということが示唆される。  
一方で、1994 年から仕入金額が低下しているものの、1990 年と比べれば産
地問屋の海外製品の仕入金額が増加していることもわかる。つまり全体的にみ
れば、但馬地区の仕入先に占める割合が 1990 年の 80%から 2004 年の 44%に
大幅に減少し、海外からの仕入先に占める割合が 1990 年の 9%から 2004 年の
44％に増加していることがわかる。これが、図表 10-2 から示唆されることの
もう 1 つである。  
以上から、産地問屋の仕入先金額は全体でみて減少しているが、仕入先の内
訳が大きく変化することによって、産地問屋の産地外取引関係の全体に占める
割合が増加傾向にあることがわかる。  
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図表 10-2 産地問屋地域別仕入先  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書 2005 年度』より筆者作成  
 
2．豊岡カバン産地の製造業者販売先  
次に、産地内製造業者の製品の販売先がどのように変化しているのかをみて
みる。豊岡カバン産地の製造業者販売先を示したものが図表 10-3 である。図
表 10-3 のデータも産地問屋の場合と同じく、1990 年から 2004 年までのもの
である。1990 年代は、産地問屋による海外製品の仕入金額が増加したことに伴
い、産地製造業者がその対応を迫られた時期である。具体的には、産地製造企
業は小売店に直接販売するようになった時期でもある。  
図表 10-3 によると次のことがわかる。第 1 に、産地内製造業者の産地問屋
への 1990 年の販売金額は 220 億円で、2004 年の販売金額は 40 億円に減少し
た (18％水準に低下した )。第 2 に、製造業者の他地域への 1990 年の販売金額
は 125 億円で、2004 年の販売金額は 75 億円に減少した (60％水準に低下した )。
図表 10-3 で示した販売先の内訳から示唆されることは、製造業者は 1990 から
2004 年にかけて、産地問屋に製品を販売しなくなってきているということであ
る。つまり全体的にみれば、販売先全体に占める産地問屋の割合が 1990 年の
63%から 2004 年の 34％に大幅に減少し、他地域への販売の比重が増加してい
ることがわかる。  
以上から、産地内製造業者の販売先金額が減少している一方で、販売先の内
訳も変化しており、産地内製造業者の産地外取引関係が増加傾向にあることが
178 
 
わかる。  
 
図表 10-3 製造業者販売先  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：豊岡鞄協会統計調査委員会･豊岡市『特産業統計書 2005 年度』より筆者作成  
 
3．豊岡カバン産地企業の取引先の変化  
以上のように、豊岡カバン産地における取引関係は、仕入先金額と販売先金
額の推移から産地内から産地外への取引に変化しているといえる。こうした現
状は、塚田 (1995、1996a、1996b)や井上 (2008)の豊岡カバン産地を取り上げた
諸研究で指摘された点と一致する。つまり、豊岡カバン産地においては、産地
企業の多くが産地外企業との取引関係を構築しており、これによって分業構造
が変化することとなった。  
こうした変化を独自に収集した A 社 (産地問屋 )、B 社 (産地内製造業者 )、の 2
社の事例を紹介することにより 385、その実態を確認しておくことにしたい。ま
ず A 社は、卸売問屋であったが、10 年前から製造機能も付加し、むしろ総合
製造業者に方向性を変えた。その背景には地方との取引関係がある。A 社は、
かつて産地外企業と取引をする際に、同社が果たして製造業者であるのかそれ
とも問屋であるのかと問われたことがあるという。製造業者と答えると、「安く
                                                   
385 以下の記述は、 2011 年 4 月 18 日 10:00~14:00 の日程で各社に行ったインタビュー調  
査に基づいている。  
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売ってくれる」と誤解されることがあり、それを避けるために、問屋と製造業
者の機能を合わせた総合産地内製造業者の形態をとっている。次に B 社は、紳
士用のカバンや小物入れ等を製造していた。産地問屋との取引が減少したため、
学校カバンを取り扱っている産地外の製造業者と取引関係を構築し、その OEM
を行うようになった。B 社の方向性としては、産地内製造業者として最終製品
ではなく、OEM という形で中間部品製造業者を目指している。  
以上のように、A 社と B 社はともに、産地内取引から産地外取引の企業間関
係を構築していることがわかる。また、A 社と B 社は、山崎充が論じていた豊
岡カバン産地の社会的分業構造から逸脱した産地企業と言える。産地企業は、
産地外企業と取引関係を構築することによって、自社の存立維持を図ろうとし
ているのである。こうした産地外企業との企業間取引関係の構築が社会的分業
関係に変化をもたらした。  
こうした動きは、すでに塚田 (1995、1996a、1996b)や井上 (2008)等の諸研究
でも明らかにされている点であり、さらには上で紹介した統計データからも、
産地外取引関係が増加していることを確認することができる。しかしながら、
産地企業のすべての企業が産地外取引に変化させているわけではない。産地企
業のなかには、産地内取引に存立維持の可能性を見出し、産地外取引に一旦取
引関係を変化させるも、後に産地内取引を再構築した企業が存在する。そこで
以下では、産地内企業同士で新たな企業間関係を構築し、存立基盤を強化させ
ている事例 2 社を取り上げる。  
 
Ⅳ．豊岡カバン産地における産地内企業間関係  
塚田 (1995、1996a、1996b)、井上 (2008)等の諸研究は、産地企業の産地外取
引を構築することによって、市場のニーズに対応した製品開発を行うことで製
品差別化に至り、産地企業の存立維持を可能としていると論じている。この一
方で、産地外取引ではなく、産地内企業同士の取引関係を構築することによっ
て製品差別化に至り、自社の存立基盤を維持している産地企業も存在する。  
以下では、豊岡カバン産地において製品差別化を生み出す産地内取引関係の
実態を明らかにするために、2 社の事例を取り上げる。具体的には、従来の産
地内製造業者と産地問屋との取引関係から新たな取引関係を構築している C 社
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(産地内製造業者 )、D 社 (産地問屋 )の 2 社をとりあげる 386。  
 
1．C 社の概要  
C 社の創業は 1971 年である。創業時は金物を取り扱っていたが、産地問屋
からの要請でカバン製造に移行した。現在では製品の企画、製造、販売を担っ
ている。  
C 社は、1980 年代の産地の社会的分業構造の変化に直面し、産地問屋との取
引関係を維持することができなくなった。このため、C 社は産地外に取引先を
模索することになった。まず C 社は、豊岡カバン産地に自社のカバン製品を委
託するために、訪れていた国内大手のカバン産地内製造業者の関係者と接触し、
OEM の生産に参加した。C 社は、当初は大手カバン産地内製造業者の OEM で
業績を伸ばしていた。しかしながら、特定企業の OEM の比重が大きいことへ
のリスクを懸念した C 社は、その後、OEM への依存を低め、自社製品の開発
を目指すようになる。  
C 社は自社製品の開発を促進していくために、産地内企業と積極的に取引関
係を結び、協力工場を増やしていった。C 社は、インタビュー当時において、
協力工場 15 社との取引関係を構築している。協力工場を増やす理由としては、
自社だけで製品を製造するよりも、分業することで産地内全体として利益を享
受したいという考えがある。つまり、C 社は産地内で自社だけが利益を得ても、
それ以外の産地内企業が衰退すれば、豊岡カバン産地の発展につながらないと
いう思いがある。また、産地内で協力工場を持つことによって、部品の集荷ス
ピードを上げることができ、さまざまな需要に対応可能としている。  
C 社は、産地問屋への販売に依存せず、自社自ら営業し、自社製品を出荷し
ている。営業するうえでこだわっているのが自社製品の広告である。広告費に
大きな投資を行い、産地外の百貨店に売り込みをかけている。また、自社製品
の情報発信ツールとしてインターネット等の媒体を活用している。しかしなが
ら、C 社は産地問屋の存在を否定しているわけではない。C 社は産地問屋の持
                                                   
386 以下の記述は、 2011 年 6 月 29 日 10:00~14:00 の日程で各社に行ったインタビュー  
調査に基づいている。  
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つマーケティング力を活用したいと考えている。産地問屋はコスト重視によっ
て中国製品等を扱うのではなく、都市部の流行を捉え、売れる製品を産地内製
造業者に提案すべきだと考えている。  
現在 C 社は、自社製品の製造･販売と、従来からの大手産地内製造業者から
の OEM、さらに都市部の産地内製造業者の OEM を行っている。OEM 先の企
業と共に企画開発を行っている。産地内外の販売比率は、インタビュー当時、
産地外が 30％、産地内が 70％となっている。  
 
2．D 社の概要  
 C 社の産地内取引に重要な位置を占めているのが、以下で紹介する D 社であ
る。D 社はカバンのデザインを考案し、産地内製造業者である C 社に製品の製
造を委託し、自社製品として販売している。  
D 社は、従来のカバンの形と異なる、いわば「奇抜」なカバンを製造してい
る。つまり、豊岡カバンを、荷物を入れる道具として考えるのではなく、身に
つけるファッションとして考えている。D 社のデザイナーは海外のデザイナー
との交流を深めており、独自性のあるデザインを開発している。また、異業種
との交流も積極的に行っており、カバンに和風テイストのデザインや、彫刻を
モチーフにしたデザイン等を施したカバンも生み出している。  
D 社は、独自性のあるデザインを基にしたカバンを製造するために、C 社と
製品開発を行い、C 社の有力な OEM 先となっている。また D 社は、C 社の製
造能力および販売能力を活用し、自社のデザインの付した製品を海外に出荷す
ることに成功している。さらに D 社は、産地外へのマーケティング力を強化し
ている。例えば、自社の製品の情報を発信するために、海外のデザイン賞を獲
得するだけでなく、国内の百貨店向けに展示会を開き、バイヤーとコンタクト
をとる等、国内外での活動範囲を広げている。特に海外のデザイン賞を獲得す
ることにより、国内市場での自社のデザインの付加価値を高めることに成功し
ている。  
 
3．産地内企業関係を構築可能とする背景  
このように、デザイン力を有する D 社と、製造･販売能力を有する C 社との
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間では、産地内同士の取引関係が構築されている。豊岡カバン産地にて製造･
販売される一般的なカバンとは異なる独自のカバンを共同で開発することによ
り、互いに存立維持を可能としているのである。C 社と D 社はともに、前節で
説明してきたような産地内取引から産地外取引へと至る産地の全体的な趨勢と
は異なっており、互いに産地内企業同士の取引関係を構築することにより、製
品差別化を実現していると言える。  
それではなぜ、C 社と D 社との間で産地内企業間取引関係の構築が可能にな
ったのであろうか。先の事例から、この背景として次の 3 点が考えられる。第
1 に企業の戦略転換があげられる。C 社は、産地外取引の必要性を感じ、実際
に取引先の一部に産地外企業との取引を増加させていたが、その後再び産地内
取引に重点を置きだした。C 社は、OEM への依存のリスクを感じ、産地外取
引から産地内取引に戦略転換を図ったのである。C 社は、豊岡カバンのデザイ
ンを改良するべきだと考えていた。そのような時期に D 社のデザインと出会っ
た。D 社の経営者はデザイナーであり、カバン生産そのものに携わったことは
なかった。自社のデザインを基に、カバン製品を製造してくれる産地のカバン
職人を探したが、デザインが奇抜過ぎてカバン職人に理解されず、製品開発が
進まなかった。そのデザインを基に、C 社が OEM の形で豊岡カバンを製造す
る機会が生じたのである。当初は少量生産であったが、D 社のデザイン力、都
市部の小売店に対する営業力等の効果から売上が伸び、現在では大量生産に至
っている。  
第 2 に行政の施策による産地企業の創業があげられる。これは、D 社の創業
を意味する。D 社が創業した背景には、豊岡市 (行政 )のカバンストリート構想
があった。D 社の経営者は豊岡市出身であり、地場産業の豊岡カバンに対する
思いは強く、豊岡カバン産地の発展に貢献したいと考えていた。その思いによ
って D 社がカバンストリートに創業するきっかけを生み出した。行政の施策を
受けて、こうしたデザイン重視の企業が創造しているのである。  
第 3 に経営者同士が兄弟であることがあげられる。D 社の経営者と C 社の経
営者は兄弟である。D 社の経営者は、自分の兄弟である C 社の経営者に豊岡カ
バンの可能性について相談した。これがきっかけとなり、D 社が描いたデザイ
ンの製品化が可能となった。C 社と D 社の経営者同士が経営方針を共有してお
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り、さらに互いが兄弟関係にあったため、信頼関係が構築されていた。つまり
D 社のデザインは奇抜なものが多く、C 社以外の産地内製造業者が製造してく
れなかったが、C 社はそのデザインを理解し、売れるものと認識し大量に生産
を引き受けてくれたのである。  
このように、C 社と D 社が産地内同士の企業間関係を構築できた背景には、
C 社の産地外取引から産地内取引への戦略転換、豊岡市の施策を背景とした D
社の創業、さらに、C 社と D 社の経営者が兄弟であることによる信頼関係に基
づく経営方針の共有、といったことがあげられる。これらの背景が重なり合っ
たために、C 社と D 社との間で産地内同士の企業間関係が構築されえたといえ
る。  
 
Ⅴ．おわりに  
本章は産地企業の存立維持の 1 つの取組としての、製品差別化を生み出す産
地内企業同士の企業間関係について考察してきた。つまり、豊岡カバン産地に
存立する産地内企業同士の企業間関係を構築できている 2 社を事例として取り
上げた。  
産地企業の製品差別化を対象とした先行研究では、産地企業が存立し続ける
ためには、産地企業は既存製品をベースに市場のニーズに合った新製品開発 (ブ
ランド化 )を行うことが必要であることが指摘された。また、企業間関係におい
ては、産地企業は、産地外企業と取引関係を構築し、人材、デザイン力等の経
営資源を獲得することで製品差別化に至り、存立維持を可能としていると指摘
された。  
しかしながら、本章で取り上げた 2 社の事例では、産地外企業との取引関係
ではなく、むしろ従来の産地企業同士の企業間関係を新たに構築しており、そ
の関係のなかで製品差別化を生み出し、自らの存立維持を可能としている。こ
のことは、近年の産地企業の産地外取引を重点に置いた製品差別化を論じてい
る先行研究では必ずしも指摘されることがなかった点であり、本章での 2 社の
事例の検討から明らかになった点である。さらに、そうした製品差別化を生み
出す産地内企業同士の企業間関係が構築される背景として、産地企業による産
地の可能性を見直したうえでの産地内取引への戦略転換、豊岡市の行政の取組
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による産地企業の創造、産地問屋と産地内製造業者との信頼関係に基づく経営
方針の共有 387、の 3 点が事例から明らかになった。  
製品差別化を生み出す産地内企業間取引関係の実態と、その産地内企業間関
係を生み出す 3 つの背景を明らかにしたことが、本章での検討の最大の意義で
ある。これを図示したものが、図表 10-4 である。  
 
図表 10-4 産地内企業間関係を生み出す背景  
 
出所：筆者作成  
 
これら 3 つの背景が、製品差別化を生み出す産地内企業間関係の構築につな
がるということは、本章で取り上げだ事例の検討から導出された命題である。
本章では、産地内企業間関係の構築が産地企業の存立維持に貢献していること
を前提として議論を展開してきた。本章で取り上げることができなかった海外
市場との中小企業の関係性については、第 11 章、第 12 章で検討していく。  
 
                                                   
387 現在、豊岡カバン産地には商業組合 (産地問屋 )と工業組合 (メーカー )があるが、協力
関係は存在しない。それを裏付ける現状として、工業組合側が豊岡カバンの商標登録を
目指して動いていたが、商業組合側は関与していない。  
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第 11 章 中小企業のグローバル化に関する諸議論  
 
Ⅰ．はじめに  
 中小企業の多くが内需型の業種に属しており、自社の製品･サービスは国内市
場を主に提供されている。しかし、中小企業の業種によっては、主に海外市場
に自社の製品･サービスを提供しているところもある。中小企業に関する諸理論
のなかで、中小企業と海外市場の関係性から中小企業の存立基盤を考察してい
る理論も長年蓄積されてきている。特に中小企業を取り巻く国際化に関する議
論は多い。太田進一 (1987)では、中小企業の国際比較研究について言及してお
り、各研究者の分析枠組を分類している。太田進一は中小企業の国際的研究の
意義として、「経済の再建過程において深刻化する中小企業問題を解決するため
に、わが国だけの問題を調査するのではなく、先進資本主義諸外国の中小企業
の地位や、変貌、問題化の過程、政策、中小企業問題の取り扱いの学問的態度
の特色等を調査しようとするもの 388」であったと述べている。中小企業を取り
巻く経済環境を日本国内に限定するのではなく、海外の経済環境と密接に関連
したものとして考える必要がある。中小企業と海外の経済環境を考えるうえで
重要となるのが、大企業のグローバル化である。日本経済は大企業を中心とす
る産業構造で成り立っており、その大企業は自社製品を海外市場向けに製造、
販売を行っていることから、大企業は海外市場と密接な関係にある。現代の大
企業は現地生産化を全世界的に展開しており、多国籍企業として経営行動を行
っている。製造業に属する中小企業の経営行動は、海外市場へ進出している大
企業の経営行動に大きく影響される。中小企業と大企業の企業間関係について
多くの既存研究があるが、グローバル化のなかで中小企業がどのような経営行
動を行っているのかについての研究はまだ議論し尽くされていない。そこで、
本章では中小企業を取り巻くグローバル化による中小企業の経営行動の変化に
関する諸議論に注目していく。  
 
 
                                                   
388 太田進一  (1987) 27 頁  
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Ⅱ．中小企業のグローバル化に対する議論  
1. 政策的視点からみた中小企業のグローバル化 389 
中小企業の海外事業展開 390の背景には、日本の産業政策の変遷が関わってく
る。日本は 1945 年に第二次世界大戦で敗れ、復興のために手厚い保護･育成に
基づいた産業政策が推し進められた。当時の産業政策は産業における重化学工
業の比重を高めていく政策であった。つまり、1945 年から 1960 年に至る経済
復興期ないし高度経済成長期にかけて、終戦当初では石炭･鉄鋼･電力･造船等の
基幹産業に対してしだいに経済が復興し、高度成長を指向した時期では、合成
繊維･石油化学･鉄鋼･機械工業等の重化学工業に対して閉鎖経済体制のもとで
の輸入規制を行いながら、幼稚産業保護政策が展開された。支援策としては、
融資面、税制面からこれらの産業を支援するいわゆる傾斜金融･傾斜減税政策を
とり、他方では産業の基盤整備を進展させることによって積極的に産業の振興
を図った。  
 第二次世界大戦終結後より高度経済成長期に至り、国内産業の競争力強化に
伴って幼稚産業保護政策である封鎖経済体制を徐々に解きながら、解放経済体
制への移行、すなわち経済の自由化を進めていくこととなる。その自由化には
「貿易の自由化」と「資本の自由化」の 2 つがある。「貿易の自由化」は第二
次世界大戦後の世界的な潮流であった。一方、第二次世界大戦後、アメリカに
国際収支の赤字が続き、アメリカは諸外国に輸入制限の徹底を要請していたが、
1959 年に日本の対米貿易収支が戦後初めて黒字を記録するに及んで、日本の輸
入自由化の拡大を強く迫ってきた。日本政府は 1960 年 5 月に「貿易為替自由
化大綱」を定めて、国内生産に必要な原材料や競争力の強い製品の輸入自由化
を早めて、3 年後の自由化率を 80％にまで高めることを明示した。その後さら
に自由化率は高まり、 1976 年 3 月には、一部農産物等を除いて 99％にまで達
している。これが今日に至る TPP 問題の源流となる。  
 日本製品にも、日本企業にも、封鎖競争体制下で培われた技術革新による国
際競争力はすでに 1970 年当時、世界的レベルにまで達しており、これらの危
                                                   
389 佐竹隆幸編著  (2014)を参考にした。  
390 本章の海外事業展開は貿易、海外からの技術の導入、海外への技術輸出や技術連携、
海外直接投資等の範疇で捉えている。  
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惧は杞憂に終わることとなった。貿易の自由化、資本の自由化に対応すべく政
府がとった産業政策の中心は、いわゆる「新産業体制の確立」、「産業再編成の
推進」であった。「新産業体制」とは、貿易の自由化に対応するための産業構造
のあり方、政府の経済機構への関与、独占禁止政策の位置づけについて提唱さ
れたものであり、競争状態を過当競争から有効競争に転化するためにも、企業
間の合同･提携･共同行為を促進する寡占化政策を進めるべきであるとしたこと、
その実現のためには、政府と産業の関係の変革、すなわち「官民協調方式」を
とり、強力な体制で進めていくべきとするものであった 391。ここでのポイント
は以下の 3 点である。第 1 に中小企業をはじめとした日本企業は「規模の過小
性」･「競争の過当性」の状況下にある。第 2 に企業経営を安定化させるため
には、企業の集約化、いわゆる寡占化政策を推進する必要がある。第 3 に以上
を達成するためには「自主調整方式」ではなく、政府と経済界が一体となった
「官民協調方式」をとる必要があるとするものであった 392。  
 2000 年代、コスト削減のために WTO 加盟を契機に「世界の工場」として急
速に台頭する中国等、グローバル化による新興国への日本国内の工場移転が起
こることになる。WTO は自由に無差別に多角的な通商体制を確立しようとい
うもので、この頃から中国をはじめとした新興国に日本経済は打撃を受けるこ
とになる。現在、日本の為替基調は変わらず、経済のグローバル化により、製
造業も生産拠点の海外移転等「適地適産」の傾向を強めている。  
 
2．産業構造からみた中小企業のグローバル化  
 日本経済を取り巻く外部環境の変化により、産業構造もそれに伴い変化した
ことで、中小企業が海外市場に進出する背景について、村上敦 (1987)では「構
造不況業種としての中小企業の積極的な国際化 393」であると述べている。「構
造不況業種」とは、構造不況化でとくに厳しい対応を迫られている産業分野と
いう意味とされている 394。また、「構造的要因によって比較劣位化する産業分
                                                   
391 両角良彦  (1963)を参考にした。  
392 鶴田俊正  (1982) 82-114 頁  
393 村上敦  (1987) 12 頁  
394 村上敦  (1987) 1 頁  
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野 395」とも述べている。このような産業分野は 1970 年代に起きたオイル･ショ
ック等により、世界規模で経済が低迷し、さらに 1985 年の「プラザ合意」に
よって日本経済は円安不況の影響を大きく受けている。村上敦が定義している
「構造不況業種」としては、労働集約的な製品製造に従事している中小企業が
あげられる。労働集約的な生産工程は、日本の在来業種に多く、大きな設備を
要さない機械で行われている。労働集約的な生産工程で製造された製品の安価
な製品が日本に輸入され始めると、中小企業の競争力は失われていくことにな
る。村上敦は中小企業の比較劣位になりうる業種は「比較劣位化を回避するべ
き低賃金労働を求めて立地をシフトさせる傾向をもっている 396」と述べている。
つまり、国内においても地方の人件費が安い地域に工場等を移転することで、
低賃金労働を確保していくことになる。しかし、日本の人件費に安さを求める
のには限界があり、中小企業は近隣諸国の人件費の安さに注目するようになる。
村上敦は中小企業がアジア地域に海外直接投資を行うようになったのは、1970
年代としている。また、加工組み立て型の重化学工場分野においては、下請中
小企業による元請大企業の追随する形で海外事業展開していく場合もあった。
特に、労働集約的な軽工業に従事している中小企業が低賃金労働を目的にアジ
アの発展途上国に進出していく動きをみて、村上敦は「構造不況業種としての
中小企業の積極的な国際化 397」と主張している。  
 
3．経営戦略からみた中小企業のグローバル化  
 中小企業は日本の経済のグローバル化の進展に伴い、海外企業との競争が激
化していくこととなった。その競争から脱落し、廃業していく中小企業もある
が、自社を取り巻く経営環境に適応するために、新技術の導入、新製品の積極
的な開発、それに伴うコストダウン、等の経営行動を行い、国際競争のなかで
も存立している中小企業も存在する。では国際競争のなかでどのように中小企
業が存立しているのかを、河井啓希 (2004)の議論を説明していくことで考察し
ていく。河井啓希は中小企業におけるグローバル化について、自社の経営戦略
                                                   
395 村上敦  (1987) 2 頁  
396 村上敦  (1987) 11 頁  
397 村上敦  (1987) 12 頁  
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に注目している。中小企業のグローバル化に関する経営戦略にについては、経
済産業省 (1998) 『商工実態調査』のデータを援用し、その特性について実証
的な分析を行っている。河井啓希はまず、企業のグローバル化に関して段階的
に進展していくことに触れている。第 1 に「取引のグローバル化 398」を取り上
げている。つまり、「企業はより大きな市場を目指して自らが生産した製品の販
路を国内から海外に向けることで企業の成長をはかることができる 399」とし、
さらには、自社の製品の販路拡大のみならず、生産コストの削減のために、安
価な原材料等の取得を目指している場合もあるとしている。第 2 に「リスク回
避ならびにディスカウントを目的とした提携や委託加工契約にもとづく長期取
引を志向することになる 400」とし、生産に必要な部品調達を国内すべてで行う
のではなく、供給業者として海外企業を活用することになるとしている。第 3
に「企業は、川下ならびに川上に対する垂直統合を志向し、現地企業に出資す
ることで合弁企業を設立することになる 401」とし、海外市場で効率的に活動す
るために、現地企業が保有する情報等が必要であり、共同出資によって合弁会
社の設立が行われるとしている。第 4 に「企業は独立出資の海外子会社を設立
して、原材料の調達ならびに販路の開拓を内部化するに至るのである 402」とし、
企業のグローバル化の最終段階であるとしている。以上のように企業のグロー
バル化に関して河井啓希は述べているが、基本的に大企業に該当する内容とな
っているが、中小企業のグローバル化も同じ段階を進んでいると考えられる。
また、河井啓希は Dunning(1981)において提唱された OLI 理論に触れており、
企業のグローバル化は自社の経営資源を活用するために最適であると指摘して
いる。つまり、第 1 に  企業の特許、企業内に蓄積された情報、等の有形、無
形の優位性、第 2 に安価な生産価格、輸送コスト、顧客と距離、貿易障壁、等、
があげられる。特に、製造業に携わる中小企業では、元請大企業の海外事業展
開に伴うことで中小企業が元請大企業から海外の情報を共有できる場合もあり、
中小企業の研究開発、人的資本の蓄積、IT 技術の導入、等が促進されることも
                                                   
398 河井啓希  (2004) 8 頁  
399 河井啓希  (2004) 8 頁  
400 河井啓希  (2004) 8 頁  
401 河井啓希  (2004) 8 頁  
402 河井啓希  (2004) 8 頁  
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主張し、中小企業のグローバル化が中小企業の生産性を向上させる要因となり
うることに着目する必要性を述べている。  
 
4．現場レベルからみた中小企業のグローバル化  
 中小企業のグローバル化は現代において進展していることは既述しているが、
中小企業の現地生産、販売において、国内拠点との関係性について触れておく
必要がある。つまり、中小企業のグローバル化は国内拠点の売上高、従業員数、
等にどのような影響をもたらしているのか。中沢孝夫 (2012)では、製造業に携
わる中小企業のグローバル化、つまりは海外事業展開の事例を基に中小企業の
業績について触れている。まず、中沢孝夫は東南アジアに進出している中小企
業で聞き取り調査を行う過程で、技術力の高さについて評価している。そのた
めに中沢孝夫は「東アジア諸国に進出した設備･設計･パイプ加工、切削･研磨、
板金プレス、金型、メッキ、冷間鍛造、熱処理…といった会社で聞き取りをし
ていると、日本の 1960 年代と同様の年率 50％、60％といった売上高の成長を
遂げている例がとても多い 403」と指摘している。中小企業のグローバル化は自
社の業績に大きく影響をもたらしていると推測できるが、元々技術力が高い中
小企業の場合が多い。一方、国内で技術力を有する中小企業は、雇用等を支え
ている工場規模も比較的大きいために、そのような中小企業の現地生産等の経
営行動により、「産業の空洞化」の議論がなされることがある。いわゆる「産業
の空洞化」は企業の海外事業展開によって、生産機能の海外への移転として認
識されることがあり、国内の雇用の減少等が懸念されている。しかし中沢孝夫
は、中小企業のグローバル化は国内拠点の拡大につながり、雇用の減少が少な
いと考えており、その理由について事例を基に説明している。1994 年、タイに
海外事業展開した熱処理を主たる業務にしている中小企業では、国内の雇用が
進出する前の約 400 人から 2011 年の約 520 人に増加している。その他では
2003 年、タイに海外事業展開した自動車の精密機能部品を主たる業務にしてい
る中小企業では、国内拠点はさることながら、現地拠点の従業員数も増加して
いる。  
                                                   
403 中沢孝夫  (2012) 20 頁  
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次に中沢孝夫は、1990 年代以降の中小企業の海外事業展開の動向に触れてい
る。中小企業は取引先である大企業、中堅企業の要請による現地生産化が一般
的にみられる傾向にあるとし、一方当初から海外とのつながりがなく、自力で
海外事業展開しなければならない中小企業が大半であるのもまた事実であると
もしている。現代では経営資源等の問題で、海外事業展開したくても断念せざ
るえない中小企業も存在することにも注目する必要がある。たとえ経営資源に
余裕があっても、多くの中小企業が海外事業展開を躊躇している。その消極的
理由として中沢孝夫は、第 1 に既存の従業員の雇用確保、第 2 に現状維持、第
3 にリスクの高さ、第 4 に海外に精通した人材がいないこと、等の理由を述べ
ている。しかし、すでに海外事業展開をした現地の経営者からは、「もっと早く
進出すればよかった」という言葉も多いとも主張している。海外事業展開でよ
く懸念されるのが語学である。そこで中沢孝夫は、第 1 に知らない土地に行く
勇気、第 2 に相手に伝えるべき経験、第 3 に環境の異なった土地で暮らす神経、
第 4 に現地の言葉を覚える意思、等の心構えが必要であるとしている。例えば、
海外事業展開する場合は、まず通訳を雇う必要があり、それと同時に運転手も
雇う必要がある。現地の道路事情で、日本人が自分で運転するのはまず無理と
いってもよい。海外事業展開にあたっては、まず先行している企業やコンサル
タントから、用地の取得、要員の採用方法、現地役所との交渉、工場の建設と
設備の据付、等の情報を入手し、生産をスタートする、といった順序になる。
以上のように、中小企業のグローバル化は自社の業績を拡大させる可能性が高
いが、一方で海外事業展開における事業活動の課題も山積しており、現場レベ
ルにおいて、中小企業のグローバル化の困難さも見出すことができた。  
 
Ⅲ．中小企業のグローバル化の進展  
日本の中小企業がグローバル化 404を意識しはじめたのは、1995 年頃である。
主に ASEAN を中心とした東アジア諸国への進出が始まったが、1997 年の通貨
危機で停滞し、その後海外事業展開が再開され、急速に活発化したのは 2000
                                                   
404 グローバル化というのは、経営資源 (ヒト、モノ、カネ、情報 )が国境を越えて行き交
う現象である。  
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年前後からである 405。企業のグローバル化は、産業の種類や企業規模、そして
経営者の経営方針等さまざまな要素によって進められるのであって、一様では
ない。しかし中小企業が存立維持するための条件として海外事業展開は避けら
れない 406。  
大企業が活発に海外事業展開している現状で、中小企業の海外事業展開とは
どのようなものなのか。日本の中小企業が他に代替のきかない技術等の経営資
源を持つことによって、継続と発展を遂げている事実が見られるのもまた明ら
かであり、特に中国をはじめとした東アジア諸国に進出する中小企業は、現地
で大きく飛躍しているのみならず、日本国内の本社もまた成長するという好循
環を遂げている 407。  
 
図表 11-1 従業員数  
 
出所：経済産業省  (2012) 「企業活動基本調査」よりデータを作成  
 
  
 
 
 
                                                   
405 中沢孝夫  (2012) 42-43 頁を参考にした。  
406 中沢孝夫  (2012) 42-43 頁を参考にした。  
407 中沢孝夫  (2012) 10 頁を参考にした。  
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図表 11-2 事業所数  
 
出所：経済産業省  (2012) 「企業活動基本調査」よりデータを作成  
 
図表 11-3 売上高  
 
出所：経済産業省  (2012) 「企業活動基本調査」よりデータを作成  
 
上記の図表 11-1、11-2、11-3 のように、海外事業展開を行っている企業の従
業員数、事業所数、売上高は増加傾向を示している。つまり、企業の海外事業
展開は第 1 に国内の売上･経常利益、等の収益力の増加、第 2 に国内の研究開
発機能等の拡大 (高付加価値の製品･サービスの創出 )、第 3 に国内の従業員数の
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増加、等に大きな影響をもたらしている可能性がある。  
 
Ⅳ．おわりに  
 本章では中小企業に関するグローバル化の諸議論について触れてきた。現代
において、大企業のグローバル化はマスコミ等で盛んに触れられているが、中
小企業のグローバル化に関してはまだまだ実態がつかめないのが実情である。
しかし、中小企業の海外事業展開は新たな市場を開拓し、製品･サービスの供給
先として必然的な経営行動といえる。その反面、海外事業展開が産業の空洞化
を引き起こすという考えもあるが、中小企業の海外事業展開によるメリットが
デメリットを超えれば、日本経済活性化につながる可能性がある。海外事業展
開 (生産拠点･販売拠点 )することで、中小企業が存立維持することができるなら、
その可能性を優先すべきである。そうすることで中小企業の体力を蓄え、国内
においても新たな付加価値の高い分野で新産業を起こす中小企業の価値創造が
展開される。中小企業は活路を求め、国内でも利益をもたらす産業、雇用構造
のあり方に注目する必要がある。現在、国際間の物品の輸入には、自国の製品･
サービスを保護するために関税が設けられてり、通商上何らかの規制がかけら
れたりすることがあるが、TPP(環太平洋戦略的経済連携協定 )の流れから当事
者間において関税と非関税障壁を撤廃し、ヒト･モノ･カネ･情報の流れを活性化
しようとする方向性がみられる。  
中小企業はグローバル化の進展に関わる日本の政策の動向に対応し、自社の
経営資源を有効に活用していくことが求められる。本章では中小企業のグロー
バル化について考察してきたが、中小企業のグロール化は中小企業の存立問題
と大きく関わっており、中小企業の産業構造の位置づけ、中小企業の経営、等
のフレームから諸議論を取り上げただけでは中小企業のグローバル化を把握で
きない。つまり、中小企業の経営資源であるヒト･モノ･カネ･情報が海外企業や
海外市場にどのように適合し、自社の存立問題に影響しているのかを明らかに
する必要がある。中小企業の経営行動を分析することで、中小企業の海外事業
展開の課題を明確化し、自社の存立維持可能な要因が何なのかを探る。そこで
以下の 12 章からは兵庫県の中小企業の海外事業展開の実態をアンケート調査、
ヒアリング調査を活用しながら明らかにしていく。  
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第 12 章 中小製造業のグローバル化に関する一考察  
―兵庫県下の中小企業の海外事業展開を中心に―  
 
Ⅰ．はじめに  
 中小企業を取り巻く経済環境としては、高い法人税率、貿易自由化の遅れ、
労働の規制、さらに東日本大震災後のエネルギー危機や、アジア諸国の経済発
展、等があげられる。こうした環境下で特に製造業に着目すると、大企業の工
場や調達拠点の移転、市場開拓がさらに加速化する傾向にある。中小企業は取
引先である大企業が自社の生産拠点等を移転するに伴い、従来の取引関係の維
持が困難となっている現状もある。また、日本の人口減少の問題によって、国
内市場の縮小が予測されており、国内需要に依存している中小企業は供給量の
減少も懸念される。そこで、一部の中小製造業は自社の存立維持を図るために、
自らに生産拠点、調達拠点等を設ける経営行動がみられる。  
中小企業の海外事業展開 408に関する先行研究は数多く存在している。中小企
業が海外事業展開に至った背景に関しては、瀧澤菊太郎 (1982)では、「中小企業
は自社の経営問題に対応するために、いわば積極的な経営行動を行った 409」、
と論じており、中小企業の海外事業展開とは自社の存立維持を図るための経営
行動であるとしている。中小企業の国際化に関しては、村上敦 (1985)では、「海
外事業展開をも含めて中小企業の経営戦略に国際的視点を導入し、中小企業を
活性化させようとするもの 410」 と説明し、日本経済の国際化の進展によって、
中小企業は国際的調整 (海外事業展開 )に至ったと述べている。  
中小企業の海外事業展開の進展に関しては、松永宣明 (1992)では、「企業の国
際化を、貿易、からの技術の導入、への技術輸出や技術連携、直接投資 411」と
し、ニクソン･ショック以降の円高という外部要因によって中小企業が積極的に
海外事業展開を図っていくことを「積極的国際化」と述べている。中小企業の
事例を基に、海外事業展開する具体的な理由に関して中沢孝夫  (2012)では、
                                                   
408 本章の海外事業展開は貿易、海外からの技術の導入、海外への技術輸出や技術連携、
海外直接投資等の範疇で捉えている。  
409 瀧澤菊太郎  (1982) 9 頁  
410 村上敦  (1985) 285 頁  
411 松永宣明  (1992) 221 頁  
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「第 1 に、安い製品を輸入し、コストを削減するため、第 2 に、主力取引先の
要請に応えて、第 3 に、投資への配当や特許料、技術指導料等の収入を求めて、
第 4 に、市場へ販路を拡大するため、第 5 に、生産に携わる従業員を確保する
ため 412」、といった要因をあげている。  
以上のように、中小企業の海外事業展開に関する先行研究は数多く存在する。
本章では中小企業が海外事業展開するに至った動機と形態に焦点を置き、中小
企業の海外事業展開が中小企業の存立基盤にどのような影響をもたらしている
のかについて分析していく。本章は兵庫県下の中小企業の海外事業展開の動向
413を考察し、中小企業の存立維持を可能としている海外事業展開の形態を明ら
かにしていく。  
 
Ⅱ．兵庫県下の中小企業に対するアンケート調査  
1．海外事業展開による中小企業への影響  
大企業が活発に海外事業展開している現状で、中小企業の海外事業展開とは
どのようなものなのか。日本の中小企業が他に代替のきかない技術等の経営資
源を持つことによって、継続と発展を遂げている事実がみられるのもまた明ら
かであり、特に中国をはじめとした東アジア諸国に海外事業展開する中小企業
は、現地で大きく飛躍しているのみならず、日本国内の本社もまた成長すると
いう好循環を遂げている 414。  
次に 1990 年代以降の中小企業の海外事業展開の動向を取り上げると、取引
先である大企業の要請による現地生産化が注目されるようになる。一方当初か
らとのつながりがなく、自力で海外事業展開しなければならない中小、企業が
大半であるのもまた事実である。また海外事業展開したくても、経営資源等の
問題で断念せざるをえない中小企業も存在する。たとえ経営資源に余裕があっ
ても、多くの中小企業が海外事業展開を躊躇している。その消極的理由として、
                                                   
412 中沢孝夫  (2012) 91 頁  
413 兵庫県下における中小企業の海外事業展開に関しては、 (公財 )ひょうご震災記念 21 
世紀研究機構で 2012 年度に行われた「中小企業における海外事業展開の動向と課題」の  
研究調査報告書のデータを援用している。「中小企業における海外事業展開の動向と課題」 
の研究調査報告書の作成において、アンケート調査、ヒアリング調査等を筆者が行ってい  
る。  
414 中沢孝夫  (2012) 10 頁を参考にした。  
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「①既存の従業員の雇用確保、②現状維持、③リスクの高さ、④に精通した人
材がいないこと 415」、等の理由が考えられる。  
以下からは兵庫県下の中小企業の海外事業展開に関する動向をアンケート調
査から見出していく。今回のアンケート調査は、(公財 )ひょうご震災記念 21 世
紀研究機構で行われた「中小企業における海外事業展開の動向と課題」のデー
タを援用している。調査概要としては、第 1 に調査期間：2012 年 10 月～12
月、電子メールと郵送によるアンケート調査、第 2 に調査対象：兵庫県中小企
業家同友会、兵庫県商工会連合会、等の会員企業、約 1,540 社、第 3 に回答状
況：有効回答数 140 社 (回答率はおよそ 10％ )、規模別：有効回答数全体の約
80％が従業員数（パート等も含む）100 人以下となっている。業種別をみると、
製造業が 55％を占めている。以下からは各図表を基に説明していく。製造業の
海外事業展開の有無をみると、製造業のうち 37％が展開している。検討してい
る企業 (34％ )も含めると、51％になる。「していない」、または「撤退した」企
業は 49％である。  
海外事業展開時の動機に関する重要度の 5 段階評価 (海外事業展開している
と回答した企業を抽出 )については、下記の図表 12-1(各項目の重要度を 5 段階
で評価してもらい、回答された数値の合計を求め、その平均値を表している )
のようになる。「市場の成長を見据えた販路開拓」の数値が高く、「国内での競
争力低迷」、「円高による収益悪化」、等のネガティブな項目の数値はそれほど高
くなかった。一方、「安価な労働力確保」の数値が高く、国内の価格競争に対応
するため、現地の賃金格差を利用する動きもみられる。  
海外事業展開時から現在までの国内拠点の売上高の推移 (海外事業展開して
いると回答した企業を抽出 )について、海外事業展開を行うことで、「売上高が
増加している」が 48％、「変化なし」が 26％、「減少した」が 26％であった。
海外事業展開時から現在までの経常利益の推移 (海外事業展開していると回答
した企業を抽出 )について、海外事業展開を行うことで、経常利益が「増加して
いる」が 39％、「変化なし」が 31％、「減少した」が 30％であった。  
海外事業展開時から現在までの国内拠点の雇用人数の推移 (海外事業展開し
                                                   
415 中沢孝夫  (2012) 30-31 頁  
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ていると回答した企業を抽出 )について、雇用人数に関しては、「増加している」
が 35％、「変化なし」が 43％、「減少した」が 22％であった。海外事業展開時
から現在までの国内拠点の設備投資額の推移 (海外事業展開していると回答し
た企業を抽出 )について、設備投資額に関しては、「増加している」が 35％、「変
化なし」が 43％、「減少した」が 22％であった。以上の推移をまとめたのが下
記の図表 12-2 である。  
 
図表 12-1 海外事業展開の重要度 (平均値 ) 
 
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
図表 12-2 海外事業展開に関わる推移  
 
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
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現在の国内の事業役割分担について、「販売拠点の設置、国内生産し輸出する」、
「拠点の製品はその国もしくは第三国市場で販売」、が 1 番高い水準となって
いる。次に多いのが、「一部製品の生産を移管し、国内は高付加価値製品の生
産にシフト」となっている。今後の国内の事業役割分担について、「一部製品の
生産を移管し、国内は高付加価値製品の生産にシフト」が 1 番大きい水準とな
っている。次に多いのが「拠点の製品は、その国もしくは第三国市場で販売」
となっている。次に「販売拠点の設置、国内生産し輸出する」、「現地企業が製
造した製品を輸入、国内市場で販売」が高くなっている。以上の役割分担をま
とめたのが下記の図表 12-3(図表内の度数は回答社数を表す )である。  
 
図表 12-3 国内の事業役割分担 (複数回答 ) 
現在（度数） 今後（度数）
①海外販売拠点の設置、国内生産し輸出する 7 9
②単純部品の生産などを海外移管、国内では最終組立 3 3
③一部製品の生産を海外移管し、国内は高付加価値製品の生産にシフト 6 13
④国内生産拠点は持たず、海外で生産委託 1 1
⑤国内拠点は開発・設計・製品企画、生産機能は海外へ移転 2 5
⑥海外拠点の製品は、その国もしくは第三国市場で販売 7 11
⑦現地企業が製造した製品を輸入、国内市場で販売 5 9
⑧自社製品のメンテナンスを現地で行う 1 2
⑨現地企業製品のメンテナンスを現地で行う 2 1
⑩現地での対人サービスの提供 0 1
⑪その他 1 0  
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
海外事業展開する際の課題の 5 段階評価 (海外事業展開していると回答した
企業を抽出 )については、下記の図表 12-4(各課題を 5 段階で評価してもらい、
回答された数値の合計を求め、その平均値を表している )となっている。「現地
従業員の教育・訓練」の数値が高く、現地の教育等の課題が浮き彫りになった。
次に、「現地での取引先確保」、「現地での法制度･法規制の違い」、等が高い。現
地の企業や国の制度等は日本とは異なる部分があり、現地の情報収集する際の
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課題も存在することも注視する必要がある。  
 
図表 12-4 海外事業展開する際の課題の 5 段階評価 (平均値 ) 
 
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
中小製造業が海外事業展開していない理由 (海外事業展開していると回答し
た企業を抽出 )について、下記の図表 12-5 にようになる。中小製造業において、
海外事業展開していない理由は、「取引先･販売先が国内のみであるため」が 1
番大きな割合を占めている。また、「必要性は感じているが、制約･懸念事項が
あるため」が 2 番目に多い。次いで「価格や品質で競争力がある製品 (商品 )が
あるため」、「過去に進出したが、満足な結果が得られなかったため」等となっ
ている。  
以上のように、海外事業展開をしない理由として、自社にとっての市場が国
内に特化しているため、海外市場を取り込む必要性を感じていないためだと考
えられる。特に注目する必要があるのが、「必要性は感じているが、制約･懸念
事項があるため」と回答した中小企業である。何故なら、少なくとも海外事業
展開は自社の存立維持のために必要な経営行動であると認識しているからであ
る。しかし、自社の経営資源が海外事業展開を行う際に求められる水準にない
がために、海外事業展開の機会を阻害されている。自発的に海外事業展開を行
う意思がある中小企業に対して政策的な支援が必要となる。  
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図表 12-5 中小製造業が海外事業展開していない理由  
 
出所：(公財 )ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 (2013)において筆者が作成したデータを参考に作成  
 
2．アンケート結果からみた兵庫県下の中小企業の海外事業展開の傾向  
兵庫県下の中小企業における海外事業展開のきっかけをみると、図表 12-1
の「市場の成長を見据えた販路開拓」の数値が 4 と高く、積極的な経営行動に
基づいた海外事業展開であると推測される一方、「安価な労働力の確保」の数値
が 4 と高いことも注視する必要がある。人件費のみのコスト重視で海外事業展
開を考えるのではなく、自社が保有する経営資源の活用を念頭に置くことも重
要となる。  
従来の中小企業の海外事業展開は、取引先企業にしたのをきっかけに進展し
ていくという受動的な姿勢がみられたが、兵庫県下の中小企業は販路開拓のた
めの海外事業展開に対する意欲が高く、また海外事業展開としては、現地工場
の設立等よりも製品･サービスの輸出等の割合が高かった。  
また、中小企業の海外事業展開を行うことで、国内拠点の売上高が増加する
割合が半数を超えており、経常利益、従業員数の増加割合も高い。当然のこと
ながら、拠点でも売上高･営業利益･設備投資･従業員数、いずれも拡大傾向にあ
り、国内拠点よりも増加割合が大きい。以上のように、海外事業展開すること
で、国内拠点、拠点ともに経営規模が拡大しており、少なくとも海外事業展開
が中小企業の存立基盤の強化に良い影響をもたらしていると考えられる。  
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Ⅲ．兵庫県下の中小企業に対するヒアリング調査  
 次に兵庫県下で既に海外事業展開している中小企業に対するヒアリング調査
結果 416から、より具体的な海外事業展開の経緯を考察している。また、海外事
業展開を行ったことで、中小企業が自社の存立維持の強化にどのように結び付
けているのかをみていく。今回のヒアリング調査は (公財 )ひょうご震災記念 21
世紀研究機構で行われた「中小企業における海外事業展開の動向と課題」のデ
ータを修正･加筆している。  
 
1．A 社 417の海外事業展開  
A 社は 1995 年 1 月の阪神･淡路大震災に直面してから、顧客の設備を復旧さ
せるという本業以外で需要が高まっており、この対応に奔走していた。設備や
人員も需要の高まりに応じて増加させた。しかしながら、設備の復旧が一段落
したところでそれまでの需要が一気になくなり、仕事量の確保や資金繰り等で
いろいろと問題が生じることとなった。こうした諸問題への対応を余儀なくさ
れた。  
震災に直面した直後に同社が取り組んだこととして、中国における合弁企業
の新設があげられる。もともと同社は中国で 1994 年に第 1 号の合弁企業を設
立している。同社が中国に海外事業展開した背景には、前々から国際化に取り
組んできたが、これから先は中国の市場が伸びるだろうという予測があった。
震災により、国内の生産が滞ったことから、取引関係のある顧客に迷惑をかけ
ることはできないと思い、中国で第 2 の合弁企業を新設することを決断した。
中国でも日本で製造したものと同様の製品を製造できるのであれば現地で生産
すればよいという認識がある。こうした認識を基に、1996 年に合弁企業を新設
し、合弁工場を設立している。それによって同社は国内に供給する製品の生産
                                                   
416 今回のヒアリング調査はひょうご震災記念 21 世紀研究機構で行われた「中小企業に
おける海外事業展開の動向と課題」のデータを修正･加筆している。A 社 (2012 年 7 月 3
日、午後 4 時～午後 5 時）、B 社 (2012 年 7 月 20 日、午前 10 時～正午）、C 社 (2012 年
7 月 3 日、午後 1 時～午後 3 時）、D 社（ 2012 年 7 月 20 日、午後 2 時～午後 4 時）、E
社 (2012 年 6 月 28 日、午前 10 時～正午）、各企業には海外事業展開の動機、事業概要、
等を中心にヒアリングしている。各企業の海外事業展開先はすべて中国である。  
417 A 社：設立年は 1970 年、資本金額は 2000 万円、従業員数は 11 名、業態は電気、計
装工事の設計･施工、自動化･省力化装置の設計･製作等。  
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拠点確保を実現したのである。現在では震災後の国内需要の落ち込みから、中
国の合弁企業で生産される製品は主に中国市場向けとなっている。中国の合弁
企業の売上は好調であり、同社は海外事業展開を行ったことで、拠点の利益を
基に国内拠点の規模拡大を実現している。  
 
2．B 社 418の海外事業展開  
 B社は日本国内で仕事が無くなりうるという懸念から、 2002年に中国の無錫
へ海外事業展開する検討を始め、2005年の1月に海外事業展開した。中国に海
外事業展開した理由は、大型建設機械メーカーがすでに中国に海外事業展開し
ていたためである。同社は大型建設機械メーカーの集約ベンダー的役割を担っ
ていたため、取引先が沿海部に第2工場を設立することを契機に、同社も海外
事業展開することを決断した。中国工場の稼動状況は、受注が少ないために稼
動それ自体は約半分程度である。この結果、中国工場の売上は当初の見込みの
約半分であったが、そのお陰で中国工場の技術の習熟度合いが円滑に進んだた
め、結果としては良いという判断であった。中国現地メーカーとの競争につい
ては、日本本社では比較にならないくらい多品種少量のものを製造している (一
例をあげると、中国現地メーカーが3機種であるものは、同社は日本において
25機種を製造している )。同社は中国市場の販路開拓を実現し、国内拠点の売上
高の増加、さらに国内拠点の規模拡大を可能としている。今後は、設計部隊を
中国工場で整備し、現地日系メーカー向けに設計開発を安い単価で実現するこ
とを目指している。同社によれば、今後、自社でも対応可能な部品等について
積極的に営業をしていくという。  
 
3．C 社 419の海外事業展開  
C 社の海外事業展開はリーマンショック後 (2008 年代頃 )であった。リーマン
                                                   
418 B 社：創業年は 1944 年、資本金額は 3000 万、従業員数は 42 名、業態は大手建設機  
械メーカーの下請として、建設機械 (ショベル、クレーン )用板金パーツ、コンプレッサー  
用板金パーツ、各種産業機械用板金パーツ、機械用カバー、一般的なプレス加工部品等  
の設計･製作等。  
419 C 社：創業年は 1947 年、資本金額は 6500 万円、従業員数は 130 名、業態は洗浄機･  
油圧機器部品の製造販売。  
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ショック後、同社の売上が 6 割も落ち込み、銀行からの融資も厳しくなった。
この危機を乗り切るために、市場に目を向けることになった。同社の社長はグ
ローバルとは、「世界を見て業界の動向を見ながら自社の方向を決めること」で
あると述べている。自社の製品を中国で販売するために、現地販売拠点を中国
国内に構えた。現地の大手企業の最終製品の製造部品を供給している。同社は
営業に力を入れており、同社の営業担当の従業員には、中国での市場動向等の
調査を積極的に行わせている。また、営業担当者に計画書を書かせ、その計画
を達成できるように、社長も参加する社内会議を頻繁に行っている。同社の営
業力を支えているのが、自社独自の製品開発がもたらす高付加価値製品である。
中国国内には、日系企業が多数海外事業展開しており、コスト競争が起こって
いる。同社は、日系企業からのコストを重視した製造の受注よりも、同社にし
かできない製品開発、製造を目指している。同社は海外事業展開を行うことで
中国の市場を取り込み、自社の国内拠点の拡大、売上高の増加を可能としてい
る。今後は、自社の製品のアフターサービスを担う現地拠点を設置する戦略を
立てている。  
 
4．D 社 420の海外事業展開  
D 社は工員の高齢化や激しい価格競争を背景に、1982 年から中国や韓国での
委託生産を始め、1995 年には生産量の過半数を中国生産にシフトしている。万
一のリスクを回避するため、現在は中国の北から南まで計 4 カ所の工場に分散
発注している。中国での現地生産には課題も存在する。中国の経済成長に伴い、
現地の人件費が上昇しており、今後の他の諸外国に生産拠点を再配置する等課
題も存在する。阪神･淡路大震災を機に完全なファブレス化を果たし、製造メー
カーではなくなった D 社は、戦略として企画･製造･販売に特化するのが狙いで
あり、本社の少数精鋭であることで強い体質が保たれている。D 社は海外事業
展開を行うことで、国内拠点の研究開発部門を強化し、新たな新製品を販売す
ることで売上高の増加を可能としている。つまり D 社は、国内拠点を新製品等
                                                   
420 D 社：設立年 1961 年、資本金額 9000 万円、従業員数： 30 名、業態はシューズの販
売生産。  
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の開発に経営資源を集中させることで、製品の高付加価値化を実現している。  
 
5．E 社 421の海外事業展開  
E 社の海外事業展開の時期は 2003 年頃であった。2002 年 4 月に板金業者の
仲間達に誘われて行った上海の板金工場 4 社への視察がきっかけだった。日系
の現地企業と出会い、現地で部品調達のめどが立つことにつながった。視察先
は洗濯機向けの回転ギアや携帯電話の充電器等の工場であった。その工場にお
ける生産コストはかなり安く、さらに多少のサポートさえあれば、現地の技術
水準は同社のそれと大差ないことに気づき、現地からの部品調達の必要性を強
く感じたからである。多くの日系企業が先での企業間ネットワーク (対ローカル
企業 )の構築ノウハウが不十分という認識から、同社は中国で企業を経営してい
た知り合いの日本人経営者のつながりで、現地にすでに海外事業展開している
日系中小企業とネットワークを構築し、中国への海外事業展開を実現している。
同社は海外事業展開を行うことで、国内拠点の研究開発力が向上し、売上高の
増加を可能としている。E 社は海外事業展開の当初の目的はあくまで現地での
部品調達にあったが、現在では現地生産、現地販売をも手掛けている。国内工
場では、試作開発、新市場開拓に力を入れており、現地工場は製造に特化して
いる。  
 
6．海外事業展開による兵庫県下の中小企業の形態と動機  
 兵庫県下 5 社の中小企業の海外事業展開について、中小企業が海外事業展開
する形態を類型化してみる。5 社は主に現地生産、販売拠点の設立に関与して
いるが、各社ともに関与の仕方が異なるので、以下で 4 つに分類してみる。  
第 1 に輸出型 (加工貿易型 )(販売拠点を設置し、国内製品を輸出 )とする。第 2
に国際分業型 (a 工程間分業型 (単純部品の生産等をに移転し、国内では最終組
立を行う等工程間で分業 )、 (b 製品間分業型 (一部の製品はに生産を移転し、国
内では高付加価値品の製造にシフト ))とする。第 3 にアウトソーシング型 (国内
                                                   
421 E 社：創業年は 1956 年、資本金額は 1000 万、従業員数は 79 名、業態は精密部品に
係る金属部品の板金加工。  
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生産拠点はもたず、OEM 生産等でに生産委託 )とする。第 4 に生産機能移転型 (国
内では開発･設計･製品企画部門を残し、生産機能はへ移転 )とする。  
つまり、第 1 に輸出型としては C 社、第 2 に国際分業型としては B 社、E 社、
第 3 にアウトソーシング型としては D 社、第 4 に生産機能移転型としては A
社、となる。各企業の形態は様々であるが、国内拠点の機能を過度縮小せずに、
国内との役割分担を明確にし、市場に活路を見出している。さらに、中小企業
が海外事業展開に至る動機の類型として、「コストダウン型 (人件費等の生産に
係るコスト削減を目的とした展開 )、ネットワーク (タテ連携 )型 (元請や主要取引
先等タテ系列の要請による展開 )、仲間取引 (ヨコ連携 )型 (同業種の中小企業の海
外事業展開をきっかけに展開 )、販路開拓型 (新分野開拓･新販路拡大等を伴う第
二創業的な展開 )422 」、に分類してみる。つまり、コストダウン型としては A
社、D 社、ネットワーク (タテ連携 )型は B 社、仲間取引 (ヨコ連携 )型は E 社、
販路開拓型は C 社、となる。  
事例 5 社は海外事業展開の動機の差異によって形態が異なっている。A 社、
D 社のように海外事業展開を行う動機がコストダウン型になると、アウトソー
シング型や生産機能移転型のような、現地従業員の安価な労働力を利用した形
態となる。B 社や E 社のように、海外事業展開を行う動機がネットワーク (タテ
連携 )型、仲間取引 (ヨコ連携 )型になると、国内の製造の一部をに移転し、国家
間の分業を利用した形態となる。C 社のように海外事業展開を行う動機が販路
開拓型になると、国内で製造している製品の販路拡大のために、現地生産する
のではなく、現地販売をする拠点を設ける形態となる。下記の図表 12-6 でま
とめてみる。海外事業展開はコストダウンを目的とした現地生産に特化した形
態、国内の企業間関係から派生した国際分業に特化した形態、自社製品の販路
開拓を目的にした輸出に特化した形態、に分類できることがわかる。つまり、
進出動機がコストダウン型になると、国内拠点は製品開発に特化した形となり、
ネットワーク型、仲間取引型になると、国内拠点は生産の一部を残す形となり、
販路開拓型になると、国内拠点は生産に特化した形となることがわかる。  
                                                   
422 ひょうご震災記念 21 世紀研究機構における第 1 回「中小企業における海外事業展開
の動向と課題」の研究会において、中沢孝夫先生のグローバル化に対するお考えを参考に
している。  
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図表 12-6 動機と形態の分類  
進出動機に
よる類型
コストダウン型
ネットワーク
（タテ連携）型
仲間取引
（ヨコ連携）型
販路開拓型
輸出型
（加工貿易型）
C社
国際分業型 B社 E社
アウトソーシ
ング型
D社
生産機能移転型 A社
進出形態に
よる類型
 
出所：筆者作成  
 
Ⅳ．おわりに  
本章は中小企業の存立維持を可能としている海外事業展開の形態について考
察してきた。そのなかでアンケート調査からは、中小企業が海外事業展開する
ことによって、売上高、経常利益、従業員数が増加傾向にあることを明らかに
できた。また、現地での取引先として、現在は既存の取引先の割合が多いが、
今後は現地の外資系企業との取引の増加、さらに日本で取引がない企業との新
規取引を開始させようとしている。ヒアリング調査から、現地の安価な人件費
を重視した国内生産拠点の移転、国際分業のような部分的な現地生産、のよう
な経営行動であったり、一方で国内での生産にこだわり、自社製品の高付加価
値製品を輸出するための現地の販売拠点を設けることで販路開拓を目指した経
営行動であった。  
各企業とも海外事業展開することによって、現地の経営資源等を自社の経営
資源と結合させ、研究開発、販路開拓、生産の効率化、を図っており、その結
果、売上高の向上、国内拠点の規模拡大につながっている。アンケート調査、
ヒアリング調査の結果において共通するものとして、中小企業の海外事業展開
において製品間分業型、輸出型の形態は国内の生産拠点に経営資源を集中する
ことで、製品開発等によって自社製品の高付加価値化を実現していることがあ
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げられる。  
以上のように、中小企業の海外事業展開は新たな市場を開拓し、製品･サービ
スの供給先として必然的な経営行動といえる。海外事業展開 (生産拠点･販売拠
点 )を行うことで、国内において新たな付加価値の高い分野で製品･サービスを
創出する中小企業の価値創造が促進され、中小企業の存立基盤の強化につなが
っている。2010 年に中小企業憲章は閣議決定されたが、中小企業憲章の行動指
針には、「展開を支援する」の言葉がある。これは、「中小企業が市場の開拓に
取り組めるよう、企業と行政とが連携した取組を強める。また、支援人材を活
用しつつ、海外の市場動向、見本市関連などの情報の提供、販路拡大活動の支
援、知的財産権トラブルの解決などの支援を行う 423」  という記載がされてい
る。世界経済が成長の中心を欧米からアジア等の新興国に移しているなかで、    
中小企業はグローバル化を通じて、第二創業、挑戦意欲、創意工夫等の積み
重ねを一層活発化させ、変革の担い手として存立し続けていくことが求められ
るのである。しかし、海外事業展開に関する課題も多く、特に現地の情報収集、
現地従業員の採用･育成が問題となる。経営資源が大企業よりも欠乏している中
小企業だけでは克服できない課題 (情報収集等 )に関しては、政府･地方自治体等
からの支援体制も必要となる。中小企業の場合、大企業と比較して経営資源の
制約から海外事業展開は自社単独では困難な場合が多い。日本の中小企業の海
外事業展開に対して支援策を拡充しているが、中小企業の実態に沿ったもので
なければならない。中小企業の海外事業展開の支援策は制度上には融資制度等
の枠組が数多くあるものの、実際にその支援を活用している中小企業がどのく
らい存在するかは明確化されていない。また、現状の支援策が中小企業の海外
事業展開の経営行動にインセンティブをもたらしているのかを考察する必要も
ある。中小企業の海外事業展開の支援策と中小企業の海外事業展開の動向がマ
ッチングさせていくことが、中小企業の存立維持可能に重要な要因となる。今
後は中小企業の海外事業展開に関して政府･地方自治体等に求められる支援体
制について考察していく必要がある。
                                                   
423 http:/ /www.meti.go.jp/committee/summary/0004655/kensho.html (経済産業省 HP)
を参照している。  
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終章 今後の研究課題  
 
Ⅰ．はじめに  
本論文は中小企業に関する諸議論のうち、大きく 3 つに分類し考察してきた。
本章では本論文の要約と課題を再度確認してみる。企業間取引、地場産業、グ
ローバル化、については中小企業の存立に関わる重要なキーワードであった。  
質的、量的、にも多種多様な中小企業が存立しているなかで、存立維持を可
能とする経営行動を分析し、中小企業が発展しうる要因を見出すことは、日本
経済の発展につながる。企業間取引、地場産業、グローバル化、に関わる中小
企業は自社単独で経営行動を成しているのではなく、大企業との企業間関係、
中小企業同士の企業間関係、海外企業との企業間関係、といったように、多く
の企業と関係性をもちつつ、自社の存立維持を図っている。各中小企業の存立
形態を比較検討することで、中小企業の存立維持を可能とする要因を明らかに
していくというのは、本論文の課題であった。本論文の序章で示したように、
以下の 3 つの課題である。  
第 1 に中小企業は大企業との取引関係によって、中小企業の存立維持にどの
ような影響をもたらしているのか。つまり、従来議論されてきた大企業との取
引関係において中小企業の成長が阻害されてきたのか、または、大企業との取
引関係によって、中小企業の成長が促進されてきたのか、という点である。大
企業と中小企業の取引関係は多種多様であることから、日本の中小企業に関す
る議論と中小企業の取引関係の諸議論を比較する必要があった。  
第 2 に中小企業同士の分業構造が中小企業の存立維持にどのような影響をも
たらしているのか。つまり、中小企業同士の分業構造を捉えるうえで重要とな
る日本固有の地場産業がどのような実態なのか、という点である。地場産業の
実態を理論的、実証的に捉えることで中小企業の存立維持の在り方を探ること
ができ、中小企業同士の分業構造にいかなる意味をもつのか、について議論す
る必要があった。  
第 3 に中小企業と国際経済との関係性において、中小企業の存立維持にどの
ような影響をもたらしているのか。つまり、近年、国内市場の縮小によって、
国内需要の減少が進んでおり、中小企業は自ら市場を取り込む経営行動に取り
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組んでおり、自社の製品･サービスの優位性を発揮できているのか、という点で
ある。中小企業の市場を視野に入れた経営行動は大企業の経営行動と共通して
いる部分はあるが、中小企業ならではの経営行動も存在するのか否かを実証的
に検討する必要があった。  
 
Ⅱ．本論文のまとめ  
 本論文の序章では、異質多元的な中小企業の存立維持の可能性を模索するた
めに、企業間取引、地場産業、グローバル化、に関する現状を簡単に触れてい
る。また、中小企業の存立維持に関して比較検討する問題意識を整理しながら、
本論文の課題を明示し、研究上の位置づけを行った。  
第 1 章では日本の「中小企業問題性 (下請制 )」の理論的展開の基礎となった
小宮山琢二と藤田敬三の議論を取り上げてきた。「中小企業問題性 (下請制 )」の
問題性における代表的な学者である巽信晴、「中小企業問題性 (下請制 )」の効率
性における代表的な学者である三井逸友、「中小企業問題性 (下請制 )」の独立性
における代表的な学者である中村秀一郎をそれぞれ取り上げ、中小企業存立問
題における下請制の議論とは何なのかを述べてきた。それらの議論を通じ、「中
小企業問題性 (下請制 )」が問題性、効率性、独立性、と 3 つの捉え方が存在す
ることを明らかにした。  
第 2 章では｢寡占･非寡占」論における代表的な研究者 Averitt, R．T．、北原
勇、佐藤芳雄、渡辺幸男を取り上げた。「寡占･非寡占」関係による中小企業の
存立を資本の観点からを考察するものであった。非寡占である大多数の中小企
業は大企業が築く領域外に存立することになり、お互いが激しい競争を繰り返
し、疲弊していったことにより、低価格競争になり利潤が減少したことが中小
企業において問題性になっていると指摘している。しかし、「寡占･非寡占」に
よる競争下であっても、中小企業は大企業との亜業種による「企業間関係」に
よって存立し続けていることを明らかにした。  
第 3 章では「適正規模」論について、Robinson, E．A．G．、田杉競、末松
玄六、有澤廣巳、瀧澤菊太郎の論説を取り上げてきた。中小企業の過小性に主
眼をおき、中小企業の存立を考察してきた。「適正規模」の理論は、企業にはそ
れぞれ規模があり、その企業が属する業種等によって変化するというものであ
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った。中小企業は自らの「適正規模」に見合った市場で活動することで、大企
業との競合であっても存立維持が可能であることを明らかにした。  
第 4 章では中小企業の効率性に関して「知識ベース視角」と「能力ベース視
角」の視点から経営資源の移転と「コア･コンピタンス」の考えのもとで、具体
的に考察してきた。中小企業存立論の問題性は、被支配性、過多性、過小性、
という経営状況というだけで、さまざまなマイナス要因があると述べられてき
た。しかし、被支配性、過多性、過小性、といった経営状況だとしても、効率
性は存在しており、中小企業存立に影響を与えていると指摘した。  
第 5 章では企業間関係の「関係特殊的投資」の要因を説明してきた。企業間
関係の優位性を検討してきたが、優位性を継続的に維持するためには企業間関
係の「継続的安定性」が求められる。つまり、企業間関係の優位性を検討する
には、企業間関係の「継続的安定性」に言及しなければならなかった。企業間
関係の「継続的安定性」は重要な関心事であり、その要因を解明することが求
められると指摘した。  
第 6 章では Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．の長期継続的な企業間関
係と浅沼萬里の長期継続的な企業間関係を比較･検討を行い、両者の違いを明ら
かにしている。つまり、Dyer, J．H．と Singh, H．と Kale, P．、浅沼萬里の
長期継続的な企業間関係の要因である関係レントの分配の構図と異なっている。
つまり、日本の長期継続的な企業間関係は、企業間関係を構築している企業間
で公平な関係レントの分配が行われなくても、成り立つことを指摘した。  
第 7 章では中小企業論の範疇である地場産業とグローバル化の視点が、第 1
章から第 6 章まで考察されてきた中小企業の企業間取引の視点と別次元のもの
ではなく、中小企業の存立維持可能性の議論と共通する認識で議論されている
ことを理論的体系で述べてきた。つまり、太田進一 (1987)が主張している「中
小企業論の研究は、個別の専門領域からのアプローチによるものであり、総合
的な学際的研究が展開された訳ではなかった 424」という根拠を明らかにした。 
第 8 章では地場産業の形態等の見地から理論的な枠組の構築を再検討した。
地場産業を構成しているのは産地企業であり、産地企業の分業構造が時代の変
                                                   
424 太田進一  (1987) 1 頁  
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遷によって変化してきていることにより、地場産業もまた変化していることに
触れ、山崎充の地場産業の議論を通じて、地場産業の類型化を改めて明確化す
る重要性を指摘した。また、地場産業の存立基盤を強化しうる 5 つの特性は現
代にも通用する概念であると主張した。  
第 9 章では地域経済の主体である地場産業の分業構造について考察してきた。
従来の地場産業の分業構造から新たな分業構造に変化したことで産地企業の実
態もそれに沿った経営行動がみられたと提示した。新たな分業構造の変化に対
して 2 点の仮説を検証した結果、現在の豊岡カバン産地の分業構造とは産地問
屋が製品開発等の機能を失うことにより、メーカー等が産地外取引に移行した
分業構造である、第 1 に非産地完結型及び社会的分業型、第 2 に非産地完結型
及び工場一貫生産型、への変化であったと指摘した。また、地場産業の存立維
持を可能とする要因が仮に考えられるとしたら、産地問屋が製品開発等のソフ
ト面での機能を強化し、メーカー等との取引関係を再構築する方向性であると
主張した。  
第 10 章では産地企業の存立維持の 1 つの取組としての、製品差別化を生み
出す産地内企業同士の企業間関係について考察した。豊岡カバン産地に存立す
る産地内企業同士の企業間関係を構築していた 2 社を事例として取り上げた。
産地企業の製品差別化を対象とした先行研究と事例を基に産地企業は既存製品
をベースに市場のニーズに合った新製品開発 (ブランド化 )を行うことが必要性
を指摘した。また、企業間関係という文脈においては、産地企業は産地外企業
と取引関係を構築し、人材、デザイン力、等の経営資源を獲得することで製品
差別化に至り、存立維持を可能としていると主張した。  
第 11 章では中小企業に関するグローバル化の諸議論について触れてきた。
中小企業のグローバル化に関してはまだまだ実態がつかめないのが実情である
と指摘し、中小企業の海外事業展開は新たな市場を開拓し、製品･サービスの供
給先として、必然的な経営行動と明示した。その反面、海外事業展開が産業の
空洞化を引き起こすという考えもあるが、中小企業の海外事業展開によるメリ
ットがデメリットを超えれば、日本経済活性化につながる可能性があると述べ、
海外事業展開 (生産拠点･販売拠点 )することで中小企業が存立維持することが
できるなら、その可能性を優先すべきであると主張した。  
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第 12 章では中小企業の存立維持を可能としている海外事業展開の形態につ
いて考察した。そのなかで、アンケート調査からは中小企業が海外事業展開す
ることによって、売上高、経常利益、従業員数、の増加傾向にあることを指摘
し、中小企業が海外事業展開すること自体が自社の存立維持の強化につながっ
ていると主張した。また、ヒアリング調査からは中小製造業の海外事業展開が
販路開拓のための現地生産等を伴う経営行動であることを明示した。  
上記のように本論文は第 1 章から第 12 章までの各章で中小企業の存立維持
可能性について、企業間取引、地場産業、グローバル化、の視点から考察して
きた。各章ともに中小企業の製造業に着目して議論されており、中小企業は自
社単独の資源のみで経営行動を行っていないことがわかる。中小企業は大企業
との取引関係、中小企業との取引関係、独自の地域資源を活用した最終製品を
製造するための分業構造、の経営資源を取り込んだ製品開発、等さまざまな経
営環境のなかで柔軟に対応し、存立維持を可能としているのである。  
中小企業は企業間取引、地場産業、グローバル化、の経営環境のいずれかの
みに属して存立しているのではなく、それらの経営環境が複雑に、また広範囲
にわたって関係があり、そのようななかで自社の経営資源を有効に活用しなけ
ればならない。  
 
Ⅲ．本論文で導き出された中小企業存立維持可能性の要因  
1．中小企業の問題性とその解消  
本論文では中小企業の存立維持可能性に関して企業間取引、地場産業、グロ
ーバル化、の視点で考察してきた。中小企業は多種多様な存在であり、「異質多
元的な」性質を帯びている。そのような中小企業に対する研究は第二次世界大
戦前･中･後の歴史からみても莫大に存在している。しかし、中小企業に対する
「評価」はさまざまである。本論文では中小企業の存立維持の可能性について
先行研究をはじめ事例を取り上げ、中小企業の優位性を見出すことが目的でも
あった。中小企業の優位性は「被支配性、過多性、過小性」に着目した研究分
野では議論尽くされていない。何故なら従来中小企業論 (中小企業存立論 )は中
小企業の問題性を基に議論されており、第二次世界大戦後の日本の高度経済成
長を経て、中小企業はようやく効率性 (経済的合理性を有する )という考え方で
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捉えられることになるからである。だが、中小企業のある側面の「被支配性、
過多性、過小性」の問題性はいまだ解消されているとはいえない。中小企業は
問題性と効率性の側面を有しながら存立している。以下では中小企業の「被支
配性、過多性、過小性」が現代中小企業の経営行動によって少なくとも解消さ
れていること説明する。  
被支配性は中小企業が大企業との支配･従属関係によって、収奪される取引関
係であることが問題とされてきた。だが、中小企業は大企業との取引関係を継
続することで工場等の生産効率を上昇させる機会を得てきた。その結果、中小
企業の製造業技術は向上し、大企業との「長期継続的な取引関係」に発展する
のである。つまり、中小企業は下請取引関係を活用し、大企業との受発注関係
を継続することで、技術を蓄積し、大企業からの要求される品質等を向上させ、
「長期継続な取引関係」を構築できるのである。被支配性の問題性は「長期継
続的取引関係」によってある程度解消されることは第 6 章で説明してきた。  
過多性は中小企業の数が膨大であるが故に市場での競争が激しく、中小企業
同士が疲弊する可能性が高い状態である。しかし、一部の中小企業は大企業と
の企業間取引を維持することによって、技術の交換、設備投資、等の経営資源
の移転が行われてきた。したがって、過多性の問題性は「関係特殊的投資」に
よってある程度解消されることは第 5 章で説明してきた。  
過小性は中小企業の規模が大企業と比較して小さいために経営資源の欠乏に
よる問題があるとされてきた。しかし、中小企業は経営資源が欠乏している代
わりに、小さな組織を活かした小回り性による需要変動の対応、ある分野での
専門性に特化しやすい等で欠乏している経営資源を補強してきた。つまり、中
小企業は規模が小さいために「組織学習」を活かし、独自の一定の規模を維持
している。したがって、過小性の問題性は「コア･コンピタンス」の優位性によ
ってある程度解消されることは第 4 章で説明してきた。  
以上の中小企業の問題性は「関係特殊的投資」と「コア･コンピタンス」、「長
期継続的な取引関係」のメリットによってある程度解消できることを見出した。
しかし、中小企業が問題性を抱えているのは間違いないが、その問題性をある
程度解消していかなければ、存立基盤は脆弱なままである。中小企業の問題性
である「被支配性、過多性、過小性」を「関係特殊的投資」と「コア･コンピタ
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ンス」、「長期継続的な取引関係」のような中小企業の存立基盤に有効に働く要
因に着目して、中小企業の存立維持の可能性を検討しなければならない。  
 
2．中小企業の存立維持可能性とは  
まず、本論文で導き出したかった議論を改めて下記の 3 つの点で示していく。
第 1 に中小企業と大企業の取引関係によって、中小企業の存立維持にどのよう
な影響をもたらしているのか。第 2 に中小企業同士の分業構造が中小企業の存
立維持にどのような影響をもたらしているのか。第 3 に中小企業と国際経済と
の関係性において、中小企業の存立維持にどのような影響をもたらしているの
か。  
 以上が本論文で導き出したいものであった。第 1 に中小企業と大企業の取引
関係では、第 5 章、第 6 章のなかで中小企業は大企業との長期継続的な取引関
係から技術の交換、生産設備の改善、安定的な供給確保、等のメリットを享受
していることを明らかにした。中小企業は大企業との取引関係からした発生し
たメリットを活かし、他企業との取引関係を拡大することで自社の存立維持を
可能としていた。     
第 2 に中小企業同士の分業構造が中小企業の存立維持にどのような影響をも
たらしているのかについては、第 9 章、第 10 章のなかで産地企業が地域の資
源と自社の経営資源を融合させながら、主に産地内で分業することで高品質な
製品を製造、販売していることを明らかにした。産地企業は新製品開発等を問
屋、製造をメーカー、といった分業を社会的分業構造として構築することで、
効率的な製品開発、製造がなされることで自社の存立維持を可能としていた。  
第 3 に中小企業と国際経済との関係性において、中小企業の存立維持にどの
ような影響をもたらしているのかについては、第 12 章のなかで中小企業が経
営資源を活用することで、自社の製品開発、製造を円滑に行い、販路開拓を実
現していることを明らかにした。中小企業は積極的な経営行動を基に海外事業
展開を行うことで、市場を取り込み、売上、利益、従業員数、等が向上し、そ
の利益等を国内の拠点に投入することで生産設備の拡大等を行っている。中小
企業は海外事業展開を行うことで自社の存立維持を可能としていた。以上の中
小企業の存立維持可能性に関する概念図が図表 13-1 となる。  
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図表 13-1 中小企業の存立維持可能性  
 
出所：筆者作成  
 
Ⅳ．本論文の意義と今後の研究課題  
1．本論文の意義  
以下からは本論文で検討された企業間取引、地場産業、グローバル化、を議
論する意義を 3 点でまとめている。  
第 1 に中小企業が大企業との企業間取引関係において、中小企業の取引力の
低さから問題性を有している存在であるとの議論についてである。中小企業は
大企業との企業間取引関係の長期化により、技術力等の向上を成し遂げている
側面もあり、大企業との企業間取引関係が中小企業の効率性を生み出している
可能性がある。大企業よりも比較的経営資源が欠乏している中小企業にとって、
大企業との企業間取引関係は中小企業自ら、経営資源を補完できている場合も
ある。大企業が国際競争のなかでより品質の良い製品･サービスを創出する場合
には、中小企業の存在が欠かせない。中小企業はいかに大企業と長期継続的に
企業間取引関係を維持できるのかで自社の存立維持の可能性を高めることがで
きる。  
第 2 に地場産業の分業構造を構成している産地企業についてである。地場産
業は今日において規模が縮小しているところも多い。しかし、産地企業の経営
行動は地場産業の縮小に伴って、新たな産地企業間で分業構造を再構築しよう
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とする動きがみられる。また、地場産業という集積のメリットを再確認する必
要があり、産地企業が長年蓄積してきた技術力等によって、いかに市場のニー
ズに応えていけるのかが問われている。地場産業は最終製品の製造、販売を産
地企業が中心となって分業を行っており、産地企業のなかには経営資源を補完
し合う分業構造の再編が進展している。  
第 3 に中小企業のグローバル化に伴う経営行動の実態についてである。これ
まで中小企業は国内市場向けに製造、販売しているところが多く、市場を視野
に入れた経営行動に消極的であった。一方、中小企業のなかには自社の存立維
持を可能とするために、現地の生産拠点、販売拠点、を設けているところも多
くなってきている。しかし、中小企業の経営資源には制約があり、自社単独で
海外事業展開することは困難な状況である。そこで、中小企業の海外事業展開
を支援する行政の動きも活発になっている。中小企業への支援策は今後も拡充
していく余地はあり、中小企業の存立維持を可能とするための支援策の在り方
を追及する必要がある。  
以上が本論文の意義である。異質多元的な中小企業を検討するうえでは、中
小企業の存立維持の可能性を追求するために異なる視点で比較分析することで、
今後の中小企業の存立基盤強化の要因を見出すことができる。企業間取引、地
場産業、グローバル化、の視点を基に議論することは理論的、実証的な中小企
業の存立維持可能な要因を考察していくうえで重要である。  
 
2．比較研究の評価  
 上記で述べてきたように、企業間取引、地場産業、グローバル化、に関する
議論のなかで、中小企業の存立維持の可能性を見出すことができた。中小企業
はさまざまな経営環境に適応する形で存立している。その経営環境は大企業と
の企業間関係、中小企業同士の企業間関係、海外企業との企業間関係、に大き
く影響される。大部分の中小企業は自社単独で製品開発、製造、販売、を行う
ことは経営資源の制約によって困難である。中小企業は他社との企業間関係に
よって自社の存立維持を可能としている。その中小企業の存立維持の可能性を
追求するためには、太田進一 (1987)の比較研究の議論が重要である。  
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中小企業を取り巻く経営環境を企業間取引、地場産業、グローバル化、の視
点で考察し、比較検討することは、中小企業の実態をより具体的に明らかにす
ることになる。中小企業はある特定の企業間関係を構築することで、存立維持
を可能としているわけではなく、同業種、亜業種、異業種、の企業と企業間関
係を構築することで、自社の技術力の向上、生産力の向上、経営資源の補完、
海外の経営資源の獲得、等を実現しているのである。中小企業の存立に関する
膨大な先行研究をみても、個別の専門領域に絞って理論的、実証的、研究がな
されており、本論文で取り上げた各専門領域の比較研究は少ない。中小企業の
存立維持の可能性を明らかにするために、太田進一 (1987)の比較研究を援用す
ることは、理論的、実証的、研究の発展に必要となる。  
 今後、中小企業を取り巻く経営環境は激しさを増していく。企業間取引、地
場産業、グローバル化、の視点で中小企業の存立維持の可能性を考察していく
ことで、中小企業の強みを見出し、その強みを活かしていくことで中小企業は
存立できるのである。  
 
3．今後の研究課題と政策的な視点  
本論文では中小企業政策に対して触れることが少なかった。改めて中小企業
政策と本論文の中小企業の存立維持可能性との関連性を述べ研究課題を明らか
にしていく。1963 年に中小企業基本法 (旧基本法 )が制定 425され、1999 年に中
小企業基本法 (新基本法 )が大幅に改定 426された。中小企業政策の核心は「近代
化･不利是正」から「創業化･経営革新」へと転換した。このような背景の下で
中小企業の存立維持にも大きく影響をもたらしている。  
今後中小企業は自社の強みを把握し、経営強化を図り、存立基盤を強化して
                                                   
425 1963 年に制定された中小企業基本法の施策の内容としては、第 1 に設備の近代化、  
第 2 に技術の向上、第 3 に経営管理の合理化、第 4 に構造の高度化 (企業規模の適正化、  
事業の共同化、工場 ･店舗等の集団化、事業の転換及び小売商業における経営形態の近  
代化 )、第 5 に過度の競争の防止及び下請取引の適正化、第 6 に輸出の振興その他需要の  
増進、第 7 に事業活動の機会の適正な確保、第 8 に労働関係の適正化、従業員の福祉の向  
上 及 び 労 働 力 の 確 保 ( 第 3 条 ) の 8 つ に 分 類 で き る 。 ( 清 成 忠 男  ( 2 0 0 9 )  8 9 頁 ) 
426 1999 年に改定された中小企業基本法の施策の内容としては、第 1 に経営革新の促進  
(技術、設備、ソフト面の支援等 )、第 2 に創業の促進 (情報提供･研修、資金供給円滑化  
等 )、第 3 に創造的事業活動 (ベンチャー )の促進 (研究開発、支援人材、社債等による資金  
調達等 )の 3 つに分類できる。 (清成忠男  (2009) 231 頁 )  
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いくことが求められる。中小企業基本法 (新基本法 )は中小企業を「新産業創出
の担い手、就業機会増大の担い手、市場競争の担い手、地域経済活性化の担い
手等として、国民経済において積極的役割を果たしうる存在とした 427」。この
ように、日本の中小企業に対する考え方は中小企業の問題性という側面だけで
はなく、効率性という側面を重要視していることがわかる。日本の中小企業基
本法 (新基本法 )は中小企業の問題性は現在でも存在することを踏まえつつ、中
小企業の効率性に重点をおいているといってもよい。また、日本の中小企業基
本法 (新基本法 )では、中小企業の自助努力で経営革新等を支援するような体制
となっており、中小企業の存立維持可能性を模索するものである。  
しかし、経営革新等の効果、つまりは経済学的アプローチである効率性の側
面 (売上、生産高等の数字上での捉え方 )だけでは中小企業の存立維持可能性を
模索するには不十分である。そこで、企業間取引、地場産業、グローバル化、
の視点から中小企業を取り巻く経済環境を含めた議論が必要不可欠であり、こ
のようなアプローチの方法は中小企業の存立維持可能性を考える中小企業基本
法 (新基本 )の指針に沿うものである。だが、本論文では異質多元的な中小企業
を研究対象としており、理論的、実証的な研究方法での制約もあり、これが同
時に本論文の限界となっていることも指摘しておかなければならない。以下か
らは本論文の研究課題を述べていく。第 1 に中小企業論 (中小企業存立論 )にお
ける「中小企業問題性 (下請制 )」論、「寡占･非寡占」論、「適正規模」論、の理
論を取り上げたが、中小企業の問題性と効率性に関する議論の一部しか考察し
ておらず、各理論の本質的な意義を検討できなかった。つまり、中小企業論 (中
小企業存立論 )は理論体系化された研究が膨大であり、本論文では中小企業の問
題性と効率性の本質的な議論ができていない。  
第 2 に中小企業における大企業との下請関係はおおむね一次下請を取り上げ
ており、二次下請、三次下請、の議論に触れることができていない。特に三次
下請以下の中小企業の数は多く、経営環境は良いとはいえない。以上のことを
踏まえて、中小企業論 (中小企業存立論 )の体系的な議論を再検討しなければな
らない。  
                                                   
427 黒瀬直宏  (2006) 254 頁  
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第 3 に「競争優位」論の「知識ベース視角」と「能力ベース視角」について
も十分に議論できていない。「知識ベース視角」は Dyer, J．H． と  Singh, H．
の学説を軸に取り上げており、その他の体系的な学説を検討しきれていない。
「能力ベース視角」においても Prahalad, C． K． と  Hamel, G．の学説を軸
に取り上げており、その他の体系的な学説を検討できていない。以上のように
「競争優位」論の議論は一部のみで、今後はより体系的な研究を深めたい。  
第 4 に本論文で取り上げている研究対象がほぼ製造業に限定している点であ
る。中小企業の業種は製造業以外にも存在し、その業種でも大企業との企業間
関係、地場産業の分業構造、グローバル化、で大きく関わっている。例えば、
グローバル化についていえば、中小企業でも海外事業展開している事例も多く
見受けられる。こうした研究対象の拡張が今後の課題として指摘することがで
きる。  
第 5 に実証研究の部分では、個別のケースに限定しており、統計的な分析は
アンケート調査のみとなっている。異質多元的な中小企業は質的、量的、共に
さまざまであり、本論文のケースのみでは、一般化できるとは言い難い。より
多くのケースを取り上げ、また統計的な数値からも中小企業の存立維持を可能
とする要因を探る必要がある。  
第 6 に中小企業の政策的な議論が不十分である。本論文では企業間取引、地
場産業、グローバル化、について理論的な議論、実証的な議論を展開してきた
が、その議論を受けて既存の中小企業政策に対する課題等を明らかにできてい
ない。中小企業の存立維持可能性を追求するためには、中小企業政策の役割も
重要であり、今後は中小企業の経営環境を改善するために必要な政策的な視点
でも考察していきたい。  
第 7 に第 1、第 2 でも触れたが、理論的研究の体系化である。各章で取り上
げている諸理論は本論文の性質上、各学説の一部分となっている。また、取り
上げている学説も年代的には古くなっており、近年の研究も多く取り上げてい
く必要がある。以上のように本論文は少なくとも 7 つの研究課題が残されてい
る。近年では企業間取引、地場産業、グローバル化、に関する諸理論は進展し
ており、さらになる理論的体系化と実証研究を進めていくことを今後の研究課
題としたい。  
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アンケート原票 (資料 ) 
 
「海外事業展開の動向調査」アンケートへのご協力のお願い  
 
（公財）ひょうご震災記念 21世紀研究機構では活発に海外事業展開してい
る企業の経営行動を分析し、企業の海外事業展開に関する支援策（融資制度、
の情報提供、等）について、兵庫県への政策提言を行うことを目標としてい
ます。有識者(大学教員等)、等が参加した研究会を通じて、海外事業展開の
動向と課題を考察しています。  
そこで今回、兵庫県内の中堅･中小企業の皆さまを対象として、兵庫県下
の企業の海外事業展開の動向を的確に把握するためのアンケート調査をさ
せていただく運びとなりました。製造業の方はもちろん、非製造業の方にも
ご回答していただきたく存じます。  
つきましては、大変お手数をおかけしますが、本調査の趣旨をご理解の上、
アンケートにご協力いただきますようお願いいたします。アンケートを通じ
て、個別にヒアリング調査を行う場合もございます。  
なお、このアンケートで収集した情報は、当機構での研究活動及び企業の
海外事業展開に関する支援策にかかる兵庫県への政策提言のために活用さ
せていただくこととし、それ以外の目的には一切使用しません。  
  2012年11月７日  
                   
           （所属：（公財）ひょうご震災記念 21世紀研究機構） 
（担当氏名：  長谷川 英伸 ）     
（連絡先：０７８－２６２－５５７６） 
  
回答については、 2012年11月1日時点の状況をご記入ください。  
回答期限：    2012 年 12 月 5 日（水）までにご回答願います。  
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Ａ はじめに  
（１）貴社の概要についてお答えください。  
会社名   
所在地   
代表者  (役職 )                 （氏名）  
設立年  
西暦   
年 
資本金  
    百万
円 
従業員数  
（パートも含
む）  
   人  
主たる業種   
ご担当者  (部署・役職）               （氏名）  
電 話   E-mail  
 
（２）貴社は海外事業展開（注）をしていますか。  
（注）海外事業展開とは、海外における販売･ｻｰﾋﾞｽ･生産等の拠点設置（製造
委託を含む）等直接投資を伴う海外進出をいう。  
（ ）(a)「展開している」      →設問B･C･Dの順にお進みください  
（ ）(b)「展開を検討している」   →設問B･C･Dの順にお進みください  
（ただし、検討しているため、回答で
きないところは空欄で結構です）。  
（ ）(c)「展開していない」または「展開していたが撤退した」  
→設問Eにお進みください。  
 
B 海外事業展開の実態についてお尋ねします。以下の問いにお答えください。 
（３）海外事業展開を開始した（検討している）時期を西暦でご記入ください。
（例： 1986年） 
（       年）  
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（４）現在、海外事業展開している（検討している）全ての国や地域に○を付
けてください。また、貴社がしている国で、最も重視している国 (売上高が
一番高い）に◎印を付けてください。また、今後展開を予定している全て
の国に○を付けてください。  
 現
在
展
開 
先 
最
重
視 
先 
展
開
検
討 
先 
 現
在
展
開 
先 
最
重
視 
先 
展
開
検
討 
先 
 現
在
展
開 
先 
最
重
視 
先 
展
開
検
討 
先 
①中 国     ⑥インド     ⑪フィリピン     
②台 湾     ⑦香 港     ⑫ベトナム     
③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ    ⑧タ イ     ⑬アメリカ     
④ﾏﾚｰｼｱ    ⑨韓 国     ⑭ヨーロッパ  
国名（   ） 
   
⑤ﾐｬﾝﾏｰ    ⑩インドネ
シア 
   ⑮その他
（   ）  
   
 
（５）海外事業展開を検討したきっかけは何ですか。該当する（  ）すべてに
○を付けてください。  
（ ）①取引先企業（元請や親会社）が進出した  
（ ）②経営者仲間から誘われた  
（ ）③現地政府からの要請   
（ ）④取引先の現地企業からの要請  
（ ）⑤企業の将来を考えた結果  
（ ）⑥その他（            ）  
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（６）海外事業展開の動機は何ですか。すべての動機について「最も重要」を
５点、「全く重要でない」を１点とする１～５点の尺度で次の項目をすべて
評価してください。また、現在、当初の目的は達成されていますか。「十分
達成できている」を５点、「全く達成できていない」を１点として、１～５
点の尺度ですべての項目を評価してください。  
 
                       
 
 
     
動機  
海外事業展開時  
(重要度) 
現在の状況  
（達成度）  
①安価な労働力確保  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
②原材料・資源の確保  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
③国内市場の縮小  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
④国内での競争力低迷  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑤海外市場の成長を見据えた販路開拓  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑥円高による収益悪化  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑦その他
（             ）  
１・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
重要度 低           高  
１・２・３・４・５  
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（７）貴社が海外事業展開している（検討している）部門をすべて選択し、○  
を付けてください。その部門に○と答えたなかで貴社にとって各部門の海
外での事業拡充の必要性を、「最も必要」を 5点として、5点満点で評価する
とどうなりますか。また、各部門の国内での事業拡充の必要性を同じく 5
点満点で評価するとどうなりますか。  
 
 海外事業展開部門
（該当部門に○）  
現在  今後  
海外での事業拡充  
の必要性  
（５段階評価）  
国内での事業拡充  
の必要性  
（５段階評価）  
①生産部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
②営業・販売部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
③ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
④研究開発部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑤部材調達部門    １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
⑥その他  
（     ）  
  １・２・３・４・５  １・２・３・４・５  
 
（８）海外事業展開の形態をお答えください。該当する（  ）１つに○を付け  
てください。  
（ ）①100％出資による現地法人の設立  
（ ）②現地企業との合弁による海外現地法人の設立  
（ ）③現地での支店・駐在員事務所の設置  
（ ）④現地企業との技術提携（出資関係なし）  
（ ）⑤現地企業との販売提携（出資関係なし） 
（ ）⑥現地企業との製造委託（出資関係なし）  
（ ）⑦現地企業へのサービス提供（出資関係なし）  
（ ）⑧その他（          ）  
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（９）海外事業展開する際の課題は何でしたか。すべての課題の程度を５段階
で評価して番号に○を付けてください。  
 
課題への意識  
低        高  
１・２・３・４・５  
 
課題  低          
高  
１・２・３・４・５  
①現地従業員の賃金増加  １・２・３・４・５  
②現地従業員の離職率  １・２・３・４・５  
③現地従業員の教育・訓練  １・２・３・４・５  
④現地でのマネジメント人材の不足  １・２・３・４・５  
⑤現地での取引先確保  １・２・３・４・５  
⑥現地の商取引慣行の違い  １・２・３・４・５  
⑦現地のインフラ未整備（道路、電気、ガス
等）  
１・２・３・４・５  
⑧現地での法制度・法規制の違い  １・２・３・４・５  
⑨現地の法制度等の専門家（弁護士・税理士・
弁理士等）の不足  
１・２・３・４・５  
⑩政情不安や反日感情等のカントリーリスク  １・２・３・４・５  
⑪原材料等の安定調達  １・２・３・４・５  
⑫資金調達  １・２・３・４・５  
⑬技術・ノウハウの漏えい防止  １・２・３・４・５  
⑭その他（             ）  １・２・３・４・５  
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（10）現在と３年後それぞれの海外売上高比率、海外生産比率をお答えくださ
い。海外で生産をしていない場合は「０」と記載してください。  
現在の海外売上高比率  ％ 
現在の海外生産比率 (製造業の方のみ）  ％  
３年後の海外売上高比率 (目標）  ％  
３年後の海外生産比率 (目標） (製造業の方のみ）  ％  
 
（11）海外と国内の事業の役割分担を現在、今後どのように考えていますか。
該当する（ ）すべてを現在、今後に分けて○を付けてください。  
現在 今後  
（ ）（  ）①海外販売拠点を設置し、国内で生産し輸出する  
（ ）（  ）②単純部品の生産等を海外に移管し、国内では最終組立を行う  
（ ）（  ）③一部の製品の生産をに海外移管し、国内は高付加価値製品の生  
産にシフトする  
（ ）（  ）④国内の生産拠点は持たず、海外で生産委託する  
（ ）（  ）⑤国内の拠点は開発･設計･製品企画を行い、生産機能は海外へ  
移転する  
（ ）（  ）⑥海外拠点で生産した製品は、その国もしくは第三国の市場で  
販売する  
（ ）（  ）⑦現地企業が製造した製品を輸入し、国内市場で販売する  
（ ）（  ）⑧自社製品のメンテナンスを現地で行う  
（ ）（  ）⑨現地企業が製造した製品のメンテナンスを現地で行う  
（ ）（  ）⑩現地での対人サービスの提供   
（ ）（  ）⑪その他（                      ）  
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（12）現地での販売先の現状と今後の方針をどのように考えていますか。該当  
する（ ）１つを現在、今後に分けて○を付けてください。  
現在 今後  
（ ）（  ）①日本で取引のある日系企業  
（ ）（  ）②日本で取引のない日系企業  
（ ）（  ）③現地の外資系企業  
（ ）（  ）④現地のローカル企業  
(  ）（ ）⑤その他（                      ） 
 
（13）海外事業展開による貴社の売上高、経常利益、雇用人数、設備投資額の  
動向について、お尋ねします。  
 
(a）国内拠点 (法人 )における売上高、経常利益、雇用人数、設備投資額の
変化について、下表の該当箇所に○を記入してください。  
    【海外事業展開したときから現在までの変化】  
国内拠点 (法人) 増加した  変化なし  減少した  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 
設備投資額  1 2 3 
    【現在から今後３年の予定】  
国内拠点 (法人) 増加する  変化なし  減少する  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 
設備投資額  1 2 3 
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(b) 拠点 (法人 )における売上高、経常利益、雇用人数、設備投資額の変化
について、下表の該当箇所に○を記入してください。  
【海外事業展開したときから現在までの変化】  
国内拠点 (法人) 増加した  変化なし  減少した  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 
設備投資額  1 2 3 
    
 【現在から今後３年の予定】  
国内拠点 (法人) 増加する  変化なし  減少する  
売上高  1 2 3 
経常利益  1 2 3 
雇用人数  1 2 3 
設備投資額  1 2 3 
 
 
（14）海外投資を行う際にどのように資金を調達しましたか（調達予定ですか）。
該当する（ ）すべてに○を付けてください。  
（ ）①内部資金  
（ ）②金融機関からの融資   
（ ）③社債  
（ ）④その他（                ）  
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（15）海外投資をどのようにして回収していますか。該当する（  ）すべてに
○を付けてください。  
（ ）①株式等の配当金  
（ ）②ロイヤリティ   
（ ）③材料費の上乗せ   
（ ）④技術者派遣料・指導料   
（ ）⑤その他（                ）  
 
（16）海外事業展開の後、何年目で拠点の黒字転換及び投資回収しましたか。  
    黒字転換（    ）年目  投資回収（    ）年目  
 
（17）貴社の方針として、どのような人材を現地に派遣していますか（検討し
ていますか）。該当する（  ）１つに○を付けてください。  
  （ ）①管理業務が優れた人   
（ ）②技術指導が優れた人   
（ ）③現地でコミュニケーションが取れる人（日本人）    
（ ）④現地でコミュニケーションが取れる人（留学生）   
（ ）⑤派遣しない   
（ ）⑥その他（                  ）  
 
（18）現地従業員の採用はどうされていますか（検討していますか）。該当する
（ ）１つに○を付けてください。  
（ ）①現地の新聞等による公募   
（ ）②日系の人材コンサルタント会社の活用  
（ ）③現地の人材コンサルタント会社の活用   
（ ）④現地従業員の紹介   
（ ）⑤その他（               ）  
 
 
 
232 
 
（19）貴社の海外事業展開に際しての、外国人留学生の対応についてお尋ねし
ます。  
(a)現在、外国人留学生を採用していますか。該当する（  ）１つに○を
付けてください。  
（ ）①採用している  
（ ）②今後、採用する予定  
（ ）③関心はあるが採用していない  
（ ）④関心はない  
（b）外国人留学生のインターンシップを受け入れていますか。該当する
（ ）１つに○を付けてください。  
（ ）①受け入れている  
（ ）②今後、受け入れる予定  
（ ）③関心はあるが受け入れていない  
 （ ）④関心はない  
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(c) (a)で「①採用している・②今後採用する予定」または (b)で「①受
け入れている・②今後受け入れる予定」と回答した方にお尋ねしま
す。どこの国の留学生を採用または受け入れていますか（採用また
は受け入れる予定ですか）。該当する国すべてに○を付けてくださ
い。 
①中 国   ⑥インド   ⑪フィリピン   
②台 湾   ⑦香 港   ⑫ベトナム   
③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ  ⑧タ イ   ⑬アメリカ   
④ﾏﾚｰｼｱ  ⑨韓 国   ⑭ヨーロッパ  
国（     ） 
 
⑤ﾐｬﾝﾏｰ  ⑩インドネシア   ⑮その（   ）  
 
  （d）(a)で「③関心があるが採用していない」または (b)で「③関心があ
るが受け入れていない」と回答した方にお尋ねします。どこの国の留
学生に関心がありますか。該当する国すべてに○を付けてください。 
 
①中 国   ⑥インド   ⑪フィリピン   
②台 湾   ⑦香 港   ⑫ベトナム   
③ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ  ⑧タ イ   ⑬アメリカ   
④ﾏﾚｰｼｱ  ⑨韓 国   ⑭ヨーロッパ  
国名
（     ）  
 
⑤ﾐｬﾝﾏｰ  ⑩インドネシア   ⑮その（    ）  
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C 海外事業展開に関する行政の支援策についてのあり方をお尋ねします。  
（20）海外事業展開するにあたって、どのような機関に相談しましたか。該当  
する（ ）すべてに○を付けてください。  
   （ ）①地方自治体及びその関係団体  
   （ ）②国及びその関係団体  
   （ ）③メイン金融機関  
   （ ）④メイン以外の金融機関  
   （ ）⑤コンサルタント・弁護士等の専門家  
   （ ）⑥商工団体  
   （ ）⑦親会社・親密企業  
（ ）⑧商社  
   （ ）⑨特になし  
   （ ）⑩その他（                   ）  
 
（21）設問（20）で「①地方自治体及びその関係団体」を選んだ方にお尋ねし  
ます。相談の結果はどうでしたか。該当する（  ）１つに○を付けてくだ
さい。  
   （ ）①十分な対応が受けられ問題が解決した  
   （ ）②情報不足等から十分な対応が受けられなかった  
   （ ）③他の機関を紹介された  
   （ ）④その他（                   ）  
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（22）海外事業展開に関して、行政にどのような支援を求めますか。すべての
重要度を５段階で評価してすべての項目で該当する番号に○を付けてくだ
さい。  
 
低        高  
１・２・３・４・５  
 
支援策  低        高  
１・２・３・４・５  
①海外事業展開のための資金調達  １・２・３・４・５  
②海外事業展開のための日本人人材の育成  １・２・３・４・５  
③海外事業展開のための外国人留学生の確保（マッチ
ング支援等）  
１・２・３・４・５  
④現地政府とのコンタクト支援  １・２・３・４・５  
⑤現地での取引先やパートナーとのマッチング支援  １・２・３・４・５  
⑥現地の法規制・商習慣等の情報提供  １・２・３・４・５  
⑦技術・ノウハウ等知的財産の保護  １・２・３・４・５  
⑧現地におけるトラブル等の相談の場の提供  １・２・３・４・５  
⑨その他（             ）  １・２・３・４・５  
 
（23）海外事業展開するために資金調達で最も必要なものは何ですか。該当
する（ ）１つに○を付けてください。  
（ ）①設備投資に対する融資   
（ ）②運転資金に対する融資   
（ ）③保証料の減額  
（ ）④その他（             
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D その他  
(24) 海外事業展開にあたり、二国間あるいは多国間のＥＰＡ（経済連携協定）
の関税の軽減や投資条件の緩和等の特例の活用状況についてお尋ねします。
ＥＰＡによる関税の軽減を活用されていますか。該当する（  ）すべてに○
を付けてください。活用していると回答された方は、あてはまる活用形態に
○をつけてください。  
（ ） (a)活用している  
 【活用の形態】  
（ ）①日本の自社拠点と日本とＥＰＡを締結している国の取引先との  
輸出入  
（ ）②日本の自社拠点と日本とＥＰＡを締結している国の自社拠点と  
の輸出入  
（ ）③の自社拠点とその国とＥＰＡを締結している第三国の取引    
先との輸出入  
（ ）④の自社拠点とその国とＥＰＡを締結している第三国の自社  
拠点へと輸出入  
（ ） (b)活用していない  
 
(25) 設問(24)で「活用している」と回答された方にお尋ねします。及び第三国
とはどこの国ですか。複数ある場合は複数お答えください。  
①を回答された方    日本     と（       ）  
②を回答された方    日本     と（       ）  
③を回答された方   （      ）と（       ）  
④を回答された方   （      ）と（       ）  
 
(26) 設問(24)で「活用している」と回答された方にお尋ねします。その他の規
制緩和や特例を活用されていますか。  
   
（                                 ）  
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（27）２０１２年９月以降、中国での反日感情の高まりによる日中経済関係へ
の悪影響が懸念されています。貴社の中国におけるビジネスに影響があり
ますか。該当する（  ）１つに○を付けてください。  
 （ ）①既に影響が生じている  
 （ ）②今後生じる可能性がある  
 （ ）③影響はない  
 （ ）④わからない  
 
（28）設問（27）で「①既に影響が生じている」または「②今後生じる可能性
がある」と回答された方にお尋ねします。その具体的な影響について具体
的に記入してください。  
 （                            ）  
 
 
（29）今後、中長期の中国ビジネスをどのようにお考えですか。該当する（  ）
１つに○を付けてください。  
（ ）①既に縮小に着手している  
（ ）②縮小を検討する  
（ ）③直ちに縮小することはない  
（ ）④拡大を検討する  
（ ）⑤現時点ではわからない  
（ ）⑥その他（                ）  
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E 海外事業展開していない方または展開していたが撤退した方にお尋ねしま
す。 
（30）海外事業展開していないのは、どのような理由からですか。該当する（  ）
１つに○を付けてください。  
（ ）①取引先・販売先が国内のみであるため  
（ ）②価格や品質で競争力がある製品 (商品)があるため  
（ ）③必要性は感じているが、制約･懸念事項があるため  
（ ）④過去にしたが、満足な結果が得られなかったため  
（ ）⑤その他（                      ）  
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（31）設問(30)で「③必要性は感じているが制約・懸念事項がある」とお答え
になった方にお尋ねします。海外事業展開の制約･懸念事項とは何ですか。
すべての制約･懸念の程度を５段階で評価して該当するすべての番号に○
を付けてください。  
 
低        高  
１・２・３・４・５  
 
課題  低          
高  
１・２・３・４・５  
①資金面  １・２・３・４・５  
②人材面  １・２・３・４・５  
③現地での販路開拓  １・２・３・４・５  
④現地での原材料調達  １・２・３・４・５  
⑤現地の情報不足  １・２・３・４・５  
⑥技術・ノウハウの漏えい不安  １・２・３・４・５  
⑦商慣行や法制度の違い  １・２・３・４・５  
⑧国内の取引先から要望がない  １・２・３・４・５  
⑨その（                 ） １・２・３・４・５  
 
 (32) 設問(30)で「④過去にしたが、満足な結果が得られなかった」とお答え
になった方にお尋ねします。過去にしたが、満足な結果が得られなかった
具体的な理由は何ですか。差し支えがなければ記入して下さい。  
 
（                                 ）  
 
アンケートにご協力いただき、誠にありがとうございました。  
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